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銀行連合の形成と資本の金融資本への転化
　1.結合生産の展開と「一企業＝一銀行制」の崩壊
　これまでの研究では，「金融資本論「1!」第三篇第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克
服」，第12章「カルテルとトラスト」をふまえながら，ヒルファディングの独占理論，とくに独
占的結合＝カルテルの成立と価格形成メカニズムおよび市場支配メカニズムを解明し，あわせてこ
の論理次元において最低必要な限りでの独占的結合＝カルテル価格形成の基本論理を検討してきた。
行論の都合上，この点に関する要約は本稿第四章「独占的結合め価格形成と「超過」利潤」でおこ
なっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。
　（－）本稿はこの第四章と第三章「銀行連合の形成と資本の金融資本への転化」とから成り立って
いるが，後者にあっては，従来の研究においてば皮相的にしか理解されてこなかったか，または看
過されがちであった「金融資本論」第三篇第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転
化」の前段の論理に焦点を合わせ，その内在的検討を企図するものである。ここでは, (1)銀行資
本と産業資本との緊密化の論理が産業における独占的結合の形成・展開によって,･いかに構造的変
化（「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」の崩壊）を余儀なくされるのか，そのことによっ
てバ2）両者の経済的な相互依存関係におけるその依存性が，いかなる影響をうけ，その構造的変
化を余儀なくされることになるのか，そしてそれに対して, (3)銀行はいかなる対応形態をとるこ
とになるのかを分析・検討し，かつ，こうした論理の内的関連・道筋の解明を通じて，競争下での
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　「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」に基づく銀行資本と産業資本との緊密化の崩壊か
　｀ら，独占形成期における，いわば「独占的結合企業＝銀行連合制」の形成とそれに基づく新たな銀行
　資本と産業資本との緊密化つまり両者の独占的結合関係への転化の論理を把握することを課題とす
　る。
　　さて，ヒルファディングは，「資本主義的産業の発展は，銀行業における集積を発展させる。集
｡積された銀行制度は，それ自体，カルテルおよびトラストにおける資本主義的集積の最高段階に到
・達させる重要な一動力である」(S. 332,下, 107)と述べた後，続いて彼は「そこで今度は，
　カルテルやトラストが再びいかに銀行制度に反作用するか？」(ibid.,同上）という問いかけをお
　こなっている。カルテルやトラストがいかに銀行制度に反作用するかという問題提起は，明らかに新･
　たな論理次元における銀行資本と産業資本との緊密化に関する問題でなければならない。それは，
　いわゆる原子的競争といわれる全面的競争の論理次元での銀行資本と産業資本との関係の問題でも
　なければ，また「固定資本の巨大化・資本の最低必要資本量の厖大化→資本の流出入困難→利潤率
　の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊」という，競争制限・止揚をもたらすほどにまで高度に
　進展した集積のもとでの巨大資本間の死活的闘争の論理次元における両者の関係の問題でもない。
　それは産業における独占的諸結合＝カルテル・トラストの形成による競争の制限・止揚の論理次元
　での銀行資本と産業資本との旱密化の問題であり，産業における競争制限・止揚に基づくカルテル・
　トラストという独占的結合形態による資本力の形成によって，従来の銀行業における「個別」資本的対
　応形態がいかなる影響をうけるのか，換言すれば，産業における独占形成による結合資本力が，従
　来の「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」に基づく銀行資本と産業資本との関係の緊密
　化にどのような影響を与え，銀行の側における産業への対応にどのような形態的変化をもたらすこ
　とになｰるのかという問題として捉えなければならない０．
　　そこで先ず，次の点を確認しておかなければならない。すなわち，「資本主義的諸企業の相互依
　存関係においては，いずれの企業が他の企業に従属するに至るかを決定するものは，なかんずく資
　本力の強さである」(S. 332,下, 107)という点てある。なぜなら，ヒルファディングによれ
　ば，「銀行資本と産業資本との緊密化」の論理においては，両者の相互依存関係における依存性・
　従属性を根本的に規定するものは資本力の強さでなければならないということであるからである。
　さて，ここでは銀行と産業企業との間の資本力については後者の独占的諸結合＝カルテル・トラス
　ト化にともなって根本的な変化を余儀なくされることになる。産業においては，少数化し同等化し
　た巨大資本相互の独占的諸結合＝カルテル・トラストが形成されることによって，結合資本諸形態
　となり，かつ，結合生産諸形態がとられるようになることから，従来の競争段階においてみられる
　ような個別資本形態に基づく個別生産形態の場合とは根本的に異なって，その充用資本規模も独占
　的結合生産形態に対応して論理次元を異にする巨大規模のものとなる。資本力は独占的に結合され
　た資本力に転化する。他方，銀行業においては，それが大規模化しているとはいえ，いまだなお，
　競争が支配し，個別的，分散的状態である。資本主義的産業の発展が，銀行業における集積を発展
　させ,･集積された銀行制度が逆にまた産業集積を促進し，その最高の段階としてのカルテル・トラ
　ストに至らしめる重要な一動力となるのであるが，しかしなお，それは競争の論理次元での銀行業
　に関する問題であって，その集積がいかに高度に進み，それがいかに銀行業における競争制限・止
　揚を可能ならしめるに足りる程度にまで達した大銀行であるとしても，「個別」銀行資本であるこ
　とには変わりない。
　　ヒルファディングは，第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服」において，産業にお
　ける集積の発展に関連して，銀行業における集積に関説した部分で次のように述べている。先
　ず，「かくして，われわれは資本主義的発展の両極において全く異なる原因から平均以下への
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利潤率の低下傾向が生ずるのをみる。いまや，この傾向はそれ自身また，資本が十分に強いところ
　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　φでは，その克服への反対傾向をよび起こす。この反対傾向は，結局，自由競争の止揚に，したがって
また，利潤率の不等を永続的に形成する傾向に導き」（S.｡274,下, 24)出すと。このように，
産業における集積の発展に基づく競争制限への一般的傾向について総括的に述べた後で･，それをふ
まえて，この産業における独占形成の過程が銀行の利害関係によぷて，いかに促進されうるかを次
のように指摘している。
　すなわち，「かように産業資本の内部において，まさにその最も発展した諸部面において生ずる
この傾向は，銀行資本の利害関係によって促進される。すでにみたように，産業における集積は同
時に銀行の集積を誘致するのであって，後者は銀行業自身の発展条件から生じて，それがさらに一
層強められる。われわれはさらに，銀行資本が株式制度によって産業信用を拡張しえ，また創業者
利得の見込にひかれて，ますます金融への関心を大きくするめをみる。……しかし，銀行の集積と
ともに，銀行が信用供与者および金融機関として参加する産業企業の範囲も同時に増大する（傍点
中田）」(SS. 274―275,下, 24―25)。
　いうまでもなく，ここにみられる銀行と産業との関係は競争の論理次元での問題である。しかも，
いわゆる原子的競争下におけるそれではなく，「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の厖大化→
資本の流出入困難」という産業における集積の展開過程と，それに対応関係にある銀行業における
集積過程に規定されて展開する銀行資本と産業資本との緊密化の態様を示したものということがで
きる。ここでは，明らかに株式会社制度に基づく両者の関係が捉えられており，そのもとで，銀行
はこの論理次元での産業における集積の発展に対応した展開形態をとる。固定資本を用立てる銀行
はすでにある程度の規模をもっていなければならないが，この規模は産業企業の膨脹とともに，ま
たこれよりもなお急速に増大しなければならないし(S. 116,上, 177),それ故にまた，銀行の
主要業務である信用供与と株式の引受・発行活動とを統一的に遂行する資本力に対してなされる要
求も，産業における集積の発展とともにますます急速に飛躍的に大きくなることによって，銀行業
における集積をさらに一層加速させることになる。
　他方，銀行はかかる主要業務を統一的に遂行していくうえで，産業の厳格な監視を必要とするこ
とにより，産業企業に対して自行ただ一銀行とだけ取引をおこなわしめ，自らは特定の一産業企業
に深く係わり合うことにより，銀行の運命が企業と緊密に編み合わされてしまって，企業の要求に
悉く応じなければならなくなることを回避する(S. 118,上, 179)ために，一つの企業だけに
参加することはしないで幾つかの企業への参加によってその危険を分散するように’努めるのである
　(S. 116,上, 177)。かかる競争の論理次元においては，銀行と産業との関係は産業にとっては
　「一企業＝一銀行制」であり，銀行にとっては，いわゆる「一銀行＝複数企業制」である。銀行に
とってのその必要性は，すでに指摘したとおりであるが，それが出来うるのは銀行の資本力であり，
ことに自由に処分されうる貨幣資本の絶対的支配に基づくということができよう。なお，この点に
関しては後述する。
　（二）続いて，ヒルファディングはこの論理次元での銀行と産業との関係の対抗的・対立的側面に
ついて指摘した後で，それが産業における競争制限・止揚への銀行の強制的圧力となってあらわれ
ることを次のように述べている。すなわち，「技術的または経済的に優越している産業企業は，一
競争戦の後には勝利者として市場を固守し自己の販路を拡張するという見込をもち，また｡敵を駆
逐した後には，競争戦の損失を償って余りある特別利潤を比較的長期間にわたって収めるという見
込をもっが，銀行の考慮するところは，これとは性格を異にする６この企業の勝利は，銀行が同様
に利害関係をもった他の諸企業の敗北である。他の諸企業も多額の信用を受けていて，貸し出された
資本が，い‘までは危険に曝されている。競争戦そのものが，すべての企業にとって損失の時期であっ
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た。銀行はその信用を制限して，利益のある金融取引を断念せねばならなかった。一企業の勝利は，
少しも銀行にこの損失を償わない。かように強大な企業は，銀行が余り多くの利得を引き出しえな
い相手である。それゆえ，互いに競争する諸事業が銀行の顧客であれば，それらの競争からは銀行
はただ不利益だけを期待せねばならない」(S. 275,下, 25)。
　この論理次元は，すでに指摘したように，固定資本の巨大化を特徴とする競争の段階である。個
別資本にとって，固定資本の巨大化は資本の価値回収を長期化させ，資本の回転率を低下させる。
そのことによって，投下資本中に占める固定資本部分の糾合が増大すればするほど，ますます総資
本の回転率を低下させる一方，資本の最低必要量を厖大化させ，設備投資のための資本部分の利用
を飛躍的に上昇させるので，金融的諸費用を著しく増大させることになる。こうした固定資本の巨
大化を基軸とした牛産の大規模化にともなう「諸負担の厖大化」が，いJわゆる「損益分岐点稼動率」
なるものを大幅に引き上げる傾向に強力的に作用する。こうした事情のもとでは，各個の資本は競
争戦において優位を確保するためには，むしろ生産を促進し供給量を増大させ，それによって，単
位生産物当たりの費用価格を可能な限り引き下げようと努めるであろう。
　各個の資本は巨大な固定設備を擁する同等化した大規模資本に成長しているが故に，かかる競争
過程は死活的に展開されざるをえない。生産を促進し供給を増大させ，それを通じて単位生産物当
たりの費用価格を可能な限り引き下げることによって，競争戦において優位を確保しようとする個
別資本の行動は，その過程的展開それ自体が，生産｡･供給促進の強制圧力として，個別資本をして生
産規模の拡張と厖大な固定資本投資に駆りたて，かくして，それがまた生産・供給の増大による死
活的闘争の激化に強制的に作用することになり，結果として，これらの部門における利潤率を「比
較的長期間にわたって平均以下」におし下げることになる。かかる状態は「平均利潤率が低けれ
ば低いほど，ますます危険となる」(S. 273,下, 22)のであって，「資本力が十分に強いと
ころでは，その克服への反対傾向をよび起こす。この反対傾向は，結局，自由競争の止揚に」
　(S.274,下, 24)導くことになる（3）。
　ところで，産業におけるかかる「傾向」は，上述のように，銀行資本の利害関係によって促進さ
れるのである。ここでは，産業における自由競争の制限・止揚に対して，銀行がなぜ，また，いか
に強力的，促進的役割を果たすかについて述べているのであるが，銀行は単に一産業企業と
のみ利害関係をもっているわけではなく，「互いに競争する諸事業が銀行の顧客」(S. 275,
下, 25)である。両者の基本的関係は，いまだなお，「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」
である。そこでの産業側における競争は「競争戦そのものがすべての企業にとって損失の時期であっ
た」(ibid.,同上）といわれるものである。すなわち，この論理次元においては，競争は「強者と
弱者との闘争ではなく，容易に決着のつきかねる，全戦士に一様な犠牲を負わせる同等者間の闘争
である」(S. 272,下, 21)が故に，それは弱者が滅ぼされてその面における資本の過剰が除か
れるような闘争ではもはやないのである（４）。
　したがって，これらの諸資本間の「競争からは銀行はただ不利益だけを期待せねばならない」
　(S.275,下, 25)ということになるのである。いまや，利潤は一産業部門における競争が完全
に排除されるとき最高に達することになるが故に，産業企業と同様に能う限り高い利潤に関心をもっ
ている銀行は，自己の関与する諸事業間の競争をなんとしても排除しようとするようになる。この
銀行の努力は絶対的なものである(ibid.,下, 26)。かくして，「独占の確立への銀行の努力と
なる。かようにして，銀行資本の諸傾向と産業資本のそれとは，競争の排除に向かって一致する」
　(ibid..同上）ことになる。これが，「かように産業資本の内部において，まさにその最も発展
した諸部面において生ずるこの傾向（＝自由競争の止揚）は，銀行資本の利害関係によって促進さ
れる」(S. 274,下, 24)という場合の基本的内容・傾向である。
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　しかし同時に，かかる過程的展開のなかで，「自己の特別に有利な設備を頼ってなおも競争戦の
方を選ぼうとする」(S. 276,下, 26)企業のある場合には，銀行資本は，個々の企業の意志に
反しても，ヽこの目標を達成」(ibid.,同上）しようとするであろうしト「この目標を達成する力を
ますます加えてくる」(ibid.,同上）ことになる。これが，先述の「技術的または経済的に優越し
ている産業企業は，一競争戦には勝利者として市場を固守し自己の販路を拡張するという見込をも
ち，また，敵を駆逐した後には競争戦の損失を償って余りある特別利潤を比較的長期間にわたって
収めるという見込をもつが，銀行の考慮するところは｡これと性質を異にする」(S. 275,下，
25）という論旨と係わっているのである。すなわち，「技術的または経済的に優越している産業
企業」は上述のような「見込」を持つことによって，「なおも競争戦のほうを選ぼうとするであろう」
が，。しかし，銀行は個々の企業の意志に反しても競争を制限・止揚しようとするであろうというこ
とになる。つまり，この企業のかかる「見込」に基づく競争戦の選択に対して，「銀行の考慮する
ところは，これとは性質を異にする」というわけである。
　なぜなら，この場合，この企業の勝利は，銀行が同様に利害関係をもっている他の諸企業の敗北
を意味するからである。他の諸企業もまた同様に銀行から多額の信用をうけているが故に，貸し出さ
れた銀行め資本がいまでは危険に曝されているということになるのである。競争戦そのものが，す
べての企業にとって損失の時期となるこの論理次元においては，銀行はその信用を制限して，利益
のある金融取引さえも断念せねばならなかったのである。つまり，一企業の勝利は，少しも銀行に
この損失を償わない」(ibid.,同上）というわけである。かくして｡銀行は自己の特別に有利な設
備を頼って，なおも競争戦の方を選ぼうとするであろう個々の企業の意志に反しても，競争を制限・
止揚しようとする。そしてまた，銀行は銀行業における集積の発展と産業企業に対する関係の強化
を通じて，「この目標を達成する力を，ますます加えてくる」のである６かくして，「銀行資本の
協力がなければなお自由競争が続けられたであろう経済的発展の一段階において，早くも競争の排
除がおこなわれるとすれば｡それは産業資本が銀行資本の支持に負うところである」(S. 276,下，
26),とヒルファディングは述べているのである。
　（三）このように，産業資本の内部において，まさに，最も発展した諸部面＝重工業部において
生ずるかかる競争制限・止揚への傾向は，強大な貨幣（資本）力を背景とした銀行資本の利害関係
によって，一層促進されるという’ことになるのである。　しかし／それが，結果として「一企業＝
一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」を崩壊させ，産業における独占的結合＝カルテル化産業の成
立によって，逆に，銀行の産業への従属の危険を惹き起こすことになる。そこで，次にこの競争制
限・止揚はいかなる形態をとって導き出されてくるかが問題になってくるのである。
　ヒルファディングによれば，それは結合生産形態の発展を通じて導き出される独占的結合形態で
ある。その基本的な結合生産形態として独占的利益共同＝カルテルと独占的企業合同＝トラストと
゛がある。彼によれば，「すべてこれらの産業企業の結合は，通例，一銀行を諸企業と結合する共同の
利害関係によって準備される。一炭坑に大きな利害関係をもつ一銀行は，ある製鉄所をこの炭坑の
顧客にしようとするであろう。一結合生産の萌芽である。或は，あちこちの市場で互いに激しく
競争する二つの同種企業にたいして，銀行がもつ利害関係は銀行を動かして，一つの協定を誘致し
ようと試みさせる。同種的利益協同または企業合同が，その途上に上る」(S. 288,下, 45)。
　すでに，信用・銀行制度は株式会社制度を基礎・前提として構造的変化をとげており，いまでは，
単に信用的業務だけではなく金融的業務をも兼ね備えた「兼営的」銀行として，産業への信用供与，
株式所有および発行活動を内的・有機的に結びつけ，その統一的運用を可能にしている。かかる統
一的運用を通じて,-銀行は産業へ大規模に参加し，銀行資本と産業資本との，より緊密な関係を展
開させているのである。こうした関係をふまえて，この論理次元での産業への銀行の介入は，「競
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争戦の結果が先取りされる」(ibid.,同上）という／より高次の形態の集中運動を促すことになる。
このことによって，この論理次元の集中運動は，一方では，生産力の無益な破壊と浪費とが省かれ，
他方では，競争戦の結果だった所有集中が，差し当たりは生じないということになる。したがって，
その限りにおいて，資本の集中は他の企業・工場の所有者が収奪ざれたり，打倒されたりするとい
うことはなぐ,所有の集中をともなわない経営または企業の集中がおこなわれるという形態をとっ
て展開されることになる。すなわち，株式証券市場において経営集中をともなわない純粋な所有集
中がおこなわれるのと同じように，いまや，産業においては所有集中をともなわない経営または企
業の集中がおこなわれ，そのことによって，集中運動はより高次の段階におし上げられ,全面的か
つ大規模な展開をみせることになる。
　こうして，産業においては，とくに重工業部門を基軸にして種々の企業結合形態が形成・展開さ
れるに至る。なお，この論理次元において，形成・展開される結合諸形態はいうまでもなく，「競
争関係における原理的変化を意味しない」(S. 338,下, 115)という限りにおいて，いわば
　「部分的諸結合」を意味する（5）。しかし，こうした諸企業・経営結合が競争関係における原理的
変化を意味しないとしても，「結合」それ自体から生ずる経済的諸利点および技術的諸利点によっ
て，かかる結合形態は「単純」企業との競争戦において優越する。銀行にとってもまた，「これら
の過程の媒介は，一面では，銀行の貸出資本のより大きな安全を意味し，また他面では，株式売買，
株式新発行，その他これに類する有利な諸取引への機会を意味する６すなわち，これらの企業の結
合は，これらの企業にとって利潤の増大を意味する。この増大した利潤の一部は，資本還元されて
銀行によって収得される。かくして，単に信用機関としてのみではなく，ことにまた金融機関とし
ても，銀行はこれらの結合過程に利害関係をもつ」(S. 289,下, 45―46)のである。
　ところで，上述の企業・経営結合および生産結合は，結合による経済的・技術的諸利点による優
越性に基づいて，むしろ生産・供給を増大し，それによって，単位生産物当たりの費用価格を可能
な限り切り下げようとするであろう。したがって，それがまた，生産・供給促進の圧力となり，そ
の圧力がまたさらなる「生産規模の拡張→企業・経営の結合」を強制するというように,･盲目的に
　「規模の経済性」を追求するようになる。それ故に，このことがまた，これらの部門における生産・
供給の一層の増大による競争の激化と利潤率の低落とに拍車をかげることになる。かくして，「集
中の促進はまた同時に，集中のより以上の進展の障害となる。諸経営がより大きく，より強く，よ
り同種的であればあるほど，競争による第二の経営の打倒によって自己の経営を拡大しうる見込は
ますます小さくなる。同時に，利潤率の低位，すでに圧迫されている価格を生産の増大によって，
さらに低落させるおそれは，本来，技術的見地からは望ましいはずの拡張を妨げる」(S. 289,下，
46）ことになるのである（6）j
　他方，こうした産業における企業・経営結合の形成・展開は，銀行と産業との関係に一定の変化
をもたらすことになる。競争戦そのものが，すべての企業にとって損失の時期にあって，あちこち
の市場で互いに激しく競争する諸企業に対して，銀行がもつ利害関係は銀行を動かして，これらの
企業の諸結合を促し，結合による経済的・技術的諸利点を導き出すことによって，費用価格を引き
下げ競争戦を有利に展開してきたのであったが，そのことは同時に，従来よりもはるかに厖大な額
の資本量とその急速な調達を必要とされることによって，この企業・経営結合の成立・展開の論理
次元に対応･した巨額の信用供与と厖大な株式め引受・発行業務とを統一的に遂行しうる資本力もま
た，要請されることになるのである。
　この論理次元においては，産業の必要とするかかる資本は，それが大量に集積されている銀行か
らのみ受け取ることができるのであり，したがって，金融市場を動揺させることなしに，かかる資
本を調達するという一切の配慮をも銀行に委せなければならない。銀行は，ますます厖大化する必
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要額を確実に調達できなければならない。したがって，産業における企業・経営結合形態の展開は，
信用機関としての信用的業務に対してと同様に，金融機関としての金融的業務に対しても最大可能
な集積を要請することになる。つまり’，銀行はかかる二側面の機能を統一的に運用する「兼営的」
銀行として，産業企業との間に「緊密」なる関係をもっているのであるから，取引先諸企業の一切
の信用・金融上の諸取引を担当しうるだけの巨大な資本力を要請されるごどになるのである。
　ところで，この面においては，大銀行の直接的優越が最も明瞭に実現される。銀行が大きければ
大きいほど巨額の信用供与を可能ならしめ，株式の引受・発行業務をおこなう場合の安全性も大き
いということになる。他方，そのことは資本力に限界があり，取引網を持ちえておらず，したがっ
て，株式引受・発行条件に欠ける中小銀行をして，従来のような「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝
複数企業制」を維持できなくしていくことにより，彼らは急速に大銀行に吸収・合併，または系列
化されるか，または連合に参加するかによって事業の維持をはかっていくことを余儀なくされる。
しかし，産業における結合生産諸形態の展開は，それにはとどまらないで，これまでの銀行資本と
産業資本との関係そのものを根本的に変化させることになる。大銀行もまた，利害関係をもつ諸
企業・経営の結合，あるいは結合生産の展開のなかで，取引先諸企業の一切の信用・金融上の諸取
引を自行のみで担当することが困難になってくるのである。
　他方，結合生産諸形態の展開は，それが各個の独立した企業・経営の結合であるが故に，これま
で各個の企業・経営と関係し，競争していた諸銀行をもまた，「共同利益」の関係にたたせるよう
になり，差し当たり，一定の領域で共同に行動するということもありうるようになる。こうして，
次第に従来の「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」はその技術的・経済的基盤を失って
いくことになる。産業における独占的諸結合＝カルテル・トラストの形成は，この傾向を決定的な
ものにする。だから，「元来，相当に進展したカルテル化は，諸銀行もまたカルテルやトラス,トに
対して従属関係に陥らないように，互いに連合し大規模化するという方向に作用する」(S. 332,
下，107）というヒルファディングの見解の基本的内容は，以上のような論理の道筋において捉え
られなければならないのである。
　（四）ところで，このような第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化（の前段）」
の論理次元でのヒルファディングの叙述は，銀行における集積の発展が，銀行業自身の発展条件か
ら生じ，それがさらに強められる(S. 274,下，25）という，いわば銀行業における集積の基本
的傾向をふまえたうえで，産業における独占的結合の成立・展開という競争諸条件の根本的変化の
もとで，自由競争の制限・止揚形態としてのカルテル・トラストがその独占的結合力を背景にして，
銀行業にいかなる影響を与えるようになるのか，銀行はそれにいかに対応していくのか，という問
題であるといえよう。すなわち，それは産業における競争諸条件の根本的変化に基づく「産業資本
と銀行資本との緊密化」の関係内部における資本力の根本的変化が両者の関係にいかなる影響を与
えるようになるかという視角から，この論理次元での産業と銀行との関係，つまり,一方での独占
的産業資本と他方でのいまだ独占的に結合されていない銀行資本との緊密化・対抗の関係を捉え
ようとするものである。そしてさらに，かかる両者の対抗関係を通じて，産業における独占的結合＝
カルテル化に対応した銀行業における連合の形成と，それに基づく両者の関係＝独占的結合関係の
展開を導き出そうとするものである。
　ヒルファディングによれば，かかる対抗関係のなかで，諸銀行はカルテル・トラストに対して従
属関係に陥らないように相互に連合し，大規模化をはかろうとする。かくして，「カルテル結成そ
のものが諸銀行の連合を促進するとともに，逆に諸銀行の連合が，またカルテル結成を促進する」
　(S. 332,下, 107)ということになる。ここでは，産業と銀行との関係が従来の自由な競争の
論理次元における両者の関係ではなく，産業の独占化という新たな論理次元における独占的諸結合
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と銀行との関係として措定されているということができる。しかし，この新たな論理次元における
両者の関係については，ここでは，銀行と産業的結合との間の「資本力」の差が，産業における独
占的結合＝カルテルの形成以前の両者の関係から，独占的結合＝カルテル化による資本の新たな段
階での両者の関係の問題として，独占的結合＝カルテル・トラストヘの対抗的側面からの銀行の対
応形態が問題とされているということができる。すなわち，産業における独占的結合＝カルテル化
に対して，銀行は，従来のように「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」なる対応形態を
とりえなくなるということであり，したがって，銀行が従来のかかる「形態」に甘んじている限り，
この論理次元での産業の側の要請に応えられえないばかりでなく，むしろ，産業の側における独占
的結合＝カルテル｡｀トラストに対して従属関係に陥らざるをえなくなるであろうということになる
のである。
　このような事情から，独占的結合＝カルテル・トラストヘの従属化を阻止・回避しようとする新
たな対応形態として，銀行業における連合化か，いわば強制的に要請されてくることになる。だか
ら，「諸銀行は，カルテル・トラストに対して従属関係に陥らないように相互に連合し，大規模化
をはかる」(S. 332,下, 107)ことを余儀なくされることになるのである。すなわち，ここで
問題になっている銀行と産業との関係，したがって，銀行資本と産業資本との緊密化の論理は，ま
さに競争制限・止揚の論理次元での問題，より正確には，産業における独占的結合＝カルテル・ト
ラストの形成の論理次元での問題であるということ，すなわち，独占的結合資本力の形成が，両者
の関係の内部における相互依存の依存性を決定する「資本力」に根本的変化をもたらしたことによ
る銀行の産業への従属化の危険と，その危険を回避する新たな対応形態として，銀行業の側におけ
る連合化の強制的展開との問題であるということができる。
　そこで，ヒルファディングのかかる所説に関して論述したほとんど唯一のものと思われる高山満
氏の見解を次節で取り上げさせていただくことにしようノ
(1) R. Hilferding,Ｄａｓ　Ｆｉｎａｎｚfeapital，Ｅｉｎｅ　Ｓtｕｄｉｅ 　libeｒ die jiiｒvｅｓtｅＥａtｔｕｉｃｆｅｌｕｎｇｄｅｓ
　Ｋａｐｉtaliｓｍｕｓ, Dietz Verlag, Berline, 1955.邦訳については，岡崎次郎訳「金融資本論」岩波
　書店文庫版（上）・（下），林要訳「金融資本論」大月書店文庫版（1）・（2）を使用，以下「金融資本論」か
　らの引用のさいには，上記原典および訳書（但し岡崎訳の頁数に統一，訳文は適宜訂正）の頁数のみを示
　す。なお，前稿「金融資本の蓄積様式（1）」においては，岡崎訳（岩波文庫版）は旧版（上）・（中）を使
　用している。
（2）従来の研究では，第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化」の論理に関しては，もっ
　ぱら，そこでの金融資本規定に焦点を合わせて，その「ｲ言用一元論」的，「流通主義論」的性格なるもの
　を問題にされてきたが，しかし，本文で詳述しているように，その前段の論理が，産業における独占的結
　合＝カルテル化による結合資本力の形成のもとで，従来の銀行資本と産業資本との緊密化の関係（の内部）
　における相互依存の依存性を規定する資本力に根本的変化が生じ，それが，従来の「一企業＝一銀行制」・
　「一銀行＝複数企業制」という両者の基本的関係を構造的に変化させ，銀行の側に連合化を強制していく
　という新たな論理の展開に関しては全く看過されるか無視されてきたのである。
（3）この点に関しては，拙稿「金融資本の蓄積様式（1）」（「高知大学学術研究報告」第31巻, 1982)を参照さ
　れたい。
（4）この点に関しては，拙稿「「金融資本論」の論理構造（Ⅲ）」（「商学論纂」第18巻第１号, 1976年）を
　参照されたい。
（5）ここでは，部分的諸結合は競争関係における原理的変化を意味しないということであるから，自由競争
　関係を前提としていることは明白である。したがって，部分的諸結合によって市場支配が確立していない
　ことも同様に明白であるといわざるをえない。ここでいわれる部分的諸結合とは，かかる意味において競
　争制限・止揚をともなう独占的結合形態とは明確に区別されたものであるということが，先ず確認され
　なければならない。
　　そうであるとすれば，この「部分的結合」が他の諸資本に比して費用を低廉化し，競争力を強化しうる
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　限り，「特別利潤」を（過渡的に）獲得しうることも当然であり，そのことが競争諸資本をじて新しい生
　産方法，新しい生産|形態の採用に向かわしめ，結果として，価格引下げ的傾向に導くことになる。しかも
　また，この「結合」が「充分に多数を包括して広範囲にわたり，生産の最大部分を供給」しうるならば，
　その冷産|価格が市場価格を規定するということもまた当然といわざるをえない。I
　　すなわち，平均的水準以上の生産諸条件を有するこの部分的結合の生産ける商品量|が平均的およびそれ
　以下の生産諸条件で生産することを余儀なくされる諸資本の商品量をはるかに上回る場合には，前者の商
　品の個別的価値が市場価格に規定的役割をもつことになるからであり，かかる商品の市場価格がどこまで
　その個別的価値に接近しうるかは，部分的結合による商品の総商品量のうちに占める割合いかんによると
　いうことであるからである。
　　この場合には，部分的諸結合は，その個別的価値と市場価値・価格との差額だけの特別利潤を取得する
　のに対して，平均的およびそれ以下の生産諸条件の諸資本は特別利潤を全く取得できないか，負の特別利
　潤を余儀なくされるかである。この場合，一方の諸資本，つまり。ここでいう部分的結合が取得する特別
　利潤と他方の諸資本が余儀なくされる負の特別利潤とは常に相等しくなければならず，したがって，それ
　は，一方における特別利潤の成立は対極における負の特別利潤を随伴せざるをえない関係としてあらわれ
　るのである。
　　このような関係のなかでは，より優れた生産方法，ヰ産|形態の一つとして部分的諸結合形態の｡「採用と
　普及」が個々の資本に強制されるのである。すなわち，「結合生産は技術進歩を可能にし，したがって，
　単純工場（＝単純企業）に比して特別利潤を取得する」(S. 284,下, 39)。このように経済的諸原因
　から生じた結合生産は，それ自体，―つの技術的進歩を意味すると同時に，単純企業に比してより多く生
　産過程の技術的諸改良への内的条件を持ち合わせているということになるのである。たとえば，「高値ガス
　を動力として合理的に利用することをはじめて可能にした高値と加工との結合を考えてみよ。これらの技
　術的利点がひとたび与えられれば，それはさらに単なる経済的原因だけではまだ結合生産が生じていない
　ようなところでも，結合生産の遂行への推進的動機となる」(S. 285,下，40）。この叙述そのものは，
　必ずしも部分的結合を，直接対象としたものではないが，結合生産形態の一形態としての部分的結合をも
　含意するものとして理解することはけっして誤りではないであろう。
　　かくして，この部分的諸結合形態が普及していくにつれて，その生産方法，生産形態によって取得され
　た特別利潤は消滅していくことになる。だから，ヒルファディングは，「部分的結合」によって取得され
　る特別利潤は「過渡的」なものであると述べているのである。
　　したがって，高山満氏が「上記の場合において，「価格」の低下が生じたとすれば，「部分的」結合の
　存在自体がこの結果をもたらした訳ではなく，この型の「結合」の存在にもかかわらず，この「結合」が
　市場を支配しておらず，従って，競争状態が存在しているが故に，正に「価格」は低下せざるをえなかっ
　たと言うべきではないか！？」（高山「競争の形態変化と景気循環の変容Ⅲ」，「東京経大学会誌」第84号，
　1974年, 50頁）といわれて，ヒルファディングを批判されるのは，彼に対する批判としては全く的はずれ
　のものといわざるをえない。
　　このように考えれば，「結合」が「牛産の最大部分」を供給しているのに，「どうしてわざわざ「価格」
　を引き下げ，「特別利潤」を失わなければならないのであろうか？真に奇妙なことと言うべきである」
　　（同上）との高山氏の疑問・批判は誤解に基づく根拠のないものであるといわざるをえない。すなわ，
　ち，それは，氏のいわれるように，部分的結合の生産の条件のなかに「大きな資本と，それに裏付けら
　れたいわゆる規模の経済，従って競争者との間の極めて大きな費用格差の契機が内包されていることを彼
　　（ヒルファディングー中田）が忘れている」（同上）から，そうした所説を展開したというわけではない。
（6）この点に関しては，拙稿「金融資本の蓄積様式（1）」（「高知大学学術研究報告」第31巻, 1982年）を参照
　されたい。
　２．独占的結合＝カルテ,ルと銀行連合の形成
　（一）高山満氏は，第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化（の前段）」の論理
についての批判的見解のなかで次のように述べておられる。すなわち，「彼（ヒルファディングー
　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　。。　　　　　　　　　　　　　　　●●●●
中田）に従えば，銀行の資本は，「独占的結合」としてのカルテル・トラストに対し，「従属関係
におちいらないように」……対抗的に「諸銀行の連合」……の形成を推進する。彼はここでは，
　「独占的結合」が「資本主義的企業の相互依存関係」……の中で，独占的市場支配力を行使しう
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る基本条件としての卓越した「資本力」が，株式会社形式による資本調達力と内的に不可分なもの
であることに深い注意を払うべきであった。そして，この株式会社形式による強大な「資本力」を
もつ「独占的結合」としての産業資本であって初めて，大銀行と「相互依存関係」に入りうるし，
また，そうすることに意味もある訳である。彼が，ここで「独占的結合」と他の「資本主義的諸企
業」との対抗関係の視角から，その対抗，支配の基本的武器として，「資本力」を捉えていること
は，とりも直さず株式会社も又，この諸資本の市場をめぐる競争と対抗，支配と被支配の視角から
捉えられねばならぬことを意識せずして物語っているのである（傍点原文）（1）」と。
　この高山氏の見解の特徴は，ヒルファディングにあっては, (1)「資本力」が株式会社形式による
資本調達力と内的に不可分なものであることに注意を払っていないということ, (2)株式会社形式
による強大な「資本力」を持つ産業資本であってはじめて，大銀行と相互依存関係に入りうるが，
そのように捉えていないということ, (3)独占的結合と他の資本主義的諸企業との対抗関係の視角
から，その対抗，支配の武器として「資本力」を捉えることは，株式会社もまた，競争と対抗，支配
と被支配の視角から捉えなければならないことを意識せずして物語っているということである。。
　さて，産業における独占的結合＝カルテル・トラスト化の過程で，資本の支配・集中機構として
の株式会社（制度）をいかに捉えるかは，この過程の資本の結合・支配形態だけではなく，独占段
階での資本支配の形態規定に係わる重要な問題である。したがって，ヒルファディングの場合に
も，独占的結合＝カルテルがその市場支配・価格支配力を行使しうる基本条件としての「資本力」
と株式会社の資本調達力とが内的に不可分のものとなっているか否かは，彼の株式会社論だけでは
なく，独占形成・独占支配の論理，この論理次元での産業資本と銀行資本との緊密化の論理，さら
には両方の独占的結合としての金融資本の概念規定についての理解に決定的な問題を残すことにな
ろう。そこで先ず，高山氏の批判的見解の（1）について検討することにしよう。
　高山氏の指摘されるように,ヒルファディングは，独占的結合＝カルテルの「資本力」が株式会
社の資本調達力と内的不可分なものであることに注意を払っていないであろうか。第14章「資本主
義的独占と銀行。資本の金融資本への転化」は，資本主義の独占的段階における資本の存在・運動
形態を産業資本と銀行資本との融合において捉え，それに金融資本なる範鴫・形態規定を付与した
総括的位置にあるということができる。すなわち，この部分は，彼の金融資本成立の論理として二
系列の論理，すなわち，「信用→株式会社制度→信用・銀行制度の構造的変化→銀行資本と産業資
本との緊密化」という「銀行資本と産業資本との緊密化」の論理と，「固定資本の巨大化・資本の
最低必要量の厖大化→資本の流出入困難→同等化しだ巨大資本の死活的闘争→利潤率の平均以下へ
の低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限・止揚」という「独占形成」の論理とが総合され，その統
一概念としての金融資本の成立が説かれ，そこで金融資本の概念規定が与えられているということ
ができよう。第14章での独占的結合＝カルテル・トラストは，「信用→株式会社制度→信用・銀行
制度の構造的変化→銀行資本と産業資本との緊密化」という「緊密化」の論理を前提とし，かつ，
それとの関連で展開されている「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の厖大化→資本の流出入困
難→伺等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争
制限・止揚」という「独占形成」の論理（第11章「利潤率均等化の崩壊とその克服」）から直接導
かれた産業資本の独占的結合＝カルテル・トラストであり，その概念規定であるということでなけ
ればならない。
　したがって，ここでの独占的結合の「資本力」とは，かかる二系列の論理的展開をふまえて導き
出されたものであり，第７章「株式会社」論，第８章「証券取引所」論，および第10章‘「銀行資本
と銀行利得」論等を構成諸要素とする第二編「資本の動員，擬制資本」に基づく論理次元での株式
会社形式による資本調達力を基礎・前提とし，それと内的に不可分なものとして捉えられていると
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いうことができる。だから，この二系列の論理の上向的展開の統―的把握,‘総合としての位置に当
たる第14章での独占的結合の「資本力」については，ここであらためて，株式会社形式による資本
調達力と内的関連を独自的課題として問題にする必要はない。もし問題になるこ’とがあるとすれば，
それは，第二篇「資本の動員，擬制資本」の論理次元での株式会社制度に基づく資本調達様式をふ
まえて，したがって，この論理次元での銀行資本と産業資本との緊密化の論理を前提にして，産業
における独占的結合の形成・展開に対応した銀行業における連合化の,論理次元での資本の調達様式
の特徴的傾向，したがってまた，かかる構造的諸要因に制約され，かつ規定されて展開するこの論
理次元の銀行資本と産業資本との緊密化の論理の特徴的傾向を明らかにすることであろう。
　（二）次に，株式会社形式による強大な「資本力」を持つ産業資本であってはじめて，大銀行と相
互依存に入りうるという高山氏の批判的見解の（2）についていえば，高山氏は株式会社形式による強
大な「資本力」という意味を，産業株式会社が個別資本家への直接の呼びかけによって調達する資
本との関係においてのみ理解されているのではないであろうか。高山氏のこの叙述は,･･そのように
しか捉えられない。もしそうであるとすれば，それは一面的な理解によるものといわざるをえない
であろう。なぜなら，銀行の媒介による資本の調達もまた株式会社形式によるものであるからであ
る（２）。では，ヒルファディングは，その点をどう捉えているのであろうか。
　周知のように，第７章２節「株式会社と銀行」では，「一企業における諸資本の集積を実現する
ために，株式会社はその資本を個々の資本家から集める。……　しかし，注意すべきは，株式会社
の出現当初は，･「この集合がたいていは個別資本家への直接の呼びかけによっておこなわれること
である。しかし，発展の進行とともに，個別資本は，すでに銀行に集合され集積されている。したがっ･
て，貨幣市場への呼びかけは銀行の媒介によっておこなわれる」(SS. 161―162,上｡242)。
すなわ｡ち，「直接の呼びかけ」から「銀行を媒介とする呼びかけ」への論理の展開は，信用・銀行
制度の発展にともなって，一切の貨幣および貨幣資本が銀行に集合・集積され∠銀行は社会の全貨
幣（および貨幣資本）に対する支配者となるということ，貨幣および貨幣資本は銀行によってしか
社会的貨幣資本に転化されえないということによるものである。
　すなわち，この論理次元では，蓄蔵貨幣の第１形態および第２形態が利子生み預金として銀行に
集合・集積されるだけではなく，すべての諸階級の貨幣形態における収入が利子生み預金として集
合・集積され，社会的貨幣資本に転化されて銀行の準備金を構成するごとになる。かかる銀行の準
備金の形成は，商業信用代位に基づく場合の｡あるべき準備金をはるかに超えて過剰に銀行資本が
形成されることを意味する。しかし，この過剰な資本はいまでは「株式証券の流通に必要な貨幣」
の形成源泉となることによって,株式引受・発行活動が銀行の主要業務となり，産業株式会社にとっ
ても資本の調達は銀行の媒介によっておこなわれざるをえなくなる。
　他方，産業株式会社も固定資本を基軸とする生産規模の拡張が進み，最低必要資本量が増大する
につれて。また，個別諸資本間の競争の強制圧力がますます強まってくるのにともなって，機械・
設備の導入に当たっては時宜をえた厖大な貨幣資本の調達が可能でなければならない。だから，株
式会社は機械・設備の導入および創設に要する厖大な貨幣資本量を，一挙に調達することを要請さ
れる。むしろ，社会に広く散在する小額の貨幣がほとんどすべて銀行に利子生み預金として集合・
集積されているという事情のもとでは，個々の資本家への直接の呼びかけによる資本の動員では，
最低必要な資本額にまで達するには一定の長い時間的経過を要するであろう。したがって，一挙に
資本を調達しなければならないというかかる要請に応えることはできない。結局，株式会社は機械・
設備の導入および創設に゛当たっては時宜にかなった資本の調達はますます困難化せざるをえなくな
り，競争戦にもおくれをとることになるであろう。かくして，かかる資本の調達様式は後退を余
儀なくされる。株式会社の資本の調達源泉が社会的な貨幣および貨幣資本でありながら，しかも，
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それがいまや銀行に集合・集積され，その処理権が銀行に委せられている貨幣＝資本市場の事情
のもとにあっては，この要請に応えうるのは信用・銀行制度以外にないということになる。個々の
資本家への直接の呼びかけによる資本の調達から，銀行を媒介とする資本の調達にとって代わられ
ることになるのである。
　このように，社会の貨幣資本を蓄積基盤とする株式会社は，その資本を銀行の媒介によってしか
調達しえなくなるのである。銀行もまた，商業信用代位に基づく場合のあるべき準備金をはるかに
超える銀行準備金を基礎に，かかる産業側の要請に積極的に対応していくことになる。そこで，産
業株式会社が，その資本を社会の遊休貨幣および貨幣資本によって調達しようとすれば，それは，
先ず「銀行資本の産業資本への転化」という過程を経由せざるをえないことになる（3）のである。
　では，銀行資本の産業資本への転化の過程はどのようにしておこな･われうるのか。ヒルファディ
ングによれば，「この転化は二様の仕方でおこなわれうる。銀行が産業企業に信用を与え，したがっ
て，単にその資本をこれに貸したことになるか，または，銀行が産業企業の株式を引き受けて,‥…･
これを永続的に所有するかである」(S. 253,上, 370)。後者，すなわち，「株式の引受け→永・
続的所有」という場合，それは銀行に集合された貨幣資本の増加の結果，その貨幣資本が先ず銀行
資本に転化されて，それからこの銀行資本が生産的資本に転化されるということである。すなわち，
銀行は銀行自身の支配する資本＝銀行資本を産業に「貸し付ける」のではなく，「出資する」ことに
よって産業資本に転化させたのである。だから，この場合，銀行はこの転化を操作する単なる媒介
者ではなく，産業企業の共同所有者になる。つまり，自己資本としての資本の調達である（４）とい
うことになる。
　次に，｡かかる転化形態とは本質的に異なるもうーつの形態が，前者すなわち「貸付」による銀行
資本の産業資本への転化である。株式会社制度による資本流動化機構の確立という論理次元におい
ては，産業企業はその返済が長期にわたるであろう厖大な固定資本の借入もこれを株式に転化し，
有利な機会に，固定資本の現実の還流に係わりなく売却することによって資本を動員することが
でき，したがって，短期にこの動員した資本を対銀行債務の返済にあてうる。だから，銀行も厖大
な固定資本の貸付に応じうるのである。ところで，株式発行による資本の動員が銀行の媒介によっ
ておこなわれざるをえないもとでは,･上記の対銀行債務を増資（株式発行）によって返済するとい
う産業企業の本来的な機能過程（固定資本信用の借入→株式発行によるその返済）は，逆に，銀行
の発行活動の過程（「固定資本信用供与→その証券化・流動化による回収」）にとって代わられる。
　それ故に，「貸借」関係一固定資本信用-の場合でさえ，銀行は，必要あるいは都合に応じ
て産業支配に必要な株式数を保有し，長期にわたって産業との関係を保持することが可能にな
る（5）。産業株式会社＝産業企業の「資本力」を，このような「株式会社形式による資本調達力と内
的に不可分なもの」としてヒルファディングは捉えており，それ故に，その資本力は株式会社形式
に基づく「結合」資本の資本力としてあらわれることになるのである。しかし，それは独占的結合＝
カルテルの資本力と本質的に異なるものでなければならない６なぜならば，前者は，それが「結合」
資本の資本力であるとしても競争の論理次元での株式会社形式に基づく資本力であって，それ自体，
競争制限とは係わ･りのないものであるからである。しかし，後者は独占的結合－カルテルの論理
次元での株式会社形式に基づく結合資本の資本力であって，それ自体，競争の制限・止揚を目的と
するものであり，それ自体が競争制限形態・止揚形態としての結合資本力である。
　したがって，第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化」における「資本力」の
問題は，前者すなわち競争の論理次元での「資本力」から，後者すなわち独占的結合＝カノリテルの
論理次元でめ「資本力」への転化の論理において捉えられなければならないということになる。第
14章の「資本力」は，かかる競争段階の産業企業の資本力，すなわち，「株式会社形式による資本
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調達力と内的に不可分なもの」としての「資本力」を論理的に前提として構成されているのであり，
生産と資本の集積に基づく競争の制限・止揚のうえに形成される独占的結合力としての資本力でな
ければならないのである。このように考えると，競争の論理次元での株式会社制度に基づく銀行と
産業企業との相互依存関係は，「出資」形態と「貸付」形態とを主要な基盤とする産業資本と銀行
資本との結合関係としてあらわれ，その結合の仕方如何によって，相互依存‘の依存性が規定される
ということができよう。
　（三）次にまた，「株式会社形式による強大な「資本力」をもつ「独占的結合」としての産業資本
であって初めて，大銀行と相互依存関係に入りうるし，又そうすることに意味もある訳である」と
いわれる高山氏の先の批判的見解の（2）の後段部分は，むしろ，ここで問われていることがらの
意味・内容を十分ふまえたうえでのヒルファディングの所説に対する批判であろうか。
　すでに指摘したように，ここで問われている大銀行とは，高山氏の強調されるように，「株式会
社形式による強大な「資本力」をもつ「独占的結合」としての産業資本であって初めて……相互依
存関係に入りうる」といわれるような銀行のことではない。すなわち，それは連合化した，独占的
に結合した巨大銀行のことではない。この論理次元での銀行業においては，産業における独占的結
合＝カルテル・トラストの形成にみられるように競争制限・止揚が実現し，そのもとでの独占的結
合＝カルテル・トラストの市場支配・価格支配が成立・展開しているのとは，論理次元を根本的に
異にしているのである。
　そこには，いまだなお競争が支配しており，銀行は，大規模化しているとはいえ個別的であり，し
たがって，産業の独占的結合＝カルテル・トラストに対しても個別的，分散的な対応を余儀なくさ
れるに至っているのである。かかる意味において，「銀行資本と産業資本との緊密化」の形成基盤
に根本的変化が生じたのであり，それによって，両者の関係はかかる変化にいかに対応しうるべき
新たな関係をつくりだすかということにならざるをえないのである。従来は，産業においても，競
争が展開し，銀行に対しても個別的,゛分散的対応に基づく両者間の相互依存的な関係,･そういうた
意味における「銀行資本と産業資本との緊密化」が成立していた。産業における貨幣資本に対する
需要は，各個の産業企業の個別的，分散的な要請としておこなわれ，銀行もまた個別的に対応して
きた。銀行が産業資本家に対して生産資本を用立て，しかも，それが大きな割合を占めてくるにつ
れて，銀行の産業企業に対する優越も強まっていったことは，すでに指摘した通りである。流動資
本だけを銀行から融通されていた段階においては，産業企業はそれの短い回転期間の経過後には，
信用を返済し，他の信用授与者を探し出すことができ，両者の関係の解消も比較的容易であったし，
他方，銀行の関心もまた産業企業の瞬間的状態や瞬間的市況に局限されていた。したがって，この
論理次元での両者の関係においては，銀行は「ひかえめな仲介者の役割」からぬけだしていなかっ
たのである。
　　しかし，銀行が産業企業に流動資本だけでなく，生産資本＝固定資本をも用立て，しかも，それ
がますます増大する,に至ると，債務は比較的長い期間の後にはじめて返済されうるものとなり，そ
　　　　　　　　●●●　●●●　●●●●●●●●　●●●　●　●●　●●　●●●●I●●の間，むしろ，産業企業が銀行に結びつけられたままになっ‘ていることになる。すなわち，この論
理次元での両者の関係にあっては，銀行が優勢な側であるのを常･としていたのである。なぜなら，
銀行は貨幣・資本市場の支配者として，流動的な，随時出動しうる形態にある資本つまり貨幣資本を
常に処理しうる立場にあるからである。これに対して，産業企業はその事業の継続に当たっては，
商品の再転化に依存せざるをえない。流通過程が停滞したり販売価格が低下したりすれば，追加的
資本が必要となる。しかし,｡信用・銀行制度の発展にともなって，各産業企業の自己資本の大きさ
は最小限にまで縮小されている。かかる状態のもとでは，流動資本の増加の必要が突発すれば,･そ
｀のっと信用操作が必要とされるが故に，かかる追加資本の調達は，当然，信用に頼らなければなら
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ない。その拒絶は産業にとっては破産を意味しうるであろう。
　このように，銀行が産業企業に対して生産資本＝固定資本を用立てし，両者の関係が，瞬間的・
一時的なものから恒常的・永続的なものに転成した論理次元においては，銀行は個々の取引から相
対的に独立しながら，しかも各々の取引関係において，ますます大きくなる必要額を確実に調達し
うるのでなければならない。このように，この厖大な貨幣資本に対する処分力を独占するようになっ
た銀行が，おそらく，その一切をこの銀行との取引に頼っているような産業企業に対して優勢であ
るのを常としてきたということになるのである。なぜなら，一般的にいえば，かかる債権・債務に
基づく銀行と産業との関係の内部における経済的依存を決定するものは，常に資本力の優越であり，
ことに自由に処分されうる貨幣資本の大きさであるということになるからである。
　しかも，こうした産業企業における生産資本＝固定資本の･信用供与の増大＝資本信用の展開は，
繰返し指摘してきたように，株式会社制度に基づく資本流動化を前提としていることからすれば，
かかる銀行の信用業務はその金融的業務と内的・有機的に結合した業務として，統一的に遂行され
ていると考えるべきであろう･。すなわち，銀行は貸し付けた貨幣資本を出資に転換し，持分に分割
し，それを証券市場において売却することによって，貨幣形態での資本の回収を実現しうるのであ
るが，この場合，銀行は産業企業に対する支配に必要な部分を確保し，それを超える部分の株式を
売却することによってJ貸し付けた資本の回収をはかり，その分だけの創業者利得を取得すること
になるのである。しかし他方，銀行資本の産業資本への転化はかかる信用形態によるものだけでな
く，出資形態によってもおこなわれる。産業における集積の発展は，後者の形態を銀行の主要業務
におし上げることになる。こうして，信用的業務と金融的業務との二側面の過程が統一的に遂行さ
れ，それに基づいて「銀行資本と産業資本との緊密化」が発展していくことになるのである。
　こうした貨幣資本の社会的動員のための市場＝金融市場が，手形割引市場，株式証券市場をも包
摂することによって成立・展開する。そして，それとの関連によって，産業における集積の発展，
すなわち，「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の厖大化→資本の流出入困難→少数化・同等化
した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊」という競争諸条
件の構造的変化過程が措定されうるのであり，他方，かかる過程の展開は銀行業における一定の集
積を前提とするが，同時に，前者の過程の展開が後者の過程を促進し，後者が，またさらに前者の
過程を促進していくというように，相互促進的，相互依存的関係を通じて銀行業における集積の発
展と少数化し同等化した大銀行の成立を導き出すことになるのである。高山氏の，いわゆる大銀行
とはこの論理次元での大銀行のことで｡なければならない。それは，産業における「固定資本の巨大
化・資本の最低必要量の厖大化→資本の流出入困難」という競争諸条件の構造的変化のもとで，少
数化し同等化した巨大資本間の死活的闘争に対応して展開される銀行業における競争の論理次元で
の大銀行でなければならない。
　（四）ところで，かかる論理次元においては，銀行と産業企業との関係は，従来の「一企業＝一銀
行制」・「一銀行＝複数企業制」が産業における結合生産的諸形態の展開を通じて，個別銀行の貨
幣資本に対する処分力では十分対応しえなくなるといったように，一定の構造的制約を余儀なくさ
れるようになる。　しかしここでも，かかる「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」は一
定の制約をうけながら困難が次第に増大しているとはいえ，いまだなお。存続・維持されているの
である。それが根本的に崩壊するのは，産業における独占的結合＝カルテル・トラストが成立・展
開すること把よって，競争制限・止揚に基づく結合資本力をもって銀行に相対する論理次元での場合
のことである。産業側が巨大資本間の死活的闘争を通じての個別的，分散的な資本力から，競争制限・
止揚に基づく巨大資本相互の独占的結合＝カルテルヘの転化による結合資本力の形成を実現したのに
対して，銀行の側にあっては，いまだかかる競争の論理次元において，この領域に固有な大銀行間
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の競争の強制法則のもとにおかれているのである。産業の独占的結合資本力に対して，銀行は個別
的，分散的かつ競争的に対応せざるをえないとい,うことである。それ故に，かかる事情，かかる力
関係の変化を直接に反映して後者の前者への従属の危険が生じてくることになる。だから，「相当
に進展したカルテル化は，諸銀行もまた，カルテルやトラストにおいて従属関係に陥らないように
互いに連合し，大規模化するという方向に作用する」(S. 332,･下, 107)ということになるの
である。
　ヒルファディングによれば，「資本主義的諸企業の相互依存関係においては，いずれの企業が他
の企業に従属するに至るかを決定するものは，なかんずく資本力の強さである」(ibid.,同上）が，
いまや，この論理次元での産業と銀行との相互依存関係においては，前者の独占的結合＝カルテル
化によってその依存性を規定する資本力そのものに根本的変化が生じたのである。したがって，こ
れまでに明らかにされてきたように,lここでは高山氏のいわれるように，産業資本が競争下にある
大銀行と相互依存関係に入りうるかどうかという視角から，産業における独占的結合が取り上げら
れているのではないし，また，そうした視角から産業資本を「株式会社形式による強大な「資本力」
をもつ「独占的結合」」として捉える必要があるというわけのものでもない。したがってまた，
　「そうすることに意味もある訳である」ということには絶対にならないのである。そうではなく，
むしろ，産業における独占的結合＝‘カルテル・トラストの成立・展開によって，産業と銀行との経
済的関係の内部における相互依存の依存性を規定する資本力そのもめに根本的変化が生じ，そのこ
とによって，銀行が産業に従属せざるをえないような事態が生じたということであり，そして，そ
うした従属的関係に陥らないように，銀行は互いに連合し大規模化する方向に努めざるをえなくな
るように強制されることになるということである（6）。
　こうして，産業との関係において，諸銀行は独占的結合＝カルテル・トラストに対して，従属関
係に陥らないように連合し大規模化をおし進めていくことによって，銀行業における競争を制限し，
連合・結合した資本力でもって産業に相対することになる。諸銀行の連合･結合による独占的大銀
行の成立は，金融市場の独占的支配を確立し，競争の論理次元での金融市場メカニズムに基づく銀
行資本の産業資本への転化過程，すなわち，（1〉「信用供与→出資形態・持分分割→株式証券の売却
→投下資本の回収・創業者利得の獲得」（この場合も，産業支配に必要な額を保有し，それを超え
る部分の株式証券の売却-その分だけの投下資本の回収と創業者利得の獲得-のみがおこなわ
れることがありうる), (2げ出資・株式引受,ヽ（ｲ）産業支配に必要な株式数の永続的所有→産業支配
による･銀行資本と産業資本との緊密化の維持と，（ロ）一部株式数の売却→創業者利得の獲得」’という
場合の二つの「転化」過程を独占的に支配することによって，産業側における独占的結合＝カルテ
ル・トラストとの間に，この論理次元に固有の新たな関係・独占的結合関係をつくり上げるが，同
時にまた，いまだ，独占的結合の成立していない諸産業部門に対して，銀行は巨大な貨幣力を背景
にしたその独占的結合力をもって，参加諸銀行の関与する「諸事業間の競争」制限に協力的・強制
的に介入していくことになる。
　さて，「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の厖大化→資本の流出入困難→少数化・同等化し
た巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊」という，いまや。
　「競争戦そめものがすべての企業にとって損失」｡(S. 275,下, 25)をもたらし，銀行もまたそ
の信用を制限して利益のある金融取引を断念せねばならないような諸産業部門，そして，それ故に。
「互いに競争する諸事業が銀行の顧客であれば，それらの競争からはー…ただ不利益だけを期待せね
ばならない」(ibid.,同上）ような諸部門に対しては，銀行は，いま･や，個別的にではなく独占的
結合力をもって｡,参加諸銀行の関与する諸事業間の競争を排除し，独占的結合＝カルテル・トラス
　；　　　　｀　　　　　　●　I　　　　　　　　　　　　　I　　ll｀トの形成に協力的または強制的に介入していくことになる。かくして，「カルテ,ル結成そのもの
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が，諸銀行の漣合を促進するとともに，逆に，諸銀行の連合がまた，カルテル結成を促進する」
　(S. 332,下，107）ということになるのである。だから，その例示として，ヒルファディングぱ
　「たとえば諸製鋼工場の連合には一連の諸銀行が関心をもち，これらの銀行は連合を誘致するため
に協力し／個々の産業資本家の意志に反してさえもそうする。逆に，先ず産業資本家によって誘致
される利益共同の結果として，従来は競争していた二つの銀行もまた共同の利益をもつようになり，
差し当たり，一定の領域で共同に行動するということもありうる」(S. 332,下，107－108）
と述べているのである｀。
　ここにみられるように，自由競争の論理次元における銀行と産業企業との関係を特徴づけた「一
企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」は，産業におけ’る結合生産諸形態の展開によって崩壊・
を余儀なくされ，それによって，銀行は新たな対応をせまられるようになるということが明示的に
述べられているのである。こうして，諸銀行は連合し独占的に結合することによって，産業のカル
テル化による独占的結合資本力の形成・展開に対応して，競争の独占への転化＝独占的結合支配の
論理次元における両者の関係＝銀行資本と産業資本との独占的結合関係が成立することになる。
　以上の論述は，いうまでもないが，第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服」での産
業における独占形成，すなわち，「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の厖大化→資本の流出入
困難→同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤均等化の崩壊→競争
制限・止揚」という独占形成の過程と，･この過程に規定されながらも，「単に信用機関としてのみ
ではなく，ことにまた金融機関として利害関係をもつ」ことによって，その外部から介入し，「独
占形成」過程を協力的・強制的に促進すると同時に，自らもその集積を進めていくという銀行資本
の産業資本との緊密化過程との，いわば「統一的」展開を通じて導き出される独占的結合＝カル
テル・トラストの成立・波及の論理，およびそれに続く第12章「カルテルとトラスト」における独
占的結合の形態的特質とその市場支配・価格支配の形成の論理をうけ，それに対応した銀行業にお
ける集積→連合化・独占化（過程）とそれに基づく「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」
の「独占的結合企業＝銀行連合制」への転化（過程）の論理であるということができよう。従来は，
第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化」における銀行の位置づけとその役割
については，これまでこうした理解が全くされてこなかったといえるのではないであろうか（7）。
　ヒルファディングにあっては，「資本主義的諸企業の相互依存関係においては，いずれの企業が
他の企業に従属するに至るかを決定するものは，なかんずく資本力の強さである」(S. 32,下，
107）ということになるのである。こうした視点から，彼は，とくにここでは独占的結合の形成・
支配の論理次元における産業と銀行との相互依存の依存性を，「資本力」の根本的変化をふまえて，
銀行資本の産業資本への転化の「機構的」・「制度的」対応関係である「一企業＝一銀行制」。
　「一銀行＝複数企業制」の崩壊→「独占的結合企業＝銀行連合制」の成立という上向的展開におい
て捉えているのである。
??????
　高山満「競争の形態変化と景気循環の変容IV」（「東京経大学会誌」第85号, 1974年，４頁）。
　後藤泰二「株式会社の経済理論」，ミネルヴア轡房, 1970年, 134―135頁。
　同上, 127頁。
　拙稿「「金融資本論」の論理構造IV」（「商学論纂」第19巻第１号, 1977年, 108頁）。
　同上。
　高山満氏は，第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化（の前段）」の論理に関説した
ところで，次のように述べておられる。すなわち，「ところで，興味深いのは，ここで彼（ヒルファディ
ングー中田）が産業資本の「集積」に対応する銀行資本の「集積」の根拠を銀行資本の側での巨大産業資
本に対する防衛・桔抗力の結果に求めている点である。つまり，ここでは銀行資本と巨大産業資本の対’抗
から両者の一層の巨大化が説かれているのである。従ってここでは，後段にみられるような巨大銀行によ
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る産業資本の支配，従属という形ではなく，対等な桔抗力＝「資本力」を持った両者が，一種の「利益共
同」……関係に入ることが説かれているのである。更に，産業資本の側でのカルテル結成を媒介し，そ
れまで自立し，競合関係にあった銀行資本が統合されるという重層的関係も説かれているのである」（高山，
前掲論文IV, 4―5頁）と。
　しかし，こうした理解では，最も肝要な論点が看過されるか，あいまいにされてしまうであろう。高山
氏によれば，興味深いのは，ここでヒルファディングが産業資本の集積に対応する銀行資本の集積の根拠
を銀行資本の側での巨大産業資本に対する防衛・桔抗力の結果に求めている点であるといわれる。そして
ここでは，それは］ｲ）対等な措抗力＝資本力を待った両者が一種の利益共同関係に入ること，更に（口）産業
資本の側でのカルテル結成を媒介し，それまで自立し競争関係にあった銀行資本が統合されること，向こ
うした諸点は後段にみられるような巨大銀行による産業資本の支配従属とは異なったものであること，と
いわれる。
　しかしこ｡こでは，高山氏が強調されるように，興味深いものがあるとすれば,産業資本に対応する銀行
資本の集積を銀行資本の側の巨大産業資本に対する単なる「防衛」・「桔抗」の結果に求めている点では
ないであろう。同一次元での巨大銀行資本と巨大産業資本との間の「防衛」・「桔抗」力は，それが競争
の次元であれ独占の次元であれ，一般的には各々の論理次元における銀行資本と産業資本との緊密化の論
理において「量的」変化の関係として捉えられうるものであって，それがいかなる形態をとってあらわれ
うるかは，銀行資本と産業資本との「資本力」の強さ如何に規定されるのである。そういう意味では，そ
れは競争から独占に至る銀行資本と産業資本との緊密化の過程的展開全体を貫くものであるということが
できる。
　むしろ，ここで問題になるのは，産業の独占化によって，これまでの銀行資本と産業資本との緊密化
の関係の内部における経済的依存の依存性を規定する「資本力」に根本的変化が生じ，従来の「一企業＝
一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」が崩壊を余儀なくされ，そのことによって，銀行資本の側に新た
な対応が迫られることになったという事情に基づく両者の力関係の根本的変化の点てある。すなわち，
産業の独占化にともなって，従来のｰ「一企業＝一｡銀行制」・「一銀行＝複数企業制」が極桔化し，銀行
は産業の独占的結合力に対して，個別的，分散的対応を余儀なくされるようになるということである。
したがって，「カルテル・トラストに対して，「従属関係」に陥らないように……云々」というヒルファヽ
ディングの見解も，かかる根本的変化を反映した事情に基づくこの論理次元（カルテル化された産業と
いまだなお競争下にある銀行業との関係,）固有の銀行資本と産業資本との緊密化の論理の特徴的傾向を
示したものであるということができる。したがって,。ここでは，ヒルファディングにあっては「対等な
措抗力＝資本力を持った両者が一種の利益共同関係に入ることが説かれている」のではないのである。
では，銀行資本と産業資本とが一種の「利益共同」関係に入るとはどのように捉えればよいのであろ
うか。
　産業資本と銀行資本との相互依存関係において，「協力的」または「強制的」に展開される両者の緊密
化過程を媒介して，産業における集積の発展が促進され，かかる過程に対応的に銀行業においても集積が
進むのであるが，ここでは，そのことが，第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化」の
冒頭での「資本主義的産業の発展は銀行業における集積を発展させる。集積された銀行制度は，それ自体，
カルテルおよびトラストにおける資本主義的集積の最高段階に到達させる重要な一動力である･」（S.
332,下，107）ということになるのである。この過程において，「産業企業の結合は，通例，一銀行と
諸企業とを結合する共同の利害関係によって準備される」(S. 288,下, 45)といわれるように，「共
同の利害関係」によるものではあるが，しかし，そのことが直ちに「対等な桔抗力＝資本力を待った両
者が一種の利益共同関係に入ること」になるということではない。ここでは，いまだなお「一銀行を諸企
業と結合する共同の利害関係によって準備される」といわれるように，競争下にあって「一企業＝一銀行
制」・「一銀行＝複数企業制」に基づく銀行資本と産業資本との緊密化の論理次元での両者の関係であり，
それを媒介とする産業と銀行における集積の発展の問題であるということができる。
　ところで，ヒルファディングは，銀行資本と産業資本との関係の内部における経済的依存を決定するのは,。
常に資本力の優越であり，ことに自由に処分される貨幣資本の大きさであるという観点から，競争下での
　「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」のもとにおいては，産業に対する銀行の優位性を主張し
てきたのであるが，しかし，そこでは独占的結合資本力の問題はまだあらわれていないのである。それが
･問題になってくるのは，「そこで今度は，カルテルやトラストが再びいかに銀行制度に反作用するか。カ
ルテルまたはトラストは，最大の資本力をもつ企業である。……元来，相当に進展したカルテル化は，
諸銀行もまたカルテルやトラストに対して従属関係に陥らないように互いに連合し，大規模化するという
方向に作用する。かくして，カルテル結成そのものが諸銀行の迎合を促進するとともに，逆に諸銀行の連
合がまたカルテル結成を促進する」(S. 332,下，107）という点においてである。そして，ここでも
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　また，資本主義的諸企業の相互依存関係においては，いずれの企業が他の企業に従属するに至るかを決定
　するものは，なかんずく資本力の強さであるということになる。産業の独占化の論理次元での銀行資本と
　産業資本との関係の緊密化にあっても，その内部における経済的依存を決定するものは常に資本力の優
　越でなければならない。
　　そうであるとすれば，「相当に進展したカルテル化は諸銀行もまたカルテルやトラストに対して従属関
　係に陥らないように互いに迎合し，大規模化する方向に作用する」ということは，産業における独占的結
　合＝カルテル・トラス,トの形成・展開によって，銀行資本と産業資本との関係内部における経済的依存を
　決定する「資本力」に根本的変化が生じ，それによって，産業に対する銀行の優越性が失われたというこ
　とを意味する。すなわち，カルテル，トラストは資本主義的集積の最高段階を示すものであり，最大の資
　本力をもつ。この資本力は独占的に結合された最大の資本力をなし，結合力として銀行資本に相対するこ
　とになるというわけである。
　　これに対して，銀行は依然として「個別」資本形態をとり，その資本力は結合されたものではなく，産業
　Lに対して個別的，分散的な対応を余儀なくされるようになる。かかる資本力の優劣が銀行資本と産業資本と
　の関係の緊密化において，産業に対する銀行の経済的依存＝従属関係を惹起させることになる。かくして，
　かかる従属関係に陥らないようにするには，諸銀行が連合する以外にないということになるのである。す
　なわち，産業の独占化によって，いまや極桔化した「一企業＝―銀行制」・「一銀行＝複数企業制」を，
　銀行自らが連合し，独占的に結合することによって，「独占的結合企業＝銀行連合制」をうちたて，それ
　によって「資本力」における優越性をとり戻し，独占段階での銀行資本と産業資本との相互依存関係にお
　いて優位性を確立しなければならないのである。
　　したがって，高山氏がいわれるように，（1）対等の桔抗力＝資本力を待った両者が一種の利益共同関係に
　入ること（こうした見方には問題があることをすでに指摘した），更に, (2)産業資本の側でのカルテル結
　成を媒介し，それまで自立し競合関係にあった銀行資本が統合されることは，後段にみられる巨大銀行に
　よる産業資本の支配，従属と異なった「論理」系列をなすもの……として捉えるべきではなく，「資本主
　義的諸企業の相互依存関係においては，いずれの企業が他の企業に従属するに至るかを決定するものは，
　なかんずく資本力の強さである」(S. 332,下, 107)という基本的な考え方にたって，競争下におけ
　る「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」に基づく銀行資本と産業資本との関係の緊密化から，
　産業の独占化＝独占的結合力の形成による「一企業＝一銀行制」・「―銀行＝複数企業制」の崩壊と産業
　に対する銀行の従属化の危険，これに対する諸銀行の連合化による「独占的結合企業＝銀行連合制」の導
　入とそれに基づく両者の独占的結合関係への転化という論理において捉えなければならない。
（7）この点に関して，星野中氏は次のように述べておられる。すなわち，「ところが彼（ヒルファディングー
　中田）が独占の必然性を説く第三篇第11章の基本的論理は巨大資本の並立から直接に独占の必然性を説く
　ことにあるのであって，株式資本および銀行の介入は，前者が資金の調達を容易にし，後者が強制して独
　占組織の結合をはやめると言う，独占形成の促進要因の位置を（ここでは）与えられているにすぎない」
　と述べられた後，続いて，「銀行＝産業関係の形成の説き方もちょうどこの論理を裏返しにした形になっ
　ている。すなわち，「銀行と産業の関係の密接化」，および「銀行の産業支配」なる論点はすでに，第一
　篇第５章「銀行と産業信用」において，固定資本信用のもたらす結果として基礎的に提起され，さらに株
式会社の規定を経て，第10章「銀行資本と銀行利得」においては，r銀
点
に
立
をも含めて全面的に彼の金融資本規定の内容が提出される。それ故，
　●●　●●　　●●●　●●●　●●●●　●●　●●　●●　●●　●●　●　●　●●先立って，rカルテルやトラストがこんどはいかに銀行制度に作用
　●●●●●｡●●●　●●●●●●●●●●●　　●●●●●●●●●ててみたところで，それは!il的問題にすぎず，定式はすでに独占の宅
????? ―
　●●●●●以前に与え
??????????? ???????????????????
しにおわる（傍点中田）」（星野，「ヒルファディング「金融資本論」の基本的構造とその問題点」，内田・
小林編「資本主義の思想構造」岩波轡店, 1968年，所収）と。しかし，こうした見方は本文において明ら
かにされたごとく，根本的な難点がある。
　3.銀行連合の形成と資本の金融資本への転化
（－）前節では，産業における独占的結合＝カルテル・トラストの成立・波及にともなう結合資本
力の形成・強化が，従来の「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」に基づく銀行資本と産業
資本との関係の緊密化における相互依存の依存性を決定する「資本力」を根本的に変化させ，それに
よる「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」の崩壊を通じて，逆に，諸銀行が独占的結合＝
カルテル・トラストに対して従属関係に陥らざるをえないという危険性が生じたが，これに対して，
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渚銀行は従属関係に陥らないように互いに連合して大規模化するという方向に進んでい’くことによ
り，いわば「独占的結合企業＝銀行連合制」が導き出され，それに基づく独占形成期における銀行
資本と産業資本との関係の緊密化が措定されることになった。こうして，独占形成期においては，
かかる「独占的結合企業＝銀行連合制」を基軸とした銀行資本と産業資本との緊密化が展開される
ようになり，逆に，諸銀行の連合がまたカルテルの結成・波及を促進するということであった。
　こうした独占形成期における銀行資本と産業資本との関係の新たな展開形態を明らかにしたうえ
で，ヒルファディングは，「しかし，カルテルはそれ自身一産業部面全体の巨額の支払信用，およ
び生産信用に常に応じうる大銀行を前提する」（S.･333,下, 108)と述べている。いうまで
もなく，産業における独占的結合＝カルテルの形成・展開は，その資本力を資本主義的集積の最高
段階を示すものとして，最大のものたらしめるのであるが，しかし，そのことはけっしてカルテル
の資本力が自己資本ですべてがまかなわれるようになるということではない。独占的結合＝カルテ
ル化諸産業は，産業資本家の所有する総資本よ’りもはるかに大きい資本をもって経営されており，
むしろ，その自己資本はますます最小限にまで縮小されるということ，資本主義の発展とともに生
産的階級の貨幣資本だけでなく，非生産的階級によって銀行に，そして，銀行によって産業資本に
用立てられる貨幣資本の総額も絶えず増大するということになる。しかも，産業にとって不可欠な
これらの貨幣資本の処理権は，銀行に属しているということである。こうした諸条件は独占形成期
を貫く支配的傾向としてあらわれるが故に，むしろ，独占形成期の論理次元においても，カルテ･
ルはそれ自身一産業部面全体の巨額の支払信用および生産信用を常に必要としているのであり，か
つ，かかる巨額の信用に常に応じうる制度的担い手たる巨大な独占的銀行を前提とすることになる
のであ’る。
　ところで，ここにみられるのは，全面的競争下での個別銀行による各個の産業企業への信用供与
が問題にされているのではないということである。一産業部門全体の支払信用および生産信用が取
り･上げられているのであり，その担い手は，かかる信用の担い手としての銀行つまり一大銀行でな
ければならないということである。このことは，信用・銀行制度のもとに生産的資本家階級の全貨
幣資本だけでなく，非生産的諸階級のすべての貨幣形態における収入までもが利子生み預金として
集合・集積され，それが社会的貨幣資本に転化されて生産的に使用される場合に，「一企業＝一銀
行制」・「一銀行＝複数企業制」に基づく銀行資本の産業資本への転化という競争の論理次元にお
ける信用問題が捉えられているのではなく，むしろ，「独占的結合企業＝銀行連合制」に基づく銀
行資本の産業資本への転化という独占形成期の論理次元での信用が問題にされているということで
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”
　ここに，独占段階における銀行資本と産業資本との関係の緊密化が成立しうる根拠のあることが
明らかにされているし，また，銀行資本と産業資本との相互依存関係における依存性，すなわち，
いずれの資本が他の資本に依存･･従属するに至るかも明らかにされうるであろう。なぜなら，か
かる両者の債権・債務関係が成立すれば，その関係の内部における経済的依存を決定するもの
は，常に資本力の優越であり，ことに自由に処分されうる貨幣資本の大きさであるからである
　(S. 118,上. 179)。　　　　　　　　　　　　イ　　　　　　　　　　ノ
　次に，ここでは，一産業部門全体め巨額の支払信用＝流通信用･，および生産信用＝資本信用に常
に応じうる一大銀行が前提となることが問題にされていることからすれば，ヒルファディング
にあっては，すでに，株式会社制度に基づく資本流動化と，信用・銀行制度の構造的変化に基づく
信用的業務と金融的業務との内的結合による統一的運用の全面的展開とが，論理的に前提とされて
いるということであるし，巨大銀行はまさにかかる「業務」の統一的運用を独占的に遂行しうるー
大銀行であるということである。
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　そうであるとすれば，巨額の信用供与を通じて銀行資本と産業資本とはいかなる関係の緊密化，
つまり，いかなる相互依存関係を形成・展開しうるのであろうか。差し当たり･，支払信用＝流通信
用を捨象する。ここでは，競争の論理次元における銀行と産業との基本的関係をなす「一企業＝一
銀行制」・「一銀行＝複数企業制」は崩壊して，独占形成期の論理次元における両者の対応関係と
して，「独占的結合企業＝銀行連合制」が支配的形態となってきた段階での，銀行資本と産業資本
との緊密化の問題であるということになる。銀行が産業に対してかかる巨額の生産信用＝資本信用
を供与しうるのは，もちろん，銀行業の側に諸銀行間に連合が形成され，独占的結合生産段階にお
ける産業側の巨額の信用要請に常に応じうる制度的条件・体制的機構が成立したからであ,り，他方，
産業においては，独占的結合＝カルテルが成立し，巨大資本間の死活的闘争が制限・止揚されるこ
とによって，以前は個別資本にとって往々生命にも係わるものだ･つた競争の危険が除去され
　(S. 334,下, 110),そのことによって, (1)利潤率の上昇が生じたこと，また，（2）収益の大
きな確実性と一様性とが可能になったことによるのである。
　先ず. (1)利潤率の上昇が生じたことに関して，ヒルファディングは次のように述べている。すな
わち，「カルテルはまた，銀行と産業との関係のさらにより以上の強化をも生じさせる。産業にお
ける自由競争がやめられることによって，先ず利潤率の上昇が生ずる。この高められた利潤率は，
一つの重要な役割を演ずる。企業合同によって競争の排除が実現される場合には，新たな一企業が，
創設される。この企業は高められた利潤を期待しうる。この高められた利潤は資本還元されて，創
業者利得を形成しうる。創業者利得は，トラストの成立にさいして二つの点て重要な役割を演ずる。
第一に／｡それの獲得は銀行にとって独占化助成の極めて大きな動機である。第二に，創業者利得の
一部は反抗的ではあるが，重要な諸分子に，より高い購入価格の支払によって，彼らの工場を売ら
せるために，したがって，カルテルの成立を可能にさせるために用いられる」(S. 33,下, 108―
109）。
　ここにみられるように，証券・金融市場を媒介とする独占形成期の資本蓄積の特徴的傾向が明ら
かにされている。すなわち，産業＝重工業部門における少数化し同等化した巨大資本間の死活的
闘争が制限・止揚されることによって，この死活的闘争を直接的,な媒介・契機とした利潤率の平均
以下への低落が阻止され，利潤率は平均以上に引き上げられることになる。この高められた利潤が
資本還元されて創業者利得を形成しうることによって，企業合同運動は新たな段階つまり独占的企
業合同の全面的展開の段階をむかえることになるということである６なぜなら，企業合同によって
巨大資本間の死活的闘争が制限・止揚され，新たな独占的結合が成立すると，そこには，高められ
た利潤（率）が期待されうるからであり，この高められた利潤が資本還元されて，創業者利得とし
て貨幣形態で直ちに新たな資本として機能しうるような相対的にも絶対的にも巨大な額として。
　「創業者」の手に入ることになるからである。かくして，かかる創業者利得の獲得は銀行にとって
は独占化助成の極めて大きな動機となるし，創業者利得の一部が独占化の動きに対して反抗的であ
るが，重要な分子の買収費用に向けられ，カルテルの成立を可能ならしめるために用いられること
になるのである。
　すなわち，産業の独占化によって，諸銀行はカルテルやトラストに対して従属関係に陥らないよ
うに互いに連合し大規模化を実現することによって，銀行業における独占的支配を確立すると同時
に，手形割引市場，株式証券市場をもその支配下におさめることになる。かくして，連合化し大規
模化した銀行は，信用的業務においては，一産業部門全体の巨額の支払信用および生産信用を独占
的に支配することになるということである。いまや，独占的結合＝カルテル・トラストの結成は，
いわゆる資本の自己否定化を余儀なくされる「死活的」競争の危機からの脱出を直接的契機とする
　「受動的」・「消極的」な動機によるものではなく，むしろ，高められた利潤の形成とそれの資本
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還元による創業者利得の獲得とを直接的契機とする,「能動的」・「積極的」な動機によって導き出
されるものとなっている。これは，独占的結合＝カルテルの波及の論理次元での「諸銀行の連合
が，カルテル結成を促進する」(S. 332,下. 107)というこ｡とと直接関連する問題である。　し
か｡も，ここでは，すでに創業者利得の一部が独占化助成に必要とされる「資本」-を構成するものと
して位置づけられており，この論理次元における銀行準備金の重層的内容を特徴づけるものとして
注目される。
　また, (2)の収益の大きな確実性と一様性とが可能になったという点に関しては，ヒルファディン
グは次のように述べている。すなわち，「カルテル化はカルテル化された諸企業の収益のより大き
な確実性と一様性をも意味する。以前は，個別企業にとって往々生命にも~係わるものだった競争
の危険は除去されている。しかし，これによって，一つにはこれらの企業の株式相場が高くなり，
このことはまた，新発行のさいのより高い創業者利得を意味する。さらにまた，これらの企業に投
下された資本の安全も著しく増大している。このことは，諸銀行に産業信用をさらに拡大し，かく
して従来よりもより高い程度に産業利潤の分け前にあずかることを許す」(S. 334,下, 110)。
ここにみられるのは，上述の「企業合同・新たな企業の創業・創設→高められた利潤（率）→それ
の資本還元による創業者利得の形成」という論理的道筋から創業者利得の取得を問題にしているの
ではないし，また，そうした意味から創業者利得の取得を直接的契機として，カルテル化による銀
行と産業との関係の一層の緊密化を捉えようとしているのでもない。むしろ，かかる論理とは異なっ
て，そこでは, (1)独占的結合＝カルテル化された諸企業の収益のより大きな確実性と一様性とが。
　「これらの企業の株式相場の上昇→新発行のさいのより高い創業者利得の形成」を可能ならしめる
ということ, (2)投下資本の著しい安全性が「産業信用＝固定資本信用のさらなる拡大→その株式
への転換→従来よりもより高い程度に産業利潤の分け前の取得」を，しかもそれを創業者利得の形
態で可能ならしめるということを問題とし，それを直接的契機としてカルテル化による銀行と産業
との関係の一層の緊密化を説いているということができよう。
　もちろん，産業のカルテル化による銀行と産業との関係の一層の緊密化は，こうした諸契機が個別的，
分散的にあらわれ，作用することによるのではなく，それらが内的・有機的に関連した形であらわ
れるものであり，そう｡したものとして独占化を促し，銀行と産業との関係を一層緊密化させること
になるのである。
　（二）ところで，そうした独占形成期における銀行と産業との関係の一層の緊密化の論理は，資本
調達（源泉）の総体的関係として表現される金融市場の展開を前提とし，それをふまえたうえで，
それの制度的担い手としての銀行が，銀行相互間の競争の制限・止揚による連合・独占化を形成す
ることによって，金融市場もまた，この銀行連合の主導のもとに産業の独占形成段階に対応しうる
ものに再編成され，金融市場における銀行連合の新たな支配＝独占的支配が構築されるに至ったそ
ういう論理次元における問題でなければならない。かかる制度的諸条件のもとで銀行資本と産業資
本との関係の一層の緊密化は，一方では，「今日の産業が（は）産業資本家の所有する総資本より
もはるかにより大きい資本をもって経営される」(S. 334,下, 110)ということ，その自己資
本は最小限にまで縮小される傾向をもっ｡ているということ，他方では，「信用の発展は，資本家階
級のすべての予備資本だけでな‘く，非生産的諸階級の貨幣の大部分をも産業に用立てるに至る」
　(ibid:,同上）ということ，つまり。「資本主義の発展とともに非生産的階級によって銀行に，
そして銀行によって産業資本家に用立てられる貨幣の総額も，絶えず増大する」(ibid.,同上）と
いうこと乱一般的芦形成基盤（要因）とするのである。しかしながら，むしろ，こうしか諸傾向
は独占形成期には，上述したように，一層強まる傾向を示しているということである。しかも，こ
うした諸要因に加えて，産革の独占化に基ブく高めlられた利潤とそれの資本還元による創業者利得
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の形成，さらに独占的結合＝カルテル・トラストの収益の確実性と一様性とによる高い創業者利得
の形成とがその基盤を構成することになる。こうした独占形成期の事情のもとで銀行資本の産業資
本への転化による銀行資本と産業資本との関係の緊密化が展開されることになるのである･。
　そして，この銀行資本の産業資本への転化は，「独占的結合企業＝銀行連合制」に基づいて金融
市場の独占的支配者である銀行によって，信用的業務と金融的業務との内的結合による統一的運用
のもとに独占的に展開されることになる。すなわち，銀行資本の産業資本への転化は二様の仕方で
おこなわれうるのであるが，それは，「銀行が産業企業に信用を与え，したがって，単にその資本
をこれに貸したことになるか，または銀行が産業企業の株式を引き受けて，これを……永続的に所
有するかである」(S. 253,上, 370)。かかる二様の「転化丁形態は株式証券の擬制資本化の論
理次元においては，信用的業務と金融的業務との内的結合による統一的運用の一般的形態であり，
独占形成期における銀行資本と産業資本との関係の緊密化の二側面を構成する主要な形態として貫
徹されうるものでなければならない。したがって，独占的結合＝カルテル化の論理次元での産業に
,おける資本支配の問題は，従来のように，ことに全面的競争下での産業資本の独自的過程において
捉えられうるものではなく，結合資本の資本支配の問題として，しかもそれは単なる結合資本の問
題としてではなく，独占的結合資本の独占的支配の問題として措定されうるのでなければならない。
　銀行が，かかる二様の仕方による「銀行資本の産業資本へめ転化」を通じて銀行の支配を可能な
らしめうるのは，株式会社制度に基づぐ資本の支配集中メカニズムを独占形成期の結合資本の支配
集中メカニズムとして取り込み，かかるものとしてこの段階に適合した形態に展開させるこ,とによ
るものであり，かつそれを可能ならしめるものとして，諸銀行が連合し大規模化を実現することに
よって，一産業部門全体の巨額の支払信用および生産信用を独占的に支配すると同時に，株式証券
市場全体の巨額の擬制資本信用をも独占化することによって，一産業部門全体の信用的業務と金融
的業務とを結合させ，その統一的運用を独占的に展開させうるようになったということによるもの
である。すなわち，独占的大銀行によって独占的産業資本家に用立てられる貨幣資本の総額が絶え
ず増大していくことになるが，産業にとって不可欠なこれらの貨幣資本の処理権が銀行に属してい
るということ，しかも，それらが少数の独占的大銀行の独占的支配と運用に委せられるに至るとい
うことによるのである。なぜなら，独占形成期における銀行資本と産業資本との関係の緊密化の内
部における経済的依存の依存性を決定するものもまた，依然として常に資本力の優越であり，こと
に自由に処分されうる貨幣資本の大きさであるからである(S. 118,上, 179)。
　こうして，「独占的結合企業＝銀行連合制」に基づく銀行資本の産業資本への転化が,金融市場の
独占的支配のもとで銀行連合＝一大銀行によって，一方では，信用的業務における支払信用，生
産信用等を通じて，他方では，金融的業務における株式の引受・所有等を通じておこなわれるので
あるが，この二つの業務は内的に結合されて統一的に運用されることにより，産業における独占的
結合資本の形成メカニズムの構成要素となり，そのことによって，資本支配の問題に直接に係わ
る存在様式となるのである。　　　　　　。
　こうした金融資本成立の論理から，ヒルファディングは周知の金融資本の概念規定を導き出して
いるのである。すなわち，「かくして，産業の銀行への依存は所有関係の結果である。産業の資本
のますます増大する一部分は，これを充用する産業資本家のものではない。彼らは銀行を通じての
み資本の処分権を与えられ，銀行は彼らにたいして所有者を代表する。他面，銀行は，その資本の
ますます増大する一部分を産業に固定せざるをえない。これによって,･銀行はますます大きい範囲
で産業資本家になる。かような仕方で現実には産業資本に転化されでいる銀行資本，したがって貨
幣形態における資本を，私は金融資本と名づける。それは，所有者にたい’しては常に貨幣形態を保
持し，彼らによって貨幣資本，利子生み資本の形態で投下されており，かつ彼らによって常に貨幣･
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形態で回収されうる。しかし，現実には，かよ’うにして銀行に投ぜられた資本の最大部分は産業資
本･に，生産資本･,…･1こ転化されていて，生産過程に固定されている。産業において充用される資本
のますます増大する一部分は金融資本である。すなわち，銀行によって支配され産業資本家によっ
て充用される資本である」(SS. 335―336,下に111―112)。　』　　　　　1　　　　｀　　　　I
　このようなヒルファディングの金融資本概念の内容とその理論的位置づけについては，私もすで
にそ’の見解を明らかにしてきた（1）のでにここでは再び取り上げる｀ということはしないが，この概
念の内容はそれ自体として一定の抽象的な論理次元での資本の金融資本への転化のメカニズム＝金
融資本の蓄積メカ｡ニズムの基本的特徴を最も集約的に表現したものであるということもできよう。
すなわち, (1)資本の流動化に基づく投下資本の随時回収可能性の確保＝利子生み資本の形態の維持，
（2）銀行資本の産業資本への転化（「出資」形態と丁貸付」形態との二様の仕方）による再生産過程･
へのその長期的固定化, (3)銀行資本と産業資本との結合・融合としての金融資本の成立，といった
ように，それは資本の金融資本への転化の主要な構成諸要因とその内的関連を示したものであるとい
うことができよう。
　そこで，金融資本の論理次元での蓄積メカニズムを明らかにしていくに当たって，先ず最低必
要と思われる限りにおいて，かかる諸論点に関する若干の理論的把握をしておかねばならない。し
かし，この作業は次節「金融資本と金融市場の形成・展開（Ｉ）・（Ｕ）」を待つことにして，な
お，この節においては，いま少し上述のヒルファディングの所説に対して批判的見解を示しておら
れる高山満氏の見解を取り上げて検討させていただくことにしよう。
　（三）第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化」の論理，とくにその前段の部分
を以上のように考えてくると，高山氏が，「ヒルファディ¨ングに従えば，強大な「資本力」･に裏付
けられた，産業資本の支配力に触発された「諸銀行の連合」……が，反作用的に「独占的結合」
の「結成」を助長する。銀行の利害関心に基づく銀行の側の積極的なイニシアチブの行使によって，
その「結成」がはかられるという訳である（傍点原文）（2）」と述べた後で，「さて，ヒルファディ
ングは，以上のように産業資本と銀行資本の「集積」の「相互依存」，相互作用の関係を説いた上
で，一転して銀行資本の産業資本に対する優位，後者への従属という論点へと議論を進めている
　（傍点原文）（3）」といわれているが，けっしてそうではないということが分るであろう６
　すでに明らかにしてきたように，第14章「資本主義的独占と銀行。資本の金融資本への転化（の
前段）」で取り上げている独占形成・支配の論理次元においては，株式会社制度に基づく重層的な
資本の支配集中メカニズムは，すでに前提とされたうえで産業における独占的結合＝カルテル・ト
ラスト化による結合資本力の形成が，従来の「一企業＝―銀行制」・「―銀行＝複数企業制」を崩
壊させ，したがって，それに基づく「銀行資本の産業資本への転化」を通じて導き出された産業資本の
銀行資本への依存，銀行資本の産業資本に対する支配関係をも根本的に変化させることになってい
る。そして逆に，カルテル・トラストの独占的結合資本力に対して，銀行は「個別」資本力をもって，
個別的，分散的に相対することを余儀なくされることにより，従属化への危険が生ずる。しかしな
がら，諸銀行は連合し大規模化への方向に努力することによって，カルテル・トラストの結合資本
力に対して銀行連合に基づく結合資本力をもって対応するという「独占的結合企業＝銀行連合制」
が導き出され，銀行資本と産業資本との関係を文字通り独占段階の両者の関係に転化させることにな
るのである。
　したがって，高山氏がいわれるように，「産業資本と銀行資本の「集積」の『相互依存』，相互
作用の関係を説いた上で，一転して銀行資本の産業資本に対する優位，後者への従属という論点へ
と議論を進めている」（同上）というのではけっしてないのである。むしろ，諸銀行は連合化する
｡ことによっ｡て，一産業部門全体の巨額の支払信用および生産信用を独占的に支配し，同時に，株式
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証券市場全体の巨額の擬制資本信用をも独占的に支配するという巨大な独占的結合資本力を形成し，
それに基づく独占的市場支配を確立するのであり，それをもって「独占的結合企業＝銀行連合制」
に基づく両者の関係の緊密化の論理が導き出されているのであるし，また，この両者の関係の内部
における経済的依存の依存性を決定するものとしての「資本力」については，上述したような論理
展開をふまえて，独占形成期の結合資本力における銀行資本の優越性，とりわけ自由に処分しうる
貨幣資本の大きさ:と，それらについての銀行の絶対的支配とをふまえて，この段階における銀行の
産業に対する優位性,産業支配の論理を導き出しているということができるのである。
　ところで，高山氏は，ヒルファディングが「カルテルはそれ自身，一産業部面全体の巨額の支払
信用および生産信用に常に応じうる一大銀行を前提とする」(S. 333,下, 108)と述べている
ことに対して，上述したような私の理解とは著しく異なる見解を述べておられる。すなわち，高山
氏は「ここで注目されるのは，「独占的結合」の成立が信用需要一般め｡巨額化と共に流動資本信用
を中心とする経常的信用関係においてすらも，銀行との間に，アウトサイダーとは異なる特殊な結
合関係を生み出すものであることを示唆している点である（４）」（高山，前掲論文W, 5頁）とい
われる。そして，かかる視角からこの段階での産業資本と銀行資本との間の永続的・恒常的取引関
係をヒルファディングは主張しているといわれ，かつその「主張」なるものを次のように批判され
ているのである。
　すなわち，高山氏は，すぐこの後に続けて次のように述べておられる。「ただこの場合でも，上
のような事情から直ちに，産業資本に対する大銀行の側の優位を導出することは妥当ではあるまい。
けだし，株式会社形式に支えられた巨大な，基礎的「資本力」……を持つ「独占的結合」との恒
常的取引関係は，銀行自身にとって，たとえ前者に対する支配関係の確立がなくとも，極めて利益
のあることであり，その限り両者は「利益共同」の関係にあると言ってよいからである。実際………
ヒルファディングは，カルテルの「高められた利潤率」……を媒介して，銀行資本と産業資本の
関係が一層「緊密化される」……と論じているのである。そこでの立論全体は，あくまで対等の
桔抗力をもつ銀行資本と産業資本の「利益共同」……の関係の埓内で考えられることであり,･そ
こから，銀行資本の産業資本に対する優位を説こうとする彼の論理には，明らかに一つの飛躍があ
ると言わざるを得ないのである（傍点原文ｙ５）」と。｡
　高山氏は，この叙述の関連部分でヒルファディングの「巨額の支払信用および生産信用」という
場合の牛産信用を固定資本信用と理解しておられるので／ここで’流動資本信用といわれるのはおそらく
　「支払信用」の･ことであろう。ところが，ヒルファディｙグの場合には，支払信用は流通信用に包
摂されうるものとして捉えられ，流動資本信用とは明確に区別されている。しかし，ここではこの
ことが問題ではない。肝要なことは，高山氏がいわれるように，ヒルファディングが本来的な貨幣
信用＝支払信用･から独占形成期における銀行資本と産業資本との永続的･恒常的関係を捉え，そこ
から直ちに産業資本に対する大銀行の優位・産業支配の関係を導き出しているのであろうか，とい
うことである。
　「一産業部面全体の巨額の支払信用および生産信用に常に応じうるー大銀行を前提する」（S.
333,下, 108)ということについての理論的把握は，すでにおこなってきたのでこの点について
は言及しないが，独占形成期における銀行資本と産業資本との関係の緊密化つまり永続的・恒常的
関係の展開は, (1)産業の独占化による高められた利潤の形成とそれの資本還元による創業者利得
の獲得, (2)カルテル化諸企業の収益のより大きな確実性・一様性と高い創業者利得の形成とを新
たな契機とするものであることからすれば，独占形成期における銀行資本と産業資本との永続的・
恒常的関係を可能ならしめる信用関係を，高山氏のいわれる「流動資本信用」の側面に求めることは
できない。ヒルファディングの所説に即して考えれば明らかなように，そうした論理的把握は困難で
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あるといってよい。
　この論理次元における両者の間の永続的・恒常的取引関係は，いわゆる｡「流動資本信用」’の側面
から捉えるのではなく，高山氏が固定資本信用といわれる「生産信用」の側面において捉えなけれ
ばならない。･一産業部門全体の巨額の「生産信用」＝固定資本信用（流動資本信用は捨象する）に
常に応じうる一大銀行との間に永続的・恒常的な取引関係を捉え，その関係の内部における経済的
依存の依存性を明らかにするのでなければならない。いうまで,もなく，「生産信用」＝固定資本信
用に基づく銀行資本と産業資本との関係の緊密化においても，発行活動の過程において銀行は産業
を支配しうる現実的可能性を与えられるということである。,独占的大銀行は一産業部門全体の巨額の
支払信用および生産信用を独占的に支配すると同時に，株式証券市場全体の巨額の擬制資本信用を
も独占的支配下におくことによって，信用的業務と金融的業務との内的結合に基づくその統一的運
用を通じて，銀行資本の産業資本への転化の過程を独占的に支配することになるのである。’だから，
高山氏がいわれるような，「株式会社形式に支えられた巨大な，基礎的「資本力」を持つ「独占的
結合」」の場合でも，なお「巨額の支払信用および生産信用に常に応じうる一大銀行を前提とする」
(S. 333,下, 108)ことにならざるをえないのであり，したがって，「株式会社形式に支えら
れた巨大な基礎的「資本力」」の調達源泉そのものが，いうまでもなく社会の貨幣資本に求めら
れなければならないということになるのである。
　そうである限り，独占的結合＝カルテル・トラストにあっても，貨幣資本の社会的動員は，株式
会社形式による場合でも，株式証券市場全体の巨額の擬制資本信用を独占的に支配する独占的大銀
行の金融的業務を通じて銀行資本の産業資本への転化という形態をとっておこなわれるのであ｡り，
また信用による場合でも，すでに指摘したように，一産業部門全体の巨額の支払信用および生産信
用を独占的に支配する独占的大銀行の信用的業務を通じて銀行資本の産業資本への転化という形態
をとっておこなわれるのである。いずれの場合も，銀行資本の産業資本への転化の形態をとるので
あるが，前者は「出資」であり，後者は,「貸付」である。この異なった二つの業務は内的に結合さ
れ，統一的に運用されることになるのである。独占的結合＝カルテル・トラストにあっても，巨額の
支払信用および生産信用を必要とし，また株式会社形式による資本調達を求める限り，上述のよう
な「貸付」と「出資」という二様の仕方による「銀行資本の産業資本への転化」を不可避ならしめ
ると考えるべきである。そしてこの場合，かかる両者の相互依存関係において，いずれの資本が他
の資本に依存・従属するに至るかを決定するものは，なかんず’く「資本力」の強さであり;とりわ
け貨幣形態での資本力の大きさであるということでなければならない。そしてこの「資本力の大き
●　　●●●●　●●●●　,●　●●●●●●●●●●●●●●●●●●　●●●　●●●●　●●●　●●　●●●さ」に基づく両者の相互依存の依存性は株式会社形式による資本の支配集中メカニズムを通じて顕
在化＝具体化することになるのである。
　（四）このように考えてくると，高山氏のいわれる･「株式会社形式に支えられた巨大な基礎的r資
本力」を持つ「独占的結合」との恒常的取引関係」は，いわゆる「流動的資本信用」を中心とする
経常的信用関係において導き出されうる問題というよりは，むしろ「生産信用」＝固定資本信用に基
づ｡く関係においてはじめて捉えられうるものでなければならないのである。少なくとも，ここにみ
られる高山氏の見解によれば，独占形成のこの時期における産業資本と巨大銀行との間の信用関係
すなわち巨額の「支払信用」および「生産信用」の関係を，それがいかに巨額であろうと，その一
側面であるにすぎない流動資本を中心とする経常的信用のみを考察の対象として取り上げ，そこか
ら「対等の桔抗力」を持つ銀行資本と産業資本との「利益共同」を主張されているわ･けであるが，
そうした見方からは，「流動資本信用を中心とする経常的信用関係においてすらも，銀行との間に，
アウトサイダーと異なる特殊な結合関係を生み出すものであることを示唆している」ということに
ついて，その意義は指摘されうるとしても，そして，その指摘自体は重要ではあるが，そのことは
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けっして信用のもう一つの側面である「生産信用」＝固定資本信用を無視または軽視してよいとい
うものではない。したがって，ここで高山氏が「流動資本を中心とする経常的信用」の側面からの
み「特殊な結合関係」→「恒常的取引関係の確立がなくとも……云々」といわれること自体，　ヒノレ
ファディングに対する批判としては全く意味をなさないものとならざるをえないであろう。
　そうであるとすれば，「「独占的結合」との恒常的取引関係は，銀行自身にとって，たとえ前者に
対する支配関係の確立がなくとも極めて利益のあることでありI ，その限り両者は「利益共同」の関
係にある（6）」との高山氏の見解も問題にならざるをえない。すなわち，ヒルファディングにあっ
ては，独占的結合＝カルテルと銀行との恒常的取引関係は，信用的業務の側面においては，生産的
信用＝固定資本信用であった。しかし，この論理次元においては，独占的大銀行は信用的業務と金
融的業務とを内的に結合させ，統一的に運用していることにより，固定資本信用の場合も，それを
出資に転換し株式に分割して，株式証券市場に売却することによって投下資本を回収できるのである。
したがってまた，この発行活動の過程において，独占的大銀行は産業支配または産業との関係の維持に
必要な株式数を保有し，長期にわたって独占的結合＝カルテルとの関係を保持することができるので
ある。それが可能であるのは，独占的大銀行が一産業部門全体の巨額の支払信用および生産信用を
独占的に支配すると同時に，株式証券市場全体の巨額の擬制資本信用，したがって，発行業務をも
独占的に支配しているからである。
　したがって，生産信用＝固定資本信用が信用的業務と金融的業務との内的結合に基づいて統一的
に運用される論理次元においては，固定資本信用に基づく「独占的結合」＝カルテルとの恒常的取
引関係は，出資に基づく「独占的結合」＝カルテルとの関係に転換されうることによって，本来，
信用関係それ自体からは生じえないはずの資本支配の問題を惹起させることになるのである。だか
ら，ヒルファディングは，「そこから，銀行資本の産業資本に対する優位」を説いているのであり，
高山氏の主張されるように，「そこから，銀行資本の産業資本に対する優位を説こうとする彼の論
理には，明らかに一つの飛躍がある「7と」ということにはけっしてならないのである。以上のこと
は，同じ文脈のなかでヒルファディングが独占形成期における銀行と産業との関係の一層の強化の
傾向について指摘したところで，その関係の一層の強化の主たる契機を, U)独占化による高めら
れた利潤とそれの資本還元による創業者利得の形成, (2)独占化による収益の確実性と一様性とそ
れによる高い創業者利得とに求めていることからも明らかであろう。すなわち，「独占的結合」＝
カルテルとの恒常的関係の主要な側面は，高山氏がいわれるように，「銀行自身にとって，たとえ
前者（独占的結合一中田）に対する支配関係の確立がなくとも，極めて利益がある（８）」という点
にあるのではなく，独占的大銀行自体にとっては，独占的結合＝カルテルに対す,る支配関係を確保
しながら，他方では，創業者利得の全部または一部を取得するという点にあるのでなければならな
い。･したがって，その信用関係は元来の貨幣信用＝支払信用つまり高山氏の「流動資本信用」であっ
てはならないのである。なぜなら，この信用関係からはかかる論理は展開されえないからである。
この点からも，独占的結合＝カルテルとの恒常的関係は信用的業務の側面においては固定資本信用
でなければならないということになる。
　では，何故，高山氏は独占的結合＝カルテルとめ恒常的取引関係をもっぱら支払信用（氏の「流
動資本信用」）との関係において理解され，そこから，「銀行資本の産業資本に対する支配」につ
いてのヒルファディングの見解を批判されることになったのであろうか。
・この点に関しては，次のヒルファディングの叙述に対する･高山氏の批判的見解から明らかにされる
であろう。すなわち，「カルテル化は，カルテル化された諸企業の収益のより大きな確実性と一様
性をも意味する。以前は個別企業にとって往々生命にも係わるものだった競争の危険は，除去さ
れている。しかし，これによって，一つには，これらの企業の株式の相場が高くなり，このことは
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また新発行のさいのより高い創業者利得を意味する。さらにまた，これらの企業に投下された資本
の安全も著しく増大している。このことは，諸銀行に産業信用をさらに拡大し，かくして従来より
も高い程度に産業利潤の分け前にあずかることを許す。かくして，カルテル結成によって銀行と産
業との関係は一層緊密化されるが，それと同時に，産業に投ぜられた資本の処理権はますます銀行
の手に帰する」(S. 334,下, 109―110)。
　この叙述の後段にある産業信用について，高山氏は，ヒルファディング自身が先に「支払信用お
よび生産信用」という言葉を使っていることからも明らかなように，それには前者（支払信用）,が
含まれていると断定される。そして，そのことによって，「高い「創業者利得」の取得の期待に導
かれる，銀行資本の側での「産業信用」拡張の傾向から，直ちに銀行の側の産業資本に対する優位
という結論を引出すことは困難であろう（傍点原文）（9）」といわれているわけであるが，これはま
ことに奇妙な論理といわざるをえない。ここでの産業信用に支払信用を含ませるかどうかについて
は議論の余地があるが，いま，それは問わないで，高山氏のこの見解を考えてみても明らかなよう
に，この場合，高山氏は「彼のいわゆる産業信用に支払信用が含まれている以上！……」といわれ
て，産業信用の一分肢たる支払信用のみをとくに強調されることによって，より正確には産業信用を
支払信用に解消させてしまうことによって，「産業信用の拡張の傾向から，直ちに銀行の側の産業
資本に対する優位という結論を引出すことは困難であろう」と主張されているということである。
　ここで重要な点は，高山氏のいわれるように，「産業信用のなかに支払信用が含まれている……
だから……云々」ということではなく，高い創業者利得の期待に導かれる銀行資本の側の「産業信
用」拡張傾向から銀行の産業資本に対する優位というその文脈にそって，産業信用をいかに捉え，
それが両者の間にいかなる関係をつくりだすかという･ことでなければならない。そうした視点から
捉えれば，「産業信用」なる概念の内容は高い創業者利得の取得という条件に制約をうけざるをえ
ない。つまり，創業者利得の取得との関連において措定されうる信用形態とはいかなる形態の信用
でなければならないか，ということになる。それは支払信用ではなく，生産信用＝固定資本信用で
なければならないのである。なぜなら，「支払信用→創業者利得」という論理はありえないからで
ある。すなわち，ここでの「産業信用」は創業者利得の取得を動機とする信用であるが故に，それは
生産信用＝固定資本信用において捉えなければならないということになる|も|このように考えることに
よってはじめて，「かくして，カルテル結成によって銀行と産業との関係は一層緊密化されるが，そ
れと同時に，産業に投ぜられた資本の処理権はますます銀行の手に帰する」(S. 334,下, 110)
というその意味・内容がより正確に理解されうるであろう。そしてまた，この部分にづいてのヒルファ
ディングの先の引用文が，独占形成期における銀行と産業との関係の一層の緊密化傾向に関する彼の
所説の後段に当たるのであり，その前段の「独占化による高められた利潤とそれの資本還元による創
業者利得の形成」の論理と関連させて統一的に把握すれば，さらに問題点が一層明白になるであろう。
　（五）しかしながら，高山氏は，以上のような主張･の後に，結局，「ここにおいても，「産業信用」
という言葉で固定資本信用のことを言おうとしていることは，推測するに難くない(10)jと述べて，
氏自らがヒルファディングの考え方であるとして批判してきたいわゆる「支払信用→独占的結合と
の恒常的取引関係→銀行の産業資本に対する優位」というヒルフプディング説なるものを事実上撤
回されることになる。そして一転して，「固定資本信用→銀行の産業資本に対する優位」について
のヒルファディングの見解を次のように批判されるのである。
　すなわち，高山氏は，「しかし，固定資本信用の展開から，銀行の産業資本に対する優位を説く説
き方は，根本的には，株式発行に全面的に関与し，それを＝-手に掌握するドイツ型大銀行と巨大産
業資本との関係を，その抽象の基礎におくという彼の方法に基づくものであって，前述の方法上の
批判を免れ得ないであろう「冑」と述べた後で，続いて「「独占的結合」が，仮に巨額の固定資本
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信用を銀行から受けたとしても，後に自らの手で株式発行を行ない，これによって社会の遊休貨幣
資本，遊休貨幣を集中することで銀行に返済できるとすれば，そのような信用関係からは，必ずし
も，直線的に，銀行資本の産業資本に対する優位，支配関係は導出されえないであろう。更に又，
次のような事態を考えれば，彼の立論の一面性は尚一層明らかとなろう。即ち，巨大産業資本が自
己の必要とする固定資本の調達を銀行に頼らず，増資という方式で，直接に行なうという場合がそ
れである（傍点原文■＼(12!）と述べておられる。
　高山氏のいわれるように，固定資本信用の展開から銀行の産業資本に対する優位を説く説き方が｡
ドイツ型大銀行と巨大産業資本との関係を，その抽象の基礎におくというヒルファディングの方法
に基づくものであるかどうかは別として，前述の方法の批判は，すでに自己破綻しており，その点
からの批判は成り立ちえないであろう。しかし，高山氏がいわれるように，「独占的結合」が，巨額
の固定資本信用を受けたとしても，自ら株式発行をおこない社会の遊休貨幣，遊休貨幣資本を集中
することで銀行に返済できる,とすれば，「必ずしも，直線的に銀行資本の産業資本に対する優位，
支配関係は導出されえないであろう（傍点原文）」ということになろう。というよりは，この場合，
理論的には直線的でなくとも，銀行資本の産業資本に対する優位，支配関係は成立しえない。それ
だけでなく，返済によって両者の関係それ自体が消滅することになる。なぜなら，信用は，それが
いかに巨額であり，いかに長期的性格のものであっても，貸付にすぎないのであって，銀行資本と
産業資本との関係がかかる貸付形態に基づく限り，所詮，それは返済によって消滅する性質のもの
にすぎないということになるからである。たとい，産業資本に対する銀行の影響がしっかり喰い入っ
ていた｡としても，経済的機能と関連のない「銀行の影響力」なるものは，実際的にも，おそかれは
やかれ弱化し，消滅せざるをえないであろう。
　ヒルファディングもまた次のように述べている。すなわち，「ｲ言用が実際に株式会社によって固
定資本の調達に利用された場合にも，株式会社は，有利な機会に固定資本の現実の還流には係わり
なく，株式の発行によって資本を動員しえ，これを対銀行債務の返済にあてうる。実際，これが日
常の事態である」(S. 170,上. 254)。しかし，彼の場合は，金融市場に基づく資本の流動化メ
カニズムをふまえることによって，「株式発行→資本の動員→対銀行債務の返済」の過程つまり
　「直接の呼びかけ」の過程が，「銀行の媒介」による過程に転化することになるということから，
銀行資本と産業資本との関係，銀行資本の産業資本に対する優位，産業資本に対するその支配の論
理を導き出したのであるが，高山氏の場合は，彼のかかる論理の展開そのものを否認され，もっぱ
ら「産業資本の株式発行→資本の動員→対銀行債務の返済」を主張されることによって，銀行資本
の産業資本に対する優位，その支配関係を否定されるだけでなく，結果として，銀行資本と産業資
本との恒常的関係それ自体をも認めないということになるであろう。
　このことは，高山氏が次のようにいわれるとき一層明らかになる。先の引用文の後半部分である
が，氏が「更に又，次のような事態を考えれば，彼（ヒルファディングー中田）の立論の一面性が
尚一層明らかとなろう（13!）と述べて，「巨大産業資本が，自己の必要とする固定資本の調達を銀
行に頼らず増資という方式で，直接に行なうという場合がそれである（傍点原文)<,4),といわれる
ときである。しかし，この場合には，固定資本信用に基づく信用関係はもともと存在しないのであ
るから，それによる銀行資本の産業資本に対する優位，その支配関係もまた問題になりえないとい
うことになる。しかし，こうした「論理」が有効性を持ちうるには，独占的大銀行を中心とした金
融機関が一産業部門全体の巨額の支払信用および生産信用を独占的に支配しているということ，ま
た株式証券市場全体の巨額の擬制資本信用を支配し，「株式証券流通に必要な貨幣」をも独占して
いるということを認めず，したがって，独占形成期における金融市場の資本流動化→資本調達メカ
ニズムを否定したうえで，それに頼らずに，巨大産業資本による「増資という方式で直接に行なう」
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という「直接の呼びかけ」によるいわゆる「自己完結的」な資本調達様式の一般性が論証されなけ
ればならない。
　しかし，「論証」を待たずとも次の点だけは確認されうるであろう。すなわち，高山氏の見解は，
銀行資本と産業資本との結合・融合関係を否定することであり，したがって，独占段階における金
融資本の存在と支配とを認めないという理論である。スウィジーは，ヒルファディングの金融資本
概念を「資本主義発展の過渡期的段階を持続的傾向ととりちがえている「15!」と主張したが，それ
はさておき，独占形成期における銀行資本と産業資本との結合・融合関係を認め，この時期におけ
る金融資本の存在と支配とを認めたのである。どころが，高山氏はそれすら否定されるのである。
しかし，「過渡期的段階を持続的傾向ととりちがえている」というスウィジーの見解は，そのため
におこなった彼の苦心の「論証」が，逆に，その「持続的傾向」を証明する結果に作用したことによ
り,’その論拠を破綻させることにな？たのである。
｛1｝この点に関しては，後藤泰二，前掲書163―164頁。拙稿「「金融資本論の論理構造（IV）」（「商学論
　纂」第19巻第１号, 1977年）を参照されたい。なお，この点に関説したものとしては，野田弘英，r金融
　資本の構造」，新評論, 1981年，210－213頁がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
（2）高山満，前掲論文IV, 5頁。
（3）同上。
（4）同上。
（5）同上, 5 ― 6頁。
（6）同上，５頁。
（7）同上，６頁。
（8）同上，５頁。
（9）同上，８頁。
皿　同上。
聞　同上。
Ｕ　同上。
（13）同上。
Q4)同上。
aa p. M. Sweezy,Ｔｈｅ Ｔｈｅｏｒｙ　oJ（ﾆVipitaliｓt　Ｄｅｕｅｌｏｐｍｅｎt,New　York, 1942, p. 276,都
　留重人訳「資本主義発展の理論」新評論, 1967年, 328頁。
　4.金融資本と金融市場の形成・展開（Ｉ）
　（－）「銀行は，先ず第一に支払取引の媒介者として機能した。銀行は諸支払の集中と地域的差異
の調整とによって，支払取引を拡張する。次に銀行は，遊休貨幣資本の機能貨幣資本への転化を取り
計らった。銀行は貨幣資本を集め，集積し分配し，かくすることによって，これを社会資本の循環に
必要なそのつどの最小限に縮小した。銀行はさらに第三の機能を引き受ける。というのは，すべての
他の階級の貨幣形態における収入を集めて，これを資本家階級に貨幣資本として用立てるのである。
かくして資本家のもとには，銀行の管理する彼ら自身の貨幣資本のほかに，すべての階級の遊休貨幣
が流れてきて，生産的に使用されることになる」(S. 109,上, 167)。そして，「この機能を果た
すために，銀行は，貨幣所有者の手中に遊休している一切の貨幣を能う限り収集し集積して，これを
生産的資本家に貸し出さねばならない。銀行の主要主段は預金に利子をつけることと，預金受入のた
めの収集場所,（支店）を設けることである（1’）（SS.10←no,上, 167―168)。
　煩雑を顧ずに長文を引用することになっ:たが，このヒルファディングの叙述には若干の重要な視
点がみられる。すなわち，「銀行が預金に利子を支払うことになれば，あら,ゆる階級の貨幣貯蓄お
よび一時的な遊休貨幣が銀行に預けられるようになる」という点である。こうした条件が成立する
と，いずれも，それだけでは貨幣資本として機能しえないような小額のものが結合されて大量のも
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のとなり，一つの巨大な貨幣力を形成することになる。かかる銀行制度の機能は，新たな「特殊な媒
介機能」として,本来の貨幣資本家と借り手との間の銀行制度の媒介機能からは区別されなければ
ならない。
　こうした「特殊な媒介機能」が銀行制度の機能として措定される論理次元は,･資本信用，証券発
行業務が支払信用に加えて銀行の三機能として，その位置をしめるようになる信用の発展段階であ
るということができる。ここでは，資本信用および証券発行業務のための貨幣資本の形成源泉とし
て，「非生産的階級の貨幣」の利子生み預金としての集合・集積が強調されているのである。すな
わち，資本信用の展開および証券発行業務の遂行に要する貨幣資本の形成源泉たる「非生産的階級
の貨幣」を集合・集積するための銀行の「主要手段」の一つが，「預金に利子をつけること」なの
である(S. 110,上, 167―168)。しかし，銀行が「非生産的諸階級の貨幣」，したがってまた，
あらゆる階級の貨幣貯蓄および一時的な遊休貨幣を，自己の手もとに集合・集積するには，「預金
に利子をつけること」だけでは十分ではない。「預金に利子をつける」一方で，「預金受入のため
め収集場所（支店）を設けること」(ibid.,同上）が必要になるのである。
　このように，産業の拡大にともなう貨幣資本需要の増大に対応して，銀行が資本家階級のすべて
の予備資本だけではなく非生産的諸階級の所得貨幣をもひき寄せ，それに利子をつけ産業に確実に
用立てうるという論理次元は，産業の集積に対応して銀行業における集積も進み，大規模化した銀
行の傘下に全国的な規模・範囲での支店（および出張所）網が形成されなければならないか，また
はそれが形成されていなければならないということになる。したがってまた，かようにして，銀行
の手元に大量に集合・集積され，貸付可能となっ･た貨幣資本が産業における生産信用の不断の拡張
にともなって，その充用可能な諸条件（恒常的・構造的要因に基づく条件）をみいだしえていなけ
ればならないということにもなる。もちろん，かかる貸付可能な貨幣資本が形成されるに至れば，
それは生産信用・固定資本信用の展開へ向かうだけではなく，後述する株式証券市場の確立・展開
のために「必要な貨幣および貨幣資本」の供給源泉ともなりうる。
　ヒルファディングによれば，銀行が産業資本家に用立てる貨幣資本は，かれらによって二様の仕
方で生産の拡張のために使用されうる。すなわち，貨幣資本が要求されるのは，これを流動資本に
転化するためか，または固定資本に転化するためである(S. 110,上, 168)。先ず，流動資本に
ついて信用が要求される。そこでは，自己資本のますます大きい部分が固定資本に転化し，流動資
本の一太郎分か他人資本によってまかなわれる。しかし，生産規模の拡張，資本の有機的構成の高
度化の進展にともなって，固定資本部分が大きくなればなるほど，流動資本への信用の制限はます
ます苦痛・困難となる。しかし，固定資本としても信用が要求されるようになれば，信用供与の諸
条件は根底から変化する。どのように変化するのか。それは，産業の側｡における資本の有機的構成
の高度化・固定資本の比重の増大に由来する再生産過程からの資本還流の長期化・緩慢化によって，
信用供与の諸条件が根底的に変化するということである。すなわち，流動資本は一回転期間の後に
は，貨幣資本に再転化されているが，固定資本はより長い一期間の経過中にその漸次的損耗につい
て，ただ漸次的にのみ貨幣に再転化されうるにすぎないということによる変化である(SS. 115-
116,上, 176)。
　このように，固定資本に信用が供与されるとすれば，貸付資本の生産過程への長期拘束化，回収
の長期化を必然化せざるをえない。しかし，銀行の貸付資本はいつでも払い戻さなければならない。
つまり，それは貸付期間に関していえば短期であり，貸付形態叱関していえば可動的・流動的であ
ることを原則とするということである。したがって，銀行信用が短期性を原則とするものである限
り，そのことは，個別資本＝産業企業の側における固定資本信用の要求つまり貨幣資本の長期借入
の要請とは矛盾せざるをえない。
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　　ヒルファディングは，銀行側における長期貸付可能な貨幣資本の形成を通じて固定資本信用の可
能性について説明する。すなわち，銀行が処理しうる貸付資本のうち，銀行の手中に長くとどまる部
分がある’。貸付資本全体のうちでは，常にある一定部分が銀行の手中にとどまっている。その構成は
たえず変化するが一定の最小限において常にそこにある。この常に銀行の自由な処分に委されてい
る部分が，固定資本としても貸出されうる。つまり，この銀行の処理しうる最小限は固定的投下に
適しているのである(S. 166,上, 176-177)。
　このように，ヒルファディングは銀行側における「自由な処分に委される部分」の形成→「長期
貸付可能な貸付資本」の形成という側面から固定資本への貸付可能な条件・根拠を明らかにした。
　しかし，このことは，それによって固定資本信用成立の論理的必然性を説いたものとして理解して
　はならない。長期貸付可能な貨幣資本の形成を明らかにすることによって，新たな信用形態への
　展開とその形成源泉を提示したものにすぎない。株式会社・証券市場が捨象され，彼の信用論の方
　法的視角から信用の展開形態を問題にしているこの論理次元においては，それ以上の展開を必要と
　しないし，その条件を持ぢ合わせていないのである。すなわち，信用が何故に長期的・固定的に利
用されるようになるのか，それによって;産業に対する銀行の利害関係がいかに変化せざるをえな
くなるのかという問題と，そもそも，何によって長期的・固定的信用形態が成立可能かという問題
とは，別個の問題でなければならない。本来，区別されるべきこの二つのことがらが，区別される
ことなく全く混同されて捉えられてきたところに，第５章「銀行と産業信用」の論理次元での固定
資本信用論についての把握の混乱があると考えられる。
　このようにみてくると，第５章「銀行と産業信用」の論点は，前者すなわち「どうして……」であっ
て，後者すなわち「何によって……」ではないということができる。それ故に，そこでは，信用の形
態展開としての固定資本信用が捉えられているにすぎない。すなわち，信用形態の展開過程を信用
論の方法的視角から，論理的制約のもとに上向的に展開しているのである。すなわち，流通信用
　（支払信用）からひきつづいて資本信用が展開され，そこから直ちに資本信用供与の二様の仕方す
なわち流動資本信用と固定資本信用との｡区別に移り，その後，固定資本信用がもた｡らす産業に対す
る銀行の地位の変化と銀行が企業に与える影響の増大とが語られ，最後に発行活動が，「これはこ
こで予めあげておかなければならない」ものとして提示されているのである。
　だが，それが信用形態の発展に即して上向的に展開されているからといって，資本流動化の以前に
固定資本信用の成立・展開が論述され，かつ固定資本信用供与による貸付資本の固定化の克服として
資本流動化が説かれているという，いわゆる「固定資本信用→資本流動化」論が正当化されるわけ
ではない。第７章「株式会社」で提示された「直接の呼びかけ」から「銀行を媒介とする呼びかけ」
へという論理の展開方法fあるいは個人企業者には「支払信用」･を与えるにすぎないが，株式会社
には「資本信用」を与えうるという「資本流動化」を前提とした論理展開の特徴は，遡及して第５
章での「長期貸付可能な貨幣資本の成立」に基づく新たな信用の形態展開＝固定資本信用（成立）
に関する論理を必然的に制約するものとして理解されなければならない。
　（二）このように考えれば，第５章「銀行と産業信用」･において，固定資本信用の実現の論理
（「何によ,つて;‥」）が展開されているとする通説的理解は誤りである，ということになる･。ここ
では／産業の側における固定資本信用の充用可能な制度的条件は捨象され，その実現の論理は前提
され，産業の拡大にともなう貨幣資本需要の増大に対応する信用の新たな形態展開として，信用の側
面から固定資本信用が問題になっているのである。産業の拡大が，資本の有機的構成の高度化にと
もなう固定資本の増大／資本の最低必要量の上昇としてあらわれに貨幣資本需要の増大がそれに基
づくものであるが故に，それに対応する信用形態もまた，新たな形態展開を余儀なくされるように
なると同時に，それが長期的・固定的であることによって，必然的に産業に対する銀行の関係も変
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化せざるをえなくなるということである。
　そこで先ず，固定資本としても信用が要求されるようになれば，それは，いかに従来の信用供
与の諸条件を根底から変化させることになるか，またそれによって，産業に対する銀行の関係はい
かに変化するかということになる。そしてその限りにおいて，この論理次元では銀行側における固
定資本としての貸出の可能的条件･根拠が指摘されているし，また後述するように，固定資本信用が
もたらす産業に対する銀行の関係の変化が資本支配に関連する問題として説かれざるをえないところ
では，それに必要な限りにおいて，発行業務が予めあげておかなければならないものとして取り上げら
れ，そのことによって，創業および発行活動，産業企業への直接的参加，役員会への代表派遣が提
示され，産業に対する銀行の支配が指摘されるということになるのである。したがって，こうした・
産業に対する銀行の支配もまた第二篇「資本の動員，擬制資本」の論理に制約されざるをえない。
とくに，株式会社・証券市場を媒介して構造的変化をとげ，発行業務を新たな機能として包摂する
に至った「兼営的」銀行の論理に制約をうけざるをえないのである。
　そこで，ヒルファディングが，「この部分｡〔固定的投下に適している部分一中田〕は，銀行の処
理しうる総資本が大きければ大きいほど，第一にそれだけ大きく，第二にそれだけ不変であろう」
　(S. 116,上, 177)と述べている点についていえば，むしろ，それは「常に銀行の自由処分に
委されてある部分」(ibid.,同上）が増大することによって，「固定的投下に適しているところの，
固定資本としても貸し出されうる部分」が一層拡大するということにすぎないのであって，固定資
本信用の実現の論理的内容をなしているものではないということである。もちろん，それだけでは
ない。そのことは，「固定資本を用立てる銀行は，すでにある程度の規模をもっておらねばならず，
この規模は，産業企業の膨脹とともに，またこれよりもなお急速に増大せねばならない」(ibid.,
同上）といわれるように，全国的な銀行網の形成・展開をふまえてはじめて可能となるものであり，
銀行業における集積の進展が前提となっていることはいうまでもない。
　この場合,･銀行業における集積とは，産業における生産規模の拡張・資本の有機的構成の高度化
→固定資本の増大・最低必要資本量の上昇に対応した銀行業における集積の進展でなければならな
い。そこで，以上のような制約条件を十分にふまえたうえで，第５章「銀行と産業信用」の論理次
元で，固定資本信用は銀行と産業との信用関係の内部における相互依存＝経済的依存の依存性，にい
かなる影響を与えることになるのか，そして，そのことが，産業に対する銀行の地位をいかに変化
させることになるかについて検討することにしよう（但し，ここでは，いまだ，株式会社制度に基
づく「資本流動化→銀行資本の産業資本への転化→資本支配の集中化」のメカニズムは捨象されて
いる）。
　ヒルファディングは，先ず，銀行資本と産業資本との関係が「一時的」・「瞬間的」なものから
　「長期的」・「恒常的」なものに転化することを述べる。すなわち，銀行が支払取引を媒介するに
すぎない限り，銀行は本来ただ企業の瞬間的状態，その瞬間的支払能力にのみ関心をもたされるが，
銀行が産業資本家に産業資本を用立てるようになれば，そうではない。そうなれば，銀行の関心は，
もはや企業の瞬間的状態や瞬間的市況に局限されてはいないで，いまや，むしろ企業のより遠い運
命，市場の将来の形勢が問題になる。瞬間的関心は恒常的関心となる。そして，信用が大きければ
大きいほど，ことに固定資本に転化される貸付資本部分の方が重くなればなるほど，ますますこの
関心は大きくかつ永続的なものとなるのである(S. 117,上, 177―178)。
　続いて，このような銀行資本と産業資本との関係の「長期化」・「恒常化」と同時に，銀行の企
業に与える影響が一段と増大することを述べる。すなわち，「信用が一時的なものにすぎなかった
間，したがって，企業がその流動資本だけを銀行から融通されていた間，どの関係の解消も比較的
容易だった。,回転期間の経過後には;　企業は信用を返済し，他の信用授与者を探し出すことが
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できた」(ibid.,同上）が，「固定資本の一部分もまた融通されていれば，そうではなくなる。この
場合には，｡債務は比較的長い期間の後にはじめて返済される。企業は銀行に結びつけられたままに
なっている」(ibid.,上, 178―179)。このような関係の成立をふまえて，産業に対する銀行の優
位性が導き出されることになる。
　ヒルファディングによれば，「銀行は，流動的な随時出動しうる形態にある資本を，貨幣資本を
常に処理しうる。しかるに，企業は商品の再転化に頼らされている。流通過程が停滞したり，販売
価格が低下したりすれば，追加資本が必要であり，これは信用によって調達されねばならない。な
ぜならば，信用制度の拡大にともない各企業の資本の大きさが最小限に限られており，流動資産を
ふやす必要が突発すればそのつど信用欄作が必要とされるからであって，その拒絶は企業にとって
破産を意味しうるであろう。その資本が産業資本または商品資本として固定されている企業に対し
て銀行を優勢にするのは，貨幣資本に対する処分力である」(S. 117,上, 179)o
　ここでは･,信用の形態的諸特質から直接企業との関係の展開を論述しているわけではないが，信
用・銀行制度の発達にともなって各企業の資本つまり自己資本が最小限に縮小されている状態，つ
まり流動的資本だけでなく固定資本としても信用が供与され，企業の信用依存が恒常的・構造的と
なり一層深まっている状態のもとでの追加資本の調達（とくに，ここでは突発的，不規則的な場合）
が，全く銀行に依存せざるをえないということから，産業に対する銀行の優位性を説いているので
ある。総じて，一債務関係の内部における経済的依存を決定するものは，常に資本力の優越であり，
ことに自由に処分されうる貨幣資本の大きさである（2）（ibid√同上）という基本的視角から，ヒ
ルファディングは，すでにこの論理次元においてすら，産業企業はその資本の大きさを最小限（つ
まり，資本の価値増殖にとっては最大限）にまで縮小させており，したがって，そこでは，流動
資産をふやす必要が突発しても，流動的に随時出動しうる形態にある資本＝貨幣資本に対する処理
権を与えられていないのであるから，そのつど信用操作が必要とされ，その拒絶は産業企業の自己
破綻を意味するという産業資本と銀行資本との関係における相互依存の依存性を明らかにしている
のである。
　（三）資本主義的生産の目的は，剰余価値・利潤の生産と取得であり，それは商品の生産と流通と
によって媒介される。この過程の担い手が産業資本である。かかる再生産形態においては，産業資
本の再生産活動は，先ず，貨幣形態で開始されなければならない。すなわぢ，資本として機能すべ
き一定額の貨幣によって特定種類の商品（Ｗ）すなわち生産手段（Ｐｍ）と労働力（Ａ）とが購入
されることによってのみ，生産資本の一定規模での活動すなわち生産過程（Ｐ）が展開されうる。
ここでは，価値の形態変化はなく商品形態のままであるが，･（1）商品の使用価値が変化し, (2)労働
力がその機能によって価値を増殖させる。この価値増殖された商品（Ｗ）が生産過程を去り，その第
二のかつ最後の形態変化すなわち貨幣（Ｇ）に転化されるということになる。このことは，生産過
程は商品が貨幣に転化するまでは新しく開始されえないということ，貨幣資本が継続的・連続的に
産業資本の諸要素に転化することによってのみ，産業資本の連続的運動・生産過程のたえまのない
連続性つまり産業資本の再生産活動がはじめて可能になるということである。すなわち，資本が資
本として存在することができるのは，資本が生産過程を新しく開始しうべき流通過程を通過する限り
においてだけであるということを意味するものである。その意味において，資本主義的生産は流通
を自己の固有な条件として措定し，流通は生産の内在的な支配的条件となるのである。したがって，
かかる過程の連続性は資本主義的生産にとって基本条件としてあらわれることになるし，また過程
的資本価値のうち絶えず生産資本として機能しうる部分は投下資本のうち，たえず産業資本となら
んで貨幣形態で実存しなければならない部分によって制限されざるをえないということになる。そ
してそのことにより，そTれはまた産業資本の再生産活動の制約条件としてあらわれるのである。
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　ところで，他方，資本主義的生産は私的所有のもとで社会的分業として営まれる商品生産である
が故に，産業資本にとっては生産過程は直接に自己の管理・統制下に置きうるものであるのに対し
て，生産過程の連続性の条件である流通過程は，その管理・統制の及びえない領域である。したがっ
て，流通過程・流通諸局面は産業資本め再生産活動の基本的条件でありながら，その進行は外的要
因に支配されざるをえないということになる。流通過程・流通諸局面は，特殊な，相互に無関心な過
程として，時間的にも空間的にも分離するといった過程として，その特質を与えられているのである。
それ故に，資本のうえにうちたてられた生産にとっては，生産の本質的条件，すなわち，生産の総
過程を構成する種々な過程の連続性がづくりだされうるかどうかは偶然なこととしてあらわれざる
をえないのである。だから，資本の要請するところは，先ず，流通過程を自らの管理・統制下に置
くことによる再生産過程の連続性をつくりだすことにある。こうしで，個別諸資本の相互的行動に
よって資本そのものによるこの偶然性を止揚し，過程の連続性を可能ならしめるものとして導き出
されたものが信用である。
　ヒルファディングによれば，それが流通信用＝商業信用・手形割引であり，資本信用＝流動資本
信用・固定資本信用である。そして，それは産業における生産力の発展→資本の有機的構成高度化
→固定資本の増大・資本の最低必要規模の拡大過程に対応して，いわば「流通信用→資本信用」と
いう上向的な展開形態をとってあらわれながら，信用に基づく銀行と産業との関係の内部における
相互依存の依存性を規定する資本力の変化の過程を通じて，両者の関係を，ときには協力的＝協調的
関係，ときには強制的＝対抗的関係たらしめ，再生産過程の発展に対応的に自らを展開させていく
のであり，そして，そのことによって，その最高の発展としての銀行資本と産業資本との独占的結合
関係を導き出すことになるのである。
　先ず，個別諸資本の相互的行動は，再生産過程で機能する資本家たちが商品をもって与え合う信
用＝商業信用という形態をとってあらわれるが，それによって，資本家にとっては生産過程の連続
性が確保され，追加的貨幣資本と貨幣とが節約されることになり，それだけ再生産が加速され，再
生産の拡張が促進されるということになる。しかし，この信用は特殊的・個別的な商品資本として
の商品をもってする信用であり，その作用範囲は一定の限界が存在せざるをえない。すなわち，
剛機能資本家相互間の商品流通の経路にそってのみ形成されるものであること, (2)支払期間・
支払金額の相異から相殺残高の決済を必要とすること, (3)信用連鎖の形成下でも一方的受領者が
存在せざるをえないこと，したがって，一方的授与者の存在も同様であること，こうしたことによ
り，この信用形態では，資本の貨幣形態での実存の必要性が依然として残っており，ここでの商品
資本としての商品は，その価値姿態たる貨幣に向かって「命がけの飛躍」をおこなわざるをえない
仕事から解放されてはいないということである。この限界は銀行信用による商業信用代位によって
止揚されなければならない。ここにはじめて，銀行と産業との関係が措定されることになる。
　ところで，銀行信用による商業信用代位のいわば直接的契機なるものを，ヒルファディングは次
のように述べている。すなわち，「この流通信用を生産的資本家たちは自ら互いに与え合う。ただ
還流が生じない場合に限って，貨幣が第三者によって，銀行によって用立てられねばならない。同
様に銀行が介入するのは，商品が差し当たり売れないとか，投機的な理由から売り控えられるとか，
その他類似のなんらかの事情によって，商品の売れが，したがって，手形流通の条件が止まる場合
である。’この場合には，銀行は手形信用をただ補足するにすぎない」（S，97，上, 149)。
　ここでの再生産過程への銀行の介入は，「手形信用をただ補足するにすぎない」という意味での
銀行信用による商業信用の代位にすぎない。したがって，銀行の産業に対する関係も全体として受
動的であり，一時的な「補足的」役割としての位置を与えられるにすぎない。では，銀行信用によ
る商業信用代位はどのような形態をとりうるのか。
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　ヒルファディングによれば，「銀行業者は商業信用に銀行信用一彼自身の信用-を代置する。
手形と引換えに銀行券を与えることによって，産業手形および商業手形に彼自身の手形を代置する。
なぜならば，銀行券は銀行業者引受けの手形にほかならず，この手形は産業資本家や商人の手形よ
りも好んで受け取られるからである。したがって，銀行券は手形流通を基礎とする」(S. 98に上，
150)と。このように，銀行による商業信用代位が手形割引形態によって，商業信用を基礎におこ
なわれるのであるが，かかる「代位」の可能性は，「手形（＝商業信用）が資本家の一私的行為と
してのすでになされた商品取引によって保証されている」(ibid.,同上）にすぎないのに対して，
手形割引としての銀行信用は「手形（＝商業信用）によって，すなわち，交換をおこなったすべて
の人々の全財産が保証する支払約束によって保証されている」(ibid.,同上）’という銀行の信用の
大きさと支払能力の確実性，およびそれによる手形の集中的な「相殺機能」に基づくものであると
いうことができる。
　銀行は，「以前は生産的資本家たち自身が，自分たちの振り出した手形の差額を清算するために保
持せねばならなかった貨幣」(S. 103,上, 157),つまり「いまでは彼らにとって余計である」
　(ibid.,同上）貨幣が預金として流入することにより，「それをもって差額の決済をおこないう
る」(ibid.,同上）ようになる。すなわち，「ますます，すべての手形が生産的資本家たちの間で
流通することによって，その元来の形態で支払手段として用いられることはなくなって，その転化
された形態で銀行券として用いられるようになる，というふうにしてである。貸借の相殺と決済と
が，いまでは銀行で，また諸銀行間でおこなわれる」（SS／102－ 103, 上 , 157)ようになる。
このように手形割引としての信用は，「預金をもって差額の決済をおこなう」ということにおいて
　「信用貨幣の創造において成立する」(S. 104,上, 160)信用形態であり，この･ことによって，
それは「生産を既存の現金額の制限から独立させる」(ibid.,同上）ことになるのである。
　そうであるとはいえ，ヒルファディングにあっては，手形割引が流通過程Ｗ－Ｇを媒介する信用
の役割を拡大し，一般化する役割を果たすものであるとしても，それは流通過程の経過中の信用つ
まり流通過程を媒介する商業信用＝流通手形の役割を肩代わりするにすぎないのであり，その限りに
おいて，手形割引形態は，流通信用であるということになる。すなわち，商業信用が流通信用の第
１形態であるとすれば，手形割引はその第２形態であるということになる。したがって，銀行の再
生産過程への介入，銀行資本と産業資本との関係において取り上げられる流通信用は，もっぱら後
者の形態である。以下，かかる「流通信用」が問題になる。彼によれば。「流通信用は，貨幣が支
払手段として機能するということを生じさせる。売られる一商品にたいする支払が信用される。さ
もなければ，流通にはいるべきはずの貨幣が信用貨幣によって代位されたために節約される。さも
なければ，そこに存在せねばならないであろう現実の貨幣がこの額だけ余計になる。他面，資本家
にはなんら新たな資本は用立てられない。流通信用はただ彼の商品資本に貨幣資本の形態を与える
にすぎない」(S. 106,上, 162)と。すなわち，それは，「資本転態」の媒介としての「貨幣
の前貸し」であり，「貨幣としての流通」を，その形態的特質とする信用であるということがで
きようｏ。‘
　このように，ヒルファディングは流通信用なる概念の内容を総括的に表現すると同時に，そのこ
とによって，この信用の資本主義的信用としての限界を指摘しているのである。すなわち，手形割
引としての流通信用は資本の現実の還流から独立して，機能資本家に貨幣形態での信用を与えるこ
とにより，一方では，再生産を加速し，他方では，機能資本家の貨幣形態を節約することになるが，
しかし，この信用によっては，商品資本の販売者に対して彼の商品資本に貨幣資本の形態が与えら
れるだけであり，したがって，この貨幣の大きさはすでに生産を終っている商品資本の大きさによっ
て制約されざるをえない。それに対して商品資本の購買者は支払・返済のためにその資本の一部を
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　貨幣形態で機能させなければならないのである。このようSこ，手形割引としてめ流通信用は，すで
　に終了している再生産活動の規模によって制限されているという，いわば再生産過程に事後的に介
　入する信用形態である。したがって，それは，機能資本家にとって制約されたものであるだけでな
　く，銀行資本家に‘とっても制約されたものであるということになる。銀行は，社会的貨幣資本の管
　理を慈善事業ではなく，徹頭徹尾，資本の事業として営んでいるのであるから，信用の不断の拡張
　を通じて，銀行利潤を生みださなければならない。そうでなければ，「預金の充用可能性」，した
・かってまた，「銀行預金への利子の支払」もはるかに低下せざるをえなくなるであろう。ここに，こ
　の信用形態の究極的な制約があるといわざるをえない。
　（四）そうであるとすれば，この制約を取り除くには，信用は再生産過程に事前に直接介入しうる
　資本としての貨幣資本の供給・充用に求めなければならない。すなわ･ち，資本信用がそれである。
　ヒルファディングは次のように述べている。すなわち，「しかし，資本主義的信用としては，信用
　はただより多くの貨幣を引き出すためにのみ貨幣を流通に投ずる。ｲ言用は貨幣を，生産的資本に転
　化するために貨幣資本として流通に投ずる。これによって，信用は生産の大きさを拡張するが，こ
の拡張には流通の大きさの拡張が先行していなければならない。この拡張は，･新たな貨幣の介入な
　しに，ただ，既存の，ただ遊休中の貨幣を流通目的に利用することによってのみおこなわれる。し
　たがって，ここでもまた，遊休貨幣資本を集め，かつ集めたものを分配するという経済的機能の必
　要が生ずる（４）」(SS.105―106,上, 161―162)。
　　ここにみられるのは，流通過程Ｗ－Ｇを媒介する商業信用の役割を肩代わりする手形割引としての
　流通信用とは異なり，遊休貨幣資本を集合・集積して社会的貨幣資本たらしめ，再生産の要求に
　応じて流通過程に再投入して生産的資本に転化させ，それによって生産規模を拡張させるものとし
　ての信用である。それは，生産手段を購買しようとする資本家に対して，「遊休貨幣資本→社会的
　貨幣資本→生産的資本」という転化形態による「貨幣の移転」であり，したがって，それは資本の
　事業にとって起動力としての貨幣形態での資本の供給でなければならない。かかる信用形態が資本
　信用である。
　　ヒルファディングによれば，この資本信用の形成源泉は預金であり，この預金を基礎として信用
　貨幣を創造し貸付けるのであるが，それは, (1)「流通資本」としての貨幣資本の一部, (2)減価償
　却基金, (3)蓄積基金とからなっている(S. 105,上, 161)。その意味においては，かかる「貨
　幣資本として役立つべき遊離した，積立てられた貨幣」(ibid.,同上）が銀行に利子生み預金とし
　て集合・集積され，それを貨幣資本に転化し，再生産過程に再投人することによる銀行資本と再生
　産過程との再統一の形態として，資本信用は，事前に直接的に介入していく形態つまり「事前的介
　入」形態であるということができよう。
　　かくして｡「これまでに述べたところでは，銀行は先ず第一に支払取引の媒介者として機能した。
　銀行は，諸支払の集中と地域的差異の調整とによって，支払取引を拡張した。次に，銀行は遊休貨
　幣資本の機能資本への転化を取り計らった。銀行は貨幣資本を集め，集積し分配し，かくすること
　によって，これを社会資本の循環に必要なそのつどの最小限に縮小した」(S. 109,上. 167)
　のである。しかし，「銀行はさらに第三の機能を引き受ける。というのは，すべての他の階級の貨
　幣形態における収入を集めて，これを資本家階級に貨幣資本として用立てるのである。･かくして資
　本家のもとには，銀行の管理する彼ら自身の貨幣資本のほかに，すべての他の階級の遊休貨幣が流
　れてきて，生産的に使用されることになる」(ibid･，同上）。すなわ,ち，銀行が利子生み資本の制
　度として預金に利子を支払う｡ことになれば，あらゆる階級の貨幣形態における収入が，いずれもそ
　れだけでは貨幣資本として作用しえない社会に広く散在する小額の貨幣が利子生み預金として集合・
　集積され，銀行の金庫の中で無差別，同質の大量な貨幣資本に転化され，銀行の管理する利子生み
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資本が形成されると｡いう，その特殊な機能を銀行は引き受ける一独占するｰことになるのであ
る。
　かくして，「この機能を果たすために，銀行は貨幣所有者の手中に遊休している一切の貨幣を能
う限り収集し集積して，これを生産資本家に貸し出さねばならない。銀行の主要手段は預金に利子をつ
けること，預金受入れのための収集場所（支店）を設けることである」(SS. 109―110,上，
168)というわけである。こうして，あらゆる階級の貨幣形態における収入が利子生み預金として
集合され結合されて大量のものとなり，一つの巨大な貨幣力を形成することによって，それがまた
銀行の準備金を構成することになり，先述の商業信用代位に基づく場合のあるべき準備金を超えて
展開していくことになる。
　社会の全貨幣に対する銀行の支配に基づくかかる銀行準備金の形成の論理次元においてはじめて，
　「銀行が産業資本に用立てる貨幣資本は産業資本によって二様の仕方で生産の拡張のために使用さ
れうる。すなわち，貨幣資本が要求されるのは，これを流動資本に転化するためか，または固定資
本に転化するためかである」(S. 110,上, 168)・という新たな信用形態の展開が措定されう
るのであり，また，それは，第７章「株式会社」論での「発展につれて，ますます一切の貨幣が銀
行に流入し，ただ銀行の媒介によってのみ貨幣資本に転化されうるようになる」(S. 176,上，
261)という論理としてふまえられる。そして，そこから「第三の一機能において銀行は同様に生
産的資本家に資本を供給するが，しかし，銀行が彼らに資本を貸すことによってではなく，貨幣資
本を産業資本および擬制資本に転化し，かつこの転化を自らおこなうことによってである」(ibid.,
同上）という銀行の発行活動への論理が導き出されうることにより，銀行準備金は「株式証券流通
に必要な貨幣」の構成部分として捉えられることになる。ここでは，基本的な道筋だけを指摘する
にとどめておく。
　他方，すでに指摘したように，資本主義およびその信用組織の発展にともなって，資本家階級の
すべての予備資本だけでなく，非生産|的諸階級の貨幣をも信用・銀行制度のもとに集合・集積され，
それらが，ただ信用・銀行制度の媒介によってのみ貨幣資本に転化されうるようになる･(S. 162,
上, 242)6すなわち，信用・銀行制度はかかる「起動力」としての貨幣資本に転化しうべき社会に
広く散在している貨幣形態での個別的存在を集合・集積し，それらを自由に処分しうる社会的な貨
幣資本に転化させ，銀行資本として再生産過程との再統一をはかることになるのである。そのこと
によって｡信用・銀行制度は，資本主義的生産が一社会的にみても個別的にみてもｰ｡新たに始
まるすべての事業の起動力として，また連続的動力として前提するところの貨幣形態にある資本つ
まり貨幣資本の絶対的支配者として，再生産過程の要請に応じて事前に直接的に介入していくこと
になる。そして,そのことによって,銀行は「流通は生産の内在的な支配的条件となる」という，いわ
ば産業資本の再生産活動の基本的条件でありながら｡，しかも，その進行は外的要因に支配されざるを
えない流通過程・流通諸局面に決定的影響力を持つようになる。かくして，銀行は再生産活動全体
に大きな影響力を持ちうるようにな･るのである。ヒルファディングにあっては，先ずこの点に，産
業に対する銀行の優位性の最も基礎的な論理的根拠を見出しているのである。
　しかし，「流通過程を自らの管理，統制下に置くことによる再生産過程の連続性をつくりだす」
どころの，個別諸資本の相互的行動による過程的進行の連続性の維持・確保の形態が，いまだなお，
生産的資本家が相互に取り結ぶ「流通信用」を主要部分とするものであり，銀行業者が主として手
形商人であるにすぎない論理次元にあっては，「産業資本家は，各自一定の時点までに履行されね
ばならない信用債務をもっているが，いまだなお，彼らはこの履行について彼の銀行業者の諸方策に
依存したり，銀行業者にその信用を制限されることによって，この履行を場合によっては不可能に
されうるというようなことはなかった上(S. 113,上,づ173)。むしろ，「そこでは，銀行業者自
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身が事業の経過に，手形の支払に依存していた。彼は，求められた信用供与を制限することを，な
んとかなる間は能う限り避けねばならなかった。そうしなければ，手形信用全体を破壊するこ
とにもなりえたからである。それ故に，彼自身の信用が非常に緊張して，ついには過度の信用とな
り崩壊となったのである。今日ではもはや，商業信用はかような役割を演じることはできず，資
本信用が主要事となっていて，銀行は事態をはるかによりよく制御し支配しうる」(ibid.,同上）
ようになっているのである。
　（五）今日の産業は，産業資本家の所有する総資,本よりもはるかに大きい資本をもって経営されて
いる。信用・銀行制度の発展は各個の資本家の自己資本を最小限にまで縮小させることによって，
かかる傾向を一層促すことになる。ｲ言用・銀行制度の最も重要な役割の一つは，すべての階級の遊
休貨幣を集合・集積して社会的貨幣資本たらしめ，再生産の要求に応じて最も有効に過程内化再投
入することにある。この一切の貨幣資本の処分力は銀行にある･。では，再生産の要求に応じて，銀
行が最も有効にその過程内に投入しうる形態とはなにか。それは，起動力としての貨幣形態での資
本の供給であり，その最もふさわしい仕方は生産手段の諸要素をこれから購買しようとする資本家
に対して資本信用を与えることである。
　いまでは，流動資本について信用が要求されるだけではなく，固定資本としても信用が要求され
ているのである。したがって，銀行が産業資本家に用立てる貨幣資本は，産業資本家によって二様
の仕方，すなわち,流勁資本または固定資本に転化することによって生産の拡張のために使用され
うることになる(s. no,上. 168)。起動力としての，連続的動力としての貨幣資本の中核部分
に対して，信用が供与されることになるわけである。各個の資本家の自己資本は最小限にまで縮小さ
れることにより，産業資本家がその所有する資本よりもはるかに大きい資本をもって経営するとい
うその傾向をさらに一段と強めていくことになるが，同時に，固定資本としても信用が供与されう
るようになると，貨幣資本の還流の仕方が異なってくる。流動資本の購入のために供与された貨幣
資本の価値は回転期間の経過後には,｡完全に再生産されて貨幣形態に再転化されうるが，固定資本
への信用供与の場合には，貨幣資本の価値はより長い何回もの回転期間の間に，ただ漸次的に
還流し全期間にわたって固定化されざるをえないということになる(S. 110,上. 168)。かくし
て，銀行への産業資本の依存も強まってくると同時に恒常的・構造的なものとなる。
　なぜなら，「一債務関係の内部における経済的依存を決定するものは常に資本力の優越であり，
ことに自由に処分されうる貨幣資本の大きさである」(S. 118,上｡179)からである。むろん，
　「銀行が一つの企業に深く係わり合ったために，銀行の運命が企業と密に編み合わされていて企業の。
要求に悉く応ぜねばならないような場合もありうる」(ibid.,同上）が，そうした危険性を回避す
るために，銀行は特定の企業とのみ関係をもつようなことはせず，幾つかの企業との間に関係をも
つことによって，個々の企業（個々の取引）から相対的な独立を確保しようと努める。反対に企業
にとっては，おそらく一切がこの取引にかかっているということになり，一銀行への依存を深める
ことになるわけである。つまり，「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」であり，それに
基づく銀行資本と産業資本との緊密化であるが，いまだなお，との論理次元では，両者の関係は信
用機関としての機能の面から捉えられているにすぎない。
　ところで，こうした産業に対する関係の変化は，銀行の諸機能からしても銀行資本の集積に至ら
しめるあらゆる傾向を強めることになる。そして，それはまた，銀行の産業に対する関係に一層影
響を与えることになる。銀行は，産業の拡大につれて上記のような信用媒介機関としての機能の面
において，銀行資本の一層の集積が要請されると同時に，金融・発行機関としてのその機能の面にお
いても同様に，最大可能な銀行資本の集積が要請されることになる。信用媒介機関としての機能
とは, (1)支払信用（＝手形取引), (2)資本信用であり，金融機関としての機能とは，ヒルファ
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ディングによれば，差し当たり，ここで予めあげておかなければならないものとして｡（3）発行業
務がある。すなわち，金融機関としての機能それ自体の本格的展開は，株式会社・証券市場との関
連におりて構造的変化をとげた「兼営的」銀行の論理次元の問題であるというわけである。
　　ヒルファディングは，銀行業における集積とそれに基づく銀行の産業に対する関係の変化を次のよ
　うに述べている。すなわち，支払信用（＝手形取引）の場合，とくに決定的なものは国際関係の拡
　大である。（1）広く枝を張った対外関係網の形成,(2)外国為替の比較的長い流通期間による比較
　的大きな資本の固定化, (3)手形の相殺による決済の不均斉化に･よる給付能力を有つ一大組織の必
　要性，こういった対外関係の展開に基づいて，銀行業における集積への傾向が強まるという｡ことで
　ある（5）。そうであるとはいえ，国内関係の拡大つまり工業生産の拡張などにともなう国内手形取
　引の展開もまた，全国的な支店網をもつ大銀行を必要とすることから，銀行業における集積への傾
　向を促すことになる。　しかし，この論理次元では，銀行は「これによってはまだ，信用を受ける産
　業に意識的かつ計画的に干渉する可能性を与えられていない。そこでは，銀行と産業との関係も信
　用を受ける者の確実さについての必要な吟味と割引利得以上には出ないとされている」(S. 119,
　上,180―181)。その意味においては，このような手形取引形態としての支払信用は産業に対す
　る銀行の関係をなんら基本的に変化させうるものではない。しかし，次の資本信用・交互計算取引
　においては事情が異なってくるのである。
　　ヒルファディングは，資本信用の慣行は当座預金取引の意義の増大において表現されると述べ
た後，ヤイデルス「ドイツの大銀行と産業との関係」（０.Jeidels‥Ｄａs Verhaltnis der
deutschen Grossbanken zur Industriぶ）から次のように引用している。すなわち，「「産業に
たいする銀行の関係にとってのその意義は，･三つの理由から生ずる。（1）企業の平穏な拡大にとっ
てのその決定的な重要性によって，それは信用供与者への依存をつくり出す。（2）産業的銀行信用
の営業上の性質は，前述の信用業務以上に銀行業の組織に影響を及ぼし，それがもっぱら銀行集
積に作用し，かかる産業にたいする特有の関係が銀行指導者側の別種の産業知識を要求する。
（3）産業的交互計算業務は，銀行と産業との全取引の軸点であるj6）。創業および発行活動，産業
企業への直接的参加，監査役会の成員としての産業経営指導における協力は，銀行信用に対して極
めて多くの場合に緊密な因果関係にたつ」と同時に，交互計算は，「銀行にとって産業を評価し統制
するためのよい手段である。規則的な取引は良好な営業状態を意味する」。銀行はこの規則的な関
係によって，同時にこの企業に関する正確な知識をえる。この知識は，たとえば取引所業務のよう
な他の関係においても有益でありうる。他方，過度の信用供与の危険は，産業企業の厳格な監視を
必要にするが，その第一の前提条件は，企業がただ一つの銀行とだけ取引することである」(SS.
119―120,上, 181 ― 182)と。
　　ここでは，交互計算取引が工場設備信用として利用されて｡産業企業の平穏にして順調な発展を
保証していく積粁となっているという場合のことであり，手形取引＝支払信用における瞬間的な性
格は克服され，産業企業との間に継続的関係が成立し，そのことによって，銀行への産業の依存が
゛生じざるをえないということである。その場合，この依存性は瞬間的な性格のものではなく，「継
続的関係に規定された一定の恒常的性格」のものである。いうまでもなく，銀行資本家はその事業
を慈善事業ではなく，資本の事業として営んでおり，交互計算信用の形式もまた，それに基づ,く要
求であるといわざるをえない。交互計算取引が工場設備信用として利用される場合，信用の継続性・
長期化に,ともなって，「銀行の流動性」が損われざるをえなくなるが，それ自体，銀行の「資金繰り」
を悪化させるものである。さらに，資本制的再生産は，部分的であるか全般的であるかをとわず，
たえざる不均衡，たえざる混乱によって特徴づけられる過程であるが故に，貸し付けられた貨幣資
本が確実に返済・回収されるという保証が常に存在するというわけではない。信用が長期化すれば
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するほど，その危険性も増大するといわざるをえない。ここから，産業（企業）の経済状態への銀
行の洞察が問題となってくるのである。
　銀行はそのときどきの経済状態の正確な洞察に努めるようになると同時に，産業企業の営業状態
をたえず厳密に監視し，その企業の全取引を自行に限定させ，貸し付けた資本の回収可能性をよく
把握しておかなければならなくなるのである。そのためには，産業企業自体の営業に対して，より
強い影響力をもたなければならない。また，信用の長期化により産業に固定化される資本は，産業
企業の規模の拡大にともなってますます増大する,が故に，それに対応しうるように，銀行はますま
す大きな規模の貨幣資本を集合・集積し，それを自己の支配下におかなければならない。このため，
銀行間の競争は激化し，資本規模に制約のある中小銀行は交互計算取引から脱落し，資本力のある
大銀行へその業務が集中していくと同時に，大銀行による中小銀行の吸収・併合が進行していくこ
とになる。
　（六）ところで，銀行は手形割引・交互計算等の銀行取引を通じて，たえず産業と関係してきたの
であるが，そのなかで，銀行は手形割引によってはまだ信用を受ける産業企業に意識的かつ計画的
に干渉する可能性は与えられておらず，産業に対する銀行の関係をなんら基本的に変化させうるも
のではなかった。しかし，交互計算は経常的な業務において取得される銀行利潤の主要源泉の一つ
であるが，手形割引と同様に経常的な貨幣支出のための支払媒介として用いられる場合ですら，対
産業との関係に新しい性格が与えられうるのである。なぜなら，規則的な交互計算関係を結ぶこと
によって，産業企業の経営状態を予測できるようになれば，それは，その限りにおいて「銀行にとっ
て産業企業を評価し制御するためのよい手段」(S. 120,上, 182)となりうるからである。　し
かし，交互計算が長期の工場設備信用として用いられるようになると，対産業との関係は根本的な
変化を余儀なくされる。信用の長期化にともなう資本の流動性が損われるからである。そのために，
銀行は貸し付けた資本の回収可能性についての正確な見通しをもつことが必要となり，産業企業の
継続的な監視をおこなわなければならなくなるからである。このような交互計算取引・信用の展開
は，産業における資本の有機的構成の高度化にともなう固定資本の増大，資本の最低必要量の上昇に
よって惹き起こされたものであるが故に，産業企業の生産規模の拡張にともなって，交互計算取引・
信用もまた大規模化し，銀行にとってはますます重要な業務となっていくと同時に，それによって，
銀行と産業との関係の緊密化もますます恒常的・構造的なものとなっていくことになる。
　ところで，かかる長期の設備信用は，銀行にとっては貸付資本の長期化・固定化を意味する。し
たがって，それは資本の流動化との関連においてはじめて展開されうるものでなければならない。
株式会社制度に基づく資本流動化が成立しているとすれば，産業企業はその返済が長期にわたるで
あろう厖大な固定資本の借入も，これを株式に転化し，有利な機会に固定資本の現実の還流にかか
わ･りなく売却することによって資本を動員しえ，したがって，短期にこの勁員した資本を対銀行債
務の返済にあてうる。株式発行による資本の動員が銀行の媒介によっておこなわれざるをえない論
理次元では，対銀行債務を増資（株式発行）によって返済するという，いわば産業企業の本来的な
機能過程（「固定資本信用の借入→株式発行によるその返済」）は，逆に，銀行の発行活動の過程
　（「固定資本信用供与→その証券化・流動化による回収」）にとって代わられることになるが故に。
　「信用（設備信用・固定資本信用）」の場合でさえも，銀行は必要あるいは都合に応じて，産業支
配に必要な株式数を保有し，長期にわたって産業との関係を保持することが可能になる。したがっ
て，かかる信用がくり返されるとすれば，その間，銀行資本と産業資本との関係は維持され，銀行
の産業に対する支配もまた持続するであろう（7）。かくして，「r交互計算業務は銀行と産業との全
取引の軸点である。創業および発行活動，産業企業への直接的参加，監査役会の成員としての産
業経営指導における協力は，銀行信用に対してきわめて多くの場合一に緊密な因果関係にたつ」」
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　(S.120.上, 183)ことになるわけである。ここでは，明らかに株式会社制度に基づく資本流
動化が前提とされたうえで，「創業および発行活動………」が「予めあげられておかなければならない」
ものとして取り上げられているのである。
　ところで，以上述べてきたように，信用媒介者としての銀行の機能が産業の拡大につれて銀行資
本の集積の進展を要求してきたわけであるが，発行業務が銀行の主要な一機能となると，それはま
た，同様に，最大可能な集積を要求するようになる(S. 12!，上, 183)。それは，発行業務が
（1）大規模の資本力, (2)市場に対する影響力（大きな勢力), (3)産業に対する正確な知識の三
つの条件を必要とするからである。すなわち, (1)銀行は，産業の拡大にともなってますます厖大化
する必要額を確実に調達しなければならないということ，その場合, (2)･貨幣・資本市場を動揺さ
せることなしに，この資本を調達しうるのでなければならないということ, (3)銀行がこれをなし
うるには，産業に用立てた資本が再び銀行に急速に還流するのでなければならないということから
である。
　かくして，「かように，産業集積が銀行集積をもたらすと同時に，銀行集積を促す諸傾向が，銀
行経営そのものの技術から生ずるのであるが，銀行集積の第一次的原因をなすものは産業集積であ
る」(S. 122,上, 184―185)と，ヒノりファディングは述べている。　しかし，第５章「銀行と
産業信用」では，発行業務は，「予めあげておかなければならない」ものとして与えられているにずぎ
ず，それ自体，論理的把握の対象にはなっていない。したがって，その論理的展開は第７章’「株式
会社」を待たなければならない。そして，そのときはじめて，固定資本信用と資本流動化，あるい
は固定資本信用と発行業務との関連および株式会社制度に基づく銀行資本と産業資本との緊密化，
銀行資本の産業資本への転化の論理が明らかにされることになる。
剛　「他面，銀行が非生産的諸階級の貨幣をひきよせて，そのますます増大する基幹的部分を永続的利用の
　ために保持しうるのは，銀行がこれらの貨幣に利子を支払う場合に限る」(S. 334,下, 110―111)
　というヒルファディングの叙述に対して，高山満氏は「何も「永続的利用のため」の資本調達に限らず，
　短期性預金の場合でも，更にどのような種類の貨幣，貨幣資本であれ，銀行にそれらを「ひきよせ」……
　るためには，利子支払いは不可欠の条件であろう」といわれ，このヒルファディングの叙述を「やや奇異
　な立論」（高山，前掲論文IV, 17頁）であると論難されている。　　　　　　。
　　高山氏力4比判の対象とされたこの’「部分」は，ヒルファディングの次の叙述の一部分である。すなわち。
　　「われわれは，資本主義的牛蛮の当初には銀行の貨幣が二つの源泉から生ずるのをみた。I第一には，非生
　産的諸階級の貨幣から，第二には，産業資本家および商業資本家の予備資本から。われわれはさらに進ん
　で，信用の発展は，資本家階級のすべでの予備資本だけではなく。非生産的諸階級の貨幣の大部分をも産
　業に用立てるに至るのをみた。言い換えれば，今日の産業は産業資本家の所有する総資本よりもはるかに
　より大きい資本をもって経営される。資本主義の発展とともに|，非牛蛮的階級によって銀行に，そして銀
　行によって産業資本家に用立てられる貨幣の総額も絶えず増大する。産業にとって不可欠なこれらの貨幣
　の処理権は銀行に属する。かくして，資本主義｀および信用組織の発展とともに，産業の銀行への依存は増
　大する。他面，銀行が非生産的諸階級の貨幣をひきよせて，そのますます増大する基幹部分を永続的利用
　のために保持しうるのは，銀行がこれらの貨幣に利子を支払う場合に限る。これらの貨幣があまり大量で
　ないあいだは，銀行は，これを投機信用および流通信用に用いることによって，これに利子を支払うこと
　ができた。一方ではこれらの貨幣が増大するとともに，他方では投機および商業の意義の減退するととも
　に，これらの貨幣はますます産業資本に転化されざるをえなくなった。生産信用の不断の拡張がなされな
　かったならば，預金の充用可能性は，したがってまた銀行預金への利子の支払も，とっくにはるかに低下
　していたであろう」(SS. 334―335,下，110－111）。
　　いうまでもなく，銀行が預金に利子を支払うことになれば，あらゆる階級の貨幣形態における収入およ
　び一時的な遊休貨幣が銀行に集合・渠積され，社会的貨幣資本に転化されて，一つの巨大な貨幣力を形成
　することになるが，このような銀行制度の機能は，「特殊な媒介機能」として，本来の貨幣資本家と借り
　手との間の銀行制度の媒介機能から根本的に区別されなければならない。ここでは，高山氏がいわれるよ
　うに，「永続的利用のため」に集合した貨幣にとくに利子を支払うということをいっているのではなく，む
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　しろ，銀行が預金に利子を支払うことになれば，あらゆる階級の所得貨幣もが銀行に利子生み預金として
　集合・集積されるようになり，それが社会的貨幣資本に転化されて銀行の「準備金」を構成することにな
　るということであり，したがって，それが「そのますます増大する基幹部分」に当たるのであり，かつそ
　の「永続的利用」と1,・うことになるのである。
　　しかし，この「銀行準備金」は商業信用代位に基づく場合のあるべき準備金を超えるものとして，銀行の
　貨幣資本を形成すること|になる。そしてそこに|，銀行業の資本信用としての牛席信用への展開が基礎づけ
　られているのであり，同時に，ここでは明示されてはいないが，発行活動への進出の論理的契機が与えら
　れているのである。したがって，高山氏のいわれるように，けっして「奇異な立論」ではないのである
　　（なお，この点に関説した労作としては，深町郁弥「管理通貨制度論と信用論（Ⅱ）」，「経済学研究」第
　40巻第４・５・６号および坂本正「「資本信用」と商業銀行」，熊本商大経済学部10周年記念r現代経済
　学の諸問題」所収, 1978年がある。参照されたい）。
（2）この点に関して佗美光彦氏は次のように述べておられる。すなわち，「ここでは，「資本信用」が固定
　的な信用に転化されることをとおして，はじめて銀行と産業の特殊な結合関係が生じ，しかも銀行は産業
　資本家に対しより一般的な貨幣を処理しうるのだから，銀行が産業を支配しうる関係になる，と指摘され
　ている。この論理が転倒された論理であること，また，銀行が流動的な貨幣を所有しているからいつも産
　業に対して「優位」である，とはかぎらないことは，ここでくりかえすまでもないであろう。一般的には，
　銀行と産業間における優位，不利の関係は，景気循環過程の各局面における貸付資本量の変動に応じて変
　化する相対的なものにすぎないであろうからである」（ｲ宅美，「ヒルファディング」，鈴木鴻一郎編ｒマ
　ルクス経済学講義」青林書院新社, 1975年, 287頁）。
　　資本主義およびその信用組織の発展とともに，産業め銀行への依存が増大するというヒルファディング
　の見解の一般的論拠＝背景は次の点にあると考えられる。（1）今日の産業は，産業資本家の所有する総資
　本よりもはるかに大きい資本をもって経営されるということバ2）その自己資本は最小限にまで縮小され
　る傾向をもっているということ，そして，それを可能ならしめるものが信用・銀行制度の発展であって，
　資本家階級のすべての予備資本だけでなく, (3)非生産的諸階級の貨幣の大部分をも産業に用立てうるよ
　うになるということ］4）産業にとって不可欠なこれらの貨幣の処理権は銀行に属するということである。
　こうした諸傾向は，循環的なものではなく，自由競争の一定の発展段階から独占形成期を貫く一般的傾向
　であると考えることができるであろう。ヒルファディングはこうした観点から銀行資本と産業資本との緊
　密化一銀行の産業支配-の論理を展開しているのである。
　　いうまでもなく，資本家階級のすべての予備資本だけでなく，非生産的諸階級の貨幣の大部分をも産業
　に用立てうるようになるという論理次元は，すでに銀行があらゆる階級の遊休貨幣および遊休貨幣資本を
　利子生み預金として集合・集積し，それを社会的貨幣資本に転化し銀行準備金を構成するという，いわ
　ば商業信用代位に基づく場合のあるべき準備金を超える銀行準備金の形成の論理次元であり，それが，一
　方では，新たな信用的領域としての資本市場への進出と，他方では，それの前提となり，それと内的関連
　をもつ株式証券市場への進出とを可能ならしめる基盤となるということにある。固定資本信用の展開はこ
　うした新たな信用的業務と金融的業務との内的結合に基づくその統一的連用のもとに実現されうるわけで
　あるが，ここでは，後者との関連を差し当たり切り離して，信用の展開形態に焦点を合わせてその形態的
　特質（したがって，それは産業の拡大との関係においてのみ可能な性質のものである）を明らかにしよう
　とするのである。
　　こうした観点からすれば］宅美氏のヒルファディング批判は正鵠を射たものとはいい難い。すなわち，氏
　は，ヒルファディングにあっては，「「資本信用」が固定的な信用に転化されることをとおして，はじめて，
　銀行と産業の特殊な結合関係が生じ，しかも銀行は産業資本家に対しより一般的な貨幣を処理しうるのだ
　から，銀行が産業を支配しうる関係になる，と指摘されている」が，「この論理は（が）転倒された論理で
　ある」といわれるのである。しかし，彼は，けっして「一般的な貨幣の処理→銀行の産業支配」を説いて
　いるわけではない。彼によれば，「一般的に言えば，一債務関係の内部における経済的依存を決定するも
　のは常に資本力の優越であり，ことに自由に処分されうる貨幣資本の大きさである」(S. 118,上，
　179)ということである。銀行は，かかる資本力を背景に厖大な貨幣資本・銀行資本を産業資本家に用立
　てる。つまり産業に投資するのである。それが固定資本信用の形態をとるのであれば，発行活動との内的
　結合に基づく統一的運用によって，「固定資本信用供与→出資形態への転換」による株式証券化を通じて，
　佗美氏のいわれる「銀行が産業を支配しうる関係」が措定されうるのである。ここにおいて，ヒルファ
　ディングのいう「一債務関係の内部における経済的依存を決定するものは常に資本力の優越であり，ことに
　自由に処分されうる貨幣資本の大きさである」(ibid.,同上）ということめ，具体的な「実現」形態をみる
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　ことができるであろう。つまり，ここでは，資本の擬制資本化の論理次元での資本支配が前提され，かつ
　問題となっているのである。
　　また佗美氏の後段の見解も，ここでの全体の論旨からみて明らかなようにヒルファディング批判になり
　えていないということが理解されるであろう。
（3）流通信用と資本信用，および両者の関連について関説した最近の労作に，野田弘英，前掲書，坂本正，
　前掲論文および「「流通信用」と再生産」（「経済学研究」第43巻４号, 1977年）などがある。
（4）この点に関してヒルファディングは次のように述べている。すなわち，「資本信用はそうではない。そ
　れは，ただ所有者が資本として充用しえない一貨幣額の，これを資本として充用すべきだれかへの移転で
　ある。かく充用されることは，この貨幣額の使命である。なぜならば，それが資本として充用されなけれ
　ば，その価値は保存されえず還流しえないであろうからである。社会的に見れば，貨幣を安全に貸出しう
　るためには，債務者への貨幣の還流が常に必要である。かくしてここでは，既存の貨幣の移転がおこなわれ
　るのであって，貨幣一般の節約がおこなわれるのではない。したがって，資本信用とは移転によって遊休貨
　幣資本から機能貨幣資本に転化されるべき貨幣の移転である6資本信用は，支払信用のように流通費を
　節約するのではなく，同じ貨幣基礎の上で生産的資本の機能を拡張するのである」(S. 106,上，
　162 )。
（5）この点に関して長坂聡氏は次のように述べておられる。すなわち，「産業企業の規模が大きくなるにう
　れて，また産業企業の海外取引の増大と相まって外国為替が重要なものとなってくるにつれて，この業務
　にも大銀行の優位が現われてくる。銀行の取扱う一手形の平均の大きさは，ライヒスバンクでは1936マル
　ク（1900年），最大の地方銀行の一つであるベルギッシュやメルキッシエ・バンクBergisch Markische
　Bankで713マルク(1903年）であるのに対し，ディスコントー・ゲゼルシャフトでは6812マルク(1903
　年）となっている。外国為替に関しては大銀行の独壇場であり，これをとくに外国為替割引を営業報告中
　に明示している唯一の大銀行であるベルリン商業銀行について見るに, 1903年の手形受入額の54.5%は外
　国為替であり，その額は５億2000万マルク，これをライヒスバンクの２億1000万マルク，ライプッイヒの
　アルゲマイネ・ドイッチエ・クレディットアンシュタルトAllgemeine Deutsche Kreditanstalt の
　18.1％という数字と比較すれば，大銀行の優位は一目瞭然である。これが，90年代以降比較的大きな地方
　銀行が進んで大銀行への吸収を求めた理由の一つとなっていることも，併せて注意すべきである」（長坂，
　　「交互計算信用と発行業務」，玉城・末永・鈴木編「マルクス経済学体系」下巻，岩波書店, 1957年，
　108頁）。
（6）この点に関して生川栄治氏はりーサーの所説を引用し，次のように説いておられる。すなわち，「r銀行
　とその顧客のあいだの交互計算取引は，経常的業務において得られる手数料の主要源泉のＴつであり，ま
　た同時に，両者のあいだの紐帯をしだいにますます密接に結んでいるいろいろな諸関係の基礎を形成する
　ものである。規則的な交互計算関係を結ぶことに直接に通ずる道ほ，信用解約権によるだけで銀行に一定
　の影響力を授けているいろいろな形態の信用授与をのりこえて，さらに次のものまで進んでいる。すなわ
　ち，この道は組織変更，創立，発行，による権力の増大と利潤の約束へと導き，さらに合併の媒介へ，お
　よび株式所有による産業企業への永続的参与に，あるいは監査役派遺に，ないしはこの両者へと導く６さ
　らにそれによって，産業的経済領域全体の征服へ，および決定的な力をもつカルテルやシンジケートとの
　密接な接触へ，ならびに銀行グループと産業グループの緊密な結合の発端へと導くのである」(J. Rie-
　sser。,Von　1848　bis　heute, Bank･- und finanzwissenschaftliche　Studi?, 1912, S. 46,傍
　点生川）。これは，交互計算業務が銀行にとってはまさに全金融資本関係の根幹であるということ，した
　がってまた，その関係の資本循環の基線をなすということにほかならない。ヤイデルスが，工業的交互計
　算業務は，全銀行業務と工業との枢軸点であるとなすのも，以上のような交互計算業務自身の経常性にあ
　らわれた基幹性そのもの，および他の全業務への関係における基礎的性格の二重の意味で理解されねばなら
　ない。とれはまた，交互計算業務自身のもつ取引上の二面的性格に相応するものであった」「生川，r現
　代銀行論」日本評論新社, 1960年，34頁）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　しかし，こうした生川氏の見解には難点がある。交互計算業務が「銀行業務と工業の枢軸点」であると
　いうのは。それが信用的業務と金融的業務との内的結合に基づく統一的運用のなかにすでに位置づけられ
　ていることによるものである。したがって，それは資本の流動化機構との関連において構造的変化をとげ
　た信用・銀行制度に関する論理次元の問題であり，かかる総体的関係のなかでの信用的業務の側面におけ
　る信用の形態的特質から規定されるものでなければならない。
（7）生川栄治氏は，独占形成期の銀行信用のなかで，交互計算信用が発行業務に対してもつ関係について，
　　「これはその他の全業務にたいする関係の基礎をなすものである」（生川，前掲書，33頁）と述べた後，
　ヤイデルスの所説を引用して次のように述べておられる。すなわち，「r個人商会を株式会社に変更する
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ためや，資本金を増加するためには，工業の営業が一定の範囲に達していなければならない。これらのこ
とを資本金や投資の突然の増大によって作り出すことは，当該企業自身にとって，Iまた全市場状態にとっ
て，非常に危険である。ここにおいて，銀行信用は個人商会または株式会社にしばらくのあいだ経営の拡
張のための資金を用立てることによって有益な作用をなしうる。この拡張が十分な程度にまで達した場合
にはじめて，組織変更ないし増資が行なわれるのである」(0. Jeidels。,Das Verhaltnis der
deutschen Grossbanken zur Industrie", 1905, S. 34)と。すなわち，交互計算信用は発行業務の前
提であり基礎をなすものである。産業資本に固定化ぎれた銀行信用は発行業務によって流動化されるとい
う関係にある。そしてこの関係は，交互計算信用と発行業務の本来の関係をなすものである（傍点原文）」
　（同上,33―34頁）と。
　たしかに，ここでの実際の業務（過程）は，銀行に即して考えれば，生川氏の主張されるように，「産
業資本に固定化された銀行信用は発行業務によって流動化されるという関係にある」と思われる。しかし，
それの意味するところは，「個人商会を株式会社に変更するためや資本金を増加するためには，工業の営
業が一定の範囲に達していなければならない」が，「これらのことを資本金や投資の突然の増大によって
作り出すことは，当該企業自身にとって，また全市場状態にとって非常に危険である」という一定の現実
的な制約条件つまり前提条件があるのであり，そのもとで，上述のような銀行の具体的対応の一形態
　（「信用供用→資本流動化」）であるということにすぎないのである。
　゛すなわち，こうした事情のもとでは，「銀行信用は，個人商会または株式会社にしばらくのあいだ経
営の拡張のために資金を用立てることによって有益な作用をなしうる。この拡張が十分な程度にまで達し
た場合にはじめて，組織変更ないし増資が行なわれる」というように，ここでの問題は，「当該企業自身
にとっても全市場状態にとっても非常に危険」または困難が予想される状態のもとでの発行業務（の回避）
と，その場合の銀行信用（の運用）との関係，つまり，いずれかの選択についてのことがらにすぎない。
したがって，「産業資本に固定化された銀行信用は発行業務によって流動化される」というこの場合の
　「銀行信用→流動化」過程は，資本の流動化メカニズムを前提とした銀行信用＝固定資本信用の供与とそ
の回収の現実的過程・関係を示しているものではあるが，けっして，「交互計算信用と発行業務の本来の
関係」を意味するものではない。
　すなわち，ここでは，株式会社制度に基づく資本流動化メカニズムは前提されているのである。したがっ
て，ここではじめて，発行業務が産業資本に固定化された銀行信用の流動化との関係で捉えられているの
ではない。発行業務それ自体がすでに銀行の金融的業務として前提され，交互計算信用との内的結合によ
る統一的運用のもとに位置づけられているのである。したがって，生川氏がいわれる「両者の関係」なる
ものは，「交互計算信用と発行業務の本来的関係をなすもの」ではないということになる。それ故に，氏
が「交互計算信用は発行業務の前提であり，基礎である」といわれる場合，それは「交互計算信用と発行
業務の本来的関係」でないかかる実際の「過程」・「関係」を論拠とされている限り，根本的難点をまぬ
がれえないであろう。
　交互計算信用が発行業務の前提・基礎でありうるというのは，前者が後者の成立・展開の前提・基礎条
件であ゛るという場合であろう。したがって，交互計算信用が経常的な貨幣支払取引を意味・内容としてい
るのであれば，それは発行業務成立の前提・基礎条件の一つでありうるが，もっぱら長期的な設備信用を
指しているこの場合には，発行業務の論理的前提となり基礎となることはできないのである。
　5｡金融資本と金融市場の形成・展開（ｎ）
　（－）ヒルファディングは，第７章「株式会社」第２節「株式会社の金融。株式会社と銀行」で，
第１節での資本流動化の論理をふまえて，株式会社（論）の「史的」展開とそれを前提とする株式会
社と銀行との関係つまり両者の信用関係の展開について，次のよう化述べている。すなわち，「一
企業における諸資本の集積を実現するために，株式会社はその資本を個々の資本片から集める。……
しかし，注意すべきは，株式会社の出現当初にはこの集合がたいていは個別資本家への直接の呼び
かけによっておこなわれることである。しかし，｡発展の進行とともに個別資本はすでに銀行に集合
され集積されている。したがって貨幣市場への呼びかけは銀行の媒介によっておこなわれる」
　(SS. 161―162,上, 242)。すなわち，株式会社の資本調達様式が「個別資本家への直接の呼
びかけ」によるものから，発展の進行にともなってト「銀行の媒介」によるものへと構造的変化を
とげたということ，その変化の要因として個別資本が銀行に集合・集積され，銀行を媒介しなけれ
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ば貨幣資本の調達が困難になっているということである。
　すでIに明らかにしたよ･うに。銀行があらゆる非生産的諸階級の貨幣形態における収入をも利子生
み預金として集合・集積し社会的貨幣資本に転化し，それが銀行の準備金を構成するようになる論
理次元では，銀行の準備金は商業信用代位に基づく場合のあるべき準備金を超えて展開していくこ
とになるが，それは，この銀行準備金が「株式証券の流通に必要な貨幣」の構成部分として銀行の
発行活動の形成源泉となるということに対応したものであるといえる。したがって，この論理次元，
での産業企業と銀行との関係は，産業企業の株式会社形態による資本調達の形態変化に基づく新た
な関係の成立であるということができる。
　続いて，ヒルファディングは，信用形態に基づく資本調達の形態変化・展開について次のように
述べる。すなわち，「銀行が個人企業者の資本を調達してやろうなどと考えることはありえない。
こ’れには，銀行は，通例，主として「支払信用」を与えうるにすぎない。株式会社の場合にはそう
ではない。ここでは資本を調達することば，銀行にとっては資本を前貸し，持分に分割し，これら
の持分を売ることによって資本を回収すること，したがって形態的には純粋な貨幣取引G―G'
をなすことにほかならない」(S. 162,上, 242)。すなわち，産業企業の株式会社形態への転化
による株式証券の譲渡可能性と売買可能性の成立に基づいてはじめて，銀行は「単に支払媒介の
ための信用すなわち流通信用だけではなく，経営資本の成立を補うための信用すなわち資本信用を
与えうる」（S. 162, 上, 243)のである。なぜなら，株式証券の譲渡可能性と売買可能性とが
成立しておらず，したがって，資本の流動化メカニズムがいまだなお確立していない論理次元では
　「経営資本の不足を補うための信用」＝資本信用の供与は，供与された資本を生産過程に固定化す
ることになり，この資本から貸付資本の性格を奪うことになるからである。この点に関して，　ヒノレ
ファディングは第７章第３節「株式会社と個人企業」で次のように述べている。
　すなわち，「個人企業者は，通例，彼の流動資本の最高額だけの信用を要求しうるにすぎないであ
ろう。すべてそれ以上の信用供与は，信用された資本を固定産業資本に転化することになり，した
がって，貸付資本家はただ単に産業資本家に転化されてしまうであろう。それゆえ，個人企業者へ
の信用は，この産業家のすべての事情と営業の仕方とに精通している人々によってしか与えられな
い」(S. 170,上, 253―254)。このように，資本の流動化がいまだなお確立していない論理次元
においては，供与されたその資本が生産過程に固定化されるような経営資本の不足を補う信用つま
り資本信用は，与えられえないということである。もし，与えられうるとすれば，それは銀行が
　「産業家のすべての事情と営業の仕方とに精通」(ibid.,同上）している場合であるというように，
特別な条件，特殊個別的事情に基づく場合に限られるということになるであろう。これ忙対して。
　「株式会社は容易に資本を調達しうる」(ibid.,同上）のである。なぜなら，「要求された信用が
動員不能にされる危険はない。信用が，実際に株式会社によって固定資本の調達に利用された場合
にも，株式会社は有利な機会に固定資本の現実の還流には係わりなく，株式の発行によって資本を
動員しえ，これを対銀行債務の返済にあてうる」(ibid.,同上）からである。
　以上の論理は，固定資本信用の供与に･よる生産過程への貸付資本の固定化を前提として，それを
流動化するものとして株式会社が措定されているのではなく，株式会社・証券市場の形成による株
式証券の売買可能性の成立に基づく資本の流動化メカニズムの確立をふまえてはじめて，「経営資
本の不足を補うための信用」つまり固定資本信用の供与が実現しうるということである･。この固定
資本信用供与の実現の論理に･,第５章「銀行と産業信用」での固定資本信用供与に関する論理は制
約され，規定されなければならず，したがって，それは第７章「株式会社」での資本流動化の論理
をふまえ，それと関連させること｡によってはじめて，経済学的意味における固定資本信用の論理的
展開が可能となるのである。
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　また，「ここでは，（株式会社が）資本を調達することは，銀行にとっては資本を前貸し持分に
分割し，これらの持分を売ることによって，資本を回収すること，したがって，形態的には純粋な
貨幣取引G―G'をなすことにほかならない」(S. 162,上, 242)といわれることからも明
らかなように，第５章「銀行と産業信用」で「予めあげておかなければならない」ものとして指摘
されていた「発行業務」が，産業企業の株式会社化と証券市場の展開とを前提とし，それをふまえ
てはじめて，銀行の機能の一つとして措定されうるものであるということが明らかになるし，それ
と同時に，この発行活動の過程を銀行が直接担当｡･主導する過程として措定されることによっては
じめて，「銀行に株式会社の「創立」と，したがってまた，そ９終局的支配との可能性を与える」
　(ibid.,同上）ことになるし，さらにまた，株式の発行は「銀行にとって創業者利得をもたらす」
　(ibid.,同上）可能性を与えるものとなるのである。すなわち，銀行が株式会社制度との関連で，
自ら金融的業務をその主要な機能たらしめ，信用的業務と内的に結合させ統一的に運用することに
よってはじめて，固定資本信用の展開とその出資→証券化による産業支配と創業者利得の形成とが
導き出されるのである。こうした論理的な道筋において，「固定資本信用→創業者利得の獲得」と
いう論理も把握されなければならない（1）。
　以上，株式会社の形成による株式証券の擬制資本化に基づく資本流動化メカニズムの確立のもと
での，銀行を媒介とする株式会社形式による資本調達を，出資形態と信用形態との二側面から捉え，
この論理次元における産業企業の資本動員の基本的特質を明らかにしてきた。そして，そのいずれ
の場合にも，従来の産業企業と銀行との関係のように一時的・短期的な関係とは異なって「株式会
社における銀行の永続的利害関係が生ずる」(S. 163,上, 243)ということである。そして，
この永続的な利害関係の成立によって，「株式会社は一面では信用の適当な使用を保証するために
銀行によって監督されねばならず，他面では銀行の一切の有利な金融取引を安全にするために，銀
行によって能う限り支配されねばならない」(S. 163,上, 243―244)ということになるので
ある。
　（二）しかし，こうした利害関係に基づいて，銀行は特定の企業に深く係わり合うことによって，
銀行の運命が企業の運命に密に編み合わされ，その結果，企業の要求に悉く応ぜざるをえなくなる
ような事態を避けなければならない。かくして，「銀行は危険を分散し，かつその事業範囲を拡張
するためにも,能う限り多くの会社と事業関係をもとうと」(ibid..同上）し，銀行を個々の取引
から相対的に独立させようとする。つまり，「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」であ
る。したがって，信用供与という銀行機能の側面においても，産業の拡大につれて銀行資本の集積
の進展が要請されるようになる。
　このように，産業の拡大につれて，信用供与という銀行機能つまり信用的業務の側面において，
銀行資本の集積の進展が要請されるとすれば，株式証券の発行活動の過程を直接担当する発行機関
としての銀行機能つまり金融的業務の側面においても，同様に，最大可能な集積が要請されること
になる。ヒルファディングによれば，この金融的業務においては「擬制資本……1ま，一つの独特な
商品であって，それは売却によってはじめて貨幣に再転化されうる。そのためには，一定の流通期
間が必要で，その間，銀行の資本はこの商品に固定されている。しかも，売却はいつでも可能
というわけではないのに，銀行の債務はいつでも貨幣形態で履行されねばならない」(S. 176,
上, 262)。すなわち，既存産業資本の株式資本への転化の場合には，証券市場における株式の流通
に必要な額だけめ貨幣が拘束されることになるし，また，株式の発行が企業の創設または拡張
を意味するものである場合には，第一には. G-W<P皿－Ｐ‥･Ｗ’－Ｇ’なる取引を遂行す
るために，また第二には，株式そのものの取引をおこなうために，それらに必要なだけの厖大な貨
幣資本が要請されることになる(S. 249,上, 364)。それ故に，かかる取引のためには，銀行は
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巨額の固定資本信用の運用に必要とされる大量の貨幣資本だけでなく，とくに，銀行の債務とな
らない資本つまり自己資本が常に銀行に役立たねばならないということになってくるのである
　(S.176,上, 263)。
　資本の流動化メカニズムの制度的確立のもとで，大銀行は信用的業務と金融的業務とを内的に結
合させ統一的に運用することを通じて,｡一方では，固定資本信用を展開させ，他方では，株式の引
受・発行活動に取り組むことになるが，こうした新たな銀行業務の形成基盤は，いうまでもなく，
すべての非生産的諸階級の貨幣形態における収入をも利子生み預金として集合・集積し，それが銀
行の準備金を構成することにより，商業信用代位に基づく場合のあるべき準備金を超える銀行準備
金として形成されることによるものである。しかし，固定資本信用の供与それ自体，多額の資本を
必要とするし，それが出資に転換され証券化されても産業支配に必要な株式数を確保するとすれば，
その部分は長期的・永続的に維持（産業に固定化）されなければならないということになるし，他
方，産業企業の創設・拡張にともなう出資→証券化→産業支配に必要な株式数の保有の場合はさら
により多額の資本，ことに自己資本を必要とすることになる。したがって，それに必要とされる資
本規模のさらなる拡張と長期的運用に適した自己資本の一層の増大とが要請されてくるのである。
こうした過程の展開は，同時にまた，大銀行への一産業部門全体の巨額の信用的業務と金融的業務
との集中化を促進することになり，金融市場におけるその支配をさらに強めることになるのである。
　こうして，銀行業における集積が産業における集積の発展に対応的に，しかも，それ以上に進展
していくことになる。したがって，「産業的企業の発展とともに取引の大きさは増し，したがって
また，銀行資本の増大の必要も増す」(ibid.,同上）,というわけである。いまや，銀行は金融市場
を動揺させることなしに，かかる業務を遂行しなければならない。かくして，銀行は産業の発展に
つれて，信用的業務と金融的業務との二側面において，最大可能な資本の集積を，市場に対する支配
の強化を要請されることになる。そしてまた，こうした傾向と同時に，銀行にとっては資本の能う
限り大きな部分を自己資本として保有しようとする傾向も一段と強まってくるのである。
　ヒルファディングは，とくに自己資本の拡大化傾向について次のように述べている。すなわち，
自己資本は，借入資本のように随時返還を請求されることなく，したがって，遥かにより大きな安
全性をもって産業的投下に固定されるという性質のものである(S. 250,上, 365)。ことに，創
業業務は，株式の売却によって貨幣資本が再び銀行に還流するまで，長短の期間，貨幣資本を産業
に固定することを意味するが故に,’かかる自己資本の拡大化を促進することになる。かくして，自
己資本の拡大は，産業企業に対するより大きな永続的参加と終局的支配との可能性を，また商品投
機および証券投機に対する強力な干渉の可能性を意味する」(ibid.,同上）ことになる。それ故に，
銀行はその資本を産業に固定しうるために，発行利得を得るために，そして，産業を支配しうるた
めに，絶えず自己資本を拡大する傾向を強くもつのである(ibid.,同上）。いうまでもなく，こ
　●●　●●　　●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●のことは，擬制資本が売却によってはじめて貨幣に再転化されうる独特の
　●●●　ｉ　　●　●●　？　●●●●　　●　　●●●.●●●●　　●　●●●●　●●●●ら生ずる「流通期間の必要性」と「売却の不確定性」という論理次元での
　●　●●●●　●●●●●●商品であるということか
　●　●●､●●●●●●●●自己資本との関連の問題
である。｡このように，金融的業務は，銀行に対してたえず自己資本の拡大を強制することになるが，
同時に，金融的業務それ自体が銀行にとって最も利得の大きな業務であり，それによって，銀行は
創業者利得の全部または一部を獲得し，それだけ自己資本の増大，したがって，銀行準備金の強化
を可能ならしめることになり，それがまた，銀行にとっては自己資本の拡大傾向に一層拍車をかけ
るということになるのである。このようにみてくると，「銀行の自己資本の拡張を誘発するのは，
主として，産業への信用供与，株式所有による産業企業への参加，および発行活動であるというこ
とJ (S: 253, 上, 369)ができる。　　　　　　　　　　　ト
　ところで，このような産業集積に対応した銀行集積の一層の進展過程において，銀行相互間の競
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争は一体どのように展開されていくのであろうか。ヒルファディングは次のように述べている。彼
は，先ず，銀行相互間の競争が産業および商業部面における諸資本の競争と本質的に異なっている
点を明らかにする。彼は「銀行相互間の競争を，銀行はその自己資本だけをもっておこなうのでは
なく，自己の処理しうる総資本をもっておこなう」(S. 255,上,372-373)と述べた後で，銀
行相互間の競争は銀行業に固有な性質に基づいておこなわれるものであって，産業における資本の
競争とは本来的に性質を異にするものであるとして，次のように述べでいる。すなわち，「貨幣市
場における競争は，商品市場におけるそれとは本質的に異なるのである。最も重要な差異は，先ず
第一に，貨幣市場では資本は貨幣形態をもっているが，商品市場では，これから，資本が商品資本
から貨幣資本に転化されねばならないということである。……商品の競争にあっては，問題は資
本の実現であって，単に，その価値増殖だけではない。貨幣資本の競争にあっては資本そのものは
確保されていて，ただ，その価値増殖度，利子の高さだけが問題である（2）」(SS. 255―256,
上, 373)。
　このように，銀行は産業の場合とは異なり，資本にとってのいわば「命がけの飛躍」を意味する
　「資本の実現」の問題からは解放されて，貨幣資本そのものは確保されているわけであるから，銀行
資本の競争にとっては，もっぱら，その価値増殖つまり利子の高さだけが問題になるのである。した
がって，銀行相互間の競争は主としてこの利子の取得をめ’ぐって展開されることになる。ヒルファ
ディングによれば，「しかし，利子は個々の競争者には僅かな活動の余地しか残さないような仕方
で規定される。ここでは，なかんずく中央貨幣機関の割引政策がすべての他の貨幣機関にとって決
定的なのであって，これには比較的狭い限界内で活動の余地を与えるにすぎない」(S. 256,同
上）。すなわち，利子の高さだけが問題である銀行資本の競争にあっては，競争は，産業における
競争が「技術革新・新生産方法の導入柵特別利潤の獲得」をめざしておこなわれるのとは異なって，
そうした意味における特別利潤（の獲得）は，なんらの役割ももちえないのである。なぜなら，銀
行における「技術革新・改良」は,そのことによって，特別利潤を獲得しうるほどに手数料の引下
げ，預金利子の引上げを可能ならしめるわけではないからであ名。それに対しては，「中央貨幣機
関」の割引政策が決定的役割をもっており，したがって，各個の銀行にあっては，その面での競争
は比較的狭い限界内でしかその余地を与えられていないということである。
　しかし，このような「比較的狭い限界内で活動の余地を与える」にすぎないというそのことが，
かえって，銀行の信用的業務にとって，したがって，この面における競争の形態・内容にとって次
のような問題を生じさせることになる，とヒルファディングは述べている。すなわち，「このこと
Iは，先ず第一に，銀行の純粋な信用業務にとって，能動的なそれにとっても，受動的なそれにとっ
ても重要である。ここでは，競争は比較的僅かである。しかし，活動の余地が小さければ小さいほ
ど，取引範囲の大きさという量的契機がそれだけ大きい役割を演ずる。取引範囲が極めて大きい場
合にのみ，手数料の引下げ，預金利子の引上げはなされうる。しかし，同じ大きさの諸企業では，
諸条件もほぼ同じでなければならない。さらに，信用媒介の分野では，特別利潤も比較的小さい企
業に対して極めて大きい企業の場合に，節約と損失回避および危険分散の容易とによって生ずるの
が唯一のもので，それ以外にはなくなる。産業の場合には，特許権をもつ技術的改良から生じて競
争戦で大きな重要性をもつような特別利潤は，ここでは何らの役割をも演じない」(S. 256,上，
373―374)のである。
　（三）ここにみられるように，銀行資本の場合は，比較的狭い限界内で競争の余地が与えられるに
すぎないが，活動の余地が小さければ小さいほど，取引範囲の大きさという量的契機が大きな役割
を演ずるようになる。なぜなら，取引範囲が極めて大きい場合にのみ，手数料の引下げ，預金利子
の引上げがおこなわれうるからであり，また，信用媒介業務の分野においては，「特別利潤」も産
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業の場合のように，技術革新・改良にともなう特別利潤の取得ということとは異なって，むしろ，
小規模企業に対する大規模企業の場合に，比較的容易となり，可能となる節約と損失回避および危
険分散を通じて生じうるものであるにすぎない，ということによるものであるからである。そして，
それは，すでに指摘したように，産業における拡大に対応的に次のような展開形態をとってあらわ
れたのである。
　すなわち，「銀行は，先ず第一に支払取引の媒介者として機能した。銀行は，諸支払の集中と地
域的差異の調整とによって，支払取引を拡張する。次に，銀行は遊休貨幣資本の機能貨幣資本への
転化を取り’計らった。銀行は貨幣資本を集め，集積し，分配し，かくすることによって，これを社
会資本の循環に必要なそのつどの最小限に縮小した」「S. 109,上,」67）。そして，さらに，銀
･行は第三の機能を引き受けることになる。銀行は，「すべての他の階級の貨幣形態における収入を
集めて，これを資本家階級に貨幣資本として用立てるのである。かくして，資本家のもとには，銀
行の管理する彼ら自身の貨幣資本のほかに，すべての他の階級の遊休貨幣が流れてきて，生産的に
使用されることになる」(ibid.,同上）。「この機能を果たすために，銀行は貨幣所有者の手中に遊
休している一切の貨幣を能う限り収集し集積して，これを生産的資本家に貸し出さねばならない。
銀行の重要手段は，預金に利子をつけることと，預金受入のための収集場所（支店）を設けること
である」(SS. 109 － 110,上, 167－ 168 ）ということであった。
　このように，「信用業務の分野において取引範囲が極めて大きい場合」という論理次元は，銀行
が上述の第一，第二の機能に加えて，第三の機能を引き受け，すべての他の階級の貨幣形態におけ
る収入をも集合・集積し社会的貨幣資本に転化させ，それを銀行の準備金として産業資本家に流動
資本信用と固定資本信用との二様の仕方で用立てる，そうした信用形態の発展段階に照応するもの
といえよう。そうであるとすれば，すべての他の階級の貨幣形態による収入を，いずれもそれだけ
では貨幣資本として作用しえない社会に広く散在する小額の貨幣を，利子生み預金として集合・
集積するための収集場所＝支店制度の形成・展開を通じて，資本の集合・集積がさらに一層進行し
ていくことになるが，同時に，この過程的展開は銀行相互間の競争を激化させ，大銀行による中小
銀行の吸収・合併を加速させていくことになるのである。
　もちろん，預金取扱支所の制度はなにも大銀行にのみ必要であり，かつ採用されうるというわけで
はない。中小銀行にとっても，「すべての他の階級の貨幣形態における収入」，「社会に広く散在する
小額の貨幣」をできるだけ集めることが必要となっていることからすれば，かかる「預金の獲得」
競争は避けがたいものとして強制されてこざるをえない。実際，中小銀行もこうした支店制度の採
用に踏み切らざるをえなかったのである。しかし，それは十分な展開を示し米なかったということ
にすぎない。すなわち，中小銀行は，主として，地方都市を事業基盤としており，したがって，金
融の中心地である大都市に比して，貨幣お,よび貨幣資本の絶対量がはるかに少なく，その取扱量に限
界があるということ，また，地方における貯蓄銀行や信用組合など比較的預金利子の高い競争相手
との対抗上，それに見合って中小銀行も預金利子を一般に引き上げざるをえなかったというように，
いわゆる「資金」コストを高めざるをえない傾向が強く作用したということ，そ･してさらに，大銀
行が金融の中心地だけでなく全国的な範囲にわたって支店網の形成に乗りだしてくるに及んで，地
方都市をその事業基盤としてきた中小銀行も独立を維持しえず，急速に大銀行に吸収・合併される
か，その系列に組み込まれていくことになるということである。
　ところで，こうした銀行業における集中・集積の展開過程は，すでに指摘したように，産業にお
ける資本の有機的構成高度化にともなう固定資本の巨大化・資本の最低必要規模の厖大化に対応し
うる信用・銀行制度の構造的変化をふまえた産業企業への固定資本信用の供与つまり信用的業務と
産業企業の株式の引受・所有つまり金融的業務との内的結合に基づく「兼営的」銀行によって主導
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される過程である。したがって，銀行相互間の競争も単に上述のような信用的業務の側面において
のみ捉えることはできない。いまや，銀行業における競争は，この二側面をふまえて把握されなけ
ればならない。むしろ，競争は，信用的業務すなわち信用媒介的活動においてよりも，金融的業務
すなわち株式の引受・発行活動において，より大きな役割を演じるようになるのである。
　ここでは，創業者利得の大きさが廉価競争に広い余地を許すことになる(S. 256,上, 374)。
すなわち，この論理次元では，産業に投下された長期貸付資本＝固定資本信用の回収に当たっては，
銀行はその貸付を出資に転換し，持分に分割して証券市場に売却することによって，回収すること
ができる。この場合，銀行は産業企業を支配するに必要な株式数だけを保有し，それを超える部分
を売却することによって，貨幣形態での資本の回収をはかり，あわせて創業者利得を獲得すること
ができるのである。銀行が金融市場で支配的地位をもっていれば，創業者利得の全部または一部分
を自ら獲得しうる。この創業者利得は，さらに，銀行の準備金を強化することになる。いまや，銀
行の準備金は利子生み預金として，集合・集積されたすべての諸階級の貨幣形態による収入と創業
者利得とを加えて構成されるものとなり，すでに指摘したように，商業信用代位による銀行信用供
与に必要とされる準備金をはるかに超えて形成されることになるが，株式会社制度に基づく資本流
動化メカニズムの確立によって,かかる銀行準備金を形成源泉とする銀行資本の産業資本への転化
が二様の仕方でさらに一層展開されることになるのである。すなわち，固定資本信用と株式引受・
発行活動である。
　かくして，創業者利得の獲得→自己資本の増大→銀行準備金の強化は，また，銀行にその資本の
より大きい部分を産業に固定することを許すことになる。なぜならば，「自己資本は，借入資本の
ように随時返還を請求されることなく，したがって，遥かにより大きな安全性をもって産業的投下
に固定されうるからである。ことに，創業業務は株式の売却によって貨幣資本が再び銀行に還流す
るまで，長短の期間，貨幣資本を産業に固定することを意味する」(S. 250,上, 365)。銀行は
出資した資本を持分に分割して，産業支配に必要な株式数を必要な期間だけ保有しなければならな
いからである。かくして，自己資本の拡大→銀行準備金の強化は，「産業企業に対するより大きな
永続的参加と終局的支配との可能性を……意味する。それゆえ，銀行は，利子利得および発行利得
によって，可能な限り絶えずその資本を拡大する傾向をもつのである」(ibid.,同上）。
　（四）ところで，このような産業企業に対する株式証券の引受業務や発行活動に当たっては，その
ために多額の貨幣資本が要求される。すでに指摘したようにバ1）既存産業資本の株式資本への転
化の場合には，株式証券市場における株式の流通に必要な額の貨幣が拘束され, (2)株式資本
の発行が同時に企業の創設または拡張を意味する場合には，（イト取引Ｇ－Ｗ＜叉゜－Ｐ…Ｗ’－Ｇ’
をおこなうために，また（ロ）株式そのものの取引をおこなうために必要な額の貨幣資本が要求さ
れる。こうして，商業信用代位による銀行信用供与に必要とされる銀行準備金をはるかに超える準
備金の形成→二様の仕方での銀行資本の産業資本への転化→銀行の産業支配と創業者利得の獲得と
の過程は，同時に，それが厖大な額の株式証券の流通・取引に必要な貨幣および貨幣資本を銀行に
対して要請することにより，それが銀行を「利子利得および発行利得」によって可能な限り，絶え
ずその資本の拡大に向けて取り組んでいかざるをえない競争の強制作用としてあらわれるのである。
　しかし，こうした株式証券の引受業務および発行活動のための技術的・経済的諸条件は，中小銀
行には与えられておらず，もっぱら大銀行に限られる。したがって，この二側面において大銀行の役割
がとくに大きなものとならざるをえない。しかも，かかる大銀行の大きさとその役割は法律的干渉
によってさらに強められることになる(S. 177,上, 263)。例えば，個人企業の株式会社への転
化に際して，創立の一年後にはじめて株式の取引が許されるという，ドイツ株式法の規定などがそ
れであるが，これによって，設立後一年未満の新会社の株式取引は禁止され，したがって，銀行資
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本はその間，流動化されえず，産業資本に転化されたままで，再び貨幣形態をとりえない･状態が続
くことになり，長期保有に要する厖大な資本力をもつ大銀行の役割をさらに強めることになる。こ
うして創業活動は，とくに大企業にっいては大きな自己資本をもっ巨大銀行の独占となる。かくし
て，創業者利得もこれらの大銀行の手に帰することになる（３）（ibid.，同上）のである。　　　　　　　　≒
　しかし，「一企業＝一銀行制」・「一銀行＝複数企業制」に基づくこうした銀行による産業支配
の関係，すなわち，信用的業務と金融的業務とを統一的に運用することによる産業支配と創業者利
得の形成という関係は／独占的結合＝カルテル・トラスト化による独占的結合資本力の形成によ,つ
て再編成を余儀なくされることになる。すなわち，銀行業は資本の流動化機構を取り込み，自らを
証券取引所化させる一方で，信用的業務と金融的業務とを内的に結合させ，それを統一的に展開し
ていくことを通じて，本来の事業収益に加えて創業者利得の獲得によって集積を促進し，それがま
た，かかる業務の展開をさらに促進し，それを通じてさらなる集積の進展を可能にしてきたのであ
る。しかしながら，この過程は，同時に，あらゆる非生産的諸階級の貨幣形態における収入をも利
子生み預金として集合・集積していくうえでの全国的な支店網の形成・普及，大銀行への中小銀行
の吸収・合併を通じて，これらの面からもまた一層の集積を加速させることになるのである。
　しかし，かかる集積に基づいて大銀行が形成・強化されていくとはいえ，いまだなお競争下にあ
り，したがって，これらの大銀行相互間には競争が展開されており，産業における独占的結合資本
力に対しては，個別的，分散的，かつ競争的に対応せざるをえないということになるのである。こ
れが，この論理次元における産業と銀行との関係である。この関係においては，明らかに産業が優
越し，銀行は産業に対して従属関係に陥らざるをえないということになる。かかる従属化の危険を直
接的契機として諸銀行は連合し，大規模化する方向で共同し，産業における独占的結合＝カルテル・
トラストに対して銀行連合＝独占的大銀行をもって対応していくことになるのである’。ここに,銀行
業における少数の銀行連合＝独占的大銀行が形成され，金融市場においては，競争に代わって独占的
支配がおこなわれるようになる。
　ところで，以前は，資本主義的所有は主として剰余価値・利潤の蓄積によって生じたが，いまで
は擬制資本の創造が創業者利得の可能性を与えるということになった。しかも，株式証券市場全体
の巨額の擬制資本信用が独占的銀行のもとに独占的に支配されるに至ると，利潤の一大部分は巨大
な産業資本に擬制資本の形態を与えうるところの，かかる独占的銀行の手に引き渡されることにな
る。しかし，この利潤は株主の配当のように年々の分散的収入として彼らの手に流入するのではな
く，資本還元されて創業者利得として，しかも，貨幣形態で直ちに新たな資本として機能しうるよ
うな，相対的にみても絶対的にみても巨大な額として流入することになる(SS. 197-198,上，
291 ― 292)。
　こうしてに巨大な貨幣権力として独占的大銀行は，産業企業の創設または拡張に当たっての多額
の株式証券の引受・所有がその長期的保有を余儀なくされることによる厖大な貨幣資本の調達をも，
独占的におこなうようになることによって，その地位をますます強化していくことになる。他方，
独占的大銀行は，株式証券市場にあっては証券投資家や投機家に信用を供与するが，その際，精確
な景気予側に基づいて，彼らに与える信用を適宜に調整しながら，自己の保有する多額の株式の相
場を維持または操作しつつ，それを株式証券市場で売却することによって，創業者利得（の一部）
を容易に獲得しうるし，その分だけ投下資本の貨幣形態での回収をも実現することができるのであ
る。
　ヒルファディングによれば，独占的大銀行は，株式会社・証券市場における諸事情に,ついて,よ
り精確な，より専門的な知識をもっており，営業成果の状況をより長期的に見通すことができ･，し
たがって，株式相場の発展方向をより確実に予知することができる。また，独占的大銀行の資本力
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は，彼らが株式証券を適当に売買することによって，相場の形勢そのものに影響を与え，そこから，
’それに相応する巨額の利得を引き出すことをも可能ならしめる。さらに，かかる銀行の資本力は，経
済的危機または恐慌時に際しての株式証券の多量買込みを許すことにより，やがて，景気が正常な
状態にかえったとき，銀行はこれらの証券を売却して巨額の利得をあげることをも可能とするので
ある(ibid.,同上）。
　さらにまた，独占的大銀行は，自らも大投機家として投機をおこなうことによって，厖大な利得
を手に入れることもできる。すなわち，独占的大銀行は，かようにして，株式証券市場における株
式相場の展開に強い影響を及ぼすうえに，産業との結合の進展によって，産業における景気予測や
個々の企業の事情をより精確に知り，収益をより確実に，より長期的に予測し，場合によっては，
収益の高さそのものに対しても，自己の望むように影響を及ぼしうるということにより，かくして，
これらの優位性は，いずれも，銀行が投機をなすに際して大きな確実性をもって操作することを可
能ならしめる重要な契機となるのである(S. 210,上，309）。
　こうして，独占的大銀行は擬制資本の創造・資本の流動化過程を支配し，かつ自ら担当すること
によって，一方では，巨額の固定資本信用供与→出資形態→株式証券化→産業支配と創業者利得の
獲得とを同時に可能ならしめ，他方では，産業企業の創設・拡張にともない創業業務や増資に当たっ
ての出資→株式証券化→産業支配と創業者利得の獲得とを同時に可能ならしめるというように，か
かる信用的業務と金融的業務とを内的に結合させ，その統一的運用を独占的に遂行することになる
のである。
　かかる株式証券市場への独占的大銀行の支配的地位の確立・強化の過程は，同時に，株式証券の
引受・発行業務のための技術的・経済的諸条件を持ち合わせていない中小銀行が，そのことによっ
て，独占的大銀行への従属・系列化をさらに一層深めていく過程でもある。すなわち，この論理次
元では，中小銀行は，固定資本に対しておこなった「貸付」の回収に当たっては，「固定資本信用
の供与→その証券化・流動化による回収」という金融的業務すなわち株式引受および発行活動を遂
行しなければならないが，かかる業務のための技術的・経済的諸条件を基本的に欠いているか，ま
たそうした諸条件を奪われ，実質上，業務遂行が不可能になっているために，かかる「業務」に当
たっては，結局，独占的大銀行が組織する証券引受シンジケートに吸収され，そこでの指導的役割
を演ずる独占的大銀行への従属・系列化を通じてその「業務」とそのための活動領域を維持・確保
していこうとするのである。したがって，この論理次元においては，独占的大銀行による支店網の
形成・普及が，地方銀行の吸収・合併および系列化を通じて独占形成期に固有の展開を示しておこ
なわれるようになる。
　他方，株式証券市場＝金融市場の機能的側面からも，経済活動の中心地たる大都市とそこでの支
配的銀行へのかかる業務の集中化が加速される傾向をもつということができよう。すなわち，産業
資本を擬制資本に転化して，各個の資本家にとっては貨幣資本の性格をもつものとする株式証券市
場の機能にとっては，市場の大きさが本質的であり決定的である。貨幣資本的性格は株式や社債が，
いつでも現実に，かつあまり大きな相場上の損失なしに売られるということに依存するからである。
それ故に，ただ一つの市場における一切の取引の能う限り大きな集中への傾向が生ずる。かくして，
銀行および証券取引所の業務は，ますます経済活動の中心地たる主要都市に集中され，地方の証券
取引所はますますその存在意義を失うようになり(S. 199,上. 294),･かくして，少数の独占的
大銀行の支配下におかれることになる。こうして，金融市場における少数の独占的銀行の支配が確
立し，この支配を背景にして「独占的結合企業＝銀行連合制」に基づく銀行資本と産業資本との結
合・融合＝資本の金融資本への転化が，上述９二様の仕方による「銀行資本の産業資本への転化」
によって導き出されることになるのである。
金　融　資　本　の　蓄　積　様　式（ｎ）　　（中田） 53
　ところで，金融資本の蓄積様式の主要な「損粁」となるかかる金融的業務に基づく厖大な利得は，
無条件に実現可能となるというわけではない。その実現可能性は，差し当たり，資本主義的独占下
･の再生産過程での独占的結合＝カルテル利潤・価格機構によって制約されざるをえない。そこで
次に，これらの点について検討がおこなわれなければならない。次章「独占的結合の価格形成と
　「超過」利潤」では，こうした問題の解明が課題となる。なお，金融市場に･おける貨幣資本・擬制
資本の運動＝その流通メカニズムに関しては，後述の第５章「金融資本の支配と創業者利得」およ
び第６章「金融資本の蓄積様式とその寄生性」において言及する。
剛　固定資本信用と創業者利得との関係については，固定資本信用を出発点・起点にしてはならない。資本
　の流動化メカニズムの確立をふまえた信用的業務と金融的業務との内的結合に基づいて，固定資本信用が
　展開され｡ることによってはじめて，「固定資本信用→出資形態→株式証券化」という転換過程＝擬制資
　本の創造過程が銀行の発行活動の過程として措定されうるのであり，そこにはじめて，株式会社制度に固
　有の資本支配の集中メカニズムと創業者利得の形成とが，銀行の主導のもとに銀行資本と産業資本との
　　「共同の事業」として捉えられうるものとなるのである。固定資本信用→創業者利得の形成は産業におけ
　る株式会社金融に基づく「出資→株式証券化→創業者利得」を，論理的に前提しなければならない。この
　点に関しては，後述の第五章「金融資本の支配と創業者利得」において詳細に展開されることに･なろう。
（2）この点について，戸原四郎氏は次のように述べておられる。すなわち，「しかし，彼（ヒルファディン
　グー中田）のこの見解は，銀行の貸出のもつ経済学的な意味についての，基本的な誤解に基づくものであ
　る，といわなければならない。いうまでもなく，銀行は，資金を売ってその資金の価格たる利子を得るの
　であるから，銀行も，彼のいう意味での「資本の実現」から解放されているわけではない。銀行が，不況
　期に遊休資金の累積をまぬがれなかったり，また貸倒れに陥ったりすることからも，これは明らかであろ
　う」（戸原，「ドイツ金融資本の成立過程」東京大学出版会, 1977年, 373頁）。
　　ここでは，貨幣市場における銀行相互間の競争の問題が取り上げられているのであり，商品市場での諸
資本間の競争が商品資本の貨幣資本への転化という資本の実現を問題にしなければならないのと
て，
　●●意味
貨幣市場での競争の場合には，貨幣形態での資本そのものは確保されているのであるから，
???????? ?
での「資本の実現」の問題は生じえないということである。むしろ，ここで問題になるのは，「ただ
　その増殖度，利子の高｡さだけ」をめぐっての銀行相互間の競争である，とヒルファディングは述べている
　のである。。
　　ここで，彼のいう意味での「資本の実現」とは，「商品市場ではこれから資本が商品資本から貨幣資本
　に転化されねばならない」というその意味，したがって，その限りでの「資本の実現」（資本の実現一般
　ではない）の問題であるということであるI。1つまり，資本の再牛産活動は貨幣形態の資本をもって開始さ
　れなければならないが，それには商品資本の貨幣資本への転化といういわば「命がけの飛躍」といわれる
　　「資本の実現」を前提とせざるをえない。しかし，貨幣市場では資本は貨幣形態をとっているが故に，商
　品市場での競争の場合のようにかかる形態での「資本の実現」は問題にはなりえないということである。
　　したがって，ここでは，銀行が「資金を売ってその資金の価格たる利子を得る」という場合の「資本の
　実現」は，商品市場での場合の「資本の実現」とは本質的に異な’つて，「貸付→返済」という形態をとる
　が故に，貨幣市場では「商品資本の貨幣資本への転化」という「命がけの飛躍」をおこなう必要は全くな
　いということになる。ヒルファディングの見解は，「銀行の貸出のもつ経済学的意味についての基本的な
　誤解に基づくもの」ではないのである。
（3）いわゆる「法律的干渉」の問題に関しては，戸原四郎，前掲書（330－331頁）にも例示されている。
四　独占的結合の価格形成と「超過」利潤
　1.独占的結合と価格形成の基本論理
　(一)拙稿｢金融資本の蓄積様式(･1)(1)｣･第２章｢独占的結合形態と市場支配メカニズム｣で，独
占的結合の市場支配の基本論理を明らかにし，そして，それに必要な限りにおいて独占的結合＝カ
ルテルの価格設定について言及してきたのであるが，そこでは，次の諸点が明らかにされた。ヒル
ファディングは，不況期における独占的結合＝カルテルの生産量の基本的枠組の設定と，これに対
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応する独占的価格の形成の論理を展開することによって，それが単に不況期における独占的結合＝
カルテルの市場支配・価格支配を規定するだけでなく，好況・繁栄期における独占的結合＝カルテ
ルの市場支配・価格支配を，したがって，景気変動の全局面を通じての独占的結合＝カルテルの市
場支配・価格支配を根底において規定するものであることを明らかにした（2）。彼によれば，「そ
の大量において不況期にも好況期にも剰余をあげつつ作業しえ，かつ，販路をも見出す生産の基本
額」(S. 292,下, 49)が設定されると，独占的結合＝カルテルはそれに対応する価格の形成を
通じて「好況期には高い特別利潤を実現し，不況期には正常利潤を実現する」(S. 291,下, 48)
ということになるのである。
　この場合，「平均需要」すなわち「市場供給に無条件に必要な需要」部分の充足をうけも･つとい
う「生産の基本額」の設定というだけでは，独占的結合＝カルテルの価格支配を説いたことにはな
らない。それだけでは，不況期において独占的結合＝カルテルはアウトサイダーを市場から駆逐し
て自らの販路を保証することにはならないし，したがってまた，かかる「需要」の充足部分をうけ
もつことができるというわけのものでもない。独占的結合＝カルテルにとっては，生産性格差，費
用格羞が市場支配・価格支配力の構成要素に組み込まれることによってはじめて，追加需要の要求
たる範囲を超えては生産・供給しえないという，その枠内にアウトサイダーの全行動を規制するこ
とができるようになるし，また，アウトサイダーの存在それ自体を独占的結合の利益において捉え
ていくことができるようになる。かかる条件を基礎・前提としてはじめて，独占的結合＝カルテ
ルは「好況時には高い特別利潤を実現し，不況時には正常利潤を実現する」ことができるのである。
　独占的結合＝カルテルにとっては，この「正常利潤」の取得こそは，景気変動の全局面に通じる
その市場支配・価格支配の最低必要な条件＝基本条件である。したがって，独占的結合＝カルテル
の価格形成はこの「正常利潤」の実現を保障するに十分な水準の点に設定されなければならない。
そうであるとすれば，価格は，「景気変動のすべての段階を通じて市場供給に不可欠な生産部分」＝
　「常に販路を見出す生産の基本額」を基準として，この産出量のための費用をもって「正常利潤」
形成の費用とすることによって設定可能となる。いわばこの不況期における独占的価格の形成こ
そは，「生産の基本額」の設定に対応する価格として，不況期だけではなく，好況・繁栄期をも包
括する景気変動の全局面における独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配をその根底において
規定するものとなるのである（3）。
　ところで，この「正常利潤」なる概念は，独占的価格が独占的結合=＝カルテルによる当該産業部
門内の競争制限によって形成されることを通じて導き出されるものであり，この価格の形成つまり価
格がいかなる水準の点に設定されうるかは，差し当たり，部門間の競争を捨象したうえで，当該産
業部門における独占的結合の「結合力」＝「優越性」の程度によって内在的に規定されうるもので
ある。したがって，「正常利潤」なる概念はかかる論理次元に対応するものであるということがで
きよう。すなわち，第三篇「金融資本と自由競争の制限」第1i章「利潤率の均等化における諸障害
とそめ克服（の後段）」の論理次元において，ヒルファディングは，独占的結合＝カルテルの価格形
成は，差し当たり，カルテル参加諸資本の生産条件の相違とそれに基づく費用格差の問題を捨象し
ているということができる。そこでは，カルテルは参加諸資本をひとくくりにし，一単位とみなし
て考察している。したがって，この論理次元では，カルテル価格形成の論理は単一９費用構造をも
つカルテルの価格形成が問題にされているということである。そして，ここでは，「カルテルは好
景気の間には高い特別利潤を実現し，不況期にはカルテルは正常利潤を実現する」(S, 291,
下. 48)ということになる。
　これが，第12章「カルテルとトラスト」の論理次元では，カルテルを単一の費用構造をもつ一単
位としてではなく，参加諸資本間の生産諸条件の相異，費用格差を価格形成の要素に取り込むこと
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になる。そして，そのことによ｡つて，第11章で論述された「カルテルは好景気の間は高い特別利潤
を実現する」(ibid.,同上）というその論理が第12章「カルテルとトラスト」においては，より
　「具体的」な抽象的次元の問題として展開されていると考えられうる。ここでは，カルテル価格の
設定は「生産費の最も高い工場の生産価格から出発せざるをえない」ということ，つまり「最も費
用の高い企業にも一定の利潤が保障されなければならない」ということになる。この「一定の利潤」’
が第11章の「正常な利潤」’に当たるものである。なぜなら，不況期におけるカルテル価格の設定｡は
　「最も高価に生産する工場（＝企業）の生産価格から出発せざるをえない」(ibid.,同上）のであ
るから，この最劣位資本は，カルテル価格が維持されている限り，不況期において「正常利潤」を
取得しうるのでなければならないどいうわけである。そして,･かように部門間の競争諸条件を捨象
し，当該部門内における独占的結合＝カルテルの「結合力」の程度によって内在的に規定されるカ
ルテル価格の形成，およびそれに基づく「一定の利潤」としての「正常利潤」の取得が，第15章
　「資本主義的諸独占の価格決定。金融資本の歴史的傾向」の論理次元でのカルテル価格（生産価格
十平均利潤）の形成，およびそれに基づくカルテル利潤の取得といかなる内的関連をもちうるのか，
が明らかにされなければならない。しかしながら，この点に関しては，後述の第４節「独占的価格
支配と「超過」利潤」で展開されることになっているので，ここでは差し当たり簡単な指摘にとど
めておく○　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　●
　そこで先ず，独占的結合＝カルテルが単一の存在として，したがって，単一の費用構造に基づく
ものとして捉えられ，それとの対抗関係にあるものとしてアウトサイダーが存在するという産業部
門における市場支配（第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服〔の後段〕」の論理）が
問題にされなければならない。そこにおいては，独占的結合＝カルテルは不況期における･「常に販
路を見出す生産の基本額」を設定し，それに対応する価格を形成することによって，好況・繁栄期
には追加需要の充足の範囲内にアウトサイダーの生産量を限定し，不況期には過剰生産の「負荷」
を彼らに転嫁させることによって，景気変動の全局面を通じてその市場支配・価格支配を可能なら
しめる，とヒルファディングは述べており，独占的結合＝カルテルの市場支配における問題を明確
にするうえでの論理的な基準を析出したということになるであろう。
　しかし，この場合，独占的結合＝カルテルは単一の費用存在として単一の構造に基づくものとし
て捉えられ，それと対抗関係にあるものとしてアウトサイダーが存在するという産業部門における
市場支配・価格支配が問題にされているのである。それは独占的結合＝カルテルのアウトサイダー
に比しての優越性に基づくものであった。この優越性は独占的結合＝カルテルの経済的基盤がいか
に確立・強化されていくかによって規定される性質のものであるが，これまでは，それは単一の独
占的結合，単一の費用構造における経済的諸要因の問題として取り上げられ，それがアウトサイダー
との比較においてどのような優越性を持ちうるものであるかによって，それに基づく市場支配・価
格支配の論理が導き出され，その特徴が明らかにされてきたのである。
　（二）ところで，独占的結合＝カルテルは単一の費用構造に基づく単一の存在ではない。複数の巨
大資本の参加による結合形態であり，参加諸資本は，各々費用構造を異にする。第12章「カルテル
とトラスト」における独占的結合＝カルテルの価格設定と利潤の取得に関する問題は，まさにかか
る論理次元のものとして理解されなければならない。そこでは，費用構造を異にする複数巨大資本
を構成メンバーとする独占的結合＝カルテルの価格形成とそれに基づく利潤の取得とが問題になる。
それは，･複数の巨大資本による独占的結合=ｆカルテルの存在を前提として，これらの参加諸資本が
一定の制約をうけながらも，なお，資本としての独立性を維持しながら，協調に基づく「生産の基
本額」’を設定し，全体の利益を優先させることによって，個別利潤を維持することを基本的立場と
する論理次元での価格形成，およびそれに基づくカルテル利潤の取得の問題であり，それらをふま
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えた市場支配・価格支配の問題である。
　この場合，「カルテルは価格確定に際して，最も生産費の高い工場の生産価格から出発せざるを
えない」(SS. 301―302,下, 64),とヒルファディングは述べている。すなわち，独占的結
合＝カルテルの参加諸資本は同等化した巨大資本であるとはいえ，各々生産能力，販売能力，資本
調達力，あるいは，固定資本設備の償却程度などに相違がある。したがって，生産性の格差・費用
格差が存在することになるが｡そのなかで最も生産費の高い資本，つまり最も生産性の低い資本の
　「生産価格」を出発点＝基本にしなければならないというわけである。
　このことは，この資本にも一定の利潤が保障されうるように価格が設定されなければならないと
い‘うことを意味している。この利潤が，この論理次元では独占的結合＝カルテルの参加諸資本のな
かで最劣位の資本の生産価格を基準とした価格形成によって，参加諸資本が等しく取得可能な利
潤として新たな規定を与えられることになる。このことは，最劣位資本が「好景気の間は高い特別
利潤を実現し，不況期には正常な利潤を実現する」(S. 291,下, 48)ことを可能ならしめるも
のとして，価格が設定されなければならないということになる。したがって,･ここでの「最も生産
費の高い資本にも一定の利潤」といわれる場合の「一定の利潤」とは，「正常な利潤」と同義のも
のであるということができよう。
　この場合，価格は，景気変動の全局面を通じて維持されうるのでなければならないということで
あるから，必然的に不況期における最劣位資本の「正常利潤」を確保しうるに十分な水準の点に設
定されなければならないということになる。すなわち，不況期に全体の利益を優先させることによっ
て，個別的利潤を維持するという基本的立場から設定された「常に販路を見出す生産の基本額」を
基準に生産量を割り当て，この産出量のための費用（単位当たり費用）を最劣位資本の費用におい
て把握し，その費用を「正常利潤」形成の費用とすることによって，価格を設定するのである。こ
の価格がこの論理次元における独占的結合＝カルテル価格である。
　かくして，不況期における「常に販路を見出す生産の基本額」の設定とそれに対応する価格の形
成とを通じて，不況期においてさえも，過剰生産→供給過剰の一切の「負荷」をアウトサイダーに
転嫁させることによって，価格を維持し正常利潤を取得しうることになる。この不況期における
　「生産の基本額」の設定と価格形成とに基づいて，好況・繁栄期には追加的景気需要の充足をアウ
　トサイダーに委せながらも，価格上昇による高い独占的超過利潤を取得しうる。かくして，独占的
結合＝カルテルは景気変動の全局面を通じて市場支配・価格支配を持続的に可能ならしめるのであ
る（４）６
　ところで，カルテル参加諸資本間の生産諸条件の差異は，この部門全体の利潤を高めようとする
その価格水準と各個の参加資本のそれとの不一致を必然化させる。そうした不一致は，当然のこと
なのであるが，生産高においても生じざるをえない。平均以上の優れた生産条件をもつ資本は，部
門全体の高い利潤化のための価格より低い水準の価格設定を要求するであろうし，いわゆる「正常
操業度」をより高い水準に引き上げることを要求するにちがいない。しかし，逆に，平均以下の生
産条件の資本の場合は，それと全く対象的な要求をもつ。さらに，需要の縮減する不況期の際の価
格政策，生産制限・供給調整に対しても各々異なった要求をもつであろう。
　カルテル価格の設定は，このような異なる諸要求をもつ参加諸資本の調整によって成立する。す
なわち，この調整のあり方如何によって，実際のカルテル価格は「部門全体の利潤を高める価格」
の水準から上方にも下方にも乖離しうる水準に設定されることになる。しかし，いわゆるこの「調
整能力」は，カルテル参加諸資本が等しく持ち合わせているわけではないし，各資本間に自動的に
働くわけでもない。ここでもまた，力の論理が貫徹するのである。参加諸資本間の調整に当たって
自己の主張を貫徹させうるかどうかは，調整不能によって生ずるであろう全面的な競争戦において，
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各々が発揮しうる競争能力にかかっている。それは生産・販売能力，資本力（資本調達力をも含
む），および技術水準等によって規定されるが故に，これらに関する優位性の程度が競争能力の程
度を規定するということになろう。
　かくして，かかる優位な条件をもつ資本がカルテル価格の設定に当たって，自己に最も有利にな
るような水準に，したがって，この場合，より低い水準に価格を抑えるようにヽ強制的に他の諸企業
の同調を求めるということになろう。もちろん，かかる要求は他の諸企業磁求を全く無視した一
方的なものであってはならない。もし，他の諸資本にカルテル参加のメリットが保証されず，不利
益だけが強制されるとすれば，これらの資本がカルテルから’離脱し，敵対者としてあらわれるか，
カルテルそれ自体が崩壊の危機に直面するかであろう。その場合には，資本間の調整は不可能とな
り，死活的な全面戦争にならないとも限らない。そうした事態を避けるためには，他の参加諸資本
の要求も反映させながら，しかも自己にもっとも有利な水準に価格を設定できるように協調をはか
ることになる。その水準が「生産費のもっとも高い工場の生産価格」から出発するとしても，それ
はやはり，かかる「プライス・リーダー」の調整作業の過程を経て導･き出される水準であるという゛
ことができる。
　こうして，その結果として，カルテル参加諸資本のなかの最劣位資本でさえも，「正常利潤」を
確保しうることになるわけであるが，同時にまた，生産性の高い資本は「一つの超過利潤」をも取
得しうるということになる。すなわち，「カルテルは,･通常，拡大された生産をその諸企業に均等
に分配せねばならない」(S. 302,上, 64―65)ので，「カルテルの価格設定によって，技術的
により良く装備された企業にとっては特別利潤が生じ」(ibid.,同よ）ることになるわけである・
　ところで，このような「一つの超過利潤」の取得見込が自己の直接的利益の個別的追求に基づく
場合に，より大きければ大きいほど，「技術的により良く装備された企業」にとっては，生産の割当・
供給の規制といった独占的結合＝カルテルの協定を厳守することは，カルテル全体の利益ではある
が，必ずしも自己を利するものにはならないということになるであろう。むしろ，この場合には，
全体的利益と個別的利益との間の矛盾が明白にあらわれる。　　　　　　　　　　　　　　　卜
　このような矛盾は，独占的結合＝カルテルが単一の費用構造をもつ単一の存在形態ではなく，複
数の巨大資本が各々資本としての独立性を維持しながら，協調に基づく行動を通じて個別利潤を確
保していくことを基本的特質とするという独占的結合形態であることから必然的に生じうるもので
ある。独占的結合＝カルテルは，この矛盾をいかにして克服しようとするのか。ヒルファディング
によれば，独占的結合＝カルテルはそれを生産の割当・供給の調整，それをふまえた販路の一元化・
原料の共同購入，さらには設備の不良・老朽化した経営の排除・休止，および技術的設備によって
は特定の生産物にとくに適した経営の専門化といった，いわゆる「個別経営の技術的独立に干渉す
ること」(S. 300,下, 62)によって，かかる「矛盾」を克服していくことになる。
　かくして，カルテル参加諸資本の独立性はトラストとの差異が消失するほどにまで制限され，その
結合は一層強固なものとなる。このような論理次元では，独占的結合＝カルテルの参加諸資本は，
むしろ，全体の利益を守ることを通じて個別的利潤を維持しようとし，そのことによって，結合を
強め，協調を通じて共同の長期的利益を追求し，独占的利潤を長期的・安定的に確保しようという，
いわば安全かつ有利な方針をえらぶ独占段階に固有の特徴的傾向を示すようになる。このように，
ヒルファディングにあっては，独占的価格は独占的結合＝カルテルによる当該産業部門内の競争制
限によって形成されるものであり，価格の形成つまり価格がいかなる水準の点に設定されうるかは，
基本的には独占的結合の「結合力」の程度によって内在的に規定されるということである（５）。
　（1）拙稿「金融資本の蓄積様式（1）」，「高知大学学術研究報告」第31巻.1982年。
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　2.独占的結合と利潤率の「高位」均等化傾向
　（－）第15章「資本主義的諸独占の価格決定。金融資本の歴史的傾向」での独占的結合＝カルテル
の価格決定の問題は，部門間競争諸条件を捨象して，もっぱら，当該産業部門における独占的結合＝
カルテルの価格支配が取り上げられてきたところの，第11章「利潤率均等化における諸障害とその
克服（の後段）」での価格形成の論理のように，単一の費用構造をもつ＝-一一単位としてカルテルの価格
形成が問題にされているのでもなければ，また，第12章「カルテルとトラスト」での場合のように，
費用構造を異にする複数巨大資本を構成メンバーとする独占的結合＝カルテルの価格形成が問題に
なっているわけでもない。むしろ，そこでは，第11章で析出されたところの，独占的結合＝カルテ
ルの価格形成に関する理論的基準と，独占的価格は独占的結合＝カルテルによる当該産業部門内の
競争制限によって形成され，その価格がいかなる水準の点に設定されうるかは，独占的結合＝カル
テル参加諸資本の「結合」の程度，独占的結合力によって内在的に規定されるとする第12章での独
占的結合＝カルテルの価格形成・価格支配の基本論理とを基礎・前提にして，部門間の競争諸条件
をその構成要素に組み込むことによって，独占的結合＝カルテルの価格形成・価格支配の論理が展
開されているということができる。
　これまでに述べてきたように，独占的結合＝カルテルが形成されると，当該産業部門における競
争＝売り手間の競争は制限・止揚され，それに基づいて，価格は’，自由な競争がおこなわれるならば
成立するであろう市場価格＝牛彦価格を上回る点に形成されるということである。このような競争制
限に基づく独占的価格の形成は，自由な競争を前提と･して成立する全産業部門の生産価格と平均利
潤率とを根本的に変化させることになる。
　第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服」での独占的結合＝カルテル形成の論理，す
なわち，「資本の有機的構成の高度化→固定資本の巨大化・資本の最低必要量の厖大化→資本の流
出入困難→同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊
→競争制限」という独占形成の論理と，「かかる独占的結合＝カルテルの形成→関連諸部門におけ
る同様の「結合」形態の促進＝その同心円的波及」という「独占の波及」の論理をふまえたうえ
で，ヒルファディングは次のように述べている。すなわち，「カルテル化は一つの歴史的過程であっ
て，それは資本主義的諸生産部門をカルテル化のために与えられている諸条件に応じて，ある時間
的順序において捉えていく。我々は，いかに資本主義の発展がこれらの諸条件をすべての生産部門
のために実現する方向に進むかをみた。他の事情が同じならば，一一すなわち，銀行が産業に与え
る影響の発展程度が同じで，資本の有機的構成が同じならばｰ，一産業部門は，個別企業の資本
量が大きければ大きいほど，また，この生産部門における企業数が少なければ少ないほど，ますま
すカルテル化に適しているであろう」(S. 340,下, 117―118)と。
　続いて，これらの諸条件が鉄鉱生産部門において達成され，鉄鉱産業のカルテル化か実現され
ると，かかるカルテル化産業としての鉄鉱生産部門とその製品を生産手段の諸要素として充用す
る，いまだカルテル化していない銑鉄生産部門との間の競争関係・対抗関係が構造的変化を余
儀なくされることを説き，さらに，この「変化」に基づいて，一方におけるカルテル価格と他
方における非カルテル価格の形成およびそれによる生産価格の崩壊，これら両部門間の利潤率
の構造的格差の形成，およびかかる独占的結合＝カルテルの形成段階に固有の特徴的傾向たる
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　利潤率の構造的格差に基づくこれら二側面における異なる利潤率の均等化傾向を明らかにし，その，
　ことによって，この論理次元の独占的結合＝カルテルの価格形成・価格支配とそれに基づくカルテ
　ル利潤（の源泉）とを明らかにするのである。
　　そこで，競争制限に基づく独占的結合＝カルテル化諸産業の形成が自由な資本の部門間移動＝資
　本の流出入運動を阻止することによって，生産価格形成メカニズムを独占的価格形成メカニズムに
　転化させるわけであるが，かかる独占的価格形成メカニズムの成立のもとで，競争段階における利
,潤率の一般的均等化法則の支配のもとでの諸資本による総剰余価値・総利潤の平等分配の関係が，
　いかに構造的変化を余儀なくされ，独占的結合＝カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤
　の収奪関係に転ｲ･ﾋされることになるのか，およびかかる両者の間の収奪・被収奪関係＝総剰余価値・
　総利潤分配の不平等関係のなかで，独占的結合＝カルテル化諸産業と非カルテル諸産業との間にい
　かなる「対抗」・「競争」関係が展開されることになるのか，が検討されなければならない。
　　ヒルファディングは，こめ問題を次の二側面から把握しようとする。すなわち，（1）カルテル化
　諸産業と非カルテル諸産業との間の収奪・被収奪関係に基づく総剰余価値＝総科潤分配の不平等つ
　まり利潤率の構造的格差を非カルテル諸部門の資本家が自らを独占的結合＝カルテル化させ，高め
　られた利潤の分配に参加することによって，利潤率格差＝不平等を克服し利潤率の「高位」平準化＝
　均等化を実現していくという論理であり，かつそれとの関連において，非カルテル諸部門の利潤の
　分け取り・横取り，およびかかる「利潤」の分配への参加による利潤率の「高位」平準｡,し＝均等化
　を実現するに必要とされる価格つまりカルテル価格の形成を導き出すという論理である。（2）カル
　テル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤の収奪＝分け取り・横取りによる総剰余価値・総利潤
　分配の不平等つまり利潤率の構造的格差を上述のように非カルテル諸産業部門の資本家が自らを独
　占的結合＝カルテル化しえないが故に，高められた利潤の分配に参加することによって，利潤率の
　格差を克服し，利潤率の「高位」均等化を実現するという道をとりえない場合である。すなわち，
　この場合には，非カルテル諸産業はカルテル化諸産業部門への参入はもちろんのこと，自己のカル
　テル化も不可能であるが故に，カルテル化諸産業との間の収奪・被収奪関係のもとで，もっぱら資
　本規模の小さい，経営の分散の著七い非カルテル諸産業部門間の資本の流出入移動の枠内に
　おいて利潤率の「低位」平準化＝均等化を実現せざるをえないという論理であり，かつそれとの関
　連において，カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りによって社会的
　平均以下への低下を余儀なくされる利潤率の「低位」平準化＝均等化を通じて引き下げられる価格
　つまり非カルテル価格の形成を余儀なくされるという論理である。
　　先ず,(1)について言えば,･そこで取り上げられている独占的結合＝カルテル化諸産業と非カルテ
　ル諸産業という場合の非カルテル産業（部門）は，自らをカルテル化しうる技術的・経済的諸条件
　を持ち合わせていなければならないということである。ヒルファディングは次のように述べている。
すなわち，「カルテル化は一つの歴史的過程であって，それは資本主義的諸生産部門をカルテル化･
　のために与えられている諸条件に応じて，ある時間的順序において捉えていく。我々は，いかに資
　本主義の発展がこれらの諸条件をすべての生産部門のために実現する方向に進むかをみた。他の事
　情が同じならば，-すなわち，銀行が産業に与える影響の発展程度が同じで，産業循環の段階が
　同じで資本の有機的構成が同じならばｰ，一産業部門は個別企業の資本量が大きければ大きいほ
　ど，また，この生産部門における企業数が少なければ少ないほど，ますますカルテル化に適してい
　るであろう」(S. 340,下, 117―118)。
　　ここでは，自由競争の制限・カルテル形成を可能ならしめる資本の集積と資本の集中とが，明確な
　問題意識において把握されていることが理解できよう。少なくとも，このヒルファディングの見解を
　第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服（の前段）」の論理，すなわち，「資本の有機的
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構成の高度化→固定資本の巨大化・資本の最低必要量の厖大化→資本の流出入困難→同等化した巨
大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限・止揚」とい
う独占形成の論理に引き寄せて把握する労をいとわなければ，その点は容易に理解されうるであろう。
　（二）そこで，ヒルファディングは，「（こうした独占的結合＝カルテル化の諸条件が）先ず鉄鉱採
掘で達成されるとしよう。鉄鉱採掘業はカルテル化されて価格を高くするとしよう（傍点中田）」
　(S. 340,下, 118)と述べ，カルテル化産業となった鉄鉱採掘業つまり鉄鉱生産部門と，この
部門の製品を生産手段の諸要素として充用するところの，いまだカルテル化していない銑鉄生産部
門との関係を取り上げ，鉄鉱生産部門のカルテル化によって，競争段階における利潤率均等化法則
の支配のもとでの総剰余価値・総利潤の平等分配関係が，この場合には，鉄鉱産業と銑鉄産業との
収奪・被収奪の関係に転化し，そのことによって，前者の利潤率と後者の利潤率との間に構造的格
差が形成されるということ，それに対して利潤率均等化の運動が銑鉄生産部門の資本家をして，一
方で失ったものを他方で取り返そうとするカルテル化への運動に駆りたてるということ，こうした，
いわばこの論理次元固有の資本の運動形態を解明しようとするのである。
　ところで，拙稿「金融資本の蓄積様式（1）」第一章第４節「独占的諸結合と価格形成メカニズム（1）」
で，独占的結合＝カルテルが重工業部門において先ず成立すると，それは関連諸部門における同様
の「結合」形態の形成を促すことによって，独占的結合生産それ自体が，いわば「同心円を描いて
波及」していくことにより広範な諸部面において，独占的結合＝カルテルが形成されるという問題
を,独占価格形成メカニズムの形成過程の論理的解明のなかで取り上げ，かつ詳述しているので，
ここでは，その点は必要に応じて簡単にふれるだけにとどめておく。
　銑鉄生産部門と鉄鉱生産部門とは，いずれも資本主義的生産の発展した重工業部門の一つである。
したがって，程度の差はあれ，基本的にはカルテル化に適した生産諸能力の可能的条件を保有して
いるとみなされなければならない。しかし，この両部面はその生産能力の発揮において根本的に異
なり，競争能力において決定的な優劣のもとにおかれることになる。銑鉄生産部門は全面的な競争
下にある。他方，鉄鉱生産部門は，独占的結合＝カルテルが形成され，相互間の団結が強められて
おり，したがって，競争能力も銑鉄生産部門のそれのように，個別的，分散的かつ無政府的に発揮
されるのではなく，結合力として，それも各々が大規模であるが故に，巨大な独占的結合力として
あらわれることになる（1）。
　ヒルファディングによれば，「鉄鉱採掘業はカルテル化されて価格を高くするとしよう。第一
に起きる結果は鉱山企業者の利潤の上昇である。しかし，鉄鉱石の販売価格の上昇は，銑鉄生産者
たちにとっては彼らの費用価格の上昇を意味する。しかし，銑鉄の販売価格はこのことによっては，
差し当たりは影響を受けない。銑鉄市場では，鉄鉱山業のカルテル化によって何ら変化は生じない。
供給と需要との関係は，したがって価格は同じままである。かくして，カルテルの利潤率の上昇の
結果は，銑鉄生産者たちの利潤率の低下となる」(S. 340,下, 118)と。
　すなわち，鉄鉱生産部門においては，すでに独占的結合＝カルテルが成立し，諸資本の競争が制
限・止揚され，カルテル参加諸資本は全体の利益を守ることを通じて個別的利潤を維持しようとす
ることによって一層その結合力を強めているのに対して，その製品を生産手段の諸要素として充用
する銑鉄生産部門においては，いまだなお競争下にある。彼らは，互いに自分だけはできるだけ
安い価格で生産手段の諸要素を購入しようと競争するために，価格をせり上げ，利潤率を引き下げ
ることになるのである。団結など思いもよらず，彼ら相互間は分断され，その結果として，「鉱山
所有者の団結した力に対して銑鉄生産者たちは個別的，分散的な対応を余儀なくされた。それ故に，
彼らは原料の騰貴に対して無力だった」(S. 342,下, 120)ということになる。他方，「彼ら
は，彼らの原料の価格上昇を鉄の価格に表現することが肝要だったときにも，やはり無力だった」
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　(ibid.,同上）のである。なぜなら，彼らには売手としては，互いに自分の商品だけを売りつく
そうとして足を引っぱり合い，激烈な市場・顧客争奪戦を展開せざるをえなかったからである。彼
らに･は団結などは思いもよらなかったのである。結局，彼らは，一方では，高められたカルテル価
格で生産手段の諸要素を購入することを強制され，他方では，かかる原材料の価格上昇を鉄の価格
に表現することにも無力であるということにより，利潤率を低下させることになるのである。
　七かし，このことは一体何を意味するか。ヒルファディングは次のように述べている。すなわち,’
　「理論的には次のような諸結果が起こりうる。資本は利潤率のより低い部面から流出して，利潤率の
より高い部面に流入する。これまで，銑鉄生産に充用されていた資本は，いまや鉄鉱山の経営のため
に使用される。かくして，鉄鉱山業に競争が起こるであろう。鉱石価格は低下し，鉄鉱価格は上昇す
るであろう。そして，若干の変動の後には再び以前の状態が回復されるであろう。そして，そのとき
すでにカルテルはおそらく爆破されているであろう。しかし，我々が，すでに知っているように，資
本の出入移動はまさにかような牛育部門ではほとんど超えることののできない柵にぶつかるであろう。
したがって，利潤率の均等化へのこの道は行くことができない」(SS. 340―341,下, 118-119)。
　すなわち，鉄鉱生産部門においては，すでに独占的結合＝カルテルが成立し，諸資本の競争が制
限・止揚されているのに対して，その製品を生産手段の諸要素として充用する銑鉄生産部門におい
てはいまだなお競争下にある。ここでは，すでに指摘したように，資本の有機的構成の高度化による
固定資本の巨大化およびそれに対応的な資本の最低必要量の厖大化を基軸とする新たな技術的・経済
的諸要因の形成に基づいて，競争諸条件の構造的変化が生まれ，したがって，競争がなお支配的であ
るとはいえ，それはかかる論理次元を反映して文字通り死活的なものである。売手と買手としては鉄
鉱生産部門と銑鉄牛産部門との力関係は，明らかに前者にとって有利で後者にとって不利である（２）√
　このように，鉄鉱生産部門の資本家たちの団結した力に銑鉄生産部門の資本家たちは個別的，分
散的に相対したが故に，彼らは原料め騰貴に対しても無力であったのである。しかし，彼らは彼ら
の原料の価格上昇を鉄の価格に表現することが肝要だったそのときにも，やはり無力だったという
わけである(S. 342,下, 120)。しかも，ここでは，競争制限に基づいて「鉄生産は制限され」
ており，その結果として，独占的結合＝カルテルは一定の「余裕能力」･を保有していることになる
が故に，新資本の形成，資本の流入に対しては，一層団結を強め「余裕能力」のすべてを活用して生
産･供給量の増大をはかり，価格低下で対抗していくことも可能であろう。また，場合によっでは，
一時的な価格の大幅切下げなどの破壊的対抗手段をとることもありうるであろう。したがって，新
資本の形成，資本の参入の後には価格水準の大幅な引下げによる利潤率の低落が予想されうること
になり，この部門への資本の流入は制限され，「超えることのできない柵」にぶつかることになる。
かくして，銑鉄生産部門から鉄鉱生産部門への資本の流出は困難であるということになり，銑鉄生
産部門においては，「利潤率の均等化へのこの道は行くことができない」(S. 341,下, 119)
ということになるわけである（３）。
　この論理次元における鉄鉱生産部門の利潤率と銑鉄生産部門の利潤率との間の格差は，すでに明
らかなように，鉄鉱生産部門がカルテル化することによって，その製品を高められた価格＝カル
テル価格で生産手段の諸要素として購入することを余儀なくされるのを通じて，銑鉄生産部門の利
潤が分け取り・横取りされることによるものであるが，銑鉄生産部門にとってこの利潤率の格差＝
不均等をいかに克服していくかについては，結局，「自己のカルテルを結成するか，または結合生
産によってカルテル化を排除するか」(S. 342,下, 121)以外にないということになる（行論
の都合上，ここではカルテル化の問題に焦点を合わせ，結合生産にはあえて言及しない。なお，こ
こでの課題はカルテル化＝その形成の論理それ自体を問題にしているのでなく，カルテル価格の問
題であり，それとの関連上，必要最小限において言及することにある）。
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　ヒルファディングによれば，鉄鉱産業部門のカルテル化は，鉄鉱産業部門と銑鉄産業部門との間の資
本の流出入を困難化させ，その結果として，部門間の自由な資本の流出入に基づく利潤率の均等化の崩
壊と利潤率の構造的格差の形成，および生産価格形成メカニズムの独占的価格形成メカニズムヘの転化
と，それによるカルテル価格と非カルテル価格への価格体系の構造的二重化を示すものであるといわれ
る。すなわち，「カルテル結成は，先ず第一に，利潤率の変化を意味する。この変化は，他の資本主義
的諸産業の利潤率の犠牲において生じたものである。これらの利潤率の同一水準への均等化は資本の移
動によっては生じえない。なぜならば，カルテル結成は，まさにその投下部面をめぐる資本の競争が阻･
止されていることを意味するからである。経済的諸原因および所有関係（原料の独占）による資本の自
由移転の阻止は，じつに，市場における売手相互間の競争の廃止の前提である。（利潤率の同一水準へ
の）均等化は，自己のカルテルを結成するか，または，結合生産によってカルテル化を排除するかのい
ずれかによって，より高い利潤率に参加することによってのみおこなわれうる。いずれも，集積の増大
を，したがって，カルテル結成の前進の容易化を意味する」(S. 342,下, 121)のである。かくし
て，「カルテル化は一つの歴史的過程であって，それは資本主義的諸生産部門を，カルテル化のために
与えられている諸条件に応じて，ある時間的順序において捉えていく。我々は，いかに資本主義の発展
がこれらの諸条件をすべての生産部門のために実現する方向に進むかをみた」(S. 340,下, 117)
という，ヒルファディングの見解は，まさにこうした側面において捉えなければならない（４）。
　ここでは，以上明らかにされてきたなかで，とくに，次の課題｀との関連で，独占的結合＝カルテ
ル形成の論理次元における「利潤率均等化」の問題が本来の利潤率均等化メカニズムの崩壊をふま
え，自己のカルテル化によるより高い利潤率への参加を通じて利潤串の同一水準への「高位」平準
化＝均等化として捉えられているということである。この「利潤率の「言ト水準への均等化」なる論理は，
独占的結合＝カルテルの「波及」に対応したものであり，そこから後述するところの，この論理
次元における平均利潤（率）概念が析出されバ
カルテル価格論が導き出されることになるのである。
　（三）さて次に，問題は，カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤の収奪＝分け取り・横取
りによる総剰余価値・総利潤分配の不平等つまり利潤率の構造的格差を,･上述のように，非カルテル
諸産業部門の資本家が自らを独占的結合＝カルテル化しえないが故に，高められた利潤（率）の分配
に参加することによって利潤（率）の格差を克服し，利潤率の「高位」平準化＝均等化を実現する
という道を選択しえない場合についてである。このような場合，非カノレテル諸産業には一体どのよ
うな道が残されているのであろうか。ヒルファディングは次のように述べている。いかに「カルテ
ル化か（は）一つの歴史的過程であって，それは資本主義的諸生産部門を，カルテル化のために与
えられている諸条件に応じて，ある時間的順序において捉えていく」(ibid.,同上）としても，ま
た，いかに「資本主義の発展がこれらの諸条件をすべての生産部門のために実現する方向に進む」
としても，すべての産業が，「自己のカルテルを結成し」(S. 342,下, 121)たり，「結合生
産によってカルテル化を排除する」(ibid.,同上）わけにはいかない。カルテルの結成がなんらか
の原因によって排除されている場合もありうる。
　そこで，ヒルファディングは，rカルテル結成の前進が何らかの原因によって排除されているとす
れば，その場合には，カルテル価格はいかに作用するか？また，その場合には，我々にはカルテル価
格の高さについて何ごとかを言うことができるか？」(S. 343,下, 122)と自問し，かかる条件
のなかでのカルテル化諸産業部門と非カルテル諸産業部門との間の収奪・被収奪関係に基づく利潤率
の構造的格差に対して，非カルテル諸産業部門の資本家がいかに対応していくのか，その対応如何が
カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りつまりカルテル価格の引上げと
その利潤率の高さにいかに影響を与えることになるのか，こうした点について検討することになる。
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　ヒルファディングは次のように述ぺている。すなわち，「すでにみたよ･うに，カルテル価格の引
上げによって実現される利潤率の引上げは，他の諸産業部門における利潤率を低下させることによっ
てしか惹起されえない。カルテル利潤は，先ず第一に，他の諸産業部門の利潤の分け取り・横取り
以外の何ものでもない。……資本が僅少で経営の分散が甚だしい産業部門では，利潤率の社会的
平均以下への傾向がある。カルテル化は，この傾向の強化をこれらの部門における利潤率の一層の
おし下げを意味する。このおし下げがどこまで進みうるかは，これらの生産部面の性質にかかる。
過度のおし下げは，これらの部面からの資本の流出をもって答えられるであろう。この流出はこれ
らの部面における資本の技術的性質からみてあまり困難ではない」(S. 343,下, 122)。
　ここにみられるように，独占的結合＝カルテルによるカルテル価格の引上げによって実現するカ
ルテル「超過」利潤は，非カルテル諸産業部門の利潤の分け取り・横取り以外のなにものでもない
ということ，つまり，カルテルによる非カルテル諸産業の利潤の収奪以外のなにものでもないとい
うことである。したがって，独占的結合＝カルテル化諸産業部門の利潤率と非カルテル諸産業部門の
利潤率との格差は，かかる利潤の収奪関係を反映するものである。すなわち，競争が全面的に支配し
ていたならば非カルテル諸産業部門の資本家が実現しうるであろうはずの利潤の一部が，生産の集
積に基づくカルテル化諸産業の成立によって，独占的結合＝カルテルの手に移転・収奪されること
になるのである。が，独占的結合＝カルテルによる非カルテル諸産業の利潤の収奪関係を反映する両
者の間の利潤率の格差は，競争が制限され，独占的結合＝カルテルが成立し，部門間の資本の流出
入・移動が阻止されることによって，利潤率均等化メカニズム，したがって，生産価格形成メカニズ
ムが崩壊し，それに代わって独占的価格形成メカニズムが成立し，そのもとではじめて生じうるも
のであるが故に，循環的，一時的なものではなく構造的性質のものであるということができる。
　じたがって，この論理次元では，「カルテル価格の引上げによって実現される利潤率の引上げは，
他の諸産業部門における利潤率を低下させることによってしか惹起されえない」(ibid.,同上）と
のヒルファディングの所説は，かかる独占的結合＝カルテル化諸産業とその製品を生産手段の諸
要素として購入する非カルテル諸産業との関係における問題として措定されなければならない。
　これまでに述べてきたことからも明らかなように，独占的結合＝カルテルの形成によって実現さ
れる価格と利潤（率）は，競争が一切制限されなかった場合に成立するであろう水準の点つまり生
産価格と平均利潤（率）を超えるものである。すなわち，カルテル価格は，少数の巨大資本相互の
間で競争が制限されることによって，競争が全面的に展開した場合に成立するであろう生産価格を
超えたある一定の高さに設定される価格のことであり，またカルテル利潤（率）は，競争が全面的
に展開した場合に実現されるであろう平均利潤（率）を超えて形成される利潤（率）のことである
ということができる。したがって，独占的結合＝カルテルが成立している部門では，価格は競争制
限・価格協定によって，競争が全面的に展開した場合に成立するであろう生産価格を上回り，その
超過分だけj利潤は，競争が全面的に支配していれば成立するであろう平均利潤を上回るというこ
とになるのであって，独占的結合＝カルテルは，この高められた利潤を取得することになる。
　ところが，ヒルファディングによれば，「カルテル価格の引上げによって実現される利潤（率）
の引上げは，他の諸産業部門における利潤（率）を低下させることによってしか惹起されえない。
カルテル利潤は，先ず第一に，他の諸産業部門の利潤の分け取り・横取り以外の何ものでもない」
　(ibid.,同上）といわれる。ここでいわれている「ｲ也の諸産業部門」とは，前節で明らかにした
ように，競争が全面的に制限されているカルテル化諸産業部門のことではなく，競争が支配してい
る諸部門つまり非カルテル諸産業部門のことである。したがって，カルテル価格の引上げの影響を
直接にうけるのは，カルテル化諸産業部門からその製品を生産手段の諸要素として充用している非
カルテル諸産業部門でなければならない。すなわち，非カルテル諸産業部門の資本家は，カルテル
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化諸産業部門の資本家の「団結した力」＝「結合力」に対して「個別的」，「分散的」に相対したが
故に，カルテル化諸産業による彼らの利潤の分け取り・横取りを受け容れざるをえないのである。
　非カルテル諸産業部門では，いまだなお競争が支配的である。したがって，彼らは，互いに自
分だけはできるだけ安い価格で生産手段の諸要素を購入しようと競争するために，団結など思い
もよらず，ぞれ故に，個々ばらばらに分断されてしまい，生産素材の価格謄貴に対しても全く無
力であったが故に，高いカルテル価格で生産手段の諸要素を購入せざるを得なかったわけである。
しかも，他方では，彼らはこのような生産素材の価格上昇を彼らの生産した商品の販売価格に表
現することが肝要だったそのときにも，やはり無力であったのである。売り手として，彼らは互
いに自分の商品だけを売りつくそうとして足を引っぱり合い，激しい顧客争奪戦を展開したから
である。その結果，価格を引き下げ，利潤率を低落させることになったのである。
　したがって，非カルテル諸産業部門の利潤率は，自由競争が全面的に展開していたならば成立し
たであろうその水準の点よりも低いものとならざるをえなくなる。それは，自由競争の全面的展開
のもとでならば，当然この部門の資本家が獲得したであろうその利潤の一部分が，カルテル価格で
の牛牽手段の諸要素の購入を通じて，独占的結合＝カルテル化諸産業部門の資本家の手もとに移転・
収奪されることになるからである。したがって，その収奪分だけ，非カルテル諸産業部門の利潤の
減少，利潤率の低下が生ずることになる。すなわち，「カルテル結成は，平均利潤率における一変
化を意味する。利潤率はカルテル化諸産業では上昇しに非カルテル諸産業では低下する。……非
カルテル諸産業で価格がそれらの産業の生産価格以下に低落した額だけ，カルテル価格はカルテル
化諸産業の生産価格以上に上昇するであろう」(S. 344,下, 123-124)。
　（四）　独占的結合＝カルテル化諸産業部門においては，カルテル参加諸資本は生産の割当・供給
の調整およびそれをふまえた販路の一元化，原料の共同購入，さらには個別的経営の技術的独立に
干渉し，設備の不良な経営の休止または排除をも可能ならしめる程度にまで結合が強化され，その
結合力をもって不況期における「生産の基本額」の設定とそれに対応する価格形成とに基づいて，
景気変動の全局面を通じて確固とした市場支配・価格支配をうちたてており，したがって，アウト
サイダーに対しても，もっぱら独占的結合＝カルテル自体の利益においてその存在を捉えている，
という場合が考えられる。その意味においては，最高度の参入障壁が形成されており，この部門へ
の非カルテル諸産業部門の資本の参入は絶対的に阻止されているということになる。だから，「こ
れらの利潤率の同一水準への均等化は，資本の移動によっては生じえない。なぜならば，カルテル
の結成は，まさに，その投下部面をめぐる資本の競争が阻止されていることを意味しているからで
ある」(S. 342,下, 121)。
　したがって，この論理次元においては，独占的結合＝カルテル価格は他部門からの資本の参入を
考慮することなく決定されうるとみなければならない。部門内においては，独占的結合＝カルテル
は，不況期における需要の縮減による過剰生産の「負荷」を回避し，独占的結合＝カルテルたるこ
とを集約的に表現するこの時期の価格を維持するために，好況・繁栄期における追加需要の充足部
分をもっぱらアウトサイダーに委せる。そのことによって，独占的結合＝カルテルは，不況期にお
けるその「負荷」を彼らに転嫁させつつ自らの販路を維持し，「好況時には高い特別利潤を実現し，
不況時には正常利潤を実現する」(S. 291,下, 48)ことができるようになる。この場合，価格
は，「景気変動のすべての段階を通じて市場供給に不可欠な生産部分」＝「常に販路を見出す生産の
基本額」を基準として，この産出量のための費用をもって「正常利潤」の費用とすることによって
設定されるのでなければならない。競争が全面的に支配したならば，非カルテル諸産業部門の資本
家が実現しうるはずの利潤の一部が，独占的結合＝カルテルの手に移転・収奪されることによる独
占的結合＝カルテル諸産業部門と非カルテル諸産業部門との利潤率の構造的格差の論理次元におい
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ては，「費用価格十正常利潤」として設定されたカルテル価格は，「非カルテル諸産業で価格がそ
れらの産業の生産価格以下に低落した額だけ，カルテル価格はカルテル化諸産業の生産価格以上に
上昇するであろう」(S. 343,下, 123―124)という水準の点に設定されなければならない。
この生産価格を上回る額を「カルテル「超過」利潤」とすれば，カルテル価格は，「生産価格十カ
ルテル「超過」利潤」に転化することになる。したがってまた，「費用価格十正常利潤」=･カルテ
ル価格という場合の「正常利潤」なる概念の内容も，ここではじめてその構成要素を明確化しうる
ことになる。すなわち，それは「生産価格十カルテル「超過」利潤」＝カルテル価格という場合の
　「カルテル「超過」利潤」＝「非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取り分」とは異なり，その
内容は「自部門で生産した剰余価値十価値移転分十非カルテル産業の利潤の分け取り・横取り分」と
いうことになる。しかしそれは，独占的結合＝カルテル化諸産業部門における独占的結合＝カルテル
とアウトサイダーとの関係のなかで前者の独占的結合力と高い生産性とに基づく価格形成の論理次元
の問題であるが故に，さらに，この規定に独占的結合＝カルテルが獲得する特別利潤つまり優位な生
産条件をもつことによる，アウトサイダ｀－からの利潤の一部移転分を加えなければならないであろう。
　しかし，ヒルファディングは，「カルテル価格は，理論的には，結局，生産価格十平均利潤率
　（＝平均利潤のこ｀と，以下平均利潤とする）に等しくなければならない」(S. 343,下, 123)
と述べているのである。では，何故に，彼はカルテル価格をその理論的把握においては「生産価格
十カルテル「超過」利潤」として捉えながら，ここでは，その「定式化」においで「生産価格十平均
利潤」としたのであろうか。そこで先ず，「生産価格十平均利潤」という場合の「平均利潤」が問題
にされなければならない。
　この点に関しては，次のように理解されうる。独占的結合＝カルテルの形成は利潤率を変化させ
るが，この変化は，他の資本主義的諸産業，すなわち，ここでいえば，この独占的結合＝カルテル
の製品を生産手段の諸要素として充用する非カルテル諸産業の利潤率の犠牲において生じたもので
ある。だから，この利潤率均等化メカニズムの崩壊によって，利潤率の一般的均等化が阻止され，
したがって，そのもとでめ資本による総利潤の平等分配の関係が崩壊して，独占的結合＝カルテル
による非カルテル諸産業の利潤の収奪関係にとって代わられることによって，そこでは，利潤率は
前者の利潤率と後者の利潤率との構造的格差としてあらわれることになる。しかしながら，独占的
結合＝カルテルの形成はその投下部面をめぐる資本の競争が阻止されるということであるが故に，
利潤率の均等化は，自己のカルテルを結成してより高い利潤率に参加することによってのみおこな
われうるというわけである。すなわち，ここでは，独占的結合＝カルテル化は’，「非カルテル諸産
業の利潤率の犠牲」の分だけの「より高い利潤率」に参加するというその意味において，「利潤率
の均等化」つまり「平均利潤率」を実現するということになるわけである。かかる「平均利潤率」
は競争の制限に基づくカルテル化諸産業においてのみ可能となるのである。
　なぜならば，「カルテル価格の引上げによって実現する利潤率の引上げは，他の諸産業部門にお
ける利潤率を低下させることによってしか惹起されえない」(S. 343,下, 122)からであり。
　「カルテル利潤は，先ず第一に，他の諸産業部門の利潤の分け取り・横取り以外の何ものでもない」
　(idib.,同上）からである。だから，ここで「生産価格十平均利潤」という場合の「平均利潤」と
は，独占的結合＝カルテル化によって，非カルテル諸産業部門の利潤の一部分を分け取り・横取り
するというその「分け取り」・「横取り」部分を内容とするものであり，その意味において，資本
主義的諸産業は自らをカルテル化させるということによって，「景気変動の全局面を通じて，常に販
路を見出す生産の基本額」の設定とそれに対応する価格の形成を通じて，同様に，他の諸産業部門＝
非カルテル諸産業部門の利潤の「分け取り」・「横取り」を可能ならしめ，「高い利潤率へ参加す
る」ことによって，「利潤率の「高位」平準化＝均等化」，したがって，「平均利潤率」の形成に
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至らしめるというわけである。かかる「平均利潤」なる概念は独占的結合＝カルテルによる他の諸
産業部門の利潤の分け取り・横取りによってカルテル化諸産業部門の利潤率と非カルテル諸産業部
門の利潤率との構造的格差が，全般的かつ恒常的なものとなっていく独占的結合の「波及」の論
理次元におけるカルテル化諸産業部門の利潤率の形成に対応したものであるということができる。
　（五）競争が全面的に支配しており，より高い利潤率をもとめる諸資本の自由な部門間移動によっ
て利潤率を均等化させていくメカニズムが存在し，そのもとで，諸資本による総剰余価値＝総利潤
の平等分配の関係が維持されているのであれば，資本は利潤率の低い部門から自らを引き揚げ，利
潤率の高い部門に移るであろう。低利潤率部門においては資本が流出し，資本の量と数とが減少す
る結果，この部門における競争は緩和され，生産・供給量は減少して価値を上回る価格が形成され，
利潤率も上昇する。他方，高利潤率部門への資本の流入は，この部門における資本の量と数とが増
大する。その結果，諸資本の競争を激化させるので，生産・供給量が増大し，価値以下への価格の
形成を余儀なくされ，利潤率を低下させることになる。かくしてまた，利潤率の部門間格差が生じ。
それがまた，逆方向への資本の流出入運動を通じて利潤率の不均等がなされ，均等化していくこと
になるのである。カルテル化不能産業としての非カルテル諸産業部門は，資本の有機的構成も低く，
固定資本の総投下資本中における比重も小さく，充用される資本の最低量もそれほど大きくないの
で，固定資本の巨大化，資本の最低必要量の増大にともなう競争制限的な諸条件を有していない産
業部門である。だから，これらの産業部門においては，資本の流出入運動は，そうした資本の技術
的・経済的諸要因による諸制約をうけないという意味において，あまり困難ではないということが
できよう。したがって，カルテル価格の引上げによる影響を直接受けることにようて，利潤の減少，
利潤率の低下を余儀なくされた非カルテル諸産業部門の資本家は，この部門から資本を引き揚げて，
他の産業部門へ流入していくことになるはずであるが，この論理次元では，カルテル化諸産業部門
への資本の流入は阻止されているから，結局，その資本は，他の非カルテル諸産業部門へ流入する
ことによって利潤率の回復・上昇をはかろうとするであろう。その結果，資本の流出した産業部門
では，それ以前の競争下の場合に比べて，競争の一定の緩和によって生産量・供給量が縮少し，価
格は上昇することになるはずである。こうして，この部門では生産手段の諸要素のカルテル価格で
の購入による利潤の減少，利潤率の低下を，かかる資本の流出→生産量・供給量の縮少→競争の緩
和→価格の上昇を通七て，ある程度くい止めることができるようになるはずである。
　だが，この低利潤（率）の非カルテル諸産業部門においては，「資本の流出→資本の数と量との減
少→生産量・供給量の縮減→競争の緩和→価値を上回る価格の形成→利潤率の上昇」といったメカ
ニズムが作用ずることになるであろうか。この部門は，すでに指摘したように，独占的結合＝カル
テル化諸産業部門の製品を，高められた価格つまりカルテル価格で生産手段の諸要素として購入する
ことを強制されているのである。カルテル化諸産業は，「常に販路を見出す生産の基本額」を設定
して，生産制限・供給調整をおこない，それに対応した価格つまり生産価格以上に引き上げて価格
を決め，その高められた価格をもって自己の商品を生産手段の諸要素として充用する非カルテル諸
産業におしつけるわけである。｀かかる収奪関係を通じて，カルテル化諸産業は，非カルテル諸産業
の利潤の一部分を分け取り・横取りするのであるが，その程度は，結局，かかる「分け取り」。
　「横取り」によって，非カルテル諸産業部門の利潤率が「これらの部面から資本の流出をもって答
えられるであろう」程度にまで，「過度のおし下げ」にならない水準の点に抑制されざるをえなく，
その結果として，これらの部門の資本家自身を「カルテルの使用人」ｲﾋさせてしまう程度に利潤率
を引き下げ，非カルテル諸産業の存在それ自体をカルテル自らの利益において捉えていくその範囲
内に，非カルテル諸産業の価格水準を抑える~ということでなければならない。
　だから，これらの部門においては，かかる「資本の流出→資本の数と量との減少→生産量・供給
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量の縮減→競争の緩和→価値を上回る価格の形成→利潤率の上昇」といったメカニズムは，カルテ
ル化諸産業による非カルテル諸産業の支配のもとでは，一定の変容を余儀なくされることになる。
それは，非カルテル諸産業部門の利潤の一部分をカルテル化諸産業が分け取り・横取りした残余の
部分をめぐっての競争ではあるが，その部分は非カルテル諸産業部門の資本家の「持分」・「取分」
として約束された「固定的」性質のものであるというわけではない。つまり，それはカルテル化諸
産業と非カルテル諸産業との間の収奪と被収奪関係の枠外にあって，後者の自由’な処分に委せられ
ている部分であるというわけにはいかないのである。･資本の流出にともなって，この部門は上述の
ような利潤率の上昇を導き出すであろうが，この上昇部分がこの部門の資本家にとって取得される
という保障は全くないのである。資本の流出は，流出した資本も，それ以前には，参加していたこ
の部門の利潤に対するカルテルの分け取り・横取り部分を減少させることになるとすれば，利潤率
の上昇部分をめぐって，カルテル化諸産業は非カルテル諸産業に対する支配・収奪関係を通じて，
その「減少部分」の補填に当てる「代価」をそこから横取りするという場合もありうるであろう。
むしろ，それが実際的であり，論理的でもある。他方，資本が流入してきた産業部門では，それ以
前の競争下での場合に比べて生産量・供給量は拡大する。かくして，競争は激化して価格の低下を
余儀なくされ，その分だけ利潤がさらに減少し，利潤率が低下することになるであろう。
　このように，これらの部門における資本の流出入は，その資本の技術的・経済的諸性質からみて
あまり困難ではないが故に，結局は，独占的結合＝カルテル化諸産業と非カルテル諸産業との間の
支配・被支配＝収奪・被収奪関係のもとに，非カルテル諸産業部門間の資本の流出入＝移動を媒介
してこれらの部門の利潤率をより低い水準の点に均等化させていくことになるであろう。
　ところで，カルテル化諸産業部門の製品を生産手段の諸要素として充用する非カルテル諸産業部
門における資本の流出は，その結果として「資本の数と量との減少→生産量・供給量の縮減→諸
資本の競争の緩和→価値を上回る価格の形成→利潤率の上昇」を生じさせるのであるが，この利潤
率の上昇は，上述のように，それが直ちに，この部門の資本家の「利潤率の上昇→その取得」として
は必ずしもあらわれないということもありうるのであり，したがって，その場合，それは非カルテ
ル諸産業にとっては，カルテル価格の引上げによって減少させられた利潤の一部を補填するものにな
るというわけにはいかない。他方では，資本の流出は，それだけこの部門の生産量・供給量を縮減
せざるをえなくするので，それによって，生産手段の諸要素に対する需要が減退し，したがって，
その限りにおいて，カルテル化諸産業部門の製品に対する需要も減退することになり，その結果と
して，カルテル化諸産業部門の生産量・供給量もまた影響をうけざるをえなくなるはずである。
　ところで，カル’テル価格の引上げに･よって，直接影響をうける非カルテル諸産業部門における資
本家が，それによって減少させられた利潤を，他の非カルテル諸産業部門への資本の移動によって，
その一部をくい止めようとする場合，一般的には，より利潤率め高い非カルテル諸産業部門という
ことになるであろう。そうした非カルテル諸産業部門として考えられうるのは，競争的で，しかも，
カルテル化諸産業部門とは直接売買をおこなっておらず，したがって，上述のようなカルテル化諸
産業との間に支配・被支配＝収奪と被収奪関係がなく，カルテル価格の引上げの影響を直接うけて
いない産業部門であるということになるであろう（なお，この論理次元では，資本の有機的構成の
相異に基づく独占的結合＝カルテル価格の影響等の問題は捨象されている）。
　ヒルファディングによれば，資本の流出それ自体は，「資本規模が小さい産業部門においては，
資本の技術的性質からみて，あまり困難ではない」(S. 343,下, 122)が，しかし，ｒこの資
本がどこに向かうべきかという問題」(ibid.,同上）になると，簡単に「カルテル産業部門とは直
接売買をおこなっておらず，カルテル価格の引上げの影響を直接うけていない非カルテル諸産業部
門に……」というわけにはいかない。カルテル化諸産業部門と売買関係をもたず，カルテル価格の
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引上げの影響を全く受けていない非カルテル諸産業部,門が存在するとすれば，上述のような資本の
流出入運動が容易に展開されうるであろうが，それは実際的にも理論的にも一般的には考えられえ
ないことである。したがって，他の非カルテル諸産業部門への資本の流出が問題になってくるとし
ても，それについては,‘資本投下の小さい他の諸部面も同様に，カルテル化諸産業によってその利
潤の一部分が分け取り・横取りされるという収奪関係にあるわけであるから，ますます困難になる
といわざるをえない(S. 343,下, 122)。
　したがって，カルテル価格の引上げによって，直接影響をうける先の非カルテル諸産業部門の資
本家は，それによる利潤の減少，利潤率の低下を他の非カルテル諸産業部門への資本の移動を通じ
てその一部を埋め合わせるということは，けっして容易ではないということができよう。いずれに
せよ，他の非カルテル諸産業も同様に，カルテル化諸産業によって収奪されるので，これらの産業
部門では，外観上なお独立してはいるか，資本家の利潤は純粋な監督賃金の水準にまで引き下げら
れ，かれら自身がカルテルの使用人化してしまい，手工業の中間親方に類する中間資本家または中
間企業家に転落してしまうであろう(S. 343,下, 122-123)。そうした意味において，非カル
テル諸産業部門間の利潤（率）も「監督賃金の水準」にまでならされ，均等化されることになる。
したがって，これらの産業部門が非カルテル諸産業部門であり，技術的には資本の移動にはあまり
困難がない々しても，資本の流出入運動は，そうした意味においては,また，その限りにおいては,困
難化せざるをえないということになるのである。
　そうであるとすれば，カルテル化諸産業の価格引上げによる影響を直接うけることによって利潤の減
少，利潤率の低下を余儀なくされる非カルテル諸産業部門にあっては，資本の流出による生産量・供給
量の減少という事態は，それによって惹き起こされる牛牽手段の諸要素に対する需要の縮減をもたらす
ほどには生じえない，ということになるであろう。したがって，カルテル化諸産業は，自己の製品を生
産手段の諸要素として充用する非カルテル諸産業部門の資本流出にともなう資本の量と数の減少→生産・
供給量|の縮減にともなう牛産手段の諸要素に対する需要の縮減の影響をうけずにすみ。かくして，それ
による生産制限をおこなわずにカルテル価格の引上げを持続することができることになるであろう。
　しかし，カルテル化不能産業としての非カルテル諸産業部門は，「資本が僅少で経営の分散が甚だしい
産業部門」(S. 343,下, 122)であり，「利潤率の社会的平均以下への低下の傾向がある」(ibid.,
同上）部門である。これらの非カルテル諸産業部門では，すでに指摘したように，カルテル化諸産業に
よってその利潤（の一部）が分け取り・横取りされて，資本家の利潤は「監督賃金」にまで引き下げら
れ，カルテルの使用人となってしまっている。したがって，カルテル価格の一層の引上げは，その製品
を生産手段の諸要素として利用するこれらの非カルテル諸産業部門における利潤率のさらなる引下げを
意味し，これらの部門からの資本の引揚げをもって答えられるであろう(ibid.,同上）。しかし，非
カルテル諸産業はカルテル化不能産業であり，その価格は生産価格以下に，そして利潤は監督賃金にま
で引き下げられるという，この論理次元では，これらの部門からの資本の流出は，他の諸部門への流入
という形態をとるよりはむしろ資本の再生産過程からの引揚げという形態をもって答えられるであろう。
　しかし，ここでの非カルテル諸産業は独占的結合＝カルテル化諸産業との支配・被支配＝収奪・被
収奪関係にあるカルテル化不能産業としてのそれであり，その限りにおいて，独占的結合＝カルテル
化諸産業における「生産の基本額」の設定と価格形成，およびそれによる非カルテル諸産業の利潤の
分け取り･横取り→カルテル「超過」利潤の成立の問題を取り上げてきたが，とくに，カルテル価格の
引上げ可能性＝その限界については，次節「非独占的結合と利潤率の「低位」均等化傾向」での非力
ルテル諸産業のより具体的把握を通じて一般理論的に明らかにされよう。
　（六）すでに明らかにしてきたように，資本主義の競争段階においては，諸資本はより高い利潤率を
求めて自由に投資分野を選択し，無差別に諸産業部門間を流出入＝移動する。そのことによって，
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社会全体の諸産業部門の利潤率が均等化され，諸商品は価値においてではなく，生産価格において
販売されることになる。このように，そこには資本の部門間流出入＝移動による諸産業部門間の利
潤率均等化メカニズムが存在しており，かつ，それを前提とした生産価格の法則が支配していたの
である。すなわち，諸産業部門の資本の有機的構成と回転期間とはそれぞれ異なっており，商品が
価値どおりに販売されるとすれば，それらの相異に応じて各産業部門の特殊和」潤率は相異すること
になる。したがって，全面的な競争の支配下では諸資本の部門間競争が生じ，諸資本は利潤率の低
い部門から引き揚げ，高い部門に次々と移動していく。　。
　このような資本の流出入・=移動は，各部門における資本の数と量とを変化させることによって，諸
産業部門間の競争関係に変化を生じさせる。すなわち，利潤率の低い産業部門からの資本の流出は，
この部門の資本の数と量とを減少させ，その結果，諸資本の部門内競争は緩和されることになる。こ
うして「牛産量･供給量の減少→価格上昇」ということになり，価値を上回る市場価格＝生産価格が
形成される。他方，高利潤率の産業部門においては，他部門からの資本の流入によって資本の数と量
とが増大し，その結果，この部門の競争は激化する。こうして，この部門では，「生産量・供給量の
増大→価格下落」ということになり，価値を下回る市場価格＝生産価格が形成される。このようなメ
カニズムを通じて，各産業部門間の利潤率の不均等はならされ，均等化することになるわけである。
　しかし，この利潤率均等化の過程は，同時に，より高い利潤率をめざす個別資本のたえざる生産
方法の改良＝革新を通じての全面的な競争過程を媒介することによって展開されるが故に，平均利
潤率よりも高い個別利潤率を実現する資本がたえず出現し，各産業部門の特殊利潤率がたえず変化
するので，利潤率の均等化のたえざる破壊を内包している。したがって，利潤率の均等化は，この
ような利潤率の均等化のたえざる破壊を媒介しながら，「たえざる不均等の均等化」として自己を
傾向的に貫徹させていくことになるjところが，独占的結合＝カルテルが形成され競争が制限され
ると，事態は全く異なったものとなる。独占的結合＝カルテル化諸産業部門と非カルテル諸産業部
門との利潤率の構造的格差が存在することになる。主要な諸産業部門に独占的結合＝カルテルが形
成され競争が制限されると，これらのカルテル化諸産業部門と非カルテル諸産業部門との利潤率の
格差を消滅させ，利潤率の均等化を実現させていくべき資本の自由な部門間流出入＝移動のメカニ
ズムは崩壊し，資本の自由な移動は，長期的に，また構造的に阻止されることになるのである。
　独占的結合＝カルテル化諸産業部門の利潤率と非カルテル諸産業部門の利潤率との格差＝不均等は，
すでに明らかにしたように,･競争が全面的に展開したならば，非カルテル諸産業部門の資本家が実現
できたであろうはずの利潤の一部が，カルテル価格の引上げによって彼らがその製品を高められた
価格で生産手段の諸要素として購入することを余儀なくされることを通じて，独占的結合＝カルテル
に分け取り・横取りされることによって生じるものである。すなわち，売手側における独占的結合＝
カルテル化諸産業の形成はこの部門における競争を制限することによって競争メカニズムを根本的に
変革させ，そのことによって，部門間の力関係が破壊されバランスが崩れることによって，均衡価格と
しての生産価格形成メカニズムが止揚されることになる。すなわち，売手側に独占的結合＝カルテル
化諸産業が形成され競争制限や価格協定が結ばれると，競争が全面的に展開されるならば当然働くで
あろう価格引下げのメカニズムが，人為的に阻止される。他方では，買手側の非カルテル諸産業部門の
競争は，依然として，制限されておらず，したがって，価格をせり上げる働きをすることになる。
　このように，買手側である非カルテル諸産業部門では，依然として，－定の競争形態が維持され，
個別的，分散的であり，かつ無政府的状態であるのに対して，売手側である独占的結合＝カノレテル
化諸産業部門では，競争がきびしく制限され，固く団結した強大な結合力に基づく市場支配を可能
にしている状態であるということによって，両者の力関係は，全面的な競争下でならば成立したで
あろう一種の均衡状態から不均衡状態へと根本的に変化する。そのことによって，独占的結合＝カ
70 高知大学学術研究報告　第32巻　社会科学
ルテル化諸産業部門では，均衡価格たる生産価格を上回る不均衡な価格（生産価格十超過利潤），
つまり，カルテル価格,（生産価格十カルテル「超過」利潤）を形成する。それに対して，非カルテ
ル諸産業部門においては，両者の力関係が均衡状態であるならば成立したであろう生産価格を下回
る不均衡な価格（生産価格－カルテル「超過」利潤）の形成を余儀なくされるということになるの
である。
　すなわち，独占的結合＝カルテル化諸産業部門におけるカルテル価格の引上げは，その製品を生
産手段の諸要素として充用する非カルテル諸産業部門の利潤を収奪する’ことによってはじめて可能
となるということを意味する。つまり，それは利潤の部門間不平等＝不均等分配替えを通じてはじ
めて実現される性質のものである。したがって，ヒルファディングによれば，「カルテル利潤は，
先ず第一に諸競争部門の利潤の分け取り・横取り以外の何物でもない」(S. 343,下, 122)と
いうことになるのである。すなわち，競争が全面的に展開するならば成立するであろう生産価格を
上回るカルテル価格の形成・引上げは，相対的に，その製品を生産手段の諸要素として購買する非
カルテル諸産業部門の価格を，生産価格以下に引き下げることによってのみ実現されるというわ
けである。そうであるからこそ，ヒルファディングは，「カルテル化の外にある諸産業にとっては，
利潤率は低下する。非カルテル諸産業で価格がそれらの産業の生産価格以下に低落した額だけ，
カルテル価格はカルテル化諸産業の生産価格以上に上昇するであろう」(S. 344,下, 123 ―
124)と述べているのである。
　以上の諸点から明らかなように，カルテル「超過」利潤は総剰余価値・総利潤の不平等分配を先
ず第一の内容とするものであり，それは非カルテル諸産業部門の利潤の一部が，カルテル化諸産業に
よって，分け取り・横取りされる関係を表現したものであり,。したがって，それは独占的結合＝カ
ルテルカ1人為的に競争を制限し，価格を全面的競争がおこなわれていたならば成立するであろう生産
価格以上に引き上げることによって生じたものである。かくして，ヒルファディングによれば，独
占的結合＝カルテル化諸産業の結成は，先ず第一に，利潤率の変化を意味する。この変化は，他の資
本主義的諸産業＝非カルテル諸産業の犠牲において生じたものである。そうであるから，独占的結
合＝カルテル化の外にある諸産業＝非カルテル諸産業にとって利潤率は引き下げられる。非カルテ
ル諸産業で価格がこれらの産業の生産価格以下に低下した額だけ，カルテル価格は独占的結合＝カ
ルテル化諸産業の生産価格（全面的競争下であれば成立するであろう価格）を上回り，それだけ利
潤率も上昇するということになるわけである。
　しかし，独占的結合＝カルテル化諸産業部門におけるかかる利潤率の同一水準への「高位」平準
化＝均等化は，資本の部門間流出入＝移動によっては生じえない。なぜなら，独占的結合＝カルテ
ル化諸産業の結成は，まさに，その投下諸部面をめぐる自由な資本の競争が阻止されていることを
意味するからである。かかる利潤率の「高位」平準化＝均等化は，自己のカルテルを結成し，非力
ルテル諸産業部門の利潤（の一部）を分け取り･,横取りすることによって，より高い利潤率に参加
することを通じてのみおこなわれうる(SS. 342-344,下, 121 ―125)。すなわち，それが，独
占形成期における産業資本のカルテル化による独占的結合資本としての，資本のいわば「同等性」。
　●●●　　●●●●●●●●　　●●●●●●●●●●●●●●　　●●　　●●●●●「平等性」のあらわれであり，その実現形態としてのカルテル「超過」利潤であるということにな
る。だから，ヒルファディングによれば，「カルテル価格は，理論的には，結局｡生産価格十平均
利潤に等しくなければならない（５）」(S. 343,下, 123)と,いうことになるのであり，「カル
テル価格の引上げは，カルテル化不能諸産業における利潤率の引下げの可能性に，その限界を見出
す」(S. 344,下, 124)ということになるわけである。
田　拙稿，「金融資本の蓄穣様式剛」（「高知大学学術研究報告」第31巻，】982年, 110-111頁）。
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同上。
同上。
本間要一郎氏によれば，「かりにたとえば，鉄鉱業がカルテル化され鉄鉱価格が上昇したばあい，他の
事情に変化がなければ，それを原料とする銑鉄部門の利潤率を低下ざせるが，後者から前者への資本の移
動によって，この利潤率の不均等を調整することはできない。そこで，銑鉄生産者は，鉄鉱山そのものを
自らに結合するか（コンビネーション），あるいは自らカルテルを結成するか,ごいずれかの道を選ぶこと
になる。このように，原料一製品の系列による部門間の垂直的関連を通じて，カルテルが「資本主義的生
産部面をつぎつぎととらえるだろうことは明白」……だと（ヒルファディングはー中田）いうのである」
　（本間，「競争と独占」新評論, 1974年, 273―274頁）と。
　このように，ヒルファディングの所説を引用した後，この点に関して，本間氏は次のように述べておら
れる。すなわち，「たしかに，ある部門の資本がカルテル商品を生産手段として購入せ’ざるをえないとき，
かれの費用価格は上昇して利潤率を押し下げるから，自らも価格を吊り上げて一定の利潤を確保するため
に，カルテルを結成したいという誘惑にかられるであろう。しかし問題は，このような部門がカルテルを
結成してそれを有効に維持しうるだけの経済的基盤，すなわち，集積・集中の一定の高さを保持している
かどうかである。もしもこの基礎をかくならば，かりにカルテル的結合ができたとしても，すぐ崩壊せざ
るをえないのである。カルテル結成の波及を一種の均等化過程としてとらえるヒルファディングの視点か
らすると，右の基礎過程との関連が見失われてしまうのである」（同上, 274―275頁）。
　こうした本間氏の見解には根本的な難点がある。先ず, (1)非カルテル諸産業をどのように捉えるかとい
う問題であり，次に，氏の表現を借りれば, (2)「一種の均等化過程としてのカルテル結成の波及」をどの
ように捉えるかという問題である。ここでは，ことがらの性質上，これらをあわせて考えてみることにし
たい。先ず，非カルテル諸産業部門はすべて等しく資本が僅少であり，資本投下の小さい部門であって，
資本家の利潤は等しく「監督賃金」の水準にまでおし下げられ，みな，カルテルの使用人になっていると
いうわけではない。そのなかには，カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取り
による両者間の利潤率の格差＝不均等の形成，つまり非カルテル諸産業の利潤率の低下を，自らのカルテ
ル化による高い利潤率への参加によって克服するか，あるいは結合牛産|によって免れるか。といったよう
な経済的・技術的基盤をもつ大規模な個別諸資本が存在する非カルテル諸産業もあれば，また企業形態に
おいては，個人企業だけではなく株式会社形態の企業も存在している非カルテル諸産業もあるのである。
だから，個々の非カルテル産業部門では，それぞれ資本の有機的構成に相異があり，それぞれの有機的構
成に応じて異なる費用価格をもつということになるのである。
　そこで，カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りによるこれらめ部門の利
潤率の引下げを，･自己のカルテル化によって，他の非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りによる高
い利潤率へ新たに参加することによって克服しうる非カルテル諸産業とは，かかる経済的・技術的基盤を
もつカルテル化可能な諸産業部門であるということになる。したがって，「鉄鉱業がカリレテル化され，鉄
鉱価格が上昇したばあい……それを原料とする銑鉄部門の利潤率を低下させるが，後者から前者への資本
移動によって，この利潤率の不均等を調整することはできない。そこで，銑鉄生産者は鉄鉱そのものを自
らに結合するか……あるいは自らをカルテル化するか，いずれかの道を選ぶことになる」（同上）といわ
れる場合の銑鉄産業部門は，まさに，こうした経済的・技術的基盤をもつカルテル化可能産業でなければ
ならない。したがって，非カルテル諸産業のカルテル化による利潤率の「高位」平準化＝均等化の論理の
基本的特徴は，かかる論理的道筋において捉えられなければならない。
　他方，非カルテル諸産業には個人企業が支配的で「資本が僅少であり資本投下の小さい部門もあれば，
株式会社形態の資本が支配的であるが，カルテル化を可能ならしめる経済的・技術的諸条件を持ち合わせ
ていない部門もありうる。そうした意味において，これらの部門はカルテル化諸産業による利潤の分け取
り・横取りに対して，自らのカルテル化によって対応することのできないカルテル化不能産業であるとい
うことになる。彼らは，結局，非カルテル産業叱とどまって，カルテル化諸産業による利潤の分け取り･。
横取りによるその「負荷」を。非カルテル諸産業部門相互間の資本の流出入運動という「共同作業」を通
じて均等に分配していくことになるが，いうまでもなく，この過程がカルテル化諸産業による非カルテル
諸産業の収奪関係のもとでの後者における利潤率均等化の過程であり，限りな｡く一般利子率の水準に接近
していく低い水準での均等化傾向であるということができる。’
　ヒルファディングは，独占形成期における独占的結合＝カルテル化諸産業による市場支配・価格支配の論
理次元での利潤率均等化の論理を，かかる二側面において捉えているということができる。しかし，彼は
こうした「利潤率均等化」の論理をふまえて，さらに，独占的結合＝カルテル化諸産業のカルテル価格引
上げによる非カルテル諸産業における利潤の引下げが，これらの産業における競争と，したがってまた，
72 高知大学学術研究報告　第32巻　社会科学
．集積傾向とを激化させ，その結果として，これらの産業を，一方ではカルテル化能力あるものＲ:成長・転
　化（この場合は中・小カルテル化をも含むことに注意すべきである）するとし，他方では，すでにカルテ
　ル化されている産業によって併合・従属されるものとなる，と述べているのである。
　　したがって，このような独占形成期の論理展開の諸特質を全く無視して，「ヒルファディングの論理か
　らすると，カルテル化の進展は，いまや，たんに利潤率の相異からつぎつぎに生じうるのであって，r固
　定資本の増大」や「生産の集積」が少なくともカルテルの「波及」的成立にとって，本質的な意味をもつ
　ものでないということにならざるをえない」（同上, 275頁），との本間氏のヒルファディング批判は明
　らかにその理論的特質を全く無視した一面的なものといわざるをえない。
　　なお，この点に関しては，本文の第四章第２節「独占的結合と利潤率の「高位」均等化傾向」および第
　３節「非独占的結合と利潤率の「低位」均等化傾向」において詳論している。
（5）こうした点に関して，高山満氏は次のように述べておられる。すなわち｡，「ここでは，「カルテル価格」
　の構成が，「|生産価格十平均利潤率（平均利潤であろう一原文）」とされているが，こ|れでは何のことか
　さっぱりわからない。彼自身の文脈に従っても，「生産価格」といったものを持出すことは全く無意味
　で，おそらく「費用価格」のことであろう。しかし，そうなると費用価格十平均利潤＝生産価格というこ
　とになり，競争体系の下で成立する価格体系と同じことになり，何のためにこれまで競争制限の問題を論
　じてきたのか全く訳のわからないことになってしまう」（高山，「競争の形態変化と景気循環Ⅲ」，「東京
　経大学会誌」第84号, 1974年，81頁）。
　　この点に関しては，本文で明らかにしたように，ヒルファディング自身の文脈に従っても，やはり，こ
　こでは「費用価格」ではなく，「生産価格」でなければならない。「生産価格」とするこどに|よって，カ
　ルテル価格の構成要素たる「平均利潤率（平均利潤であろう）」が「変化した平均利潤（率）」，つまり，
　非カルテル諸産業部門の利潤の分け取り・横取り部分をその内容とするものであるということが理解され
　るであろう。このように考えれば，「そうなると，費用価格十平均利潤＝生産価格ということになり，競
　争体系の下で成立する価格体系と同じことになり，何のためにこれまで競争制限の問題を論じてきたのか
　全く訳のわからないことになってしまう」（同上）という問題は生じてこない。
　　３．非独占的結合と利潤率の「低位」均等化傾向
　（－）さて，すでにみてきたように，カルテル価格の引上げによって実現されるカルテル「超過」
利潤およびカルテル利潤率の弓丿上げは，非カルテル諸産業部門における利潤および利潤率を低下さ
せることによってはじめて可能となる。したがって，カルテル「超過」利潤は，先ず第一に，非力
ルテル諸産業部門の利潤の分け取り・横取り以外のなにものでもないということになり，問題は，
そのカルテル価格引上げが一体どの点まで可能でありうるか｡ということになる。
　ヒルファディングは，「カルテル価格の引上げは，カルテル化不能諸産業における利潤率の引上
げの可能性に，その限界を見出す」(S. 344,下, 124)と述べているが，そのまえに，このカ
ルテル価格の形成源泉となる非カルテル諸産業部門について，次のように述べている。すなわち。
　「我々のすでに知るように，資本が僅少で経営の分散が甚だしい産業部門では，利潤率の社会的平
均以下の傾向がある。カルテル化は，この傾向の強化を，これらの部門における利潤率の一層のお
し下げを意味する。このおし下げがどこまで進みうるかは，ごれらの生産部面の性質にかかる。過
度のおし下げは，これらの部面からの資本の流出をもって答えられるであろう。この流出は，これ
らの部面における資本の技術的性質からみて，あまり困難ではない」(S. 343.下, 122)。独占
的結合＝カルテル化諸産業部門におけるカルテル価格引上げの先ず第一の形成源泉となる非カルテ
ル諸産業部門は，すでに指摘されてきたように，すべてが「カルテル化不能産業」(S. 344,下，
124)というわけではない。
　或る非カルテル産業は，独占的結合＝カルテル化諸産業のカルテル価格の引上げによる「利潤の分
け取り・横取り→利潤率の引下げ」に対抗して，自らをカルテル化することによって高められた利
潤率の形成＝利潤率の「高位」平準化＝均等化に参加するか，または，自らを結合生産化させるこ
とによってカルテル化諸産業の影響から免れようとするか，といったようにその可能的諸条件
金　融　資　本　の　蓄　積　様　式（ｎ） (中田) 73
を有している場合もありうるのであるが，ここではむしろ，そうした経済的・技術的諸条件を有
していない独占的結合＝カルテル化不能諸産業が対象とされ，かかる非カルテル諸産業と独占的結
合＝カルテル化諸産業との収奪・被収奪関係に基づく後者による前者の利潤の分け取り・横取り，
つまり「カルテル価格の引上げ→非カルテル諸産業の利潤の収奪」がどこまで可能でありうるかと･
いうことが問題になるのである。
　したがって，ここで取り上げられている非カルテル諸産業部門は，独占的結合＝カルテル化諸産
業の市場支配・価格支配のもとで，それ自体，資本規模も小さく経営の分散も甚だしいカルテル化
不能諸産業部門であり，それ故に，そこでは無政府的な激しい競争がおこなわれて，利潤率も社会
的平均以下への低下傾向を示している産業部門である。しかし，カルテル化諸産業の価格引上げは，
これらの部門の利潤を分け取り・横取りすることによって，かかる社会的平均以下への利潤率の低
下傾向を一層強めることになる。かくして，利潤率は，「二重化」してあらわれる。すなわち，一
方では，独占的結合＝カルテル化諸産業部門による非カルテル諸産業部門の収奪関係を通じて，前
者の利潤率は全面的競争の下でならば成立するであろう平均利潤率を上回る水準の点に「高位」平
準化＝均等化し，他方では，後者の利潤率はそれを下回る水準の点にますます引き下げられ，そう
した意味において，低い水準に平準化＝均等化していくことになる。では，この引下げ，したがっ
て，カルテル価格の引上げ→これらの部門からの利潤の収奪は，どこまで進みうるのであろうか。
ヒルファディングによれば，それは「これらの生産部門の性質にかかっている」(S. 343,下，
122)といわれる。
　ヒルファディングは，結局，カルテル価格引上げの最大可能性の析出を，カルテル化不能諸産業
部門としての非カルテル諸産業部門に求めることになる。なぜならば，これらの部門はすべて競争
下にあり，資本の技術的性質からみて資本の流出はあまり困難ではないが，しかし，この資本がど
こに向かうべきかという問題と関連させて考えれば，この流出はたちまち困難となり，そのことに
よって，ぎりぎりの点にまでカルテル価格の引上げ可能性＝その限界を求めることができるからで
ある。すなわち，資本投下の小さい他の非カルテル諸産業部門も同様に，独占的結合＝カルテル化
諸産業によって収奪され，外観上はなお独立している資本であるとはいえ，その利潤は純粋な監督
賃金となり(1)彼らはカルテルの使用人となり，手工業の中間親方に類する中間資本家または中
間企業家となることを余儀なくされるという，そのことによって，すでに，これらの非カルテル諸
産業部門におけるカルテル価格の引上げ可能性＝限界性は，謬論的にも実体的にも容易に明らかに
されうるからである。
　しかし，この論理次元では，いまだなお，非カルテル諸産業部門は独占的結合＝カルテル化諸産
業によって収奪されている「資本投下の小さい諸部門」であるという側面から取り上げられている
だけであり，非カルテル諸産業部門がいかなる資本形態・企業形態をとっているのか，つまり。
　「結合」資本形態＝株式会社形態をとっているのか，それとも，いまなお，個人資本＝個人企業形態
を存続させているのか，というような条件は一切捨象されており，むしろ，「資本投下の小さい諸
部面」｡という範囲において一括するという極めて限定されたものとして捉えられてきたのである。
もちろん，ここでの資本形態が個人資本＝個人企業であるということは容易に推量しうることであ
る。したがって，この論理次元においてさえも，非カルテル諸産業に個人企業が存在する限りでは，
これらの部門における利潤率引下げの可能性＝その限界つまりカルテル価格の引上げ可能性＝その
限界は，これらの部門の資本家の利潤を「監督賃金」以下には低下しない水準の点に見出すことが
できるということになろう。むろん，かかる諸要素を捨象した論理次元での推論とそうでない場合
とでは次元を異にするものであるが，そのことは前提したうえでのことである。しかし，非カルテ
ル諸産業が株式会社形態をとっている場合と個人企業形態にとどま７ている場合とでは，資本の性
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　格も，したがって，競争能力も異なっており，利潤の取得，分配形態もおのずから相異がある。そ
　こで，ヒルファディングは，これらの諸要素をカルテル価格引上げ要因のなかに取り込むことによっ
　て，この問題をより具体的な抽象的論理次元において考察することになる。
　　（二）ヒルファディングは次のように述べている。「カルテル結成は，平均利潤率における一変化
　を意味する。利潤率は，カルテル化諸産業で’は上昇し，非カルテル諸産業では低下する。この相異
　は結合生産とさらに進んだカルテル化とに至らしめる。カルテル化の外にある諸産業にとっては，
利潤率は低下する。非カルテル諸産業で価格がそれらの産業の生産価格以下に低落した額だけ，カ
　ルテル価格はカルテル化諸産業の生産価格以上に上昇するであろう。非カルテル諸産業に株式会社
　が存在する限りでは，価格は，Ｋ十Ｚ（費用価格十利子）以下には低下しえない。というのは，そ
　うてなければ，資本の投下は不可能であろうからである。かくしてノカルテル価格の引上げは，カ
　ルテル化不能諸産業における利潤率の引下げの可能性にその限界を見出す。非カルテル諸産業の部
　門では，ここでは種々の投下部面をめぐる資本の競争が存続することによって，より低い水準への
　利潤率の均等化かおこなわれる」(S. 344,下, 123―124)と。
　　この前段の論理は，これに先立つヒルファディングの次の所説を直接うけたものである。すなわち／
　「カルテル価格の引上げによって実現される利潤率の引上げは，他の諸産業部門における利潤率を
　低下させることによってしか惹起されえない。カルテル利潤は，先ず第一に，他の諸産業部門の利
　潤の分け取り・横取り以外の何ものでもない」(S. 343,下, 122)という論理をふまえて，か
　くして，「カルテル価格は，事実上，需要にかかっている。しかし，この需要自体が資本家的需要
　である（2）」(ibid.,下,123)･と結論したうえで，カルテル価格は，結局，「生産価格十平均利
　潤に等しくなければならない」(ibid.,同上）と規定し，その価格規定を直接うけて，独占的結合＝
　カルテル化諸産業の形成力七非カルテル諸産業部門の利潤を分け取り・横取りすることによって，カ
　ルテル化諸産業部門の利潤率と非カルテル諸産業部門の利潤率との格差＝不均等を生じさせるので
　ある。したがって，カルテル価格＝「生産価格十平均利潤」という場合の「この平均利潤そのもの
　は変化している」(ibid.,下, 123)のである。これが，先の「前段の論理」に先立つ彼の所説で
　ある。
　　しかし，この格差＝不均等は，差し当たり，非カルテル諸産業が自己を結合生産化することによっ
　て，独･占的結合＝カルテル化諸産業の影響から免れるか，あるいは自らをカルテル化し，他の非力
　ルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りに参加することによって，利潤率の「高位」平準化＝均等化
　を実現する方向に向かうか，することを通じて回避されることになる。したがって，かかる利潤率の
　格差＝不均等は，「結合生産とさらに進んだカルテル化とに至らしめる」(S. 344,下, 123),
　とヒルファディングは述べているのである。しかし，この道は，「非カルテル諸産業のカルテル化
　→他の非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りへの新たな参加→利潤率の「高位」平準化＝均
　等化」という非カルテル諸産業の独占的結合＝カルテル化産業への転化による利潤率均等化の方向
　である。したがって，独占的結合＝カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の収奪関係に基づく
　両者の間の構造的な利潤率格差＝不均等，つまり，「カルテル価格の引上げによって実現される利潤
　率の引上げ」はどこまで可能でありうるかというカルテル価格引上げの可能性＝その限界を，この
　ようなカルテル化可能産業たる非カルテル諸産業に求めるわけにはいかないのである。
　　そこで，ヒルファディングは，その対象部面を「カルテル化不能諸産業」としての非カルテル諸
　産業に求めることによって，カルテル価格の引上げは，「カルテル化不能諸産業における利潤率の引
　下げ可能性にその限界を見出す」(S. 344,下, 124)と主張したのである。彼によれば，独占
　的結合＝カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の収奪関係に基づいて，「カルテル化の外にあ
　る諸産業にとっては利潤率は低下する。’非カルテル諸産業で価格がそれらの産業の生産価格以下に
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低落した額だけ，カルテル価格はカルテル化諸産業の生産価格以上に上昇するであろう」(ibid.,
同上）と述べたうえで，非カルテル諸産業部門に株式会社が存在する限りでは，非カルテル諸産業
の「価格はＫ十Ｚ（費用価格＋利子）以下に低下しえない」(ibid..同上）ということ，すなわち，
カルテル価格の引上げはカルテル化不能産業としての非カルテル諸産業における利潤率の引下げが
　「Ｋ十Ｚ（費用価格十利子）」以下に低下しないという水準の点に，その限界があるということに
なる。しかしながら，この論理次元においては，いまだなお，非カルテル諸産業は各個の井カルテル
産業として，費用構造を異にする独立した別個の資本存在ではなく，むしろ，それとしてひとくく
りにされたままで取り上げられている忙すぎない存在である。したがって，そこではそれぞれ資本
の有機的構成が異なり，したがって，カルテル価格との関連において，いかに異なった費用価格が
形成されるか，等々の諸条件は捨象されているのである･。ここでは，そうした限定のうえでかかる
非カルテル諸産業部門に株式会社が存在する限りという問題設定に基づいて，これらの部門におけ
る利潤率の引下げ，およびそれと相対するカルテル価格の引上げの可能性＝その限界を論定してい
るのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヽ
　しかし，ヒルファディングによれば，「非カルテル諸産業の内部では，ここでは種々の投下部面
をめぐる資本の競争が存続することによって，より低い水準への利潤率の均等化かおこなわれる」
　(ibid.,同上）ということであるから，これまでの論理的限定枠をはずして，そのなかに，「個々
の非カルテル産業では，それぞれの有機的構成に応じて異なる仕方で費用価格が上がる…-‥」。
　(ibid.,同上）等々の諸条件を取り込まなければならないことになる。そこではじめて，先の
　「非カルテル諸産業の内部では，ここでは種々の投下部面をめぐる資本の競争が存在することによっ
て，より低い水準への利潤率の均等化かおこなわれる」(ibid.,同上）という論理次元でのカルテ
ル化不能諸産業におけ｡る利潤率の引下げの可能性＝その限界，つまり，カルテル価格引上げの可能
性＝その限界の論理をより「具体的」｡に，より一般的に展開することができるようになる。
　そこで，次にはこうした問題が取り上げられることになるが，そのまえに，「非カル,テル諸産業
に株式会社が存在する限りでは，価格は「Ｋ十Ｚ（費用価格十利子）」以下には低下しえない」
　(ibid.,[Rl上）ということについて，いま一歩踏み込んだ検討をおこなってみよう。
　（三）ヒルファディングによれば，先の「引用」で示されたように，カルテル価格の引上げは，非
カルテル諸産業の価格がその「生産価格」以下に低落した額だけ,‘カルテル化諸産業の「生産価格」
を上回ったものであるとしたうえで，「非カルテル諸産業に株式会社が存在する限りでは,゛価格は
Ｋ十Ｚ（費用価格十利子）以下には低下しえない。,というのは，そうでなければ，資本の投下は不
可能となるからである（３）」と。すなわち，非カルテル諸産業部門に株式会社が存在する場合に限っで
みれば，株式会社は，その利潤率が一般利子率以下に落ち込むことになれば，創業者利得の獲得も配
当の支払もできなくなるので，経営はなりだちえなくなる｡という論拠によるものである。
　ところで，個人企業の場合には，その価格は「Ｋ十Ｚ（費用価格十利子）」以下に低下しうるの
であろうか。非カルテル諸産業部門に個人企業が存在する場合に限ってみれば，創業者利得も配当
も支払う必要はない。個人企業が独占的結合＝カルテル化諸産業からの独立を断念し，その使用人
になることを甘受せざるをえないとすれば，彼らの利潤は「監督賃金」の水準の点にまで引き下げ
ることができるということになるであろう。したがって，その限りでは，個人企業の価格は「Ｋ十
Ｚ（費用価格十利子）」以下に引き下げることもできるということになる。しかし，外観上の独立
だけでなく，実質的にもそれを維持しようとすれば，これらの部門の価格は，監督賃金を或る程度
超える利潤が確保される水準の点以下には低下しえないということでなければならないであろう。
ことに，個人企業は利潤のうちから彼自身の生計を支弁しなければならない。だから，一定の
限度以下に利潤が引き下げられるとすれば，彼らはその資本の一部分を自分自身の生計のために当
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て=なければならず，経営手段そのものを失うことになる。かくして，破産するか，さもなければ資
本としての独立は放棄して外観上の独立を選ぶかである。しかし，この場合は，「カルテルの使用
人となり，手工業の中間親方に類する中間資本家または中間企業家となる」(S. 343,下, 123)
ことを甘受せざるをえない。その意味においては，株式会社は利潤率が一般利子率以下に落ち込ま
ない限り，つまり一般利子率の水準まで引き下げられてもなお経営を存続しうるので，個人企業に
比してその抵抗力は大きいということができよう。しかし，その場合でも，監督賃金を超える収益
がなければ，創業者利得の獲得も配当の支払もできなくなるので，その経営は困難になるというこ
とであろう。この点に関して，ヒルファディングは競争の論理次元においてではあるが，第三篇
　「資本の動員，擬制資本」第７章「株式会社」において，およそ次のように論述している。
　株式会社は，その構成によって価格戦においても優越している。株式擬制資本の運動法則が確立
し，株式配当が利子化した論理次元では，創業者利得が生じ，銀行がそれを手に入れるとしても，
また高い管理費や役員配当などによって，利潤が減少したとしても，順調に発展しているとき
には，収益は利子をはるかに超える。この高められた収益は株主のものとなる必要はない。その一
部分は企業の強化に，減価償却基金の積み立てに当てられうる。これが，恐慌・不況時には，個人
企業に比してより強固な支えを株式会社に与えることになる。同時に，大きな準備金はより安定的
な配当政策を可能にし，それによって，株式相場を高くする。あるいは，この収益のうちから一部
分が蓄積されえ，したがって，現実に機能し利潤を生産する資本が，名目資本を増大させることな
しに，増大されうる。これもまた，準備金の積立にもまして株式の現実価値を上昇させること
になる。景気が下向し，競争が激しくなると，株式会社は株式の価格を生産価格（費用価格十平均
利潤）以下に下げて，「Ｋ十Ｚ（費用価格十利子）」に等しい価格まで引き下げることができる。
それでもなお，平均利子に等しいか，または，それをわずかに下回るにすぎない配当を分配しうる
であろう。このため，株式会社の抵抗力は個人企業に比してはるかに大きいということができる。
　個人企業は，平均利潤を実現しようと努力するであろう。ことに，個人企業はその収益のうちか
ら，彼自身の生計を支弁しなければならない。そこで彼の利潤が一定の限度以下に下がれば，彼は
その資本の一部分を自分の生計のために消費することになり，経営手段が失われ，彼は，破産する
か独立を失ってカルテルの使用人となるかのいずれかになる。株式会社はそうではない。擬制資本
の運動法則の確立している論理次元では，産業株式会社の総利潤すなわち利子と企業者利得とを含
む配当は，擬制価格たる株式資本（額）に対して利子化する。すなわち，配当に当てられる利潤が，
利子に当たるように逆算された擬制価格に等しく株式資本が設定されるわけである。したがって。
　「株式会社は，株式資本の利子を支払うことに努力する」(S. 172,上, 256)だけでよいとい
うことになるのである。そして，ついでにいえば，この擬制資本（＝株式資本額）と現実機能資本
との差額が創業者利得であり，創業者の手に帰するのである。
　ところで，個人企業は，すでに指摘したように，利潤の一部を自分の生計のために消費しなけれ
ばならないが故に，利潤が一定限度以下になれば自分の経営手段を消費せざるをえなくなることに
よって，さらに資本を減少させ，したがって，さらに資本の不足をきたし経営の破滅を導くこと
になる。･純益なしには営業しえないという強制は，まさに個人企業にとっては，「直接，身の破滅
へと導く強制」法則として作用するが，このような強制は株式会社には一般に存在しない。
　株式会社は，一般に損をしないで操業する限り存在しうるのである･。かかる「強制法則」が作用
するとすれば，それは株主に対してかれの株を売ることを強要するという形態であらわれるであ
ろう。しかし，この株式の売却は現実機能資本（家）にはなんら影響しない。したがって，純益が
なくなったのではなく減少したにすぎないならば，株式会社はなお永く存続しうるということにな
る（４）。純益が配当の平均率以下に下がったならば，株式の価格は下がるであろう。新たな買手は
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前からの所有者と同じく，いまや，収益をより低い資本に対して計算する。株式の相場価値は下がる。
　しかし，企業はもはや平均利潤を産まないので，産業資本家の立場からは有利ではなくなったと
はいえ，新たな買い手にとっては充分有利である。また前からの所有者も，企業が操業を停止すれ
ばただ損失が増大するだけである。損をしながら操業する株式会社でも抵抗力はより大きい。この
ような場合には，個人企業ならば敗退し破産せざるをえないが，株式会社は資金を容易に調達しう
るので，比較的･たやすく「再組織」されうる。　損失が株式資･本の縮減として表現されることによっ
て，収益は小さい資本に対して分配され，その後はこの資本にふさわしいものとなる。収益がない
場合には新たな資本が調達され，それがより低く評価された旧資本と一緒にされて，以後は充分な
収益を上げることになる(SS. 172―173,上, 256―257)。だから，個人企業ならば，敗退
し破産せざるをえないであろうような利潤率の低落，つまり，一般利子率の水準にまで引き下げ
られたとしても，株式会社は，その経営を維持しうるというわけである。なお，これ以上の究明は
配当（率）の利子化と創業者科得の展開過程の解明を待たなければならない。しかし，それは，後
述の第五章「金融資本の支配と創業者利得」において詳述されるであろう。
　このように考えてくると，「非カルテル諸産業に株式会社が存在する限りでは，価格は／Ｋ十Ｚ
　（費用価格十利子）以下には低下しえない」(S. 344,下, 124)というそのことは，株式会社
が個人企業に比して価格引下げの可能性が小さいということを意味するものではないということで
ある。資本としての企業の独立性の維持を前提にする限りでは，株式会社は個人企業に比して，は
るかに価格引下げに対する抵抗力をもっているということができる。この優位性は，単に全面的競
争の論理次元においてだけでなく，競争制限に基づく独占的結合＝カルテル化諸産業の市場支配・
価格支配の論理次元においてもまた，十分な論拠のあるものといえるであろう。
　カルテル化不能産業としての非カルテル諸産業といえども，後述するように，個々の非カルテル
産業は資本の有機的構成を異にしており，したがって，それに応じて費用構造も異なっている。こ
れらの部門における資本の技術的性質からみて，非カルテル諸産業部門間の資本の流出入は困難で
はない。「非カルテル諸産業の内部では,てこでは種々の投下部面をめぐる資本の競争が存在する
ことによって，より低い水準への利潤率の均等化かおこなわれる」(ibid.,同上）ことになるので
あるから，この競争戦においても，株式会社はその組織形態の特質に基づく優位性を発揮すること
になるであろう。しかし，これらの非カルテル諸産業はカルテル化不能産業であって，自らを独占
的結合＝カルテル化することはできない。彼らは，独占的結合＝カルテル化諸産業との収奪・被収
奪関係のなかで，非カルテル産業に身を置く以外にないとすれば，その価格は，Ｋ十Ｚ「（費用価
格十利子）」以下には低下しえない水準の点を，いかに上回る形で競争戦を展開していくかという
ことになる。しかし，この段階では，いまだなお，「資本の有機的構成の相異→異なる費用構造」
といった，より具体的条件を取り入れた非カルテル諸産業部門の存在，およびそうした産業諸部門
間の諸資本の流出入問題は検討対象になってはいないのである。
　以上述べてきたことから明らかなように，ヒルファディングは独占的結合＝カルテル化諸産業と
非カルテル諸産業との収奪･被収奪関係のもとで，非カルテル諸産業における価格引下げの可能性＝
その限界をこれらの部門への資本の投下可能性の最低条件の維持の観点から，次の二つの側面にお
いて把握しようとした。すなわち，（1）これらの部門に資本が僅･少で経営の分散が甚だしい個人企
業だけが存在する限りでは，価格はこれらの資本家にとって／いわゆる「純粋な監督賃金」の程度
にまで引き下げることができるであろうということ，しかし，この場合には，彼らは独立を失って
カルテルの使用人化するということ, (2)これらの部門に株式会社が存在する限りでは，価格は
　「Ｋ十Ｚ（費用価格年利子）」程度にとどめなければならないであろうということである。かくし
て，「カルテル価格の引上げは，カルテル化不能諸産業における利潤率の引下げの可能性にその限
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　界を見出す」(S. 344,下, 124)ということになるのである。そして，ここに先ず，カルテル
　価格の引上げの第一の限界がある，とヒルファディングは主張するのである。
　（五）ところで，非カルテル諸産業部門は，すべて等しく資本が僅少で，したがって，資本投下の
　小さい部門であって，資本家の利潤は等しく監督賃金の水準にまで引き下げられているというわけ
　ではないし，これらの部門の資本家はすべてカルテルの使用人になり下がってしまっているという
　わけでもない。そのなかには，カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取
　りによる両者の間の利潤率格差＝不均等の形成つまり非カルテル産業め利潤率の低下を，自らのカ
　ルテル化による高い利潤率への参加によって克服するか，または結合生産によって免れるか，といっ
　たような経済的・技術,的諸条件を有している大規模な個別諸資本が存在する非カルテル諸産業もあ
　れば，また企業形態においては個人企業だけではなく株式会社形態の企業も存在している非カルテ
　ル諸産業もあるということである。したがって，個々の非カルテル産業部門ではそれぞれ資本の有
　機的構成に相異があり，それぞれの有機的構成に応じて異なる費用価格をもつということになるで
　あろう。そこで，以下述べるように，「非カルテル諸産業の内部では…･･･種々の投下部面をめくへる
　資本の競争が存続することによって，より低い水準への利潤率の均等化かおこなわれる」(ibid.,
　同上）ということになる。
　　ヒルファディングは，こうした非カルテル諸産業部門間の競争の存在→利潤率の均等化の論理を
　ふまえて，「カルテル価格の引上げは，非カルテル諸生産物の価格を変化させずにはおかない。こ
　の変化は，非カルテル諸産業の内部でおこなわれる利潤率の均等化に起因する」(ibid..同上）と
　述べ，これまで，ひとくくりにされて取り扱われてきた非カルテル諸産業が「それぞれの有機的構
　成に応じて異なる仕方で費用価格が上がる」(ibid.,同上）ところの，個々に独立した非カルテル
　諸産業として捉えられ，それが非カルテル諸産業における価格の引下げの可能性＝その限界を析出
　する諸要素に取り込まれることになる。そしてそのことによって，カルテル価格の引上げの問題は，
　「非カルテル諸産業の内部では，ここでは種々の投下部面をめぐる資本の競争が存続していること
　によって，より低い水準への利潤率の均等化かおこなわれる」(ibid.,同上）という論理次元での
　問題として措定されることになる。そして，ここから，後述するようにカルテル価格の引上げによ
　る非カルテル諸産業における生産費の上昇は，直ちにすべてそのまま消費者に転嫁されるというの
　ではなく，一定の事情のもとでは，価格の低下さえもありえるという見解を導き出すことになるの
　である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　　本論に入るに当たって，ヒルファディングは，先ず，最も単純化したケースを想定する。すなわ
　ち，「かりに，非カルテル産業が一つの単一体をなすとすれば，非カルテル諸生産物の価格は不変
　のままであろう。この価格は，以前よりも低い利潤率をしか意味しないであろう。というのは，原
　料の価格が，したがって，費用価格が高くなっているからである」(ibid.,同上）。いうまでもな
・く，非カルテル産業が単一体であれば，原材料をカルテル価格で購入したとしても，すなわち，原
　料価格が，したがって，費用価格が高くなったとしても，非カルテル生産物の価格それ自体は変化
　なく以前と同じものである。ただその場合，その価格は以前よりも低い利潤および低い利潤率しか
　意味しないであろう，ということである。
　　このように，この論理次元では。これまで展開してきたカルテル化諸産業における非カルテル諸
　産業の利潤の分け取り・横取りが一定の条件のもとで非カルテル諸産業部門の利潤率をいかに引き
　下げ，そのことが，これらの部門における価格の引下げの可能性＝その限界をいかに規定し，逆に，
　それがカルテル価格の引上げの可能性をいかに制約することになるか，という論理をふまえたうえ
　で，先ず，それを最も単純化することによって，当面の課題解明のための理論的基準を析出する。
　すなわち，それは，カルテル価格の引上げが，「非カルテル諸産業部門間の競争の存続→利潤率均
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等化」を通じて非カルテル諸生産物の価格の変動をもたらす，ということによるこれらの部門にお
ける価格引下げの可能性＝その限界を明らかにするための一定の理論的基準を提示するものである
ということができる。これまでの論理の特徴は，非カルテル諸産業部門，とくに個人経営が支配的
であるカルテル化不能諸産業では，資本が僅少で経営の分散が甚だしく，･しかも利潤率も社会的平
均以下への低下の傾向にある競争産業部門であるが故に，生産手段の諸要素を，高いカルテル価格
で購入せざるをえないときにも，その分を自分の生産物の販売価格に転化させることができなかっ
たし，また，他の非カルテル諸産業部門へ資本を移動させることによって，その一部分を補填する
ことも，これらの諸部門がみな等しくカルテル化諸産業の影響をうけているので困難であった。し
たがって，これらの諸部門は生産手段の諸要素のカルテル価格引上げの分だけ利潤が削減され，利
潤率が引き下げられることになるというのであった。
　ところで，最も抽象化・単純化された仮定として，「非カルテル産業が一つの単一体」であると
すれば，非カルテル産業は，その生産手段の諸要素を全面的競争下の場合よりも高いカルテル価格
で購入するにもかかわらず，したがって，その分だけ費用価格が上昇したにもかかわらず，それを
自分が生産した商品の価格に転嫁できないが故に，価格は，競争が全面的に展開していれば成立す
るであろう市場価格＝生産価格以下に，つまり，「生産価格－カルテル「超過」利潤」の水準に設
定せざるをえないが故に，生産手段の諸要素のカルテル価格の引上げ分だけ利潤の減少および利潤
率の低下を余儀なくされるということになる。すなわち，「非力拘テル産業が一つの単一体をなす
とすれば，非カルテル諸生産物の価格は不変のままであろう。この価格は，以前よりも低い利潤率
をしか意味しないであろう。というのは，原料の価格が，したがって費用価格が高くなっているか
らである。以前は，価格が100,利潤率が20％だったとすれば，これがいまでは10％に下がる。な
ぜならば，以前80だった費用価格がカルテル結成によって，いまでは90に上がっているからである」
(ibid.,同上）。したがって，カルテル価格の引上げによるカルテル「超過」利潤は，すべてこの
非カルテル産業の利潤を直接に分け取り・横取りしたものであって，非力少テル産業の利潤の減少
量と量的に一致するということになる。
　この場合，カルテル化産業部門における価格の引上げは，非カルテル産業部門からの「資本の流
出→需要の減退」が生じえないということによって，したがって，「需要の減退→価格の変動」も
起こりえないということによって，カルテル化産業はその生産を制限することなく，価格を引き上げ
ることができるということになる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
，このように，非カルテル諸産業を「一つの単一体」とする最も抽象化・単純化した論理次元で，カ
ルテル価格の引上げ可能性についでの一定の理論的基準をおさえたうえで，この問題をすでにくり
返し指摘してきたように，複数の非カルテル産業が存在し，「個々の非カルテル産業では，それぞ
れの有機的構成に応じて異なる仕方で費用価格が上がる」(ibid.,同上）という諸条件をカルテル
価格引上げの形成要因に取り込むことによってはじめて，「非カルテル諸産業部門をめぐる資本の
競争→より低い水準への利潤率の均等化」という独占的結合＝カルテル化諸産業の市場支配の論理
次元における非カルテル諸産業の価格引下げの可能性＝その限界，つまり，カルテル価格引上げの
可能性＝その限界の問題を一般理論的に解明することが可能となるのである。
　（六）ヒルファデ･インクによれば，「しかし，個々の非カルテル産業では，それぞれの有機的構成
に応じて異なる仕方で費用価格が上がるので，その間に均等化かおこなわれなければならない。･カ
ルテルによって騰貴した原料をより大量に消費する諸産業はiその生産物の価格を引き上げざるを
えず,･より少なく｡消費する諸産業はその価格の引下げを経験するであろう。言い換えれば,｡その資
本の有機的構成が平均以上である諸産業は生産価格の上昇を，資本構成が平均以下の諸産業は生産
価格の低下を経験するであろうが，平均的構成の諸産業では生産価格は不変のままである。通例は，
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価格上昇だけに着目して，それから直ちに生産費の上昇はすべてそのまま消費者に転嫁されうるも
ののように考える。しかし，生産費の上昇が，一定の事情のもとでは，価格の低下をさえ誘致する
ものである（なお，註において，ヒルファディングによれば，ここでの資本の有機的構成とは，社
会的総資本の平均的有機的構成をいうのではなく，非カルテル諸産業のそれを意味するにすぎない，
としている」(SS. 344―345.下, 1-24―125)。
　ここにみられるように，これまでのカルテル価格およびカルテル利潤論のなかでは，捨象されて
きた非カルテル諸産業の有機的構成の相異，したがって，異なる費用価格の形成→利潤率の不均等
化による諸部門間の資本の流出入運動→利潤率均等化の論理が，そのなかに取り込まれることになる。
そのことによって，ヒルファディングはカルテル価格引上げの可能性＝その限界とカルテル超過利
潤形成の論理を次のように，より「具体的」に，より一般的に展開していくのである。
　独占的結合＝カルテル化諸産業の製品を生産手段の諸要素として充用している非カルテル諸産業
は，それを高められた価格＝カルテル価格で購入することを余儀なくされるが，各々の非カルテル
産業はそれぞれ資本の有機的構成を異にしているのである。生産手段の諸要素の購入に当たっても，
各々その規模を異にする。資本の有機的構成のより高度な産業は，それだけより大量に生産手段の
諸要素を必要とする。そこで，生産手段の諸要素をより大量に消費する諸産業は，それだけ費用価
格のなかのカルテル価格のしめる割合が大きくなることによって，それだけ費用価格を上昇させる
ことになるので，その生産物の価格を引き上げざるをえなくなるであろう。他方，より少なく消費
する諸産業は，それだけ費用価格のなかのカルテル価格のしめる割合が小さくてすむことによって，
それだけ費用価格をおさえることになるので，その価格の引下げを経験するであろう，というわけ
である。すなわち，非カルテル諸産業にあっては，資本の有機的構成が平均以上（いうまでもなく，
ここでは社会的総資本の平均的有機的構成をいうのではなく，非カルテル諸産業のそれを意味する）
の諸産業は，生産価格の上昇を生じさせ，他方，資本の有機的構成が平均以下の諸産業は，生産価
格の低下を経験するであろう。しかし，平均的構成の諸産業では生産価格は変化しないということ
になるであろう。
　このように，非カルテル諸産業は，各々，資本の有機的構成を異にしており，独占的結合＝カル
テル化諸産業の供給する製品つまり生産手段の諸要素に対する需要の程度も異なっているのである
から，カルテル価格の引上げによって騰貴したカルテル製品を生産手段の諸要素としてどれだけ充
用するのか，すなわち，カルテル価格が非カルテル諸産業の生産物の費用価格にどれだけ入り込む
のか，というその程度如何に応じて異なる仕方で費用価格が上昇するであろう。したがって，非
カルテル諸産業における利潤率にもまた不均等が生じざるをえないということになるのである。か
かる利潤率の不均等の形成は，これらの部門間に資本の流出入運動を惹き起こし，激しい流出入運
動の結果として，このような不均等がならされて利潤率の均等化がもたらされるということになる
であろう。
　ところで，非カルテル諸産業部門間に成立するこの利潤率均等化なるものは，競争が全面的に展
開していれば成立するであろう利潤率均等化の水準の点よりも，むしろ「低められた利潤率の均等
化」であるということができる。なぜならば，それは生産手段の諸要素たる製品のカルテル価格引
上げによって余儀なくされるところの，これらの部門の利潤の分け取り・横取りによる利潤率の引
下げを反映して「低められた」ものとなっているからである。このことは，カルテル価格の引上げ
による非カルテル諸産業部門の「利潤率の引下げ」＝「利潤の分け取り・横取り」にともなう「負
荷」が資本の部門間流出入運動を通じて非カルテル諸産業部門にいわば均等に分配されることになる
ということである。かくして，この論理次元においては，カルテル価格の引上げということによって
実現される独占的結合＝カルテル化諸産業部門の非カルテル諸産業部門からの利潤の分け取り・横取
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りは，カルテル製品を生産手段の諸要素として使用する非カルテル諸産業部門からの利潤の直接の
分け取り・横取りとは，量的には一致しないことになる。
　しかし，もちろんこの場合ム
非カルテル諸産業から分け取り・横取りするカルテル「超過」利潤の総計が，非カルテル諸産業部
門における利潤の削減の総計と一致することはいうまでもない。したがって，ヒルファディングに
よれば，「通例，価格上昇だけに着目して，そこから直ちに，生産費の上昇はすべてそのまま消費
者に転嫁されうるもののように考える」(S. 345,下. 125)というそうした見方は誤りであっ
て，「生産費の上昇が一定の事情のもとでは価格の低下をさえ誘致するものである」(ibid..同上）
ということができるのである。
　独占的結合＝カルテル化諸産業と非カルテル諸産業との間の支配・被支配＝収奪・被収奪関係に
基づく利潤率の構造的格差＝不均等の形成は，一方では，独占的結合＝カルテル化諸産業部門にお
ける利潤率の「高位」平準化＝均等化をもたらし，他方では，非カルテル諸産業部門における利潤
率の「低位」平準化＝均等化を余儀なくされることになるのであるが，その場合，この二側面にお
ける利潤率均等化は全く異なったメカニズムを通じてあらわれるということである。独占的結合＝
カルテル化による利潤率の「高位」平準化＝均等化は，競争制限に基づくカルテル価格の形成・価
格の引上げによるものであり，非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りをその内容とするもの
である。他方，非独占的結合＝非カルテル化によ｡る利潤率の「低位」平準化＝均等化は，かかる支
配・被支配＝収奪・被収奪関係のもとでの非カルテル諸産業部門間の資本の流出入＝諸資本の部門
間競争によるものであり，独占的結合＝カルテル化諸産業による利潤の分け取り・横取りの残余を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●　　●　●●●　１　●●●●●●●●●　●　｀●　●　●｡●　●その内容とするものである。したがって，「高位」平準化としての利潤率均等化の論理の特徴は，
非カルテル諸産業の利潤を収奪するという資本の平等性＝同等性の否定のうえに，かかる収奪関係＝
収奪構造に基づく独占的結合＝カルテルとしての「平等性」＝「同等性」の実現形態＝表現形態で
ありうるが，それ故にまた，かかる収奪関係に直接規定され，かつ，非カルテル諸産業の利潤の分
け取り・横取りを直接的に反映するものとなっているのである。
　　　　　●●　　●●　●●　●　●●●●　●●●●　●●●　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ他方，「低位」平準化としての利潤率均等化の論理は，独占的結合＝カルテル化諸産業による収
奪＝その「負荷」を非カルテル諸産業間の資本の流出入という共同作業を通じて均等化し共同分担
していくということによる非カルテル諸資本の資本としての「平等性」＝「同等性」の実現形態＝
表現形態でありうるが，しかし，それは独占的結合＝カルテル化諸産業との支配・被支配＝収奪・
被収奪関係のもとでのそれであるが故に，同時に被支配資本としての従属＝カル’テルの使用人化を
直接反映するものとなっている。
田　この点Sこ関して高山氏は次のように述べておられる。すなわち，「しかし，ヒルファディングの論理の
　基本文脈からすれば，それが「監督賃金」にとどまるとするのは不充分であろう。というのは，「監督賃
　金」に相当するものが銀行の平均利子と等しいならば，前者が「限界」をなすとも言えようが，もし銀行
　利子の方が高ければ当然，非カルテル産業部門の資本家は，生産から資本を引き揚げて，その資本を貸付
　資本化するであろう。従って，非カルテル産業部門の資本の利潤率の低下の限界は，少なくとも利子率よ
　り上廻る点にあるとすべきであろう」（高山，前掲論文Ⅲ，80頁）。
　　ここでは，ヒルファディングは個人企業が存在する限りでのカルテル化不能産業としての非カルテル諸
　産業を取り上げ，これらの部門における価格の引下げの可能性＝その限界，つまり独占的結合＝カルテル
　化諸産業によるこれらの部門の利潤の分け取り・横取りの最大可能性＝その限界を明らかにしようとしたヽ
　ものであるが，そ,の点について，彼は，これらの部門の資本家は，「カルテルの使用人」・「’中間資本
　家」・「中間企業家」の地位に引きおろされ，その利潤は「監督賃金」の水準にまで引き下げられうると
　述べている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふ　　　　　　　　　　　　　　　　ー〃●　　　　ｉそれをどのように理解すべきかが問題になるが,それはこれらの部門の性質にかかっている。ヒルファディ
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　ングによれば，これらの部門は資本投下の小さい部門であり，独占的結合＝カルテル化諸産業との収奪・
　被収奪関係にあって，いわばその存在自体，独占的結合＝カルテル化諸産業の利益においてのみ捉えられ
　ているような部門であるということである｡,そして，これらの部門の資本家はかかる関係のもとにあって
　は，なお，外観上の独立は維持されるが，その利潤は「監督賃金」となるにもかかわらず，そこから直ち
　に，その資本を貸付資本化するということにはならないということである。独占形成期における資本の支
　配関係の構造的特質（の一面）を鋭く指摘したものといえよう。
　　そうであるとすれば，資本の同等性に基づく平等支配が崩壊するという独占形成期の論理次元にあって，
　なぜ，彼らが「中間企業家」・「カルテルの使用人」の地位に甘んじるのかについていえば, (1)貸付資本
　化するということは，彼らにとっては，形式的になっている･とはいえ，産業資本としての資本の存在を否
　定し，資本による利潤追求の道とその可能性を放棄することになるので，外観上であれ「独立」を維持し，
　　「中間企業家」として「監督賃金」をその最低限において確保することができれば，貸付資本（家）への
　道はできるだけ回避したいということによるものと考えられる。（2）貸付資本家化か困難であるということ
　で，資本の貸付資本化への道を容易には選択できない場合である。つまり，それは再生産過程から貨幣形
　態での自己資本としての資本の引揚げが，貸付資本家化を可能ならしめるに最低必要な額にまで達しえな
　いというような場合であろう。
　　これらのことは，独占的結合＝カルテル化諸産業の市場支配・価格支配の論理次元で，個人企業が存在
　する限りでの非カルテル諸産業においては，理論的にも実際的にも十分に考えられうることではないであ
　ろうか。
（2）「かくして，カルテル価格は，事実上，需要にかかっている。しかし，この需要自体が資本家的需要で
　ある。したがって，カルテル価格は，理論的には結局，生産価格十平均利潤率（平均利潤のことであろう一
　中田）に等しくなければならない」(S. 343.下, 123)というヒルファディングの叙述に対して，高
　山満氏は次のように述べておられる。
　　「「需要自体が資本家的需要である」ということと，「カルテル価格」の構成とはいかに「理論的に」,か
　つ論理必然的に結びつくのであろうか？」と反問した後，「土台，ここで彼の言う「カルテル価格」が
　「需要にかかっている」(abhangig)ということの含意自体が不明確なのである。いわゆる「監督賃金」
　の範囲にまで利潤を押し下げられつつも，尚事業を継続している「資本家」の「需要」が存在する限りに
　おいて，高い「カルテル価格」が実現されるのであろうか？それにしても，上文の「したがって」という
　のは，論理的に全く意味不明であり，妥当性のない表現と言ってよい」（高山，前掲論文Ⅲ，82頁）と。
　しかし，このような高山氏の見解には問題があるといわざるをえない。
　　ヒルファディングによれば，「カルテル価格の引上げによって実現される利潤率の引上げは，他の諸産
　業部門における利潤率を低下させることによってしか惹起きれえない。カルテルの科潤は，先ず第一に，
　他の諸産業部門の利潤の分け取り・横取り以外の何ものでもない。………資本が僅少で経営の分散が甚だ
　しい産業部門では，利潤率の社会的平均以下への低下の傾向がある。カルテル化は，この傾向の強化を，
　これらの部門における利潤率の一層のおし下げを意味する。このおし下げがどこまで進みうるかは，こ
　れらの生産部面の性質にかかっている。過度のおし下げは，これらの部面からの資本の流出をもって答え
　られるであろう」(S. 343,下, 122)。
　　また，「カルテル結成は，平均利潤率における一変化を意味する。利潤率はカルテル化諸産業では上
　昇し，非カルテル諸産業では低下する。……非カルテル諸産業では価格がそれらの産業の生産価格以
　下に低落した額だけ，カルテル価格はカルテル化諸産業の生産価格以上に上昇するであろう。非カルテ
　ル諸産業に株式会社が存在する限りでは，価格は，Ｋ十Ｚ（費用価格十利子）以下には低下しえないと
　いうのは，そうでなければ資本の投下は不可能であろうからである。かくして，カルテル価格の引上げ
　は，カルテル化不能諸産業における利潤率の引下げの可能性に，その限界を見出す」(S. 344,下，
　123 ― 124 )。
　　ここにみられるように，ヒルファディングにあっては，カルテル価格の形成・価格引上げの実現は非力
　ルテル諸産業部門の利潤の分け取り・横取りによってはじめて可能となるということ，カルテル価格は生
　産価格を上回るが，このようなカルテル価格の形成は非カルテル諸産業部門の価格を生産価格以下に引き
　下げることによってのみ可能であるということ，そして生産価格と「非カルテル価格」|との差額（非カル
　テル諸産業の利潤の一部分）がカルテル化諸産業に分け取り・横取りされ，カルテルの「超過」利潤となっ
　て牛鳶価格に追加されるわけであるが，こ|のカルテル「超過」|利潤はカルテル参加諸企業が等しく取得しう
　るものであるということ，したがって，かかる意味においてカルテル化によって利潤率の「均等化」・
　　「平均化」が導き出されるということである。
　　しかし，かかる意味における「平均利潤」＝カルテル「超過」利潤は，非カルテル諸産業部門の利潤の分
　け取り・横取り以外のなにものでもないので，カルテル化諸産業部門におけるカルテル価格の形成・価格
融　資 の　蓄.積　様　式（ｎ） (中田) 83
　の引上げは，非カルテル諸産業部門Ｒ:おける価格を生産価格以下にどこまで引き下げることができるかに
　かかっているということになる。しかし，カルテル価格の一層の引上げは，その製品を生産手段の要素と
　して使用する非カルテル諸産業部門の資本家の購買意欲をそぎ，需要を減退させずにはおかないであろう。
これらの部門に株式会社が存在すれば，価格は「費用価格十利子」以下には低下しえない。そうでなけれ
　ば，これらの部門への資本の投下は不可能になるからである。
　　いずれにせよ，非カルテル諸産業部門における価格の過屎の引下げ，つまり，カルテル価格の過度の引
　･上げは，これらの部門における生産の続行を困難にし，投資意欲を失わせ，かくして需要の大幅減退を
　惹起させることになる。したがって，カルテル価格の引上げの幅を抑え，生産の続行,･経営の存続を可能
　ならしめるに必要な最低限の利潤を保障せざるをえなくなるであろう。かくして，カルテル価格の過度の
　引上げによって誘発される非カルテル諸産業部門における需要の減退が，カルテル価格・カルテル利潤の
　上限を規定するということになるのである。ヒルファディングはこのように主張したうえで，「したがっ
　て，カルテル価格は,･理論的には結局，牛産価格十平均利潤率（平均利潤のことであろう）に等しくなけ
　ればならない。しかし，この平均利潤そのものは変化している」(S. 343,下, 123)と述べているの
　である。
　　かかる意味において，「需要自体が資本家的需要である」(ibid.,同上）゛ということと，「カルテル価
　格の構成」とは「理論的」かつ論理必然的に結びつくことになるということがいえよう。　　　　　　¨
（3）ところで，「非カルテル諸産業に株式会社が存在する限りでは，価格は費用価格十利子以下に･は低下し
　えない」(S. 344,下, 124)というヒルファディングの見解について，高山満氏は，「こめ点は非独
　占産業部門の企業が仮に株式会社形態をとっていなかったとしても妥当することであろう」（高山，「競
　争の形態変化と景気循環の変容Ⅵ」，「東京経大学会誌」第85号，44頁）と述べ，その論拠と思われるもの
　を次のように提示されている。すなわち，「非カルテル化諸産業の資本の利潤率が，一般利子率と同等及
　至それ以下といった水準にとどまるならば，資本家は牟彦|過程に資本を投にておく必要も興味も感じなく
　なり，資本を生産から引き揚げて，貸付資本として運用する道を選ぶであろう。非独占産業部門の中でも，
　有機的構成の差がある以上，従って「独占的結合」の価格のコストヘの影響の程度に差があり，従って利
　潤率に差がある限り，非独占産業部門内の利潤率のより高い部面を求めての資本の移動･は存続するであろ
　う。ヒルファディングもこの点に言及して，このような移動の結果として，この部門においては，低位で
　の利潤率平均化現象が生じると述べている。しかし，「独占的結合」の高い価格政策によって，非独占産
　業部門の利潤率が上記のような水準にとどまる限り，その部門から，資本が貨幣市場へと「流出」するで
　あろうことは間違いないところであろう。不況局面における，非独占産業部門の資本の淘汰・整理過程は，
　このような形での「流出」を行うのに，ある意味で都合のよい時期とも言えよう。以上のように，非独占
　産業部門が，引続き社会的需要を充たすように生産を継続しうるためには，少なくとも利子率よりはかな
　ら高い利潤率を，これらの部門の資本に享受せしめるような水準まで，それらの商品の価格が高まらなけ
　ればならない（傍点原文）」（同上, 44―45頁）。
　　ここにみられるように，高山氏は，「非カルテル化諸産業の資本の利潤率が一般利子率と同等及至それ
　以下といった水準にとどまるならば，資本家は生産過程に資本を投じておく必要も興味も感じなくなり，
　資本を生産から引き揚げて，貸付資本として運用する道を選ぶであろう」（同上）といわれる。たしかに，
　その意味では，非独占産業部門の企業が株式会社形態をとっていないとしても妥当することであろう。
　しかし，ここで，ヒルファディングが述べているのはそうした意味・内容ではなく，むしろ，独立した
　個人的企業ならば，高山氏がいわれるように，「少なくとも利子率よりもかなり高い利潤率を，これら
　の部門の資本に享受せしめるような水準まで，それらの商品の価格が高まらなければならないであろう」
　（同上）。さもなければ，個人企業の経営基盤の脆弱性からして経営を維持していくことが不可能となる
　であろう。
　　しかし，個人企業とちかって株式会社は，その特有の資本蓄積メカニズムが価格戦において決定的な優
　位性を発揮しうる。株式会社ならば，その利潤率が一般利子率の水準にまで引き下げられたとしても，
　なお資本の支配を強めながら経営を維持していくことができるであろう。しかし，それ以下に利潤率が落
　ち込み，利潤が純粋な監督賃金の水準にまで縮減されざるをえなくなれば，株式会社は創業者利得も配当
　も支払えなくなり，生成・存続の余地はなくなってしまう，とヒルファディングは主張しているのである。
　　ここでは，彼は独立した個人企業との対比で株式会社を取り上げているのではない。むしろ，外観上は
　独立しているかに見えるが，実際にはこれらの資本家の利潤は純粋な監督賃金となっており，彼ら自身は
　カルテルの使用人となってしまっているようなカルテル化「不能産業」部門における個人企業である。す
　なわち，カルテル価格の引上げによって実現される利潤率の引上げは，非カルテル諸産業部門における利
　潤率を低下させることによってしか惹起されえないわけであるが，カルテル価格の「過度」の引上げ，つ
　まり，非カルテル諸産業の価格の「過度」の引下げは，これらの部門からの資本の流出をもうて答えられる
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　はずである○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　・
　　ところが，資本投下の僅少な他の諸部門も同様にカルテル化諸産業によって収奪されているので，これ
　らの部門への資本の流出は困難にならざるをえず，貸付資本家としての道を選ばないか，あるいは選べな
　い限り，結局，これらの産業部門では，「外観上はなお独立している資本家の利潤は純粋な監督賃金とな
　り，これらの資本家自身はカノレテルの使用人となり，手工業の中間親方に類する中間資本家または中間企
　業家となる」(S. 343,下, 122-123)。つまり独立企業からカルテルの使用人化するというわけであ
　る。このように，個人企業の場合には，独立を放棄しカルテルの使用人に甘んじる限り，「過度」の搾取・
　収奪をうけても，なお利潤は純粋な監督賃金の水準にまで引き下げられうるということになる。が，これ
　らの部門に「株式会社が存在する限りでは，（上記の理由により）価格は「費用価格十利子」以下には低
　下しない」(S. 344,下, 124)ということになるのである。
（4）株式会社制度の発展とともに，産業株式会社は準備金の積立の増大などを基礎にして景気変動に対
　処していくことになるが，その場合，彼らは，そのために恒久的な配当政策つまり配当平準化政策をとる
　ようになり，適度の配当率を保持・維持していくようになるのである６
　　4.独占的価格支配と「超過」利潤
　　（－）ところで，「個々の非カルテル諸産業では，それぞれの有機的構成に応じて異なる仕方で費
。用価格が上がるので，その間に均等化かおこなわれなければならな｡い」(S. 344,下, 124―
　125)という場合の「均等化」なるものは，前節で「非カルテル諸産業の内部では，ここでは種々
　の投下部面をめぐる資本の競争が存続することによって，より低い水準への利潤率の均等化がおこ
　なわれる」(ibid.,同上）という場合の「利潤率均等化」の論理をうけたものであり，内容的には，
　それらは同義とみなされうる。そうであるとすれば，非カルテル諸産業における「より低い水準へ
　の利潤率の均等化」は，その内容においては，これらの部門の利潤率を一般利子率の水準の点に
　まで，限りなく引き下げていく傾向をもっているということである。なぜならば，カルテル化不能
　諸産業としての非カルテル諸産業はそこに個人企業が存在する限りでは，利子をも下回る「監督賃
　金」の水準の点にまで利潤率を引き下げうる可能性をもっているからであり，また，非カルテル諸
　産業に株式会社が存在する限りでは，一般利子率の水準の点にまで利潤率を引き下げうる可能性
　があるからである。カルテル化不能産業としての非カルテル諸産業は，こうした個人企業なり株式
　’会社によって構成され，したがって，その限りにおいて有機的構成を異にし，異なった費用構造を
　なすものとして存在し，独占的結合＝カルテル化諸産業による収奪関係下におかれているのである。
　　非カルテル諸産業における利潤率の「低位」平準化＝均等化の論理と，その均等化が限りなくー
　般利子率の水準の点にまで進んでいく傾向をもつということとが明らかにされることによっては
　じめて，ヒルファディングはカルテル価格引上げの可能性＝その限界についての理論の一般化を可
‘能にした，ということに｡なるであろう。非カルテル諸産業における価格引下げの可能性＝その限界
　の解明に当たって，個人企業が存在する限りにおいて，非カルテル諸産業における価格引下げの可
　能性＝その限界を「資本家の利潤が監督賃金」の水準の点に見出しえたとしても，それは限定され
　た個別的・特殊的性格のものであり，それによって，非カルテル諸産業における価格引上げの一般
　的可能性を論定しうるものではない。また，非カルテル諸産業力l株式会社や個人企業を主たる資本
　形態として構成されているからといって，さらに株式会社が存在する限りでの非カルテル諸産業に
　おける価格引下げの可能性＝その限界を「Ｋ十Ｚ（費用価格十利子）」の水準の点に見出しえたと
　しても，それは，やはり個人企業の場合と同様に，限定された個別的・特殊的性格のものであり，
　したがって，それによっては価格引下げの一般的可能性を論定することはできないのである。
　　しかし，こうした限定によって，非カルテル諸産業を特徴づける単純化されたいくつかの個別的
　　「ケース」を設定し，そこでの価格引下げの可能性＝その限界を析出するという理論的作業は，こ
　れらの部門間における利潤率均等化がいかなる水準の点にまで引き下げられうるのかという問題の
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解明に，一定の理論的基準を提供｡してぐれるものである。したがって，「個々の非カルテル産業で
は，それぞれの有機的構成に応じて異なる仕方で費用価格が上がるので，その間に均等化かおこなわれ
なければならなり」(S. 344,下, 124-125)が，この場合の均等化は，「より低い水準への
利潤率の均等化」｡(ibid.,同上）のことであり，「限りなく一般利子率の水準の点にまで引｡き下げ
られていく傾向をもつ均等化である」ということができる。ヒルファディゾグが独占的結合＝カル
テル化諸産業の市場支配・価格支配のこの論理次元において，非カルテル諸産業に固有のかかる利
潤率均等化の論理的特徴を明らかにしたことは，カルテル価格引上げの論理との関連においても理
論的に重要な意義をもつものといえよう。
　かくして，非カルテル諸産業の価格が，これらの部門における利潤率均等化運動を通じて利潤率
が一般利子率に，したがって，利潤が利子に限りなく接近する水準の点にまで引き下げられうるとす
れば，独占的結合＝カルテル化諸産業によるこれらの部門の利潤の分け取り・横取りは，結局，非
カルテル諸産業の「生産価格一「費用価格十利子」」の部分に当たり，この部分が「非カルテル諸
産業で価格がそれらの生産価格以下に低落した額」であり，したがって，この額だけ「カルテル価
格はカルテル諸産業の生産価格以上に上昇する」ということになるわけであるから，この額＝この
部分が，この論理次元でのカルテル「超過」利潤に当たり･，カルテル価格の形成要素に組み込まれ
ていることになる。この額＝この部分を（ｚとすれば，カルテル価格＝「生産価格十カルテル「超過」
利潤（z）となり，他方，非カルテル価格＝「生産価格－カルテル「超過」利潤α」となる。
　ヒルファディングは，独占的結合＝カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の利潤の収奪に基
づく利潤率の構造的格差＝不均等の形成が，一方では，独占的結合＝カルテル化諸産業部門におけ
る利潤率の「高位」平準化＝均等化をもたらし，他方では，非カルテル諸産業部門･における利潤率
の「低位」平準化＝均等化を余儀なくされるという，独占的結合＝カルテルの論理次元に固有の特
徴的傾向を導き出したのである。そして，そのことによってはじめて，「非カルテル諸産業で価格
がそれらの産業の生産価格以下に低落した額だけ，カルテル価格はカルテル化諸産業の生産価格以
上に上昇するであろう」(S. 344,下，123－124）という場合の，いわゆる非カルテル諸産業
部門の「生産価格以下に低落した額」・独占的結合＝カルテル化諸産業部門の「生産価格以上に上
昇した額」を，最も単純化した抽象的な性格・内容のものから，個別的・特殊的な性格・内容のも
のにおいて捉え，そしてさらに，より具体的な論理次元での一般的性格・内容のもめにおいて捉え
ることを可能ならしめたのである。かくしてまた同時に，それは「カルテル利潤は;先ず第一に，他
の諸産業部門の利潤の分け取り・横取り以外の何ものでもない」(S. 343,下，122）という場
合の「分け取り･」・「横取り」をも限定された個別的・特殊的な性格・内容のものとしてではなく，
一般的性格・内容において捉えることを可能ならしめたということになるであろう（1）。なお･，こ
の論理次元では，すでに指摘したように，個々の非カルテル諸産業ではそれぞれの有機的構成に応
じて異なる仕方で費用価格が上がるので，その間に均等化かおこなわれなければならない」(S. 344,
下, 124―125)と述べていることからも明らかなように，カルテル価格の引上げによるその「負
荷」については，非カルテル諸産業部門間の資本の流出入運動を通じて利潤率を均等化させていく
ということによって，これらの部門の資本がそれを共同で分担していくということになるのである。･
ここでは，いまだなお，一般消費者との関連については論述されていない。したがって，次には，
カルテメレ価格引上げの第二の限界が問題になってくる。そして，そこではじめて，消費者との関連
が取り上げられることになるのである。
　（二）ところで，独占的結合＝カルテル化諸産業部門と非カルテル諸産業部門との利潤率格差＝不
均等は，前者による後者の利潤の収奪関係を反映したものであり，その限りでは，カルテル価格の
引上げは非カルテル諸産業における利潤率の引下げの程度，つまり，その引下げの可能性に規定さ
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れるということになる。しかし，カルテル価格の形成・価格の引上げは，独占的結合＝カルテル化
諸産業による非カルテル諸産業の利潤の一部を分け取り・横取りするばかりではなく，消費者一般
の所得の一部をも収奪するということによって，「なお若干の諸特性を呈示する」(S. 345,下，
125)ようになる，とヒルファ･ディングは述べ，そこから，カルテル価格の引上げが，かかる所得
の大きさにも･また依存するという意味において，カルテル価格の第二の限界を指摘するのである。
　ヒルファディングは次のように述べている。やや長文ではあるが，引用することにしよう。
すなわち，「カルテル化諸産業の資本を500億と仮定しよう。利潤率を20％とすれば，生産価格は
600億となる。そのうち，非カルテル諸産業は500億を買うとする。‘これらの産業の生産価格は，
利潤率が同じならばやはり600億となる。したがって，総生産物の価格は1200億となる。しかし，
カルテル化諸産業は，その利潤率を高め，それによって，非カルテル諸産業の利潤率を低めた。そ
こで，非カルテル諸産業の利潤率は10％にしかならないとする。その利潤率が減らされたのは，こ
れらの産業は原料に500億ではなく約550億を支払わなければならないからである。……　しかし，
カルテルが500億に対して550億を受け取るとすれば, 600億に対しては660億を受け取らなけれ
ばならない。価格は，資本家的消費者にとってだけではなく，すべての消費者にとって同じでなけ
ればならない。したがって，我々の前提によれば，直接に消費者のもとに行く最後の100億は，
100億ではなく, 110億で売られなければならない。かくして，消費者は非カルテル生産物の大量
を旧価格で買い，カルテル生産物を高められた価格で買う。したがって，カルテル利潤の一部分は
消費者から出てくる」(SS. 345―346,下, 125―126)ということになる。
　このように，ヒルファディングは，先ず，独占的結合＝‘カルテル化諸産業による価格支配のもと
で非カルテル諸産業における価格形成の諸特性およびそれとの関連でカルテル価格の消費者に及ぼ
す作用を指摘したうえで，そこから次のような結論を導き出す。すなわぢ，「しかし，消費者は価
格が高くなれば，おそらく彼らの消費を制限するであろう。そして，ここで我々はカルテル価格の
第二の限界に達する。価格引上げは，第一に，非カルテル諸産業に生産の続行を可能にする利潤率
を許さなければならない。また，第二には，消費をあまり甚だしく減少させてはならない。第二の
限界は，それ自身さらに直接的には生産的でない諸階級が処分しうる所得の大きさにかかっている」
　(S. 346,下.126)と。
　ここでは，独占的結合＝カルテル化諸産業部門における価格の引上げによるカルテル利潤の取得
が，第一には非カルテル諸産業部門の利潤の分け取り・横取りと，第二には消費手段のカルテル価
格引上げによる消費者の所得の横取り・収奪によるものとして取り上げられでいるということであ
る。これまでは，いうまでもなく，独占的結合＝カルテル化諸産業部門とそめ製品を生産手段の諸
要素としてカルテりレ価格で購入することを余儀なくされる非カルテル諸産業部門とが，かかる不等
価交換＝収奪・被収奪関係を通じて，一前者による後者の利潤の収奪－カルテル「超過」利潤
の取得を問題にするために，カルテル化諸産業部門からその製品を生産手段の諸要素として充用し
ている産業部門を非カルテル産業部門とし，そこには，一切独占的結合＝カルテルは成立しておら
ず，競争産業部門として捉えてきたのであるが，ここでは，独占的結合＝カルテル化諸産業部門の
商品を, (1)資本家的消費のために，高められた価格＝カルテル価格で購入することを余儀なくさ
れる場合と, (2)個人的消費のために, (1)の場合と同じ価格＝カノレテル価格をおしつけられる場合
とである。前者は:独占的結合＝カルテル化諸産業の製品の一部を生産手段の諸要素として，カルテ
ル価格で購入することを通じて非カルテル諸産業部門の利潤の＝部が分け取り・横取りされるとい
う場合である。すなわち，独占的結合＝カルテル化諸産業の資本を500億と仮定して，先ず，全面
的な競争が展開しているならば成立するであろう平均利潤率を20％とすれば｡生産価格600億（費
用価格500＋平均利潤100）が導き出される。そのうちから非カルテル諸産業は生産手段の諸要素
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として500億を購入するとすれば，平均利潤率は20％であるから，前者の場合と同様に生産価格
600億（費用価格500十平均利潤100）が成立することになる。
’したがって，生産物の総価値＝総価格は120億となる。とごろで，独占的結合＝カルテル化諸産
業は，実際には｡競争の制限に基づ｡く価格の引上げによって利潤率の引上げを実現するわけである
が，独占的結合＝カルテル化諸産業は，その強大な結合力に基づく市場支配・価格支配力を背景に
して，上述の生産価格，すなわち，競争が全面的におこなわれているならば成立するであろう価格
を上回る水準の点にまで価格を引き上げ，その価格＝カルテル価格で自己の商品を生産手段の諸要
素として充用する非カルテル諸部門に購入を強制することを通じて，非カルテル諸産業部門の利潤
の一部を分け取り・横取りすることになる。かくして，独占的結合＝カルテル化諸産業は競争制限
によって生産価格以上に価格を引き上げ，そ｡れによって，利潤率を高め，非カルテル諸産業の利潤
率を引き下げたというわけである。
　ところで，この場合，非カルテル諸産業の利潤率は10％にしかならないといわれる。つまり，全
面的競争下においては商品価格＝市場生産価格は600億で平均利潤は20％だったのであるが，独占
的結合ｔカルテル化諸産業が成立し競争が制限されているこの段階では10％に引き下げられてい･る，
ということである。なぜならば，以前は500億だった費用価格が，独占的結合＝カルテル化諸産業
の成立によってカルテル価格の引上げがおこなわれ，その商品を生産手段の諸要素として購入せざ
るをえない非カルテル諸産業部門では，いまや，それが550億に引き上げられている，ということ
になるからである６
　だから，独占的結合＝カルテル化諸産業が価格を引き上げ，それによって，「高められた利潤率」
は10％であり，その利潤＝カルテル「超過」利潤は５億となり，非カルテル諸産業部門に販売した
商品価格は550億（生産価格500億十カルテル「超過」利潤50億）になるということになる。した
がって，他方，非カルテル諸産業の利潤率が10％にしかならなかったということ，つまり，これま
での平均利潤率以下（20-10＝10％）に引き下げられたということは，’非カルテル諸産業がカルテル
化諸産業から生産手段の諸要素を500億ではなく550億で，つまり，生産価格ではなくそれ以上に
引き上げられたカルテル価格で買わされたからである。かくして，カルテル化諸産業部門の利潤率＝
カルテル利潤率30％と非カルテル諸産業部門の利潤率10％との構造的格差＝不均等が形成されるこ
とになる。
　（三）ところで，独占的結合＝カルテル化諸産業が，以上のように，「500億に対して550億」を受
け取る(S. 345,下, 126)とすれば，「600億に対しては660億」を受け取らなければならない
　(ibid.,同上），とヒルファディングは主張する。独占的結合＝カルテル化諸産業は強大な結合
力に基づいて「その大量において不況期にも好況期にも剰余を上げつつ作業しえ，かつ，販路を見
出す生産の基本額」を設定し，それに対応した価格つまりカルテル価格を形成することによって，
当該産業部門における独占的市場支配・価格支配体制を構築しているのであり，かかる市場支配・
価格支配体制を背景にして，その製品を生産手段の諸要素として充用する非カルテル諸産業に対
しても，カルテル価格での購入をおしつけることができるわけであるが，そのことは，なにもこう
した資本家的消費者に限られたことではなく，すべての消費者に対しても同じでなければならない
であろう。かくして，「価格は，資本家的消費者にとってだけでなく，すべての消費者にとっても
同じでなければならない」(ibid.,同上）ということになるのである。　　”
　ここにみられるように，ヒルフ,アディングはカルテル利潤の収奪構造を構成する重要な一側面と
して，消費者からの収奪関係を明確に把握しているということである。彼によれば，ここにいう消
費者とは「派生的所得をもつ一切の非資本家的諸層を意味する」(S. 346,下, 126)。そこ･で，
カルテル価格が「資本家的消費者」だけでなく「一般的消費者」にも等しく及ぶとすれば，独占的
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結合＝カルテル化諸産業は，「600億に対しては660億」を受け取らなければならないということに
なり，したがって，「直接に消費者のもとに行く最後の100億は, 100億ではなく, 110億で販売
されなければならない」(S. 345,下, 126)ということになるわけである。このように，一般
的消費者は，消費手段を高められた価格（110億）＝カルテル価格での購入を余儀なくされ，その
ことによって，所得の一部（10億）が横取り・収奪されることになる。したがって，「カルテル利
潤の一部分は消費者から出ている」(S. 346,下, 126)というわけである。消費者は，すでに
指摘したように，「派生的所得をもつ一切の非資本家的諸層」(ibid.,同上）からなっているので
あるから，その数は厖大であり，その層は多種多様であり，その存在は個別的かつ分散的であると
いうことができる。そうであるが故に，消費者にとっては自らを組織して効果的にカルテル価格に
よる収奪に対抗することは困難であるといわざるをえないし，また最終消費者であることから，彼
らはカルテル価格によるその収奪を他に転嫁することも不可能である。それ故に，彼らは，カルテ
ル価格の引上げが高くなれば，おそらく自らの消費を制限する以外にカルテル価格による収奪から
逃れる道はないということになる。かくして，「ここで,‥…･カルテル価格の第二の限界に達す
る」(ibid｡，同上），とヒルファディングは主張するのである（２）jなお，この論理次元では，消
費者の組織化→組織的抵抗の問題は捨象されている。
　かくしてまた，カルテル価格の引上げは，すでに明らかにした第一の限界，すなわち，「非カル
テル諸産業に牛産の続行を可能にする利潤率を許さなければならない」(ibid..同上）ということ,’
および第二の限界，すなわち，一般的消費者の「消費をあまり甚だしく減らすものであってはなら
ない（これ自体，直接的には生産的でない諸階級の処理しうる所得の大きさに依存する）」(ibid.,
同上）ということ，これら二側面において基本的に規定されることになる。
　このように，カルテル価格の引上げの可能性＝その限界を，非資本家的諸層の消費つまり一般的
消費の側面と資本家的消費つまり生産的消費の側面との二側面から捉えることによって，カルテル
価格の引上げによるカルテル超過利潤の形成は，一方では, (1)独占的結合＝カルテルによる非力
ルテル諸産業部門の利潤の分け取り・横取りを通じての総剰余価値＝総利潤の再分配，つまり不平
等＝不均等分配に係わるものであるということ，加えて, (2)非資本家的諸層＝一般的消費者の
所得の収奪による国民所得の再分配に係わるものであるということである。それと同時に，他方
で，その再分配それ自体は，かかる二つの要因，すなわち，資本家的消費＝生産的消費と非資本家
的諸層の消費＝一般的消費とによって根本的に限界づけられなければならないということである。
したがって，そのことは，独占的結合==カルテル化諸産業部門におけるカルテル価格の形成・価格
の引上げによる非カルテル諸産業部門の利潤の分け取り・横取りが，非カルテル諸産業部門の諸資
本の生産を維持しうべき利潤率を許さない点を超えては進みえないということ，換言すれば，独占
的結合＝カルテル化諸産業部門の利潤率と非カルテル諸産業部門の利潤率との構造的格差＝不均等
は，これらの部門間の経済的・技術的諸関連を無視して，独立に独占的結合＝カルテル化諸産業の
価値増殖の動機によってのみ規定されうるのではなく，客観的・経済的に一定の超えがたい資本の
再生産的限界をもっているということを意味している。それは，独占的結合＝カルテル化諸産業部
門といえども，社会的総再生産過程を担う一部門（それが，いかに基幹的産業部門であり，資本の
総再生産過程を主導する産業部門であるとしても）であるが故に，他の諸産業部門との間の構造的
諸連関のもとで，自己の生産と再生産を維持しうるものでなければならないということである。
　｡他方，独占的結合＝カルテル化諸産業は，非カルテル諸産業の利潤の一部を分け取り・横取りす
るだけではなく，労働者をはじめとする消費者一般の所得の一部をも収奪しているのである。この
ような収奪関係は，独占的結合＝カルテル化諸産業にとっては，カルテル利潤の収奪構造を構成す
る一側面をなすものとして極めて重要である。労働者をはじめとする消費者一般の所得，つまり，
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その消費購買’力は消費手段における独占的結合＝カルテルの価格形成｡’価格支配→超過利潤の重要
な一源泉をなしているというわけである。しかし，そのことは，消費手段におけるカルテル価格の
引上げが高くなれば，それに対して消費者はその数が厖大であり，しかも個別的であり’分散的であ
るが故に，直ちに効果的な組織的対応は相当に困難であるし，また，最終的消費者であるが故に，
かかる「負荷」を他に転嫁することも困難である。結局，消費者は彼らの消費を制限するという･自
衛手段をとることによって，価格引上げによるその「負荷」をできるだけ免れるようにすること
になる。したがって，カルテル価格の形成・価格支配は消費市場をあまり圧迫しない程度のものに
しなければならないということになるのである。もしそうでなく，その程度を超えてカルテル価格の
形成・価格引上げがおこなわれるとすれば，それはかえって，最終消費部面としての一般消費市場
を圧迫し，消費者一般の消費購買力＝実質的消費を削減・狭隣化するという作用をもたらすことに
なり，したがって，社会全体の最終消費需要が削減・狭隣化されざるをえないということになる。
かくして，他の諸事情に変化がないとすれば，最終消費需要がより大きい場合に比して，社会全体
の再生産規模を縮少することを余儀なくされ，それだけ，カルテル超過利潤の形成源泉，したがっ
て，カルテル価格の形成・価格支配の基盤を一層圧迫すること1となるであろう。
　こうした基本的観点をふまえて，ヒルファディングは，「カルテル化諸産業全体にとっては，生産
的消費の方が，非生産的消費よりもはるかに大きい役割を演ずるので，第一の限界（すなわち，非
カルテル諸産業に生産の続行を可能にする利潤率を許さなければならないというカルテル価格引上
げの限界）が，一般に本来的に規定的なものである」(S. 346,下, 126)。と主張するのである。
｛11この点に関して高山満氏は次のように述べておられる。「みられる通り，ヒルファディングの場合は
　　「独占的結合」の価格形成を通じて，いわゆる「平均利潤率」が，「独占的結合」め支配する領域におけ
　る高い「平均利潤率」と中・小資本の集中する，非「独占」的領域における低い「平均利潤率」とに，二
　重化するものとしてとらえられているが，「平均利潤率」が単に量的平均のことではなく，資本制経済に
　おける社会的労働配分という社会としての存立の原理と密接に内的に結びついている「利潤率」であると
　考えれば，このような「平均利潤率」という規定の安直な使い方は，この範鴫の本質的内実を空洞化する
　ものであろう」（高山，前掲論文Ⅲ，84頁）。また，「……「平均利潤率」成立の根本的条件一資本の
　部門間自由移動-が失われている局面において「平均利潤率」を云々するのは，単なる便宜上の表現以
　外の何ものでもあるまい」（同上，82頁）ともいわれる。
　　高山氏のいわれるように，「平均利潤率」が「単なる量的平均のこと」であるとか，「資本制経済にお
　ける社会的労働配分という社会としての存立の原理と密接に内的に結びついている」ものではないとか，
　とヒルファディングが考えているのであれば問題であるし，また，そうした理解なり考え方から「平均利
　潤率」なる概念を用いているとすれば，これまた，「安直な使い方」と批判され，「この範鴎の本質的内
　容を空洞化するものであろう」と論難されることもやむをえないであろう。
　　そこで先ず，問題は，何故に彼はかかる誤解されやすい「平均利潤率」なる用語を用い，一体，何を
　解明しようとしたのか，ということでなければならない。それによってはじめて，自由競争段階と論理次
　元を異にする独占的結合＝カルテルによる競争制限の段階で用いられるヒルファディングの「平均利潤率」
　の意義とその限界を明らかにしうるであろう。この「平均利潤率」が全面的競争下における範鴫的な意味
　で必平均利潤率と異なった別個のものであることは，疑う余地はない｡゛そうでなければ，カルテル価格は
　　「生産価格十平均利潤率（これは平均利潤であろう一中田）」に等しいとされ，「平均利潤（率）」がカ
　ルテル利潤（率）として捉えられるというように，価格規定それ自体が成り立ちえなくなるからである。
　したがって，カルテル価格の規定内容を理解するためには，ここでいわれる「平均利潤（率）」の「変化」
　の意味・内容を把握しなければならない。
　　ヒルファディングによれば，「この平均利潤率そのものは変化している。それは，カルテル化された大
　産業の場合と，中・小産業の大産業に従属するに至った小部面の場合とでは異なっており，大産業は小産
　業の資本家から剰余価値の一部分を奪って，彼らの要求を単なる俸給に制限する」(SS. 343―344,下，
　123)。あるいはまた，「カルテル結成は，平均利潤率における一変化を意味する。利潤率は，カルテル化
　諸産業では上昇し，非カルテル諸産業では低下する○”｀”’　非カルテル諸産業で価格がそれらの産業の生
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産価格以下に低落した額だけ，カルテル価格はカルテル化諸産業の生産価格以上に上昇するであろう」
　(S. 344,下, 123-124)。
　すなわち，平均利潤率の変化とは利潤率の均等化－－一平均利潤率の成立を媒介する全面的競争が制限を
余儀なくされることによって，独占的結合＝カルテル化諸産業による非カルテル諸産業の支配・収奪，つ
まりこの両者の間に支配・被支配＝収奪・被収奪の関係が成立し，その関係のもとで，独占的結合うカル
テル化諸産業部門と非カルテル諸産業部門とでは，利潤率が異なったものになってあらわれるということ，
つまり，二重の利潤率が形成されるということである。
　独占的結合＝カルテル化諸産業における利潤率の上昇は，カルテル価格の引上げによって実現されうる
のであるが，それは，非カルテル諸産業部門における利潤率を引き下げることによって，つまり，これら
の部門の利潤を分け取り・横取りすることによって，相対的に上昇するという形態において生じえたもの
であるということである(S. 343,下, 122)。換言すれば，非カルテル諸産業で価格がそれらの産業の
生産価格以下に引き下げられた額だけ，カルテル価格はカルテル化諸産業の生産価格以上に引き上げられ
るということである(S. 344,下, 123-124)。
　したがって，カルテル価格は牛産価格十カルテル化諸産業における非カルテル諸産業の利潤の分け取り・
横取り部分，つまり「生産価格十カルテル「超過」利潤」ということに’なり，非カルテル価格はそれに相
対して「生産価格－カルテル諸産業による非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取り部分」，つまり
　「生産価格－カルテル「超過」利潤」ということになる。すなわち，ヒルファディングが，「カルテル価格
は，理論的には，結局，生産価格十平均利潤」･に等しくならなければならないと述べたその「平均利潤」
とは，非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取り部分に等しいということ，したがって，カルテル「超
過」利潤に等しいものでなければならないということになる。では，なぜ，彼はこのカルテル「超過」利
潤をあえて「平均利潤」としたのであろうか。
　先述したように，ヒルファディングはカルテル価格の規定に先だって次のように述べている。すなわち，
　「カルテルの結成は……不l」潤率の変化を意味する。この変化は，他の資本主義的諸産業の利潤率の犠牲に
おいて生じたものである。これらの利潤率の同一水準への均等化は，資本の移動によっては生じえない。
なぜならば，カルテル結成は，まさに，その投下部面をめぐる資本の競争が阻止されていることを意味す
るからである。……均等化は，自己のカルテルを結成するか，または結合生産によってカルテル化を排
除するかのいずれかによって，より高い利潤率に参加することによってのみおこなわれうる」(S. 342,
下, 121)。
　ここにみられるように，ヒルファディングのいう「利潤率の均等化」は自己のカルテルを結成して競争
制限に基づく生産・供給調整，高価格の設立を通じて非カルテル諸産業の利潤を分け取り・横取りし，よ
り「高い利潤」に参加することによっておこなわれているということである。すなわち，この「高い利潤」
に参加することによって利潤率の不均等がならされ，利潤率が高い水準に平準化＝均等化すると主張して
いるのである。独占的結合＝カルテル化諸産業は等しく，非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りに
当たるこの「高い利潤」に参加する。したがって，カノレテル化可能産業としての非カルテル諸産業が自ら
をカルテル化すれば，同様に他の非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りとそれによる「高い利潤」
に参加することにならなければならない。その意味において，そしてその限りにおいて，利潤率の「高位」
平準化＝均等化を実現するのである。
　こうした理論をふまえて，カルテル価格は，理論的には，結局，「生産価格十平均利潤」に等しくならな
ければならないと規定されることになり，また，かかる意味において，独占的結合＝カルテル利潤（率）は
　「高位」に平準化＝均等化されるということになるのである。カルテル価格およびカルテル利潤（率）が，
このように理解されるとすれば，それとの相対的関連で非カルテル価格は「生産価格一平均利潤」という
ことになるであろう。この「平均利潤」はカルテルの「超過」利潤に当たる「平均利潤」と等しいもので
ある。したがって，ヒルファディングが，カルテル価格の構成を「生産価格十平均利潤」とし，その利潤率
を平均利潤率としたのはそれなりの論拠があってのことであり，「単なる便宜上の表現」というわけのも
のではないということができよう。
　また，そうである,とすれば，そのことは，高山氏がいわれるように単に「量的に異なる……云々」とい
うようなものではなく，まさに，自由競争段階における利潤率の法則の支配のもとでの諸資本による総剰
余価値・総利潤の共同支配の関係が根本的に変化・崩壊し，両者（独占的結合＝カルテル化諸産業と非力
ルテル諸産業）の間に総剰余価値・総利潤の分配・支配をめぐって収奪と被収奪の関係，支配と被支配の
関係がうちたてられたことを示すものであるということができる。
　したがって，「牛産価格十平均利潤」という場合の「平均利潤」とは,丿超過」利潤の収奪|者＝:支配者
としての独占的結合＝カルテルが，その資本としての同等性・平等性を表現すると同時に，その実現形態
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　を意味するものであり，他方，「生産価格一平均利潤」という場合のそれは，被収奪者＝被支配者として
　の非独占的結合が，その資本としての同等性・平等性を表現すると同時に，その存在形態を意味するもの
　であるということができよう。
　　しかも，カルテル化諸産業部門と非Iカルテル諸産業部門との利潤率の構造的格差＝不均等は，すでに本，
　文で詳述しているように，前者による後者の利潤（の一部分）の分け取り・横取りではあるが，同時に，
　それは，そのなかに非カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取り以外の，労働者をはじめとする派生的所
　得をもつ一切の非資本家的諸層からなる消費者一般の所得の一部分をも包含することによって，つまり消
　費者の所得の収奪部分をも包含することによって，国民所得の再分配＝不均等分配にかかわる内容をもつ
　ものとなっているということである。したがって，ヒルファディングの「平均利潤率における変化」，つ
　まりその「二重化」の意味・内容は，独占的結合＝カルテル化の展開過程を通じて形成されてくる‘新たな
　資本支配（＝資本存在）の形態＝関係つまり独占的結合＝カルテル化諸産業と非カルテル諸産業との支配・
　被支配＝収奪と被収奪の関係が，一方では，独占的結合＝カルテル化諸産業による利潤率の「高位」平準
　化＝均等化としてあらわれ，他方では，非カルテル諸産業における利潤率の「低位」平準化＝均等化とし
　てあらわれることによって，集約的に表現されうるものとして，ヒルファディングは考えていたのであろ
　う。その意味では，その用語の適否はともかくとして，独占形成期における資本の支配・被支配＝収奪・
　被収奪構造の形成とその基本的特質を鋭ヽく衝いだものであるということができよう。
（2）米田康彦氏は，「独占資本が設定する独占価格が，社会的にどのようなメカニズムをつうじて，非独占
　資本，消費者からの価値収奪をもたらすのかという問題」（米田，「独占価格論の課題と方法」，「経済」
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第1.図(1)
Ａ部門〔独占〕Ｂ部門〔非独占〕
(注〉Ｐ､:生産価格(〔Ａ〕､〔Ｂ〕共通)
　　PI:Ａ部門の独占価格
　　P2:B部門の非独占価格
　　XI:Ａ部門の生産量
　　X2:B部門の生産量
?????‐?‐??
Ａ部門〔独占〕Ｂ部門　　　Ｃ部門
　　　　　　〔非独占･費用〔非独占･費用
　　　　　　価格上昇〕　価格不変〕
1器ｓ。　　　　(参考)イ)社会的需要不変
　=0A2DiBi　　　　　　　　　　ロ)総利潤= BiEiE',Bi(BiEIEiBi--･り
　=0AlC:B2十AiAsDjCj　　　　　　　　　　= BiC'iC2B2十CiDiDsCi十'
(ロ)総利潤=BlDlDiBi　　　　　　　　　　　DiEiE4Di
°BlCiCiBz+CiKDiCi　　　　　ハ) B, C都門の平均価格不変が想定されて
　　　　　　　　　　　　　　　いるから, CiDiD3C3= D4E<E.D!
米田，「独占価格論の課題と方法」（「経済」156号, 1977年, 124― 5 頁）
156号, 1977年)を検討されるに当たって，カルテル価格に関するヒルファディングの所説を取り上げ，
そこで次のように述べておられる。すなわち，(イ)カルテル価格によって，カルテル産業部門の商品は生産
価格以上の価格で販売され，独占的高利潤がえられる。それとともに，非カルテル部門の商品価格は生産
価格以下に低下し，利潤率も平均利潤率より低くなる。カルテル価格の限界は，非カルテル部門の利潤率
力坤丿子率に一徹する点にある。(ロ)非カルテル部門が購入する原材料のカルテル価格が上昇して，その結果，
費用価格が高くなっても，この非カルテル部門の商品価格は変わらない。ただし，このような非カルテル部
門が複数存在するときにば，カルテル価格で購入する原材料を多く利用する部門で価格が上昇し，反対の
部門では価格は低下するが，その結果は相殺される(同上, 124頁)。
　以上のように，(ｲ)，(ロ)が述べられているのであるが，ここで問題となるのは，｢大略｣であるとしても，
(ｲ)，(ロ)をもってし七は，カルテル価格に関するヒルファディングの所説の基本的内容を示しえていな
いばかりか，歪曲したものとなっていること，とくに，(ｲ)について，｢この考え方は，社会的(有効)
需要総額が一定であるという仮定，および総価値＝総価格という仮定を前提としている点で難点をふ
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あわせて
　　●●●，結局は
　　●●.●●　●●●●●●●.●●●●●●●●●●●●　●
，この場合，独占資本の独占的超過利潤の源泉が直接には
●.●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●　●すべて非独占資本の剰余価値の減少にもとめられている点
???????? ????????
んでいる（傍点中田）」と米田氏が批判される場合，（ｲ）は一体，ヒルファディングＱカルテル価格に関す
る論理展開上のどの位置のなにをもって取り上げられたものであるのか。少なくとも，カルテル価格に関
するヒルファディングの所説のなかでは，上述の二つの難点なるものが同一論理のなかで併存するような
内容となっている論述はない。したがって，（ｲ）の内容をなすものが，たとい簡単化のためにであるとはい
え，独立に取り上げられて検討の対象にされるべきではない。
　例えば，カルテル価格形成・価格引上げの第二の限界を導き出す論理次元での価格論の特徴は，本文で
も指摘したように，カルテル化諸産業が消費手段生産部門であり，その商品を, (1)資本家的消費＝生産
的消費のために高められた価格＝カルテル価格で購入することを余儀なくされる場合と，（2）個人的消費
のために（1）の場合と同じ価格＝カルテル価格をおしつけられる場合とである。前者はカルテル化諸産
業の製品の一部を生産手段の諸要素としてカルテル価格で購入することを通じて，非カルテル諸産業部門
の利潤が分け取り・横取りされる場合であり，後者は消費手段のカルテル‘価格引上げによる消費者の所得
が収奪される場合である。ここで，ヒルファディングは非資本家的諸層の消費＝一般的消費の側面からカ
ルテル価格の引上げの可能性＝その限界を導き出し，すでに明らかにした資本家的消費＝生産的消費の側
面からのカルテル価格の引上げの可能性＝その限界とをあわせて捉えることによって，カルテル価格の引
上げによるカルテル超過利潤の形成は，一方では, (1)独占的結合＝カルテルによる非カルテル諸産業の利
潤の分け取り・横取りを通じての総剰余価値＝総利潤の再分配に係わるものであるということ，加えて，
12）非資本家的諸層＝一般的消費の所得の収奪による国民所得の再分配に係わるものであるということ，そ
して同時に,他方では，その再分配それ自体は，結局，かかる二つの要因すなわち資本家的消費＝生産的消
費と非資本家的諸層の消費＝一般的消費とによって根本的に限界づけられるものであるということである。
　したがって，米田氏が「ヒルファディングの検討をつうじて述べたかった点は，独占資本が設定する独
占価格をつうじておこなわれる独占的超過利潤の源泉，それを解明するために必要な独占価格の波及効果
について検討するに当たっては」（同上, 125)として，「（ｲ）独占商品が最終消費資料であって，直接に
労働者その他消費者の所得削減をつうじて作用していく場合と，生産手段であって，他の資本の費用価格
の上昇をつうじて作用していく場合との両方であって，それぞれ区別しながら検討される必要がある」
　（同上）といわれるが，これらの点は，上述の点からも，また，本文でも明確にしているように，ヒルファ
ディングのカルテル価格の形成・価格の引上げに関する論理のなかに明示的に取り込まれているというこ
とができる。また，この後に続く，「（口）その検討に当たっては，独占価格設定によっても需要構造および
需要総額に変更がない，という想定は恣意的という批判を免れないことである」（同上）ともいわれる
が，しかし，それは，カルテル価格に関する論理展開上のいかなる次元，とくに一定の抽象的な理論的基
準の析出の論理次元においても，なお「総価値＝総価格，社会的需要総額一定」という条件・仮定を認め
ないということであれば，独占価格論の展開それ自体を混乱させ，結局･，それの理論化を困難にさせるこ
とになるのではなかろうか。
　5.独占的価格支配と再生産拡張メカニズム
　（－）しかし，かかる一般的消費つまり非生産的消費の削減それ自体から，直ちに独占的結合＝カ
ルテル化産業全体にとっての資本の蓄積が停滞することになるというわけではない。資本制的生産
は制限された最終消費つまり非生産的消費から自立して発展する内的傾向をもっている。すなわち，
資本制的生産は，本来，労働者をはじめとする消費者一般の消費が，資本の支配のもとで狭隣な枠
内に限定されているとしても，各個の資本の投資活動を通じて社会全体の生産・再生産の拡張を惹
き起こしていく内的起動力が存在しているとみなさなければならない。
　ところが，競争制限に基づく独占的結合＝カルテル化諸産業が成立し，彼らがその独占的結合を
背景にして，景気変動の全局面を通じて常に販路を見出す生産の基本額を設定することによって，
それに対応した価格＝カルテル価格の引上げをおこない，それを通じて非カルテル諸産業の利潤や
消費者大衆の所得を収奪するという収奪構造が形成されるに至った独占的結合＝カルテルの市場支
配・価格支配の論理次元においては，自ら生産を拡張していく内的メカニズムが著しく弱まること
になる。ヒルファディングは，独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配の論理次元においては，
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かかる内的起動力がいかに構造的に妨げられ，資本家的消費つまり生産的消費の拡張がいかに弱化
せざるをえなくなるかを，改良技術＝新技術をもってする新生産方法の導入にともなう生産の拡張
メカニズムの構造的制限・麻庫の解明を通じて以下のように明らかにしている。そして，そのこと
はまたこの論理次元においては，後述するように，全面的競争下での新生産方法の導入→普及・一
般化が特別利潤の成立→消滅・その対極での負の特別利潤の成立→増大をもたらすというメカニズ
ムが競争制限による構造的変化に基づいていかに変容してあらわれうるのか，という問題とも密接
に関連しているといえるのである。
いうまでもなく，資本主義的自由競争の論理次元においては，労働者をはじめとする消費者一般
の狭隣な消費制限・消費限界のもとでも，「蓄積のための蓄積，生産のための生産」を自己目的と
する資本による最大限利潤の追求と新生産方法の導入Ｔ・普及・一般化を促進し強制していく「競争
の強制作用」としてあらわれる競争メカニズムを通じて，資本主義的生産は無制限的に拡張してい
く内的傾向をもっている。･利潤の増大，および利潤率の上昇が困難な景気の停滞状況のもとでは，
かえってかかる資本家的「欲望」と「競争の強制作用」は強まり，したがって，改良技術＝新技術
→新生産方法の追求が一層激しく展開されることになる。すなわち，不況末期の景気停滞局面にお
いては，極限にまで低落した市場価格と利潤率のもとで，資本としてその存立を維持しようとする
諸資本間の競争が異常に激化する。かかる条件のもとでは，費用価格さえも償いえないような弱小
資本は大資本に吸収・併呑されるか没落を余儀なくされていくとともに，他方では，新生産方法の
導入可能条件をもつ諸資本は，その導入による特別利潤の獲得にその活路を求めることになる。
　こうして，この局面での新生産方法の導入ヤ普及・一般化→供給増大→価格の下落は，技術的・
経済的に陳腐化した旧式設備をもつ資本の利潤率の引下げを通じて，これらの資本に対してその旧式
設備の廃棄による新生産方法の導入か没落かを強制していく「競争の強制作用」が強く働き，新生
産方法の導入が急速に普及・一般化することになる。かくして，新生産方法の導入→普及・一般化
と結びついた新鋭機械設備・拡張投資の集中的展開が生じ，これによって，労働手段生産部門に対
する需要が急速かつ大幅に拡張していくことになる。かくして，技術的・経済的に陳腐化した旧式
設備の廃棄と新鋭機械設備の設置・拡張をもってする新生産方法の普及・ブ般化は，労働手段生産
諸部門とその関連諸部門の生産に新たな活気をよび起こし，その回復を速めると同時に，この景気
回復の過程は雇用の回復・増大をもたらし，それによって，消費需要を回復させ，消費手段生産部
門と，したがって｡その原材料部門の生産とに新たな活気を惹き起こしていくことになる。こうし
て，さらに追加資本の投下が，延期されて｡いた固定資本更新と合体して新鋭機械設備をもっておこ
なわれるようになると，「一大新投資」が展開することになり｡景気は好況局面へと移る。全面的競
争下ではこうしたメカニズムが働くのである。それでは，独占的結合＝カルテル化諸産業の市場支配・
価格支配の論理次元においては，こうした傾向はどのような変容をとげることになるのであろうか。
　ヒルファディングによれば，「自由な競争は改良された技術の採用叱よる不断の生産拡張を強要
する。カルテルにとっても，より良い技術の採用はやはり利潤の上昇を意味する。それだけではな
く，カルテルはこれを採用せざるをえない，というのは，そうでないとアウトサイダーが新技術を
自分のものとして，カルテルに対する新たな競争戦でこれを利用するかもしれないという危険が生
ずるからである」(SS. 346―347,下, 127―128)。すなわち，彼によれば，先ず･/改良技術・
新技術をもってする生産方法の採用をめぐる諸資本間の競争は，なにも自由競争段階における資本
の特別利潤獲得競争に特徴的傾向であるだけではなく，･競争制限に基づく独占的結合＝カルテル化
諸産業による市場支配・価格支配が成立している独占段階においても，改良技術＝新技術の採用は
独占的結合＝カルテルにとって，利潤の上昇を意味するものである。したがって，このような利潤
の上昇による特別利潤の獲得のために，独占的結合＝カルテルは技術の改良＝生産方法の革新に強
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い関心をもつので，新生産方法を他企業に先んじて導入しようという誘因は，自由競争の段階と同
じように存在するということになる。
　しかし，生産方法の革新に強い関心をもち，それを採用するか否かについてその直接的動機とな，
るものは，それだけではない。アウトサイダーがこの改良技術＝新技術をもってする生産方法を先
取りするこどにでもなれば，それによって，より低い価格で「大量生産→大量販売」を実現しうる
ことになり，したがって，これを武器にして独占的結合＝カルテルに対する新たな競争戦で利用さ
れるということもありうる。このような危険性が存在する限りにおいては，独占的結合＝カルテル
はこの側面からも改良技術・新技術をもってする生産方法を優先的に採用するか，あるいは改良技
術・新技術を自己の支配下に置くかによって，その危険性を阻止・回避しようとする。独占的結合＝
カルテルはいかなる状況のもとでも自己の市場支配・価格支配を維持すべくその条件を確保してお
かなければならないのである。このように，ヒルファディングは，上記の二側面から独占的結合＝
カルテルの市場支配・価格支配が成立している独占段階における改良技術＝新技術をもってする新
生産方法の採用の可能性＝その誘因について論述したうえで，この論理次元においては，新生産方
法の導入→普及・一般化が特別利潤の成立→増大をもたらす全面的競争下でのメカニズムがいかに
変容を余儀なくされてあらわれるかを，かかる特別利潤の獲得とその存在形態の分析・検討を通じ
て明らかにしようとする。
　（二）すでに論述したように，独占的結合＝カルテルは景気変動のすべての段階を通じて，「剰余
をあげつつ作業しえ，かつ販路をも見出す生産」，あるいは「市場供給に不可欠な生産」という
　「生産の基本額」を設定し，その範囲において，生産を割り当て，供給を調整し，それに対応する
価格すなわちカルテル価格を，独占的結合＝カルテル参加諸資本のなかの最劣位資本の生産価格を
基準に確定することによって，景気変動による一切の「負荷」を，主としてアウ･トサイダーに転嫁
し，カルテル参加諸資本のなかの最劣位資本でさえもが，好景気の間は「高い特別利潤」を実現し，
不況期には「正常利潤」としてのカルテル利潤を実現するというように，自らは高利潤＝カルテル
利潤を恒常的に維持していくことになるのである。さらに，かかる基本的傾向に加えて，独占的結
合＝カルテルは，上記の二側面からの誘因によって，改良技術＝新技術をもってする生産方法の導
入による特別利潤の獲得にも強い関心をもち，これにも不断に取り組んでいるのであるが，とくに
　「アウトサイダーが新技術を自分のものとしてカルテルに対する新たな競争戦でこれを利用するか
もしれないという危険」(S. 347,下, 127)が生ずる場合には，彼らはこれを採用せざるをえ
ないことになる。
　ところで，このような改良技術＝新技術をもってする生産方法の優先的導入によって生ずる特別
利潤は，その生産が最高の有機的構成を示し，最大規模の独占的結合に基づく結合資本力を有し，
しかも，生産の自然的条件をも独占的に支配するに至った独占的結合＝カルテルの支配のもとにお
いては，競争者＝アウトサイダーがそのなかに割り込む余地はほとんどありえないということに
なる。したがって，それをかかる独占的結合＝カルテル化諸産業が導入するとすれば，この場合，
その特別利潤は「競争によらて，結局，消滅させられて商品の価格が低下せざるをえなくなるとい
うようなことのない特別利潤である」(S. 347,下, 128)ということになる。すなわち，それ
はかかる独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配のもとでは，むしろ長期に「固定化」されざ
るをえない性質のものとなる（1）。このように，ヒルファディングはこの論理次元での特別利潤を
規定するのである。このことは，改良技術＝新技術をもってする新生産方法の優先的導入による特
別利潤（本来は経過的にのみ成立しうるべきもの）の独占段階における獲得（方法）およびその存
在形態の特徴的傾向を析出したものであるということができるし，それはまた，全面的競争のもと
での新生産方法の導入→普及・一般化が，特別利潤の成立→消滅・その対極における負の特別利潤
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の成立→増大を生じさせるという意味での特別利潤の形成メカニズムは，競争諸条件の構造的変化
→競争制限に基づいて一定の変容を余儀なくされているということを示すものである。
　いうまでもなく，改良技術＝新技術をもってする生産方法の導入は，本来ならば，「より大量の
生産を必至とし，その販売のために価格を引き下げて消費の拡大をはからなければならないという
こと」(S. 347,下, 128)になるのであるが，しかし，この場合には，生産性の上昇にもかか
わらず，それに対応して価格は下がらない。むしろ，「価格は同じまま，生産費は低下，利潤は上
昇ということになるであろう」(ibid.,同上）。ヒルファディングによれば，独占的結合＝カルテ
ルの市場支配＝価格支配のもとでは，新生産方法は，全面的競争下のように，その普及・一般化→
価格の下落という現象形態はとりえなくなるということ，したがって，かかる過程的展開が技術的・
経済的に陳腐化した旧式設備をもつ資本の利潤率を引き下げるとしても，このことが，直ちにこれ
らの資本に対してその旧式設備の廃棄による新生産方法の導入を強制していく「競争の強制作用」
として強く働くわけではなく，したがって，新生産方法の導入が急速に普及していくことにはなら
ないということである。彼は，このことを鉄鋼トラストにおける改良技術の採用とそれによって生
ずるこの論理次元固有の特徴的諸傾向とを指摘しながら，次のように説いている。
　すなわち，「たとえば，鉄鋼トラスドがかような改良技術を二，三の経営で使用し，かような経
営の生産だけで従来の価格での全需要を充たすに足りるようになり，その代わりにトラストは他の
諸経営を休止するということもありうるであろう。価格は同じまま，生産費は低下，利潤は上昇と
いうことになるわけである。生産拡張はおこなわれず，改良技術は労働者を遊離させたことになり，
彼らは雇用の見込を見出さないであろう。同様な結果は，カルテル組織においても生じうるであろ
う。最大の諸工場は改良を採用し‥これによって自分たちの生産を拡張する。このことをカルテル
の内部でおこないうるためには，最大の諸工場は，比較的小さい諸工場からそれらの割当分を買い
取って，これらの工場を休止させる。改良された技術は充用され集積をも生じさせたが，生産の拡
張を惹き起こしはしなかったわけである」(S. 347,下, 128―129)。
　このように，独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配の論理次元では，改良技術＝新技術を
もってする生産方法の導入による生産性の上昇にもかかわらず，独占的結合＝カルテル（トラスト
はもちろんのこと）は，その全生産を「景気変動のすべての段階を通じて，市場供給に不可欠な生
産部分の支配」(S. 296,下, 56)という「生産の基本額」の設定の枠内におさえることによっ
て，カルテル価格を維持し超過利潤を獲得するというこの段階に固有の方向を選択するわけである。
だからこそ，独占的結合＝カルテルは新生産方法の導入がより大量の生産を必至とし，それの販売
は価格の引下げを必要とし，引き下げなければ消費の拡大が生じえないという場合には，設備の旧
式化・老朽化した経営・工場を休止させ，改良技術＝新技術は二，三の経営・工場で充用し，これ
らの経営・工場の生産だけで景気変動のすべての局面を通じて常に販路を見出す生産の基本額の水
準を確保し，したがって，価格を維持し，より高い超過利潤を獲得するということになる。しかも，
この「高い超過利潤」はアウトサイダーの負の超過利潤に対応するものであり，この部門内におい
て相殺されうる性質のものである。かくして，この論理次元において，カルテル利潤はかかる「超
過利潤」をもその構成要素に加えて把握しなければならないということになるであろう。したがっ
て，ヒルファディングによれば，「この場合，改良された技術の採用は消費者の利益にはならない
で，かような強靭に組織されたカルテルやトラストの利益になるだけである」(S. 347,下，
128)し，また，それによって景気変動における一切の負担をアウトサイダーに転嫁し（したがっ
て消費者一般に転嫁し），自らは，景気変動のすべての段階を通じて，より高い利潤を安定的に確保
しうるということになるのである。
　（三）ところで，独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配がいまだ十分に強力的でなく，全生
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産を完全に支配していない状況のもとでは，景気変動のすべての局面を通じて，常に販路を見出す
生産の基本額の設定とそれに対応的なカルテル価格の引上げとを維持することができない場合もあ
りうる。ことに，独占的結合＝カルテル参加諸資本相互間に価格協定を結び，協調関係を保持して
いるとしても，そこには，操業度を調整,し，生産・供給を制限し，それを参加諸資本に割り当てる
という点において，その結合がいまだ弱く強固でないような論理次元では，改良技術＝新技術をもっ
てする牛産方法の導入を他のカルテル参加諸資本に先んじておこなった資本は，そのことによって，
技術的により良く装備された生産性の高い資本として特別利潤を獲得しうるが，この特別利潤の取
得見込が大きければ大きいほど，この資本にとっては，価格協定や生産制限およびその割当といっ
た独占的結合＝カルテルの協定を厳守することは，カルテル全体の利益ではあるが，必ずしも自己
の直接的利益の個別的追求を利するものにはならないということになる。このような資本は，自己
の牛産の拡張によって牛産費を低下させることができ，特別利潤を獲得することができる。したがっ
て，カルテルの構成,メンバーとしては，一定の制約をうけながらも，なおも資本としての独立性が
維持されており，対買手との直接的関係も廃止されておらず，脱退後も改めて対顧客関係への新た
な結びつきや旧販路の回復を必要としない場合には，彼らは，しばしば，かかる協定の回避に努力
しようとするのである（２）。
　このような事情のもとでは，改良技術＝新技術をもってする「設備投資→生産拡張」という面で
の競争が展開されることになりうるであろう。したがって，このような場合には，ヒルファディン
グのいうように，「改良技術はより大量の生産を必至とすることによって，その販売のための価格
を引き下げて，消費の拡大をはからなければならないということもあろう。それはありうることで
ある」(ibid.,同上）ということになる。このようにして，独占的結合＝カルテル参加諸資本の
なかのいわば生産性のより高い優位な位置にある資本の脱退による競争戦への参加は，その結果と
して，過剰生産という事態の発生を不可避ならしめるであろう。かかる事態のもとでは，どの独占
的結合＝カルテル参加諸資本も自分の商品在庫だけは売りつくそうとする。各個の資本がそう思い
そう行動するであろうから，これらの資本相互間に販売競争が発生し，激化する。カルテル価格と
いえども，かかる局面においては低落する内的傾向をもつ。なぜならば，改良技術＝新技術をもっ
てする生産方法の導入はより大量の生産を可能にし，その販売のためには価格を引き下げて消費の
拡大をはからなければならないからである。
　こうして，独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配の支柱をなすカルテル参加諸資本の結合
関係にひび割れが生じてくると，彼らにとっては，その結合関係＝結合力を背景に，景気変動のす
べての局面を通じて常に販路を見出す生産の基本額の設定枠を堅持し，それに対応的なカルテル価
格の引上げを維持していくことがますます困難となってこざるをえなくなる。この事態を放置すれ
ば，独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配を困難化し，カルテル価格それ自体をも崩壊させ
ることになる。かくして，この問題への独占的結合＝カルテルの対応は，「生産の割当・供給の調
整→販路の一元化・原材料の共同購入→参加諸資本の技術的独立の介入」という結合強化を通じて
おこなわれる。
　また，独占的結合＝カルテルが改良技術＝新技術をもってする生産方法の採用を怠っている
間に，アウトサイダーがこの種の改良技術＝新技術を自分のものとして，独占的結合＝カルテル
に対する新たな競争戦において，これを利用する(S. 347,下, 127)という場合にも，改良
技術＝新技術をもってする生産方法の導入による「設備投資→生産拡張」という面での新たな競
争戦が展開されることになるであろう。,この場合，かかる新生産方法の導入は「より大量の生産
を必至とすることによって，その販売のため価格を引き下げて，消費の拡大をはからなければな
らないということもあろう。それはありうることである」(S. 347,下. 128)ということに
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なる（３）。　　　　　　　　　　　／
　独占的結合＝カルテルに先んじて，アウトサイダーが新生産方法を導入することによって，独占
的結合＝カルテルよりも低い費用価格をもって生産することができれば，独占的結合＝カルテルが。
　「景気変動のすべての段階を通じて，市場供給に不可欠な生産部分の支配」(S. 296,下, 56)
を可能ならしめる水準の点に生産の基本額を設定し，それに対応したカルテル価格を維持しようと
しても，アウトサイダーによってその販路を侵触される危険が生ずるであろう。なぜなら，独占的
結合＝カルテルが，かかる「生産の基本額」を設定することによって，「カルテルが平均需要だけ
を充た七，景気需要の充足をアウトサイダーに委せておく」(S. 291,下, 48)という市場支配・
価格支配の道を選択していたとしても，この場合には，「この生産の費用はアウトサイダーの費用
よりも小さくなければならない。ただこの場合にのみ，恐慌期に必要な制限はアウトサイダーに負
わされるであろう」(S. 296,下, 56)ということであるからである。
　いまや，アウトサイダ゛－は，独占的結合＝カルテルに先んじて，改良技術＝新技術をもってする
生産方法の導入をおこ,なっており，その生産の費用は，むしろ逆に，独占的結合＝カルテルのそれ
よりも小さくなっているということができる。したがって，アウトサイダーは，大量生産・供給，
低価格政策をもって，独占的結合＝カルテルに対して競争戦を挑んでくるかもしれない。そして，
この道を選択すれば，アウトサイダーは，好況・繁栄期の追加需要が要求するよりも多くを生産し，
多くを供給することによって，独占的結合＝カルテルの販路を侵触することになるであろう。かく
して，独占的結合＝カルテノ‘レは，「景気変動のすべての段階を通じて，市場供給に不可欠な生産部
分の支配」(S. 296,下, 56)を可能ならしめる生産の基本額の設定とそれに対応したカルテル
価格の引上げを維持することが困難となり，場合によっては，市場支配・価格支配力を失って自由
競争の再現ともなりかねない。そこで，独占的結合＝カルテルも改良技術＝新技術をもってする新
生産方法をすみやかに導入し，それによって得られる特別利潤を犠牲にしても，カルテル価格を引
き下げ，販路を確保するであろう。こうした場合には，改良技術＝新技術をもってする生産方法の
導入がもたらす特別利潤は，長期的に固定化されうるのではなく，「経過」的存在となる。そこで，
独占的結合＝カルテルとしては，もちろん，その結合力の程度とそれに基づく市場支配・価格支配
の程度によって異なってはいるか，「アウトサイダーが新技術を自分のものとして，カルテルに対
する新たな競争戦でこれを利用するかもしれないという危険が生ずる」(S. 347,下, 127)こ
とを阻止するためにも，改良技術＝新技術の独占と，それをもってする生産方法の導入問題に不断
に取り組むことになるのである。
　　しかも，かかる新生産方法の導入は，独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配め論理次元で
は，「大量生産・供給→低価格による大量販売」ではなく，むしろ，「常に販路を見出す生産の基
本額とカルテル価格の維持→費用価格の引下げ→利潤の上昇」ということであり，その特徴は，独
占的結合＝カルテル参加諸資本相互の結合を強め，協調を通じて共同の長期的利益を追求し，カル
テル利潤を長期的・安定的に確保しようとするものである。したがって，かかる方向での独占的結
合＝カルテルの市場支配・価格支配は，ヒルファディングの指摘するように，「生産の割当・供給
の調整→,販路の一元化・原材料の共同購入→参加諸資本の技術的独立の介入」という結合の強化過
程を通じて，その最も強化された形態での体制的な確立をとげることになる。　　｀
　（四）ところで，独占的結合＝カルテル化諸産業による市場支配・価格支配の論理次元においては，
改良技術＝新技術をもってする新生産方法の導入は，結局，「設備投資の拡張→大量生産→大量販
売→価格の引下げ」という傾向ではな｡く，「改良技術の部分的使用による経営の部分的休止→従来
通りの生産・供給→価格維持→生産制限→利潤上昇」というこの段階固有の特徴的傾向を示すとい
うことである。この点を明らかにすることによ,つて，ヒルファディングは独占的結合＝カルテルの
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市場支配・価格支配の論理次元においては，生産拡張を惹き起こしていく内的起動力が衰弱化して
いく｡ことを主張するのである（４）。ここ｡では，この側面に焦点を合わせて彼の所説を分析・検討し
ていくことになるが，この部分は，前述の論理と重複してくるところがある。
　すでに指摘したように，全面的競争の論理次元では，特別利潤ないし個別利潤率の上昇を求める
諸資本の生産力競争がたえざる生産技術の高度化一改良技術＝新技術をもってする生産方法の導
入→普及・一般化を通じてｰを促進させていくのであるが，この「生産力競争ヤ生産技術の高度
化」，つまり，生産力の発展＝新生産方法の導入→普及・一般化は，それをめぐっての全面的な設
備投資競争を展開させ，設備投資需要の，いわば「群的」,出現を生じさせることにより，それが関
連諸産業部門の生産に新たな活気を惹き起こし，これらの部門における生産の回復・増加とそれに
と｡もなう雇用増大につれて消費需要も次第に回復し，消費手段生産部門も次第に活気を呈してくる
といったように，社会全体の再生産拡張を惹き起こしていくことになるのである。　　　　　　　。
　ところが，ヒルファディングによれば，こうした全面的競争の段階とは異なって，独占的結合＝
カルテルによる競争制限のもとでは，独占的結合・=カルテル化諸産業部門においても，非カルテル
諸産業部門においても，上述のような「生産力競争→新生産方法の導入→普及・一般化」と，それ
をめぐっての全面的な設備投資競争→｡一大投資需要の出現といったような生産の拡張を惹き起
こす内的起動力は著しく弱化させられるということである。すなわち，「カルテル化諸産業では，
カルテルの第一の方策は生産の制限だからであり，非カルテル諸産業では，利潤率の低下が，先ず
第一に，より以上の資本投下を抑制するからである。かくして，一方では蓄積されるべき資本の量
が急速に増大するのに，他方では,この資本の投下可能性が縮小される」(SS. 348-349,下，
129)ということになるのである。
　「新たな競争」に対して最高度に保護されているような自然条件をも独占したカノレテル（たとえ
ば鉱山シンジケートのごとき）や，その生産が最高の有機的構成を示すカルテル化諸産業部門の場
合には，これらの部門の独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配のなかに，アウ・トサイダーは
割り込んでいく余地を持ち合わせていない。こうした事情のもとでは，独占的結合＝カルテルは，
たとい導入可能な改良技術を自分のものとしたからといって，それを直ちに導入するようなことは
せず，既存固定設備が技術的・経済的に陳腐化するまでそれを利用しながら，できうる限りその償
却をすませた後に，この生産方法の導入を計ろうとするであろう。そしてそこでは，導入された新
生産方法は，いわば長期間にわたって独占的に利用されうることになり，それによって導き出され
る特別利潤は，長期的・固定的なものとなるのである。なぜならば，「これは競争によって，消滅
させられて商品の価格が低下さぜるをえなくなるというようなことのない特別利潤である」（S.
347,下, 128)からである。
　かような強靭に組織されたカルテルやトラスト諸産業部門においては，すでに指摘したように，新
生産方法を導入することによって，「設備投資の拡張→大量生産・大量販売→価格引下げ」という
方向は選択されない。独占的結合＝カルテルは，その強大な独占的結合力を背景にして景気変動の
全局面を通じて「常に販路を見出す生産の基本額」を設定し，それに対応して，価格を独占的結合＝
カルテル参加諸資本のなかでの最劣位資本が好景気の間は高い特別利潤を実現し，不況期には，正
常な利潤としてのカルテル利潤を実現することを可能ならしめる水準の点にまで引き上げるのであ
る。独占的結合＝カルテルは，このように不況期にカルテル全体の利益を優先させることによって，
参加諸資本の個別的利潤を維持するという基本的立場から設定された「常に販路を見出す生産の基
本額」を基準に，生産量|・供給量を制限して割り当て，この産出量のための費用（単位当たり費用）
を最劣位資本の費用に｡おいて把握し，その費用を「正常利潤」＝「カルテル利潤」形成の費用とす
ることによって｡価格を形成するのである。　　　，
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　そして，このことによって，独占的結合＝カルテルは，アウトサイダーの生産を好況・繁栄期に
おける追加需要の充足の枠内に抑え込む一方で，不況期における過剰生産→供給過剰の一切の
　「負荷」を彼らに転嫁させるのである。したがって，これらの部門に改良技術＝新技術をもってす
る新生産方法が導入されたとしても，「生産の基本額」が確保され，それに対応してカルテル価格
が形成・維持されることになるので，独占的結合＝カルテル以外の他の資本＝アウトサイダーに対
して新生産方法の導入を強制していく競争の強制作用はi著しく弱化させられることになる。
　（五）ところで，独占的結合＝カルテル化諸産業は，このような自然条件を独占したカルテルやそ
の生産が最高の有機的構成を示すカルテル諸産業部門からのみ成りたっているわけではない。独占
的結合＝カルテルが，導入可能な新生産方法が存在する場合でさえ，むしろ，既存固定設備を技術
的・経済的に陳腐化するまで利用しながら，その償却をすませた後に，この新生産方法を導入する
というような最高度の独占的市場支配力・価格支配力をいまだなお持ち合わせていなければ，アウ
トサイダーが新技術を自分のものとしたときには，カルテルに対して新たな競争戦でこれを利用す
るかもしれないという危険が生ずる」(S. 347,下, 127)場合がありうる。そのときには,「独
占的結合＝カルテルはこれを採用せざるをえない」(ibid.,同上）であろう。　しかし，この場合に
は，新生産方法の導入は「大量生産→大量販売→価格の引下げ」の方向をとり，生産の拡張を必ず
惹き起こすということになるであろうか。
　ヒルファディングは，「必ずしもそうなるとは限らない」(S. 347,下, 128)と述べている。
むしろ，この場合も，独占的結合＝カルテルは，自らが改良技術＝新技術をもってする生産方法の
導入を怠っている間に，アウトサイダーがそれを自分のものとして先んじて採用すれば，おそらく困
難となったか’もしれないであろう「景気変動の全局面を通じて常に販路を見出す生産の基本額」の
設定とカルテル価格の引上げとを，新生産方法の速かな導入によって維持することができることに
なる。彼によれば，「たとえば，鉄鋼トラストがかような改良技術を二，三の経営で使用し，かよ
うな経営の生産だけで従来の価格での全需要を充たすに足りるようになり，その代わりにトラスト
は他の諸経営を休止するということもありうるであろう。価格は同じまま，生産費は低下し，利潤
は上昇するということになるであろう。生産拡張はおこなわれず，改良技術は労働者を遊離させた
ことになり，彼らは雇用の見込を見出さないであろう。同様な結果はカルテル組織においても生じ
うるであろう。最大の諸工場は改良を採用し，これによって自分たちの生産を拡張する。このこと
をカルテル内部でおこないうるためには，最大の諸工場は比較的小さい諸工場からそれらの割当分
を買い取って，これらの工場を休止させる。改良された技術は充用され，集積をも生じさせたが，
生産の拡張を惹き起こしはしなかったわけである」（Sﾝ347,下, 128―129)。
　このように，いずれの場合においても，独占的結合＝カルテルによる市場支配・価格支配のもとでは，
牛産の拡張を惹起していく強い内的起動力が著しく弱化させられるｽごとになる力札このことばまた，独
占的結合＝カルテルの収奪源泉である非カルテル諸産業部門においてもあらわれてくるととになる。
　非カルテル諸産業部門は，すでに明らかにしてきたように，直接の産業的諸連関を通じて独占的
結合＝’カルテル化諸産業部門によって支配＝収奪される関係にある。この両者の間の支配・被支配＝
収奪・被収奪構造に基づいて，独占的結合＝カルテル化諸産業は，非カルテル諸産業の利潤を分け
取り・横取りすることによって，カルテル超過利潤を獲得していくのであるが，それはカルテル商
品を生産手段の諸要素として充用するには，高められた価格＝カルテル価格で購入することを余儀
なくされる，ということを通じておこなわれる。しかし，「非カルテル諸産業部門における利潤の縮
減は，その発展の緩慢化を意味する。利潤率の低下は，これらの部面には新たな資本が緩慢にしか流
入しないであろうことを意味する。しかし同時に，利潤率が低下しているので，ますます激烈な販売
競争がおこ･なわれるであろうが，それは，ここでは比較的僅少な価格低下でも低い利潤をなくしてし
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まうので，ますます危険に作用する」(S. 346.下, 127)ということになる。したがってさら
に，これらの部門への新たな資本の流入＝投資を緩慢化することになるであろう。しかも，独占的
結合＝カルテル化諸産業がその強大な結合力を背景にして，非カルテル諸産業の利潤を，単なる
　「監督賃金」の水準にまで引き下げ，これらの部門の資本家をカルテルの使用人化させることにで
もなれば，そこには，もはや，株式会社の成立する余地はなくなる。
　このようにみてくると，非カルテル諸産業部門においては，設備拡張投資・新生産方法の導入は，
一方では独占的結合＝カルテル化諸産業による「利潤の分け取りり
てるべき蓄積基金の削減」によって制約を余儀なくされ，他方では，「かかる利潤の分け取り・横
取り→利潤の縮減→販売競争の激化→価格の引下げ→利潤の監督賃金への低落→株式会社の不成立」
をも生じさせるような利潤率の低下によって，著しく困難化させられることになるのである。かく
して，非カルテル諸産業部門においても，かかる二側面からの設備拡張投資・新生産方法導入の制
約・困難なる条件がからみ合って展開していくことにより，生産拡張の内的起動力は著しく弱化せ
ざるをえなくなるということになる。
　ところで，「カルテル結成は異常な特別利潤を意味する。……　しかし同時に‘，カルテルは資本
投下の緩慢化を意味する」(S. 348.下, 129),とヒルファディングは述べているが，この文章
が含意するところは，さらに次のような点において重要である。すなわち，独占段階においては独
占的結合＝カルテルの獲得する厖大な利潤量→蓄積基金積立の大量化が進むと同時に，他方におい
て，これまでに明らかにしてきたような「生産拡張の内的起動力の弱化」による資本投下の緩慢化
をうけて，新生産方法の導入や設備拡張投資が構造的に制約されざるをえなくなることによって，
資本の過剰傾向が強まってくるということ，しかも，それは競争制限に基づく独占的結合＝カルテ
ル支配の論理次元に固有の構造的諸要因に規定されて生ずる傾向であるが故に，恒常的・慢性的な
ものとしてあらわれてくるということである。
　独占的結合＝カルテルの利潤は. (1)自分のもとに雇用された労働者の生産した剰余価値, (2)非
カルテル諸産業の利潤の分け取り・横取りとこれらの部門の労働者の生産した剰余価値の横取り, (3)
消費者一般の所得の収奪, (4)新生産方法導入による特別利潤，などから成るが，とくに，この論理
次元では，改良技術＝新技術の採用による異常な特別利潤がF競争によって結局消滅させられて商
品の価格が低下せざるをえなくなるというようなことのない特別利潤である」(S. 347,下，
128)が故に，この異常な特別利潤が独占的結合＝カルテルのもとで長期に固定化されることによ
り，甚だしく厖大となり，先の(1), (2), (3),と合わせて独占的結合＝カルテルのもとに厖大な量の
利潤の集積→大量の蓄積基金積立を可能ならしめることになる。
　他方，独占的結合＝カルテルによる改良技術＝新技術をもってする生産方法の導入は，例えばト
ラストの場合，それを二，三の経営で使用し，全需要を充たすに足りる従来の生産の基本額と価格
とを維持し，その代わり他の諸経営を休止させるとか，カルテルの場合には，最大の諸工場で使用
し，老朽化した旧設備を休止させる(ibid.,同上）といったように，一方における新たな資本の
投資は，他方において旧資本の一部を遊休させることになり，先の貨幣資本の過剰化とあわせて生
産資本の過剰化傾向をも恒常的・慢性的なものたらしめることになる（５）。それと同時に，かかる改
良技術＝新技術をもってする生産方法の導入が，一部の旧設備を休止させることによって充用され，
価格は同じまま生産費は低下し，利潤は上昇する一方で，生産拡張はおこなわれず，労働者を遊
離させることにより，彼らは雇用の見込を見出しえなくなるということになる(ibid.,同上）。
かかる傾向は，この論理次元に固有の特徴的傾向であるが故に，構造的かつ慢性的なものとならざ
るをえない。かくして，独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配の論理次元に固有の「資本と
労働との慢性的過剰傾向」があらわれることになるのである。ヒルファディングはこの点を明確な
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問題意識において論述しているということができよう。
　（1）｡高山満氏は次のように述べておられる。すなわち，「この「独占的結合」による革新技術の採用は，二
　　面の意義を持っていることが注意さるべきである。第一に，もし外部参入者が，この種の生産方法をもっ
　　て，既存「独占的結合」に競争を挑んできた場合，一時この新生産方法によって得られる超過利潤部分を
　　犠牲にして，カルテル価格を引下げ競争者を一掃するのに役立つ。第二，競争者が既存企業に入り込む余
　　地のない状況の下では「独占的結合」の新技術採用による「特別利潤」……4ま，「独占的結合」の下
　　　　　●●●●●●●●　ｊで，長期持続的に固定化されること1となる。けだし，「独占的結合」は，供給制限政策によって，高価格
　　設定を行ないうるからである（傍点原文）」（高山，前掲論文Ⅲ，89頁）。
　　　また，高山氏は，次のように述べておられる。すなわち，「ヒルファディングは･「独占的結合」が「新
　　たな競争」……1こ対し設ける参入障壁-ここでは彼は，明示的に「独占的結合」に対する外部資本の
　　流入を問題にしているｰによって，先駆的に革新技術の導入がもたらす「特別利潤」が長期的に固定化
　　される点を次のように説いている（傍点原文）」（同上）と述べた後，ヒルファディングの所説を概要，次
　　のようにまとめておられる。すなわち，「「その生産の自然条件をも独占しかカル｡テルーたとえば鉱山シ
　　ンジーケートのごときｰまたはその生産が最高の有機的構成を示すかレテル，したがって新たな企業は，
　　銀行だけが用立てうるような異常な資本力を要するのに，銀行はカルテルの意に反しては何もしようとし
　　ないｰかようなカルテルは新たな競争に対して最高度に保護されている」……。生産方法の変革は，
　　「独占的結合」の生産費を以前よりも引下げるのであるが，当然そこに「一つの特別利潤」……が成立
するが，決定的に重要なことは 「独占的結合」の支配する市場が，部門外からの資本流入に対する防壁7 '･JI-J, L/N-AC"J '*-こtSμ､･ｒ７７７'.IｒUMJ･ΓμL.J-'J八iJu 7 －'l"μJf-・“･'IJ'1'゛/ '八｜'゛'“″｀"'4J "'--
によって守られている限りにおいて、それは｢競争によって結局消滅させられるということのない特別利
潤」……であるという点である。従って当然のことながら，この場合は，生産性上昇にもかかわらず，
対応的価格低下は生じないのであるから，このような技術革新は「消費者の利益にはならない」……。こ
こには明示的に，部門外参入者に対する防壁……1こ守られた「独占的結合」が，「特別利潤」一競争制
限による高い「カルテル」利潤の上に，更に累加されるｰを長期的にわが物とする「独占的結合」体制
特有の構造が述べられている（傍点原文）」（同上，89－90頁）。
　しかしながら，ここで取り上げているアウトサイダーは,゛高山氏が強調されるような外部資本ではなく，
独占的結合＝カルテル化諸産業部門におけるカルテル以外の資本＝アウトサイダーではないであろうか。
したがらて，ここでは，先駆的に革新技術の導入がもたらす「特別利潤」の長期的固定化は，「独占的結
合が新たな競争に対し設ける参入障壁」によって,･つまり「外部資本の流入」を阻止することによって，
直接説かれているということにはならないのではないのであろうか。　　　　　　　　。。
　ヒルファディングは独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配が形成されているこの論理次元におい
ては，基本的には独占的結合＝カルテル化諸産業部門間の資本の流出入は阻止されているという理論的前
提にたっており，したがって，ここでもまた，独占的結合＝カルテル化諸産業部門への資本の参入問題に
ついては，いかなる形態の外部資本も，あるいはいかなる形態の参入も，そうした理論的前提のもとでは
差し当たり問題とされずに捨象されているとみなければならない。むしろ，ここでは，当該産業部門にお
ける独占的結合＝カルテルとそれ以外の資本＝アウトサイダーとの「競争」関係のなかでの前者による市
場支配・価格支配の問題であり，かつ直接には超過利潤の問題として，競争制限に基づく独占的結合＝カ
ルテルの支配のもとでの改良技術＝革新技術をもってする新生産方法の導入による特別利潤の取得・存在
形態を説くことにあると考えられる。
　このように考えると，「カルテルにとっても，より良い技術の採用はやはり利潤の上昇を意味する。そ
れだけではなく，カルテルがこれを採用せざるをえないというのは，そうしなければ，アウトサイダーが
新技術を自分のものとして，カルテルに対する新たな競争戦でこれを利用するかもしれないという危険が
生ずるからである（傍点中田）」(S. 347,下, 127)という場合の「新たな競争戦」は，高山氏のいわ
れるように「「独占的結合」に対する外部資本の流入」としての「新たな競争戦」ではないということに
なるであろう。したがって，それは，当該部門のカルテル以外の資本＝アウトサイダーが新技術を自分の
ものとして，カルテルに対しておこなう新たな競争戦でなければならない。
　この「新たな競争戦」一競争制限のもとでの部門内「競争」-がどのようにおこなわれうるかによっ
て，この論理次元における特別利潤は二つの形態的特質，すなわち，「長期的・固定的」なものと「一時
的・経過的」なものとのいずれかになるということである。そこで，問題は「カルテルがつくりだした独
占の性格にかかっている」(ibid.,同上）ということになるわけである。ヒルファディングによれば。
　「その生産の自然条件を独占したカルテル……または，その生産が最高の有機的構成を示すカルテル」
　(ibid.,同上）は，「新たな競争に対して最高度に保護されている」(ibid.,同上）ので，アウトサイ
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ダーがかかる独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配Ｒ:割り込む余地はなく，そこでは「新たな競争
戦（の危険）」の生じる余地は先ずないであろう。したがって，そこでの独占的結合＝カルテルによる新
冷冷|方法の導入→特別利潤の成立は，「競争によって結局消滅させられて商品の価格が低下せさTるをえな
くなるというようなことのない特別利潤である」(ibid.,同上）ということになる。
　この場合，競争も当該部門における独占的結合＝カルテルとアウトサイダーとの「競争」でなければな
らない。だからこそ，全面的競争下であれば，当該部門における諸資本の競争を通じて新生産方法の導入
→普及・一般化が特別利潤の成立→消滅・その対極における負の特別利潤の成立→増大の関係を惹起させ
ることになるが，しかし，そうした形態的展開とそのメカニズムとは，「新たな競争に対して最高度に保
護されている」(ibid.,同上）独占的結合＝カルテルとアウトサイダーの「競争」関係のもとでは，変容
を余儀なくされるのである。したがって，ここでの特別利潤は「長期的に固定化」されるものとなる。し
かし，こうした論理がそのなかに，独占的結合＝カルテルに対する外部資本の流入という意味での「新た
な競争戦」に対する「参入障壁」によってかかる特別利潤の「固定化」を可能ならしめるという方向への
論理展開の可能性を内包していることは，いうまでもないであろう。
｛21拙稿，前掲論文, 144頁。
（3）この点に関して高山満氏は次のように述べておられる。
　いう「独占的結合」が，新冷|産方法の導入を行なう場合，
すなわち，「ところで，カルテル，トラストと
直ちに，大fi1の追加的需要を形成するとは限ら
ない。何故なら「改良技術はより大ilの生産を必要とし，それの販売は再び価格の引下げを必要とし，弓
　●●●●●●●●●●●●●●●●●下げなければ消費の拡張が生じえないということもありうるであろう」から，「独占的結合」にとって，
新技術導入の生産力効果を手放しで歓迎する訳Sこは行かないのである（傍点原文）」（高山，前掲論文Ⅲ｡
90頁）と，自らの補足を加えてヒルファディングの所説を引用した後，高山氏は続いて，「ここでは，
　「独占的結合」が一方で，大filの蓄積基盤を拡大しながら，他方，その蓄積に対応する有効需要が形成さ
れないという矛盾がともあれ指示されている。実は既にみてきたように，「独占的結合」の投資行動は，
　「価格の引下げ」を行なわなければ実現できない程に大２のｰ-一社会的需要を上追る一産出を行なわな
い所にその特徴があったのではないか？従って，この問題設定は，実は無意味なのである」（同上，91頁）
と論断し，さらに，「自己の産出量を，基本的には，不況期の基準産出丘1に限定し，生産を簡単に拡張し
ようとはしない「独占的結合」の蓄積構造と革新的技術の内包する巨大な産出丘1効果の矛盾については，
必ずしも彼（ヒルファディングー中田）は明確には意識していないようである」（同上）と述べておられ
る。
　ヒルファディングによれば，「景気変動の全局面を通じて常に販路を見出す生産の基本額」を設定し，
それに対応的に価格を形成することによって，独占的結合＝カルテルは，好況・繁栄期における追加需要
の充足をアウトサイダーに委せる一方で，不況期における需要の縮減による過剰生産の「負荷」をもまた，
彼らに転嫁させ，そのことによって，「好況期には高い特別利潤を実現し，不況期には正常利潤を実現する」
　(S. 291,下, 48)ということであった。
　独占的結合＝カルテルはこの基本原則に基づいて，「価格の引下げ」をおこなわなければ実現できないほ
ど大量の産出をおこなわないという「投資行動」をとるようになるのであろうが，しかし，ヒルファディ
ングのここでの「問題設定」，すなわち，「改良技術は，より大filの生産を必至とし，それの販売は再び
価格の引下げを必要とし，引き下げなければ消費の拡張が生じえないということもありうるであろう。あ
りうる」(S. 347,下, 128)というのは，上述の独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支配の基本
論理をふまえたうえで，なお取り上げられているということである。
　本文で明らかにしているように，独占的結合＝カルテルが改良技術＝新技術をもってする新生産方法の
採用を怠っている間に，アウ｡トサイダーがこの種の改良技術＝新技術を自分のものとして，独占的結合＝
カルテルに対する「新たな競争戦」に紅いてこれを利用する場合には，かかる生産方法の導入による「設
備投資→生産・供給拡張」という形態での「新たな競争戦」が展開されうることになるであろう。この場
合，かかる生産方法の導入は，「より大量の牛産を必至とし，それめ販売は再び価格の引下げを必要とし，
引き下げなければ消費の拡張が生じえないということもありうる」(ibid.,同上）ということになるわけ
である。
　独占的結合＝カルテルが，その価格を引き上げ，カルテル超過利潤を獲得できるのは，独占的結合力の
優越性であり，かつ，アウトサイダーに比しての高い生産性に基づくものである。独占的結合＝カルテル
は，等しく「自然条件をも独占したカルテル」，および「その牛摩|が最|高の有機的構成を示すカルテル」
のように，「新たな競争戦」に対して最高度に保護されているものばかりではない。いまだなお，その
独占的結合力が十分に強化されておらず，それに基づく市場支配・価格支配が安定的に維持されえてい
ない場合もありうる。つまり，こうした事情のもとで，独占的結合＝カルテルが改良技術＝新技術を
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　もってする生産方法の採用を怠っている問に，アウトサイダーがこの種の改良技術＝新技術を自分のもの
　として新生産方法の採用に踏みきっだのであるから，独占的結合＝カルテルの高い生産性は侵食され，ア
　ウトサイダーにとって有利となるであろう。
　　かくして，独占的結合＝カルテルは「常に販路を見出す生産の基本額」とそれに対応したカルテル価格
　を維持して，アウトサイダーの生産を好況・繁栄期の追加需要の充足部分の範囲内におし込めておくとい
　うことが不可能になってくる。なぜなら，アウトサイダーはいまや好況・繁栄期の追加需要が要求するよ
　りも多くを康産し，独占的結合=：カルテルの販路そのものを侵食することになるからである。I独占的結合＝
　カルテルにとっては，こうした事態は避けられなければならない。だからこそ，「アウトサイダーが新技
　術を自分のものとして，カルテルに対する新たな競争戦でこれを利用するかもしれないという危険が生ず
　る」(ibid.,同上）場合には，独占的結合＝カルテルは速やかにかかる改良技術＝新技術をもってする生
　産方法の採用に踏みきらざるをえないということになる。そして，むしろ，このことによって，独占的結
　合＝カルテルは「常に販路を見出す生産の基本額」とそれに対応したカルテル価格の引上げを維持しうる
　ことになり，「価格の維持→費用価格の引下げ→利潤の上昇」というこの論理次元に固有の基本方向を持
　続しうることになる。
　　したがって，高山氏のいわれるように，「この問題設定は，実は無意味なのである」というわけにはい
　かないし，また「自己の産出量を，基本的には，不況期の基準産出量に限定し，生産を簡単に拡張しよう
　としない「独占的結合」の蓄積構造と革新技術の内包する巨大な産出量効果の矛盾については必ずしも，
Ｉ彼（ヒルファディングー中田）は明確には意識していないようである」ということにも，けっしてならな
　いのである。
（4）この点に関して高山満氏は次のように述べておられる。すなわち，「ところで，ヒルファディングは，
　ここでは，「独占的結合」が行なう革新投資が内包する矛盾，即ち一方でそれが有効需要を他部門へ創出
　する効果を生み出すと共に，他方において巨大な産出力を形成する効果を生み出すという矛盾について，
　示唆的な議論を提起している。しかし，ここでの重要な論点，「独占的結合」の構造そのものがはらむ
　資本制ヰ鳶|の潜在的停|滞化傾向について立入った展開を行なっていないのは，重大な問題を残すものと言っ
　てよいであろう（傍点原文）」（高山，前掲論文Ⅲ，90頁）。ヒルファディングの所説に対する高山氏のこ
　うした指摘は，本文で明らかなように，誤解ないしは曲解によるものといわざるをえない。
（5）高山満氏によれば，「ここには，「独占的結合」体制の下での，操業度の低下の一般的傾向が明確に指
　摘されているが，この点は評価さるべきであろう。ただし，後唄景気循環の項で論及するように，彼はせっ
　かく「独占的結合」体制の下での操業度の低下に気付きながら，この操業度低下が一面で，シュタインド
　ルのいわゆる「意図された，そして故意に生ぜしめた過剰能力の予備（Ａ planned and deliberate
　reserve of ｅχcess capacity)」(J. Steindl｡.Maturity and Stagnation in American Capitalis?‘，
　Basil Blackwell, Oxford, 1952, p. 10,宮崎義一他訳「アメリカ資本主義の成熟と停滞」日本評論
　社, 1962年，18頁，傍点原文）に連らなるものであることには気付いていないのである」（同上，92頁）
　と指摘されている。
　　しかし，ここでの論点は，いうまでもなく競争制限に基づく独占的結合＝カルテルの市場支配・価格支
　配の論理次元においては，独占的結合＝カルテル化諸産業部門においても，非カルテル諸産業部門におい
　ても生産の拡張を惹き起こしていく内的起動力がいかに削減され弱められていくかを明らかにすることで
　あり，そしてそのことが，結果として，資本と労働との構造的過剰化を生じさせるということにある。こ
　こでの課題はまさにこの点にあるということができよう。そして，この点に関しては，本文でも詳述して
　いるようにヒルファディングは明示的に論述しているのである。
〔追　記〕　本稿を書き終えた後に，松井安信編著「金融資本論研究」（「北海道大学図書刊行会」，
　　　　1983年）に接した。すぐれた労作であるが，ここではそれにふれる余裕はなかった。
(昭和58年９月29日受理)
(昭和59年３月15日発行)

